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平成22年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】復代理に関する次の記述のうち、民法の規定及び判

例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 復代理人は、代理行為をするに際して、本人のためにする

ことを示せば足り、自己を復代理人に選任した代理人の名を

示す必要はない。 

２ 復代理人の代理行為の効果は、復代理人を選任した代理人

を経由することなく、直接、本人に帰属する。 

３ 復代理人を選任した代理人は、それ以後、復代理人と同一

代理事項について、本人のために代理行為を行うことができ

ない。 

４ 復代理人の代理権は、復代理人を選任した代理人が死亡す

れば、これによって消滅する。 

 

【問 ２】抵当権の実行により成立する法定地上権に関する次

の記述のうち、借地借家法（平成３年法律第90号）及び民

法の規定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 法定地上権の成立時期は、抵当権の目的である土地又は建

物が、抵当権の実行により、その所有者を異にするに至った

時である。 

２ 法定地上権の存続期間は、法律上３０年とされていて、当

事者間の協議により、これより長い又は短い存続期間を定め

ることはできない。 

３ 法定地上権の地代は、当事者間の協議で定めることができ

るが、協議が調わないときは、申し立てにより裁判所が定め

る。 

４ 法定地上権が及ぶ土地の範囲は、建物が現実に存在する箇

所のみに限定されずに、建物利用に必要な限度でそれ以外の

箇所にも及ぶ。 

 

【問 ３】債務の履行遅滞に関する次の記述のうち、民法の規

定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 債務の履行について確定期限の定めがある場合における債

務者は、その期限の到来した日の翌日から、遅滞の責任を負

う。 

２ 債務の履行について不確定期限の定めがある場合における

債務者は、期限が到来し、かつ、債務者がその到来を知った

時、又は、期限の到来を知らなくても、期限到来後、債権者

から履行の請求を受けた時から、遅滞の責任を負う。 

３ 債務の履行について期限の定めがない場合における債務者

は、債権者から履行の請求を受けた時から、遅滞の責任を負

う。 

４ 債務の履行について期限の定めがなく、債権発生時におい

て、当然、遅滞にあるとされる場合における債務者は、債権

者から履行の請求を受けるまでもなく、債務発生時から、遅

滞の責任を負う。 

 

【問 ４】委任契約に関する次の記述のうち、民法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。 

 

１ 受任者は、委任事務処理のために必要な費用について支出

をした場合、委任者に対し、その支出した費用の償還請求を

することができるだけでなく、支出の日以後におけるその利

息の償還請求をすることもできる。 

２ 受任者は、委任事務処理のために要する費用について、委

任者に対し、その前払いを請求することができ、前払いを請

求された委任者は、受任者に対し、その前払いをしなければ

ならない。 

３ 受任者は、委任事務処理において、委任者名義で受け取っ

た金銭その他の物及びその収取した果実を委任者に引き渡さ

なければならないだけでなく、委任者のために自己の名で取

得した権利も委任者に移転しなければならない。 

４ 受任者は、委任事務処理中、そのために損害を受けた場合、

その損害の発生について自己の責めに帰すべき事由があるか

否かにかかわらず、そのいずれであっても、委任者に対して、

その損害の賠償を請求することはできない。 

 

【問 ５】不法行為に関する次の記述のうち、民法の規定及び

判例によれば、正しいものはどれか。 

 

１ 不法行為の加害者が責任能力を有する未成年である場合に

は、その監督義務者は、未成年者の不法行為による被害者に

対して損害賠償の責任を負うことはない。 

２ 注文者が、請負人の仕事に対してした注文又は指図に過失

があったことにより、請負人が第三者に損害を生じさせた場

合、注文者は、その第三者に対して損害賠償の責任を負う。 

３ 動物の占有者及びその占有者に代わって動物を管理する者

は、その動物の性質に従い、相当の注意をもって管理した場

合であっても、その動物が他人に加えた損害について賠償す

る責任を負う。 

４ 土地の工作物の設置に瑕疵があることによって他人に損害

が生じた場合、その工作物の占有者は、その損害の発生を防

止するのに必要な注意をしていたことを証明したときであっ

ても、被害者に対して、その損害賠償の責任を負う。 

 

【問 ６】区分所有管理士会では、区分所有管理士倫理規程

（平成１２年１２月制定）を定めているが、その規定によれ

ば、次の記述のうち、最も不適切なものはどれですか。 

 

１ 区分所有管理士は、自らの能力及び知識を超える業務を引

き受けてはならない。 

２ 区分所有管理士は、信義に従い、誠実に業務を執行しなけ

ればならない。区分所有管理士は、重要な事項について故意

に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をしてはなら

ない。 

３ 区分所有管理士は、業務上知り得た秘密を正当な理由なく

他に漏らしてはならない。 

４ 区分所有管理士は、関与する区分所有建物の管理組合サイ

ドに立って活動しなければならない。 

 

【問 ７】仮登記に関する次の記述のうち、不動産登記法（平

成１６年法律第１２３号）の規定によれば、誤っているものは

どれか。 

 

１ 裁判所は、仮登記権利者の申立により、仮登記を命ずる処

分をすることができる。 

２ 仮登記を共同申請で行う場合には、登記識別情報の提供を

要しない。 

３ 仮登記に基づいて本登記をした場合は、当該本登記の順位

は当該仮登記の順位による。 

４ 仮登記は、仮登記の登記義務者の承諾がある場合でも、登

記権利者が単独で申請することはできない。 

 

 

 

◎おことわり 問題は原文のままで、解答は出題時点のものです。従って現行法、現行制度上による「正解」ではないものもあ

ります。 

区分所有管理士試験 過去問題と解答例 
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【問 ８】不動産登記法による登記原因証明情報について、最

も不適切なものはどれか。 

 

１ 登記原因とは、登記の原因となる事実又は法律行為をいう。 

２ 登記原因証明情報は、登記の原因となる事実又は法律行為

を内容とする情報である。 

３ 登記原因証明情報は、公開の対象となる。 

４ 売買を原因とする所有権移転登記の申請において、売買代

金の金額の情報提供がないことを理由に、登記申請を却下

することはできない。 

 

【問 ９】督促手続きに関する次の記述のうち、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

 

１ 債権者の申し立てにより建物の明渡について、支払督促を

発することができる。 

２ 支払督促は事情により、債務者が事情を聞かれることがあ

る。 

３ 債権者が仮執行の宣言の申立ができるときから２０日以内

にその申立をしないときは、支払督促は、その効力を失う。 

４ 仮執行の宣言前に適法な督促異議の申立があったときは、

支払督促は、その督促異議の限度で効力を失う。 

 

【問１０】破産法（平成１６年法律第７５号）に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ 破産債権とは、破産者に対し破産手続開始前の原因に基づ

いて生じた財産上の請求権であって、財団債権に該当しな

いものをいう。 

２ 破産財団に属する財産につき一般の先取特権その他一般の

優先権がある破産債権を優先的破産債権という。 

３ 破産管財人は、破産財団に属する債権をもって破産債権と

相殺することが破産債権者の一般の利益に適合するときは、

管財人の判断で相殺をすることができる。 

４ 破産債権者は、債権届出期間内に破産債権の額及び原因な

どを届け出なければならない。 

 

【問１１】宅地建物取引業者Ａが、マンションの所有者Ｂから

同人所有のマンションについて売却の依頼を受け、ＡＢ間で

売買の媒介契約を締結した場合に関する次の記述のうち、宅

地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号。以下「宅建業

法」という。）の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１ ＡＢ間において、宅建業法に基づく媒介契約に関する書面

を作成しない限り、ＡＢ間の媒介契約は成立しない。 

２ Ａが、媒介すべき価額についてＢに対して意見を述べると

きは、その根拠を明らかにしなければならない。 

３ ＡＢ間の媒介契約の類型が、Ｂが他の宅地建物取引業者に

重ねて媒介又は代理を依頼することができるものである場合、

Ａは、当該マンションを指定流通機構に登録することはでき

ない。 

４ ＡＢ間の媒介契約の類型が、Ｂが他の宅地建物取引業者に

重ねて媒介又は代理を依頼することを禁ずるものである場合、

当該契約の有効期間を６ヶ月と定めたときは、当該媒介契約

自体が無効である。 

 

【問１２】宅地建物取引業者Ａが、自らマンションの売主とな

り、宅地建物取引業者でない者Ｂが買主となる売買契約に

おける、Ａの業務に対する各種の規制に関する次の記述の

うち、宅建業法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１ Ａが、Ｂから受領する手付金について、銀行等による保証

等の保全措置を講ずる場合は、売買代金の２割を超えて受領

することができる。 

２ ＡＢ間において、債務不履行を理由とする契約の解除に伴

う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定めるときは、これ

らを合算した額が代金の額の２割を超える定めをすることは

できない。 

３ Ａが負うべき瑕疵担保責任を、当該マンションを引き渡し

た日から６ヶ月間と定めた場合でも、Ａは引き渡した日から

２年間、その責任を負わなければならない。 

４ ＡＢ間の売買契約が、Ｂの自宅近くの喫茶店で締結された

場合、Ｂが当該マンションの引渡しを受け、かつ売買代金の

全額の支払をした後であっても、Ｂは当該売買契約を解除す

ることができる。 

 

【問１３】住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年

法律第８１号。以下本問において「品確法」という。）に

関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１ 宅地建物取引業者が、自ら売主として新築住宅を販売する

場合は、宅建業法第４０条（瑕疵担保責任についての特約の

制限）の規定が優先適用され、品確法の適用を受けない。 

２ 新築住宅の売買契約又は請負契約において、特約により瑕

疵担保責任の期間を最長２０年まで伸長することができる。 

３ 品確法における瑕疵担保責任の内容として、請負契約の場

合は瑕疵修補請求は認められるが、売買契約の場合は瑕疵修

補請求は認められていない。 

４ 新築住宅の買主から転売を受けた者が、当該住宅の瑕疵を

発見した場合、自らに対する売主または元の売主のいずれか

に対し、瑕疵担保責任を追及することができる。 

 

【問１４】個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号。以下本問において「個人情報保護法」という。）に

関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１ マンションの防犯カメラに記録された、特定の個人が識別

できる映像は、個人情報保護法上の個人情報に該当しない。 

２ マンション管理業者が、管理費の滞納者の氏名を当該マン

ションの管理組合に提出することは、個人データの第三者提

供に該当し、当該滞納会員の同意を得なければならない。 

３ 管理組合とマンション管理業者との間の管理委託契約が解

除された場合、マンション管理業者が組合員名簿や預金口座

振替データを管理組合に返還することは、個人データの第三

者提供に該当しない。 

４ マンション分譲会社が、自社の物件を購入した者の個人デ

ータを、当該マンションの管理業者に提供することは、個人

データの第三者提供に該当しない。 

 

【問１５】警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する次

の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ 警備業の認定証の有効期間は、認定を受けた日から起算し

て５年である。 

２ 警備業者は、内閣府令で定めるところにより、営業所ごと

に、警備員の名簿その他の書類を備えて、必要な事項を記載

しなければならない。 

３ 機械警備業者は、基地局ごとに、機械警備業務管理者を、

機械警備業務管理者資格者証の交付を受けている者のうちか

ら選任しなければならない。 

４ 警備業者は、過去に破産者となったことがある者、禁錮以

上の刑に処せられたことがある者を警備業務に従事させては

ならない。 

 

【問１６】都市計画区域の指定に関する次の記述のうち、都市

計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定によれば、誤って

いるものはどれか。 

 

１ 都道府県は、政令で定める要件に該当する町村の中心の

市街地を含み、一体の都市として、整備、開発、保全の必

要があれば、その地域を都市計画区域として指定する。 

２ 都道府県は、上記１の規定によるもののほか、首都圏整
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備法、近畿圏整備法、中部圏開発整備法による都市開発区

域その他新たに住居都市、工業都市その他の都市として開

発・保全する必要がある区域を都市計画区域として指定す

る。 

３ 都道府県は、上記１，２の規定により都市計画区域を指

定しようとするときは、あらかじめ、関係市町村及び都道

府県都市計画審議会の意見を聴くとともに、条例で定める

ところにより、知事に協議し、その同意を得なければなら

ない。 

４ ２以上の都府県の区域にわたる都市計画区域は、上記１，

２にかかわらず国土交通大臣が、あらかじめ、関係都府県

の意見を聞いて指定するものとする。この場合において、

関係都府県が意見を述べようとするときは、あらかじめ、

関係市町村及び都道府県都市計画審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

【問１７】市街地再開発組合（以下本問において「組合」とい

う。）に関する次の記述のうち、都市再開発法（昭和４４

年法律第３８号）の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１ 組合の組織には、民法上の組合、責任制限事業組合（い

わゆるＬＬＰ）、法人の３種がある。 

２ 組合が施行する第１種市街地再開発事業に係る施行地区

内宅地について、所有権、借地権、借家権を有する者は、

すべてその組合の組合員とする。 

３ 公的資金による住宅を建設する者、商店街振興組合その

他政令で定める者は、総会の承認決議により、参加組合員

として組合の組合員となる。 

４ 組合には、３人以上の審査委員を置かなければならない。 

 

【問１８】都市計画法第８条に定める用途制限に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ 特例容積率適用地区とは、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）５２条の規定による、建築物の容積率の限度

からみて未利用となっている建築物の容積の活用を促進し

て土地の高度利用を図る。 

２ 国際化促進特別区とは、近年増加した定住外国人の職

場・住民を整備し、日本社会と調和を図る。 

３ 特定街区とは、市街地の整備改善を図るため、街区の整

備又は造成が行われる地区について、容積率、建築物の高

さの最高限度、壁面の位置を制限する。 

４ 風致地区とは、都市の風致を維持するために定める。 

 

【問１９】都市計画の決定に関する次の記述のうち、都市計画

法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

 １ 都市計画の決定は、すべて都道府県が行う。 

 ２ 都市計画の案を作成しようとする場合において必要と認

めるときは、公聴会を開催する。 

 ３ 都市計画案を決定しようとするときは、決定後に遅滞な

く公告する。 

 ４ 景観地区に関する都市計画の案については、政令で定め

る利害関係を有する者の同意を得なければならない。 

 

【問２０】会議の目的たる次の事項のうち、建物の区分所有等

に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有

法」という。）の規定によれば議案の要領の通知を必要と

しないものはいくつあるか。 

 

 ア 大規模修繕による内外壁塗装、屋上防水工事及びマンシ

ョン玄関に至る階段にスロープを併設する工事実施の決議。 

 イ 廊下で大声を出し管理員室に勝手に立入り非常ベルを繰

返し押すなどする区分所有者に対し、専有部分の使用の禁

止を請求する訴訟提起の決議。 

 ウ 地震でマンションの価格の２分の１以下に相当する部分

が滅失したので、滅失した共用部分を復旧する決議。 

 エ 管理組合を管理組合法人にする決議 

 

   １――１つ 

   ２――２つ 

   ３――３つ 

   ４――４つ 

 

【問２１】集会に関する次の規約の定めについて、区分所有法

の規定によれば、有効なものはどれか。 

 

 １ 集会の招集については、マンション内の掲示板に掲示す

ることをもって、全区分所有者に通知したものとみなす。 

 ２ 集会の議決権については、特別決議事項は議決権行使書

面のみにより行使するものとする。 

 ３ 管理者が行う年１回の事務報告は、区分所有者全員の書

面による同意があるときは、事務報告文書の送付をもって

集会での報告に替えることができる。 

 ４ 普通決議事項については、あらかじめ会議の目的たる事

項の通知がなくても集会で決議することができる。 

 

【問２２】敷地利用権に関する次の記述のうち、区分所有法の

規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

 １ 借地権マンションで地代不払いのため地主から借地契約

を解除された区分所有者に対し、地主は区分所有権を時価

で売り渡すべきことを請求することができる。 

 ２ 敷地利用権が区分所有者全員の共有である場合でも、そ

の有する専有部分と敷地利用権を分離して処分することが

できる場合がある。 

 ３ 敷地利用権が区分所有者全員の共有である場合に、区分

所有者が数個の専有部分を所有するときは、各専有部分に

係る敷地利用権の割合は、専有部分の床面積の割合でなけ

ればならない。 

 ４ 敷地利用権は、敷地権として登記され専有部分に係る全

部事項証明書に記載されるとは限らない。 

 

【問２３】次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、誤っ

ているものどれか。 

 

 １ ファクシミリにより議案の賛否を連絡する方法による議

決権行使は、電磁的方法による議決権行使の１つである。 

 ２ 集会議事録は、規約に別段の定めがなくても電磁的記録

により作成することができる。 

 ３ 規約は、書面で作成しなくてもよい。 

 ４ 電磁的方法による決議をするには、区分所有者全員の承

諾が必要である。 

 

【問２４】管理組合の理事長に関する次の記述のうち、マンシ

ョン標準管理規約及びマンション標準管理規約コメント

（単棟型）（平成１６年１月２３日国総動第２３２号・国

住マ第３７号。国土交通省総合政策局長・同住宅局長通知。

以下「マンション標準管理規約」という。）の定めによれ

ば、最も不適切なものはどれか。 

 

１ 理事長は、区分所有者から専有部分内のユニットバス設置

工事の申請があった場合は、理事会に諮り、承認又は不承認

を決議しなければならない。 

２ 理事長は、収支予算を変更しようとするときは、その案を

臨時総会に提出し、その承認を得なければならない。 

３ 理事長は、区分所有者が共用部分において不法行為を行っ

たときは、総会の決議を経て、訴訟その他法的措置を追行し

なければならない。 

４ 理事長は、所定の掲示場所に、総会議事録及び規約原本等

の保管場所を掲示しなければならない。 
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【問２５】修繕積立金に関する次の記述のうち、マンション標

準管理規約の定めによれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１ 不測の事故により修繕が必要となった場合にその経費にあ

てるため借入れをしたときは、修繕積立金をもってその償還

に充てることができる。 

２ 修繕積立金に不足を生じた場合には、管理組合は組合員に

対して、各区分所有者の共用部分の共有持分に応じた割合に

より、その都度必要な金額の負担を求めることができる。 

３ マンションの建替えに係る合意形成に必要となる事項の調

査のために、修繕積立金を取崩すことができる。 

４ 理事長は、納付した修繕積立金について、その返還請求又

は分割請求をすることができる。 

 

【問２６】総会の招集手続に関する次の記述のうち、マンショ

ン標準管理規約の定めによれば、最も適切なものはどれか。 

 

１ 組合員の全員が対象物件内に居住しているので、所定の期

日までに会議の日時、場所及び目的を所定の掲示場所へ掲示

することにより総会の招集通知に代えた。 

２ 会議の目的が、共同の利益に反する行為をした区分所有者

に対する区分所有権の競売請求に関する決議であるときは、

その議案の要領をも通知しなければならない。 

３ 組合員総数の５分の１以上及び議決権総数の５分の１以上

に当たる組合員の同意を得たので、組合員は会議の目的を示

して同意を得た日から４週間以内の日を会日とする臨時総会

の招集通知を発した。 

４ 建替え決議を目的とする総会を招集するには、少なくとも

会議を開く日の１か月前までに、会議の日時、場所及び目的

のほか建替えを必要とする理由等の所定の事項を通知しなけ

ればならない。 

 

【問２７】管理費等に関する次の記述のうち、マンション標準

管理規約の定めによれば、最も適切なものはどれか。 

 

１ 管理組合は、管理費等及び使用料の未払金額について、規

約に定める遅延損害金と、違約金としての弁護士費用並びに

督促及び徴収の諸費用を加算して、その組合員に対して請求

しなければならない。 

２ 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余

剰は翌年度における修繕積立金に充当することができる。 

３ 管理費等及び使用料の額は理事会の決議により決定するこ

とができる。 

４ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理

事会の決議により、管理組合を代表して、訴訟その他法的措

置を追行することができる。 

 

【問２８】マンション居住者（区分所有者等）によるコミュニ

ティ形成に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 
 

１ 敷地や建物共用部分等の維持管理や修繕改良工事などに管

理組合員が協同して取り組むことがマンションのコミュニテ

ィ形成につながることがないではないが、実際には極めて稀

で、問題の事態が終息すると、人々はまた“バラバラの人間

関係”に戻ってしまう事例がほとんどである。 

２ 管理組合の役員、各種の専門委員会の委員などへの就任を

きっかけに新しい人間関係が広がることはあるが、それがコ

ミュニティ形成につながる事例はほとんどない。 

３ 住み手の自由な発想と協力・行動に基づいた積極的な集合

住宅の価値を創造する、いわば「自主的コミュニティ」

（「拘束的コミュニティ」ではなく）の可能性を探ることが、

愛情をもって住みこなせる住まいへとマンションを転換する

ために重要である。 

４ 分譲業者との瑕疵
か し

補修や管理業者との契約をめぐるトラブ

ルが原因でマンション居住者のコミュニティが醸成されたケ

ースはあるが、極めて稀である。 

【問２９】マンション管理従事者の認知症対応に関する次の記

述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ マンション居住者に日常的に接するマンション管理従事者

は、いち早く、マンション居住の認知症高齢者を発見できる

立場にある。 

２ マンション管理従事者は、「認知症リポーター講座」受講

などで、認知症とはどのような病気であるかについて基本的

な知識を習得しておくことが望ましい。 

３ マンション管理従事者は、マンション内の認知症患者と他

の入居者のトラブルなどについては、板挟みになるようなこ

とがあっても、自力で解決に努めなければならない。 

４ 各自治体の生活圏（人口２～３万人程度の圏域）ごとに設

けられている「地域包括支援センター」は、高齢者の介護や

健康面をはじめ生活全般について相談に応じている。 

 

【問３０】建替え組合の役員に関する次の記述のうち、マンシ

ョンの建替えの円滑化等に関する法律（平成１４年法律第７

８号。以下「建替え円滑化法」という。）の規定によれば、

正しいものはどれか。 

 

１ 理事及び監事は、必ず組合員のうちから総会で選出しなけ

ればならない。 

２ 組合員は総組合員の3分の1以上の連署をもって、その代表

者から、組合に対し、理事又は監事の解任を請求することが

できる。 

３ 理事及び監事の任期は、2年以内である。 

４ 監事は、組合の職員と兼任してもかまわない。 

 

【問３１】施行者に関する次の記述のうち、建替え円滑化法に

よれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 施行者は、権利変換期日後マンション建替え事業に係わる

工事のために必要があるときは施工マンション又はその敷地

を占有している者に対し、期限を定めてその明け渡しを求め

ることができる。 

２ 施行者は、施行再建マンションの建替え工事が完了したと

きは、速やかに、その旨を公告するとともに、施行再建マン

ションに関し権利を取得する者に通知しなければならない。 

３ 所有者に代わって、施行者が土地の分割又は合併の手続き

をすることはできない。 

４ 施行者は、政令で定めるところにより、都道府県知事の認

可を受け、施行再建マンション、その敷地及びその付属の建

物(マンション建替事業の施行により建築されるものに限る)

の管理又は使用に関する区分所有者相互間の事項につき管理

規約を定めることができる。 

 

【問３２】建替え組合に関する次の記述のうち、建替え円滑化

法によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 建替え組合には、役員として、理事3人以上及び監事2人以

上を置くものと定められている。 

２ 建替え組合には、建替え円滑化法及び建替え組合の定款で

定める権限を行わせるため、審査委員を5人以上置くものと定

められている。 

３ 建替え組合の組合員の数が50人を超える場合は、総会に代

わってその権限を行わせるために総代会を設けることができ

る。 

４ 建替え組合は、その名称にマンション建替組合という文字

を用いなければならない。 
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【問３３】マンション標準管理委託契約書及びマンション標準

管理委託契約書コメント（平成２１年１０月２日国総動指第

３０号。国土交通省建設流通政策審議官通知。以下、「マン

ション標準管理委託契約書」という。）の善管注意義務に関

する次の記述のうち、マンション標準管理委託契約書の定め

によれば、最も適切なものはどれか。 

 

１ マンション標準管理委託契約書第５条の「善良なる管理

者の注意義務」は、民法第６４４条に定める受任者の注意

義務のことで、自己の財産に対するのと同一の注意をもっ

て処理することを、受任者に求めている。 

２ マンション標準管理委託契約書第５条の「善良なる管理

者の注意義務」は、管理委託契約が民法第６５６条の準委

任契約の性格を有することから、同法第６４４条の善管注

意義務を契約書上も明文化したものである。 

３ マンション標準管理委託契約書第５条の「善良なる管理

者の注意義務」は、管理業者が契約書の規定に適合して業

務を履行した場合であれば、免責条項の適用にあたり、こ

の注意義務を果たすことまで求めたものではない。 

４ マンション標準管理委託契約書第５条の「善良なる管理

者の注意義務」は、管理業者が受託業務を履行する際に、

区分所有法に定める管理者と同様の注意を払うことを求め

ている。 

 

【問３４】マンション標準管理委託契約書に関する次の記述の

うち、最も不適切なものはどれか。 
 

１ マンション管理業者は、災害又は事故等により、管理組

合のために緊急に行う必要がある業務については、管理組

合の承認を受けないで実施することができるが、それは管

理組合の承認を受ける時間的余裕がない場合に限定されて

いる。 

２ マンション管理業者は、災害又は事故等により、管理組

合のために緊急に行う必要がある業務を、管理組合の承認

を受けないで実施した場合は、費用の額だけでなく業務内

容についても、速やかに、書面で管理組合に通知する必要

がある。 

３ マンション管理業者は、災害又は事故等により管理組合

が受けた損害については、過去の事故例から再発を予測す

ることが比較的容易な場合であっても、その損害を賠償す

る責任を負うことはない。 

４ マンション管理業者が、管理組合に対し注意喚起したに

もかかわらず、管理組合が承認しなかった事項に起因する

損害については、その損害を賠償する責任を負うことはな

いが、注意喚起の方法は書面をもって行う必要がある。 

 

【問３５】管理委託契約の解除に関する次の記述のうち、マン

ション標準管理委託契約書の定めによれば、最も適切なも

のはどれか。 

 

１ マンション管理業者が管理委託契約に基づく義務の履行 

を怠った場合は、管理組合は契約を直ちに解除することが 

できるが、相当の期間を定めてその履行を催告するのが一 

般的である。 

２ マンション管理業者が銀行取引停止処分を受けたときは、 

管理組合は契約を直ちに解除することができるが、これは 

マンション管理業者が普通預金を含めたすべての銀行取引 

が停止され、出納業務等の履行が困難になるためである。 

３ 管理組合からの契約解除事由とされている、マンション 

管理業者が破産、会社更生、民事再生の申し立てをしたと 

きとは、それぞれ破産手続開始、更生手続開始、再生手続 

開始の申し立てをしたときのことである。 

４ 契約の解除は、管理組合がマンション管理業者に対し、 

一定の制限のもとで行うことができる旨を定めたもので 

あり、マンション管理業者から管理組合に対し行うこと 

は想定されていない。 

 

【問３６】少額訴訟制度に関する次の記述のうち、誤っている

ものはどれか。 
 

１．訴額が６０万円以下の金銭支払請求事件について利用する

ことができる。 

２．１人の原告による同一簡易裁判所における同一年内の少額

訴訟手続き利用回数は、１０回以内に制限される。 

３．当事者は、口頭弁論が続行された場合を除き、第１回口頭

弁論期日前又はその期日において、すべての言い分と証拠

を提出しなければならない。 

４．裁判所は、少額訴訟の要件を満たさない等の場合には、職

権により棄却することができる。 

 

【問３７】滞納管理費等と時効に関する次の記述のうち、誤っ

ているものはどれか。 
 

１．最高裁判所は平成１６年４月２３日に、管理費等の債権は、

５年間の短期消滅時効を定めた民法１６９条の定期給付債

権に当たるとの判断を示した。 

２．滞納管理費等の額について、滞納者が書面により承認した

場合にも時効は中断されることになる。 

３．滞納者に対し、６カ月以内ごとに、内容証明郵便によって

催告書の送付を繰り返せば、確実に時効を中断できる。 

４．時効が中断したときは、中断の事由が終了した時から、ま

た新たに時効が進行する。 

 

【問３８】管理組合の会計処理に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。 
 

１．次期会計年度に計上すべき費用で当期会計年度内に支払っ

た額は、「前払金」に計上する。 

２．当期会計年度に支払うべき費用で未払いの費用は、「未払

金」に計上する。 

３．会計年度末における現金の残高は、「普通預金」に計上す

る。 

４．駐車場敷金等の将来返還することが確定している費用は、

「預り金」に計上する。 

 

【問３９】会計処理の原則に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 
 

１．単一性の原則とは、会計報告の内容は、会計帳簿に基づき

作成されたものであり、政策等により事実の変更はできな

いことで、一般的にいう二重帳簿の禁止である。 

２．明瞭性の原則とは、財務諸表によって正しい状況を利害関

係者に明示することで、会計目的上では当然のことである。 

３．正規の帳簿の原則とは、整然、明瞭な記録としての会計帳

簿を作成することで、正確な会計帳簿であれば特に形式に

はとらわれないが、単式簿記によることが適している。 

４．継続性の原則とは、会計の動きを数年度にわたって調査す

るときに、処理基準や勘定科目が変更になっていると比較

することができないので、処理の原則や手続きに継続性を

もたせ、みだりに変更してはいけないことである。 

 

【問４０】管理費の算出方法に関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。 
 

１．管理費は、一般的に、一定期間に経常的な維持管理に支出

される諸費用を積算の上、これを１２等分し、それを専有

部分の総床面積で除して㎡当たりの単価を算出し、これに

各住戸の床面積を乗じて月当たりの負担額を算出している。 

２．新築マンションの場合修繕積立金は、管理費に専有部分割

合を乗じて各住宅の月額を算出することが一般的である。 

３．管理費・修繕積立金の負担割合は、区分所有法１９条の定

めにより、管理規約で別段の定めをしている場合を除き、

その持分割合であるが、工事等のために一時的に徴収され

る費用についての定めはない。 
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４．管理費等を全戸同額で負担させる場合は、管理規約でその

旨を定めても法律上の効力がないため、法人登記が必要と

なる。 

 

【問４１】マンションの長期修繕計画に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 
 

１．物価変動や運用益等を考慮に入れた上で長期修繕計画を作

成すれば、計画の見直しは行わなくても良い。 

２．建物の劣化があまり進んでいなくても、長期修繕計画の通

りに修繕工事を行うことが望ましい。 

３．長期修繕計画はマンション竣工時の水準を維持することを

目的としているので、当初の水準を超える改良工事の提案

は必要ない。 

４．長期修繕計画における設備機器類の修繕周期及び時期の設

定は、物理的な耐用年数を基本とする。 
 

【問４２】建築基準法に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。 

 

１．特殊建築物とは、不特定多数の人が出入りする建築物をい

い、共同住宅は含まれない。 

２．建築基準法の目的は、国民の生命、健康及び財産の保護を

図ることを目的とした、最も望ましい水準において定めら

れる。 

３．建築設備とは、建築物に設ける電気、ガス、給水、排水、

換気、暖房、冷房、消火、排煙若しくは汚物処理の設備又

は煙突をいい、昇降機や避雷針もこれに含まれる。 

４．主要構造部とは、基礎、壁、柱、床、はり、屋根又は階段

をいい、建築物の構造上重要でない間仕切壁、最下階の床、

その他これらに類する建築物の部分は除かれる。 

 

【問４３】建築物の構造に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

 

１．壁式構造は、壁や床等の面的な構造部材により荷重や外力

に対応する構造方式で、壁の多い低層の建築物に適してい

る。 
２．鉄筋コンクリート構造は、鉄筋とコンクリートの互いの長

所を生かした構造で、耐火性にも優れている。 

３．免震構造は、積層ゴム等の免震装置を建築物の基礎と上部

構造との間に設置することにより、地震力が直接建築物に

伝わらないようにした構造であるが、新築の建物に限り適

用が可能である。 

４．鉄骨造は、構造上主要な骨組に鋼材を用い、高層建築や大

スパン構造に適している。 

 

【問４４】消火・防災に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。 
１．消防計画の内容は個々の防火対象物によって異なるので、

消防計画に定める事項は法令上特に定められてはいない。 

２．防火対象物に設置すべき消防用設備等とは、①消火設備、

②警報設備、③避難・誘導設備の３つである。 

３．共同住宅の消防設備等の点検結果の報告期間は、３年に１

回とされている。 

４．屋内消火栓設備は消防隊専用設備で、消火栓、ホース、放

水ノズルなどが箱に納めてあり、初期消火活動に使用され

る。 

 

【問４５】建築設備等の報告等に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。 

 

１．共同住宅で特定行政庁が指定するものの所有者は、その建

築設備について定期的に、一級建築士若しくは二級建築士

又は特殊建築物等調査資格者の検査を受け、その結果を特

定行政庁に報告しなければならない。 

２．延べ床面積2,000㎡以上の共同住宅の新築・増改築または大

規模な改修等を行う場合は、エネルギーの使用の合理化に

関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づいた省エネ

措置の届出が必要である。 

３．昇降機の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、

定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は建築基準適合

判定資格者等に検査をさせて、その結果を特定行政庁に報

告しなければならない。 

４．消防用設備等の点検は、消防設備士又は総務省令で定める

資格を有する者が点検を行う。 

 

【問４６】重要事項の説明等に関する次の記述のうち、マンシ

ョンの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律

第１４９号。以下「マンション管理適正化法」という。）

によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 管理受託業務の契約において、管理業務主任者をして重要

事項説明をさせる場合、契約期間・契約の更新・免責に関す

る件について説明する必要があり、更に契約の解除について

も説明をさせなければならない。 

２ 管理受託業務の契約において、管理業務主任者をして重要

事項説明をさせる場合、当該管理業務主任者が更新手続中で

主任者証原本を所持していない場合は、当該管理業務主任者

には重要事項説明をさせてはならない。 

３ 管理受託契約の更新において、これまでの業務内容を従前

の契約から一部縮小し、その分委託業務費を減額する場合は、

重要事項説明会の開催は必要ない。 

４ 新築マンションの売買契約締結時に、すべての購入者から

書面で当該マンションの管理委託契約の締結に関して同意が

得られている場合でも、当該委託契約の期間が建設工事完了

の日から１年を超える場合は、重要事項説明が必要になる。 

 

【問４７】帳簿の作成等に関する次の記述うち、マンション管

理適正化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 必要に応じ当該事務所において電子計算機その他の機器を

用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもって帳

簿の記載に代えることができる。 

２ 帳簿に記載する事項としては、管理受託締結年月日、受託

した管理事務の内容、管理事務に係る受託料の額などがある

が、管理受託における特約がある場合については、その内容

も記載しなければならない。 

３ 帳簿を作成するにあたっては、「物件別形式」と「一覧表

形式」があり、マンション管理業者は両者どちらかの書式を

使用しなければならない。 

４ 帳簿は管理受託契約を締結したつど、その事務所ごとに、

必要事項を記載し備えなければならず、各事業年度の末日を

もって閉鎖するものとし、閉鎖後５年間保存しなければなら

ない。 

 

【問４８】書類の閲覧に関する次の記述のうち、マンション管

理適正化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 業務状況調書等が、電子計算機に備えられたファイル又は

磁気ディスク等に記録され、必要に応じ事務所ごとに電子計

算機その他機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当

該記録をもってそれに代えることができる。 

２ マンション管理業者は、業務及び財産の状況を記載した書

類をその事務所ごとに備え置き、その業務に係る関係者の求

めに応じ、これを閲覧させなければならないが、当該書類の

写しの提出要求には応じる必要はない。 

３ 業務状況調書等は、マンション管理業者の事業年度ごとに、

当該事業年度経過後３月以内に作成し、遅滞なく事務所ごと

に備え置くものとする。 

４ 業務状況調書等は、事務所に備え置かれた日から起算して

２年を経過する日までの間、当該事務所に備え置くものとす

る。 
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【問４９】「財産の分別管理」に関する次の記述のうち、マン

ション管理適正化法によれば、正しいものはどれか。 

 

１ 収納口座とは、徴収された修繕積立金等金銭を預入し、一

時的に預貯金として管理する口座であり、保証契約を前提に、

マンション管理業者による通帳の保管は可能であるが、印鑑

の保管はできない。 

２ 保管口座とは、徴収された修繕積立金を預入し、又は修繕

積立金等金銭の残額を収納口座から移し換え、これらを預貯

金として管理する口座であり、保証契約を前提に、マンショ

ン管理業者による通帳・印鑑の保管が可能である。 

３ 収納・保管口座とは、徴収された修繕積立金を預入し、預

貯金として管理する口座であり、マンション管理業者による

通帳の保管は可能であるが、印鑑等の保管はできない。 

４ 修繕積立金等金銭をマンション管理業者又はマンション管

理業者から委託を受けた者がマンションの区分所有者等から

徴収する場合の当該マンション管理業者又はマンション管理

業者から委託を受けた者を名義人とする口座は、収納口座に

は該当しない。 

 

【問５０】管理業務主任者（マンション管理適正化法第２条第

９号に規定する者をいう。以下本問において同じ。）に関

する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれば、

誤っているものはどれか。 

 

１ 新築マンションの管理受託契約において、当該マンション

の建設工事の完了の日から１年を経過するまでに契約期間が

満了するものについては、マンション管理業者は管理業務主

任者をして重要事項説明を行う必要はない。 

２ マンション管理業者は、管理組合との間で管理受託契約を

締結したときは、当該管理組合の管理者等に対し、遅滞なく、

適正化法第７３条に規定する事項を記載した書面を交付しな

ければならず、当該書面を作成するときは、管理業務主任者

をして、記名押印をさせなければならない。 

３ 管理組合に管理者等が置かれていない場合、マンション管

理業者は、管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、所定の事

項を記載した管理事務報告書を作成し、説明会を開催し、管

理業務主任者をして当該管理組合を構成する区分所有者に交

付させ、当該管理事務に関する報告をさせなければならない。 

４ マンション管理業者は、毎月末日までに前月における管理

組合の会計の収支状況に関する書面を作成し、管理業務主任

者をして管理組合の管理者等に交付しなければならず、管理

者等が置かれていない場合は当該書面を事務所ごとに備え置

き、区分所有者等の求めに応じ、これを閲覧させなければな

らない。 

 

解   答 

問１＝３ 問２＝２ 問３＝１ 問４＝４ 問５＝２ 問６＝４ 

問７＝４ 問８＝２ 問９＝４ 問10＝３ 問11＝２ 問12＝２ 

問13＝２ 問14＝３ 問15＝４ 問16＝３ 問17＝４ 問18＝２ 

問19＝２ 問20＝４ 問21＝４ 問22＝３ 問23＝１ 問24＝３ 

問25＝４ 問26＝１ 問27＝４ 問28＝３ 問29＝３ 問30＝２ 

問31＝３ 問32＝２ 問33＝２ 問34＝３ 問35＝３ 問36＝４ 

問37＝３ 問38＝３ 問39＝３ 問40＝１ 問41＝４ 問42＝３ 

問43＝３ 問44＝３ 問45＝１ 問46＝３ 問47＝３ 問48＝４ 

問49＝３ 問50＝４  

 

平成22年度 
記述式試験問題 

 

【問 １】次の文章の（①）から（⑤）に該当する適切な語句

を解答用紙の解答欄に記入し、一部共用部分の管理に関す

る説明文を完成させなさい。 

 

 一部共用部分の管理を全員で行う場合の一つは、それが区分

所有者（①）に関係する場合である。一部共用部分の外装が建

物全体の美観に影響を及ぼすような場合におけるその外装の管

理がその一例である。また、この場合の一部共用部分に関する

規約は、（②）の決議で設定し、変更し、又は廃止する。 

これらの管理及び規約の定めは、（③）がすることはできな

い。 

一部共用部分の管理又は使用に関する事項は、区分所有者

（①）に関係しないものであっても、（④）で定めることがで

きる。これによって、（①）に関係しない管理も全員で行うも

のとすることができる。 

この場合の規約の設定、変更又は廃止をするには、（②）の

特別多数決議が必要であるが、その決議の際に、当該（③）の

うち、その頭数又は議決権割合のいずれかにおいて（⑤）を越

える者が反対したときは、決議は有効に成立しないこととされ

ている。 

 

 

【解答欄】 

① 全員の利害 

② 集会 

③ 一部の区分所有者 

④ 全員の規約 

⑤ ４分の１ 

 

 

【問 ２】次の文章は、平成２２年５月１日から施行された

「マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規

則」と整合を図り、国土交通省から平成２１年１０月２日

に公表されたマンション標準管理委託契約書の収支状況報

告についてのものであるが、文中の（①）から（⑤）にあ

てはまる語句を記入し、文章を完成させなさい。 

 

   マンション管理会社は、（ ① ）までに、前月における

マンション管理組合の収支状況に関する書面の（ ② ）を行

うほか、マンション管理組合の請求があったときは、マンシ

ョン管理組合の会計の収支状況に関する（ ③ ）を行う。な

お、あらかじめマンション管理組合が当該書面の（ ② ）

に代えて（ ④ ）による（ ② ）を（ ⑤ ）した場合には、

マンション管理会社は、当該方法による（ ② ）を行うこと

ができる。 

 

 

【解答欄】 

① 毎月末日 

② 交付 

③ 報告 

④ 電磁的方法 

⑤ 承諾 

 

 

【問 ３】平成２２年５月１日から施行された「マンションの

管理の適正化の推進に関する法律施行規則」（以下本問に

おいて「施行規則」という。）による、財産の分別管理に

関する次の文章を完成させなさい。 

 

  「施行規則第８７条第２項第１号イ」の方法による財産の

分別管理とは、マンションの区分所有者等から徴収された修

繕積立金等金銭を（ ① ）に預入し、（ ② ）、その月分と

して徴収された修繕積立金等金銭から当該月中の（ ③ ）に

要した費用を控除した残額を（ ④ ）までに（ ① ）から保

管口座に移し換え、当該保管口座において預貯金として管理

する方法のことである。 

マンション管理業者は、マンションの区分所有者等から徴

収される（ ⑤ ）の修繕積立金等金銭又は施行規則第８７条

第１項に規定する財産の合計額以上の額につき、有効な保証

契約を締結しなければならない。 
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【解答欄】 

① 収納口座 

② 毎月 

③ 管理事務 

④ 翌月末日 

⑤ １月分 

 

 

 

 

【問 ４】消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定による

防火管理者の責務について、次の（①）～（⑤）に適切な

語句を記入し、文章を完成させなさい。 

 

   防火管理者は、防火管理上必要な業務を行うときは、必

要に応じて当該防火対象物の管理について（ ① ）の指示を

求め、誠実にその職務を遂行しなければならない。 

防火管理者は、消防の用に供する設備、（ ② ）若しくは

消火活動上必要な施設の点検及び整備又は（ ③ ）若しくは

取扱いに関する監督を行うときは、火元責任者その他の防火

管理の業務に従事する者に対し、必要な指示を与えなければ

ならない。 

防火管理者は、総務省令で定めるところにより、（ ④ ）

に係る消防計画を作成し、これに基づいて消火、通報及び

（ ⑤ ）の訓練を定期的に実施しなければならない。 

 

 

【解答欄】 

① 権原を有する者 

② 消防用水 

③ 火気の使用 

④ 防災管理 

⑤ 避難 

 

 

【問 ５】簡易専用水道に関する次の記述のうち、（ ① ）

～（ ⑤ ）に適切な語句を下記の語群から選び、文章を

完成させなさい。 

 

（管理基準） 

  簡易専用水道の設置者は、次に掲げる基準に従い、その水

道を管理しなければならない。 

一 水槽の掃除を一年以内ごとに一回、定期に行うこと。

二 水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染される 

 のを防止するために必要な措置を講ずること。 

三 （ ① ）における水の色、濁り、臭い、味その他の

状態により供給する水に異常を認めたときは、水質基準

に関する省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なもの

について検査を行うこと。 

四 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知

ったときは、直ちに（ ② ）し、かつ、その水を使用

することが危険である旨を関係者に周知させる措置を講

ずること。 

（検査） 

  簡易専用水道の設置者は、当該簡易専用水道の管理につい

て、（ ③ ）以内ごとに一回検査を受けなければならない。

検査の方法その他必要な事項については、（ ④ ）が定め

るところによるものとする。 

（帳簿の備付け） 

  地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者は、

書面又は電磁的記録によって簡易専用水道の管理の検査に関

する事項を記載した帳簿を備え、簡易専用水道の管理の検査

を実施した日から起算して（ ⑤ ）間、これを保存しなけ

ればならない。  

 

 

 

語群 

６ヶ月、一年、二年、三年、五年、水槽、給水栓、

厚生労働大臣、都道府県知事、市町村長、 

警察へ通報、給水を停止、保健所に連絡 
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平成21年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】賃貸借に関する次の記述のうち、民法（明治２９年

法律第８９号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 処分について行為能力が制限されている者または処分の

権限を有しない者が建物を賃貸する場合、その賃貸借の期

間は３年を超えることができない。 

２ 賃貸人は、賃借人の意思に反してでも、賃貸した建物の

保存に必要な行為をすることができ、賃借人は、そのため

に、賃借をした目的を達することができなくても、そのこ

とを理由に賃貸借契約の解除をすることはできない。 

３ 賃借した建物の一部が賃借人の過失によらないで滅失し

た場合、賃借人は、その滅失した部分の割合に応じて賃料

の減額を請求することができるだけでなく、残存部分のみ

では賃借した目的を達することができないのであれば、そ

のことを理由に賃貸借契約の解除をすることができる。 

４ 建物賃貸借関係から生じた賃借人の前期、当期及び次期

の賃料債務に関し、賃貸人は、賃借人がその建物に備え付

けた動産について、先取特権者として優先弁済が受けられ

る。 

 

【問 ２】公道に至るための他の土地の通行権に関する次の記

述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１ 他の土地に囲まれて公道に通じない土地の所有者は、公

道に至るため、その土地を囲んでいる他の土地を通行する

ことができるが、そのためには、通行する他の土地の所有

者に対して、償金を支払うことを要し、償金の支払いを懈

怠した場合には通行権は消滅する。 

２ 公道に通じない土地が、土地の分割又は一部譲渡によっ

て生じた場合には、その土地の所有者は、公道に至るため、

分割者又は譲渡人の所有する隣接地のみを通行することが

でき、この場合は、通行する隣接地の所有者に対して、償

金を支払うことを要しない。 

３ 崖があって公道とに著しい高低差がある土地の所有者は、

公道に至るため、その土地を囲んでいる他の土地を通行す

ることができるが、そのためには、通行する他の土地の所

有者に対して、償金を支払うことを要し、償金の支払いを

懈怠した場合には通行権は消滅する。 

４ 池沼、河川、水路又は海を通らなければ公道に至ること

ができない土地の所有者は、公道に至るため、その土地を

囲んでいる他の土地を通行することができ、この場合は、

通行する他の土地の所有者に対し償金を支払うことを要し

ない。 

 

【問 ３】委任契約に関する次の記述のうち、民法の規定によ

れば、正しいものはどれか。 

 

１ 受任者は、委任事務の処理に当たって、補助者として他

人を使用することは差し支えないが、委任事務の処理その

ものを全面的に他人に委ねることはできない。 

２ 受任者は、委任事務の処理に当たり、有償委任の場合に

は、委任の本旨に従い、善良なる管理者の注意をもってし

なければならないが、無償委任の場合には、自己のために

するのと同一の注意をもってすれば足りる。 

３ 受任者は、委任事務の処理に当たり、有償委任の場合は、

それに必要な費用の前払いを委任者に請求することができ

ないが、無償委任の場合は、委任者に前払い請求すること

ができ、請求された委任者は必ず前払いしなければならな

い。 

４ 受任者は、委任者から請求を受けたら、必ず、委任者に

委任事務の処理の状況を報告しなければならないだけでな

く、委任終了後は、遅滞なく、委任事務処理の経過及びそ

の結果を委任者に報告しなければならない。 

 

【問 ４】保証債務に関する次の記述のうち、民法の規定及び

判例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 債務者が保証人を立てる義務を負う場合に、制限行為能

力者及び弁済の資力のない者は、いずれも保証人とするこ

とはできないが、債権者が保証人として指名した者が制限

行為能力者又は弁済の資力のない者である場合は保証人と

することができる。 

２ 保証債務の負担が、主たる債務の負担より重い場合、主

たる債務の負担の限度まで縮減されるのが原則であるが、

保証債務についてのみ違約金又は損害賠償の額を約定した

結果、主たる債務の負担より重くなった場合は縮減されな

い。 

３ 保証人が、主たる債務者の委託を受けて保証人となって

弁済した場合には、主たる債務者に対して弁済額の全額を

求償することができるが、主たる債務者の意思に反して保

証人となって弁済した場合には、主たる債務者に対して何

ら求償することができない。 

４ 保証人は、主たる債務について消滅時効が完成した場合、

主たる債務者の時効援用の有無に関わりなく、これを援用

して保証債務を免れることができ、主たる債務者が時効利

益を放棄しても、なお、主たる債務の消滅時効を援用して

保証債務を免れることができる。 

 

【問 ５】売買に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

 

１ 売買の目的物の引渡しについて期限がある場合は、代金

の支払いについても同一の期限が付されたものと推定され

る。 

２ 売買の目的物の引渡しと同時に代金を支払うことになっ

ている場合、代金は、目的物の引渡しの場所において支払

うことを要する。 

３ 売買の目的物が買主に引き渡されてなくても、その所有

権が買主に移転している場合には、その目的物から生ずる

果実は、買主に帰属する。 

４ 売買の目的物について所有権を主張する他人がいるため、

買い受けた目的物の所有権を失うおそれがある買主は、売

主に対する支払いを拒むことができる。ただし、売主が相

当の担保を供したときは、この限りでない。 

 

【問 ６】マンションみらいネットに関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

 

１ マンションみらいネットでは、マンション管理組合又は

分譲事業者から各マンションにおけるマンション管理等の

情報を提供してもらい、これを(財)マンション管理センタ

ーのコンピューターに登録する。 

２ マンションみらいネットに登録する情報は、マンション

概要、管理体制、管理組合の活動状況・会計状況、管理規

約や長期修繕計画の内容、法的点検、修繕履歴、図書の保

管状況等かなり多岐にわたる。 

３ マンションみらいネットへの登録にあたっては、正しい

情報が登録されるよう登録申請者に対して助言を行うとと

もに、登録内容の正確性を確認する業務を担当する専任者

として登録補助者を設置する。この登録補助者として区分

所有管理士の活躍が期待される。 

４ 区分所有管理士が行う登録補助業務は、(財)マンション

管理センターの職員が行うべきところの業務を登録補助者

である区分所有管理士に委託して行うものであるが、登録

補助者はセンターから独立した専門家として適正に業務の

執行にあたることが必要である。 

【問 ７】督促手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法（平

成８年法律第１０９号）の規定によれば誤っているものは

どれか。 
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１ 債務者が支払督促の送達を受けた日から２週間以内に督

促異議の申立てをしないときは、裁判所書記官は、債権者

の申立てにより、支払督促に手続の費用額を付記して仮執

行の宣言をしなければならない。 

２ 仮執行の宣言は、支払督促に記載し、これを当事者に送

達しなければならない。 

３ 債権者が仮執行の宣言の申立てをすることができる時か

ら２０日以内にその申立てをしないときは、支払督促は、

その効力を失う。 

４ 仮執行の宣言前に適法な督促異議の申立てがあったとき

は、支払督促は、その督促異議の限度で効力を失う。 

 

【問 ８】破産手続開始申立に関する次の記述のうち、破産法

（平成１６年法律第７５号）の規定によれば誤っているも

のはどれか。 

 

１ 破産手続開始の申立てをするときは、申立人は、破産手

続の費用として裁判所の定める金額を予納しなければなら

ない。 

２ 債務者が支払不能にあるときは、裁判所は、申立てによ

り、決定で、破産手続を開始するが、債務者が支払を停止

したときは、支払不能にあるものと推定されるわけではな

い。 

３ 債権者又は債務者は、破産手続開始の申立てをすること

ができる。 

４ 裁判所は、破産手続開始の申立てがあった場合には、利

害関係人の申立てにより又は職権で、破産手続開始の申立

てにつき決定があるまでの間、債務者の財産に関し、その

財産の処分禁止の仮処分その他の必要な保全処分を命ずる

ことができる。 

 

【問 ９】不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）に関す

る次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ 同一の不動産について登記した権利の順位は、法令に別

段の定めがある場合を除き，登記の前後による。 

２ 詐欺又は強迫によって登記の申請を妨げた第三者は、そ

の登記がないことを主張することができない。 

３ 登記の事務は、不動産の所在地若しくは不動産の所有者

の住所地を管轄する法務局若しくは地方法務局若しくはこ

れらの支局又はこれらの出張所がつかさどる。 

４ 登記は、登記官が登記簿に登記事項を記録することによ

って行う。 

 

【問１０】管理組合法人の登記に関する次の記述のうち、組合

等登記令（昭和３９年政令第２９号）によれば正しいもの

はどれか。 

 
１ 組合等の設立の登記は、設立の許可、出資の払込みその

他設立に必要な手続が終了した日から３週間以内に、主た

る事務所の所在地においてしなければならない。 

２ 組合等は、解散したときは、合併及び破産手続開始の決

定による解散の場合を除き、主たる事務所の所在地におい

ては１週間以内に解散の登記をしなければならない。 

３ 組合等は、清算が結了したときは、清算結了の日から、

主たる事務所の所在地においては４週間以内に清算結了の

登記をしなければならない。 

４ 組合等は、第２条第２項各号に掲げる事項（名称、代表

権を有する者の氏名、住所及び資格など）に変更を生じた

ときは、主たる事務所の所在地においては２週間以内に変

更の登記をしなければならない。 

 

 

【問１１】宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年

法律第１７６号）第２条第３号に規定する者をいう。以下

同じ。）であるＡが、マンションの賃貸借の媒介をする際

に行った重要事項説明に関する次の記述のうち、宅地建物

取引業法第３５条の規定に違反しないものはどれか。 

 

１ 当該賃貸借が、借地借家法第３８条第１項に規定されて

いる定期建物賃貸借であったが、貸主がその内容をすでに

書面で説明しているので、Ａは定期建物賃貸借である旨の

説明を省略した。 

２ 当該マンションの管理が管理会社に委託されていたが、

その会社の商号及び事務所の所在地を説明しなかった 

３ 当該マンションが、第二種低層住居専用地域内にあり、

その敷地の建ぺい率が都市計画で１０分の６と定められて

いたが、その説明をしなかった。 

４ 当該マンションには、ペット飼育、ピアノ使用の禁止又

は制限に関する「使用細則」の定めがあったが「規約」で

はなかったので、その説明をしなかった。 

 

【問１２】宅地建物取引業者Ａが、Ｂに対して建設工事完了後

１年を経過しているマンションを売り渡したが、そのマン

ションに隠れた瑕疵が発見された場合に関する次の記述の

うち、民法、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成

１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）及び宅地

建物取引業法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ Ｂが宅地建物取引業者でない場合において、「Ａは、瑕

疵担保責任を負わない」と定めたときでも、Ａは引渡し後

２年間は、その責任を負わなければならない。 

２ 当該マンションが、売買契約締結時に建設工事完了後１

年を経過しているので、品確法の適用はない。 

３ 当該瑕疵の責任原因が、マンションの建築業者のみにあ

るときでも、Ａは瑕疵担保責任を負う。 

４ Ｂが宅地建物取引業者でない場合において、瑕疵の修補

請求はできるが、損害賠償請求はできない旨の特約は無効

である。 

 

【問１３】マンション管理における個人情報の保護に関する次

の記述のうち、個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号。以下、本問において「個人情報保護法」と

いう。）によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１ マンション管理業者が管理組合から委託を受けて組合員

名簿を作成するために組合員が特定される情報を取り扱う

場合は、あらかじめその利用目的を公表するか、取得後速

やかに通知又は公表をする必要がある。 

２ 個人情報保護法における「個人情報」は、マンションの

管理の適正化の推進に関する法律における「秘密」よりも

範囲が広い。 

３ マンション管理業者が、管理組合の各組合員から契約締

結に伴って直接書面に記載された個人情報を取得するとき

は、一定の緊急の場合を除き、あらかじめ、本人に対し、

その利用目的を明示しなければならない。 

４ マンション管理業者が、管理組合から受託した業務の履

行のために、設備保守業者、警備業者、集金代行業者に組

合員名簿を渡す場合は、個々の組合員の同意が必要である。 

 

 

【問１４】警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する次

の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１ 警備業者は、警備業務を行う契約を締結したときは、遅

滞なく、契約書を作成し、公安委員会の認証を受けなけれ

ばならない。 

２ 警備業を営もうとする者は、２以上の都道府県の区域内

に事務所を設置してその事業を営もうとする場合は国家公

安委員会の、１の都道府県の区域内にのみ事務所を設置し

てその事業を営もうとする場合は都道府県公安委員会の認

定を受けなければならない。 

３ 警備業者は、１８歳未満の者を警備業務に従事させては

ならない。 
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４ 警備業者及び警備員が、警備業務を行う場合の服装につ

いては特に制限はない。 

 

【問１５】品確法における瑕疵担保責任の特例に関する次の記

述のうち、品確法の規定によれば、誤っているものはどれ

か。 

 

１ 品確法の売主の瑕疵担保責任の特例の規定に基く瑕疵修

補又は損害賠償の請求は、買主がその事実を知った時から

１年を経過したとしても、住宅の引渡しの時から１０年以

内であれば、することができる。 

２ 品確法における「住宅」とは、人の居住の用に供する家

屋又は家屋の部分（人の居住の用以外の用に供する家屋の

部分との共用に供する部分を含む。）をいう。 

３ 新築住宅が、住宅新築請負契約に基づき売主に引き渡さ

れたものである場合の売主の瑕疵担保責任期間は、売主が

買主に引き渡した時ではなく、請負人から売主に引き渡し

た時から起算される。 

４ 品確法の売主の瑕疵担保責任の特例は、住宅のすべての

瑕疵を対象とするものではない。 

 

【問１６】市街地再開発事業の施行主体に関する次の記述のう

ち、都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）の規定によ

れば、正しいものはどれか。 

 

１ 施行主体は地方公共団体等の公的主体に限られる。 

２ 地権者全員の同意を得ている個人施行者か、地権者全員

が参加する市街地再開発組合も施行主体となりうる。 

３ 施行地区となるべき区域内の宅地について所有権又は借

地権を有する者が、総株主の議決権の３分の２以上を保有

する等の要件を備えた再開発会社も施行主体となりうる。 

４ 再開発会社に対する地区内権利者の現物出資（土地）は

認められない。 

 

【問１７】都市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定に

よれば、「都市計画区域の指定」の効果に関する次の記述

のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ 「土地利用の規制」に関する事項として、区域区分、地

域地区の全てを定めることができる。 

２ 区域区分は、市街化区域、市街化調整区域、市街化を抑

制すべき区域の３種である。 

３ 「都市施設」及び「市街地開発事業」に関する事項を定

めることができる。 

４ 「開発許可制度」が適用される。 

 

【問１８】用途地域に関する次の記述のうち、都市計画法の規

定によれば誤っているものはどれか。 

 

１ 住居系には、第一種低層住居専用、第二種低層住居専用、

中高層住居専用、第一種住居、第二種住居の各地域と準住

居地域の６種がある。 

２ 商業系には、近隣商業地域と商業地域の２種がある。 

 

３ 工業系には、準工業地域、工業地域、工業専用地域の３

種がある。 

４ その他の地域地区の主なものは、特別用途地区、特定用

途制限地域、特例容積率適用地区、高層住居誘導地区、高

度地区又は高度利用地区、特定地区、防火地域又は準防火

地域、風致地区、景観地区である。 

 

 

 

【問１９】次の記述のうち、都市再生特別措置法（平成１４年

法律第２２号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

 １ この法律において「都市開発事業」とは、都市における

土地の合理的かつ健全な利用及び都市機能の増進に寄与す

る建築物及びその敷地の整備に関する事業（これに附帯す

る事業を含まない。）のうち公共施設の整備を伴うものを

いう。 

 ２ この法律において「公共の施設」とは、道路、公園、広

場、下水道、緑地、河川、運河及び水路並びに防水、防砂

又は防潮の施設並びに港湾における水域施設、外部施設及

び係留施設をいう。 

 ３ この法律において「都市再生緊急整備地域」とは、都市

の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重

点的に市街地の整備を推進すべき地域として政令で定める

地域をいう。 

 ４ 都市の再生に関する施策を迅速かつ重点的に推進するた

め、内閣総理大臣を都市再生本部長とし、全ての国務大臣

で構成される都市再生本部を内閣に設置する。 

 

【問２０】管理費等の滞納に関する次の記述のうち、民法又は

建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下「区分所有法」という。）の規定によれば、正しいも

のはどれか。なお、甲マンション３０１号室の所有者はＡ

であったがその後Ｂに所有権が移転され、現在はＢが区分

所有者である。 

 

 １ 管理組合はＢに対し、Ａが所有していた期間の滞納管理

費を請求することはできるが、遅延損害金は請求すること

ができない。 

 ２ 管理組合がＡに対し、Ａの滞納管理費を請求する訴訟を

提起し確定判決を得たときは、Ａに対する請求権の消滅時

効の期間は１０年になる。 

 ３ ２の場合において、管理組合はＡの特定承継人たるＢに

対しても、判決確定の時から１０年間Ａの滞納管理費を請

求することができる。 

 ４ Ａが所有していた期間の滞納管理費の額が既に６０万円

を超えていたときは、管理組合はＡに対し少額訴訟を提起

することはできない。 

 

【問２１】管理規約の定めに関する次の記述のうち、区分所有

法によれば有効なものはどれか。 

 

 １ 総会に出席しない場合の議決権行使は、書面によらなけ

ればならないと定めること。 

 ２ 専有部分が数人の共有に属する場合には、共有者の持分

割合に応じて議決権を行使することができると定めること。 

 ３ 普通決議事項についても、必ず議案の要領を通知しなけ

ればならないと定めること。 

 ４ 総会の議事については、議長は書面による議事録の作成

に替えて録音テープに録音することで足りると定めること。 

 

【問２２】ある管理組合の措置に関する次の記述のうち、区分

所有法に違反するものはどれか。 

 

 １ バルコニーをサンルームに改造した区分所有者に対し、

サンルームの撤去とバルコニーの原状回復を求める訴訟提

起を総会で決議するときに、その区分所有者に弁明の機会

を与えた。 

 ２ 野鳩を室内に呼びこみ餌づけをしている賃借人と賃貸人

たる区分所有者に対し、賃貸借契約の解除と専有部分の引

渡しを求める訴訟提起を総会で決議するときに、その区分

所有者に弁明の機会を与えなかった。 

 ３ 管理費等を長期間滞納し、且つ、ペット飼育禁止に違反

している区分所有者に対し管理費等支払請求とペット飼育

禁止の訴訟を提起するための総会決議をする時に、その区

分所有者に弁明の機会を与えなかった。 

 ４ 住戸を暴力団事務所として使用している区分所有者に対

し、区分所有権の競売請求の訴訟を提起するための総会決

議をするときに、その区分所有者は利害関係人であるとの

理由で議決権行使を認めなかった。 
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【問２３】規約の設定、変更に関する次の記述のうち、区分所

有法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

 １ ２棟の区分所有建物で構成する団地について、団地管理

組合が棟の管理も行う団地規約を変更する場合には、団地

集会のみの特別決議があれば足りる。 

 ２ 複合用途の区分所有建物において、一部共用部分の管理

のうち、区分所有者全員の利害に関係するものがあるとき

の規約は、当該一部共用部分を共用すべき区分所有者のみ

の集会による特別決議で設定することができる。 

 ３ 戸建て住宅の建物所有者が共有しているものが土地又は

附属施設の一方のみである場合には、団地規約を設定する

ことができない。 

 ４ 複合用途の区分所有建物において、一部共用部分につい

て全員で定めた規約を変更する場合には、全員の集会の特

別決議があれば足りる。 

 

【問２４】次の記述のうち、単棟型のマンション標準管理規約

及び同コメント（平成１６年１月国土交通省公表。以下

「標準管理規約」という。）によれば、専有部分にあたる

ものはどれか。 

 

１ 住戸の玄関扉の錠 

２ ケーブルテレビ設備 

３ 住戸の雨戸 

４ メーターボックス 

 

【問２５】次の記述のうち、標準管理規約で特別決議事項（同

規約第４７条第２項に規定されている「出席組合員の議決

権の過半数で決する」以外の方法で決する総会決議事項を

いう。）とされているものは、いくつあるか。 

ア．敷地の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わない

ものを除く。） 

イ．大規模滅失の復旧（「建物の価格の２分の１を超える部

分が滅失した場合の滅失した共用部分の復旧」をいう。）

に充てるための資金の借入れ 

ウ．長期修繕計画の作成又は変更 

エ．建物の建替えに係る計画、又は設計等の経費のための修

繕積立金の取崩しの決定 

オ．使用細則の制定、変更又は廃止 

カ．役員活動費の額及び支払方法の決定 

 

１ なし 

２ 一つ 

３ 二つ 

４ 三つ 

 

【問２６】次の記述のうち、標準管理規約によれば、最も不適

切なものはどれか。 

 

１ 管理規約の対象となる敷地の所在地が、登記簿上の所在

地と住居表示が異なる場合は、両方を記載する必要がある。 

２ 規約が規約原本の内容から総会決議により変更されてい

るときは、理事長は、１通の書面に、現に有効な規約内容    

と、その内容が規約原本及び規約変更を決議した総会議事

録の内容と相違ないことを記載し、署名押印した上で、こ

の書面を保管する。 

３ 区分所有者は、管理組合が市又は近隣住民と締結した協

定について、これを誠実に遵守しなければならない。 

４ 理事長は、区分所有者を代理して、損害保険契約に基づ

く保険金額の請求及び受領をすることができるが、そのた

めには、総会の決議を経なければならない。 

【問２７】管理組合の総会に関する次の記述のうち、標準管理

規約によれば、正しいもののみの組合せはどれか。 

ア 事業報告は、総会で報告すれば足りる事項であって、総

会で決議すべき事項ではない。 

イ マンションの建物内に居住する組合員及び通知場所の届

出のない組合員に対しては、招集通知の内容を所定の掲示

場所に掲示することをもって招集通知の発送に代えること

ができる。 

ウ 規約及び使用細則の制定、変更、廃止は組合員総数の４

分の３及び議決権総数の４分の３以上で決する。 

エ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する賃借人は、

会議の目的につき、利害関係を有する場合には、利害関係

人として、あらかじめ理事長にその旨を通知せずに総会に

出席して意見を述べることができる。 

オ 議事録には、議事の経過の要領及びその結果を記載し、

議長及び議長の指名する２名の総会に出席した組合員がこ

れに署名押印しなければならない。 

カ 会議の目的が建替え決議である場合を除き、５月３０日

の日曜日に総会を開催する場合には、遅くとも５月１５日

の土曜日のうちに、会議の日時、場所及び目的を示して、

組合員に招集通知を発しなればならない。 

 

１ イとウとオ 

２ アとウとエ 

３ イとオとカ 

４ アとウとカ 

 

【問２８】マンション管理組合の広報活動についての次の記述

のうち、最も不適切なものはどれですか。 

 

１ 理事会の日頃の活動内容、事業計画の進捗状況や新たな

課題、修繕工事への取組みなど様々な管理組合の活動内容

を、広くマンション居住者へ広報していくことは重要であ

る。 

２ 理事会としてどうすべきかなかなか結論の出ない問題に

ついて、その状況や検討経過などを広報することは、居住

者の無責任な発言などによる混乱をひき起こすことが多い

ので賢明な策ではない。 

３ 大規模修繕の実施や管理規約改正などに取り組む管理組

合の各専門委員会においても、そのときどきの検討内容を

広報することが必要である。 

４ 広報から一歩進んで、理事会がこれから取り上げて検討

すべき優先課題は何か、あるいは問題解決の方策をこの方

向で進めたいが問題はないか、といったことについて、居

住者の意向を積極的に聞く手段としてアンケート調査があ

る。 

 

【問２９】「住生活基本法」（平成１８年法律第６１号）とマ

ンション管理についての次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれですか。 

 

１ 「住生活基本法」では、住宅という「ハコモノ」だけで

なく、住んでいる人の生活の質をいかに高めるかが、法の

視野に入っている。 

２ マンション管理業務においても、「ハコモノ」としての

マンションの維持修繕を通じてハード面の安全・快適さを

保っていくことと並んで、あるいはそれ以上に、居住者の

生活をどのように見守り、その生活の質の向上にいかに寄

与していくかが問われる。 

３ 「見守り」は単なるモニタリングだけではない。安否確

認から日常的なコミュニケーションを通じた社会交流・社

会参加へのはたらきかけまでを含む広い意味をもつケア概

念である。 

４ 「住生活基本法」では、住宅政策の“量から質へ”の転

換を基本に「安心・安全で良質な住宅ストック・居住環境

の形成」「住宅取引の適正化・流通円滑化のための住宅市

場の環境整備」が基本理念として位置づけられている一方、

「高齢者の居住の安定等住宅セーフティネットの構築」に

ついては基本理念としての位置づけはない。 

 

【問３０】マンション建替組合に関する次の記述のうち、マン
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ションの建替えの円滑化等に関する法律（平成１４年法律

第７８号。以下「円滑化法」という。）の規定によれば、

正しいものはどれか。 

 

１ マンション建替組合は必ずしも法人である必要はない。

２ マンション建替組合は、その名称中に必ずしもマンショ 

ン建替組合という文字を用いる必要はない。 

３ マンション建替組合には、建替え円滑化法および建替え

組合の定款で定める権限を行わせるために、審査委員を３

人以上置くことが定められている。 

４ マンション建替組合が解散した場合には、審査委員が清

算人となる。ただし総会で他の者を選任した時はこの限り

ではない。 

  
【問３１】権利の変換に関する次の記述のうち、円滑化法の規

定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ 権利返還期日において、マンション建替事業を施行する

現に存するマンション（以下「施行マンション」とい

う。）は、マンション建替事業を施行する者(以下「施行

者」という。)に帰属し、施行マンションを目的とする区分

所有権を含んだ権利は、この法律に別段の定めのあるもの

を除き消滅する。 

２ 施行者は、権利変換期日後遅延なく、マンション建替事

業の施行により建築された再建マンション（以下「施行再

建マンション」という。）の敷地につき、権利変更後の土

地に関する権利について必要な登記を申請しなければなら

ない。 

３ マンション建替組合において、権利変換計画について総

会の議決があったときは、マンション建替組合は、当該議

決があった日から２月以内に、当該議決に賛成しなかった

組合員に対し、区分所有権及び敷地利用権を時価で売り渡

すべきことを請求することができる。 

４ 権利変換期日において、権利変換計画の定めるところに

従い、隣接施行敷地の所有権又は借地権は、失われ、又は

その上に施行再建マンションの敷地利用権が設定される。 

 

【問３２】マンション建替組合に関する次の記述のうち、円滑

化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ マンション建替組合は、設立についての認可の取り消

し・総会の議決・事業の完成又はその完成の不能により解

散する。 

２ マンション建替組合は、建替えに参加しない旨を回答し

た区分所有者に対し、区分所有権および敷地利用権を時価

で売り渡すべきことを請求することができる。 

３ マンション建替組合は、理事長の氏名及び住所を、施行

マンションの所在地の市町村長を経由して、都道府県知事

に届け出なければならない。 

４ 都道府県知事は、マンション建替組合の組合員が総組合

員の２分の１以上の同意を得て、建替組合の事業又は会計

が円滑化法や事業計画等に違反する疑いがあることを理由

として組合の事業又は会計の状況の検査を請求したときは、

その組合の事業又は会計の状況を検査しなければならない。 

 

【問３３】次の記述のうち、マンション標準管理委託契約書及

びマンション標準管理委託契約書コメント（平成２１年１

０月国土交通省公表。以下「標準契約書」という）に関す

る次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１ 管理組合と管理業者との受託契約の契約業務の中に、コ

ミュニティー支援業務は入れることはできない。 

２ 管理委託契約の期間中の定額業務委託費の額の見直しに

ついては、管理組合と管理業者が協議して定めるとしてい

る。 

３ 管理業者は、管理組合から請求がなくても、管理組合の

管理事務の処理状況及び会計の収支状況について、毎月、

報告をしなければならない。 

４ 管理業者は、管理組合の会計に係る帳簿等を整備、保管

し、管理組合の定期総会終了後、遅滞なく、管理組合に引

き渡さなければならない。 

 

【問３４】宅地建物取引業者が、管理組合の組合員から、当該

組合員が所有する専有部分の売却等の依頼を受け、管理業

者に対して、その媒介等の業務のために管理規約の提供及

び管理費の滞納金額等の開示を求めてきたときにおける管

理業者の措置に関する次の記述のうち、標準契約書によれ

ば、最も適切なものはどれか。 

 
１ 管理規約の提供等の事務を管理業者が行う場合には、管

理規約等においてその根拠が明確に規定されていなければ

ならない。 

２ 管理業者が、受託した管理事務の実施を通じて知ること

ができない過去の修繕の実施状況等がある場合には、管理

業者は管理組合に情報の提供を求め、竣工時からの確実な

情報の開示をしなければならない。 

３ 当該組合員の負担に係る管理費及び修繕積立金等の月額

並びに滞納があるときはその金額、管理組合の修繕積立総

額並びに管理費及び修繕積立金等に滞納があるときはその

金額については、管理業者として提供、開示できる範囲で

ある。 

４ 当該組合員が管理費及び修繕積立金等を滞納していると

きであっても、当該宅地建物取引業者に対しては、管理組

合に代わってのその清算に関する必要な措置は求めること

ができない。 

 

【問３５】管理業者の業務に関する次の記述のうち、標準契約

書によれば、最も適切なものはどれか。 
 

１ 管理組合は、管理業者が管理事務を実施するのに伴い必

要となる電気料金、水道料金及びガス料金等の水道光熱費、

通信費、消耗品等の諸費用を負担するものとする。 

２ 管理業者は、管理事務を実施するのに必要になる電気料

金、水道料金、ガス料金、その他の料金の改定に伴う料金

の改定に伴う増額分の支出については、管理組合の事前の

承認を受けないで行うことはできない。 

３ 管理組合と管理業者との受託契約の中に、植栽管理業務

（施肥、剪定、消毒及び害虫駆除等）は管理業者専門とは

言えないため、適宜追加することはできない、 

４ 管理組合は、管理業者に管理事務を行うため不可欠な管

理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、器具及び備品等を有

償で使用させるものとする。 

 

【問３６】少額訴訟制度に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。 

 

１ 訴額が５０万円以下の金銭支払請求事件について利用す

ることができる。 

２ １人の原告による同一簡易裁判所における同一年内の少

額訴訟手続き利用回数は、５回以内に制限される。 

３ 当事者は、口頭弁論が続行された場合を除き、第１回口

頭弁論期日前又はその期日において、すべての言い分と証

拠を提出しなければならない。 

４ 裁判所は、少額訴訟の要件を満たさない等の場合には、

職権により棄却することができる。 

 

【問３７】住宅金融支援機構(旧住宅金融公庫)のマンションす

まい・る債の積立(平成２１年１０月１５日現在)ができる

マンション管理組合の要件に関する次の記述のうち、最も

適切なものはどれか。 
 

１ 長期修繕計画の計画期間が１５年以上であること。 

２ 募集を行う年度の収支予算において、修繕積立金の一戸

当たりの平均月額が、建物の竣工からの経過年数及び平均
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専有面積に応じて一定額(長期優良住宅の設定を受けている

場合を除く)以上積立てられていること。 

３ 修繕工事及び共用部分の修繕工事を行うことを予定して

いるマンション管理組合であること。  

４ 管理規約に、対象となる敷地・建物・附属施設及び共用

部分の範囲及び区分所有者の管理費及び修繕積立金の納入

義務の２点について規定されていること。 

 

【問３８】管理組合の支出に関する次の記述のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）の規定によれば、誤ってい

るものはどれか。 

 

１ 管理組合が支払う借入金利子・債務保証料は非課税取引

となる。 

２ 管理組合が支払う損害保険料は課税取引となる。 

３ 管理組合が支払う振込手数料・郵便料・弁護士等報酬は

課税取引となる。 

４ 管理組合が支払う対価性のない会費又は入会金は不課税

取引となる。 

 

【問３９】管理組合の会計に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

 

１ 管理組合会計は、営利目的とは異なり、予算が大きな比

重を占める。 

２ 管理組合会計は、予算と決算の差異が少ないほど良いと

される。 

３ 管理費会計、積立金会計は目的別に徴収するものであり、

これを明確にするため管理組合規約などで目的別会計方針

を明確に定めておく必要がある。 

４ 健全な会計であるために、目的別会計において赤字が生

じた場合は差異が出ないよう調整を図ることが望ましい。 

 

【問４０】会計処理の原則に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

 

１ 単一性の原則とは、会計報告の内容は、会計帳簿に基づ

き作成されるものであり、政策等により事実の変更はでき

ないことで、一般的にいう二重帳簿の禁止である。 

２ 明瞭性の原則とは、財務諸表によって正しい状況を利害

関係者に明示することで、会計目的上では当然のことであ

る。 

３ 正規の帳簿の原則とは、整然、明瞭な記録としての会計

帳簿を作成することで、正確な会計帳簿であれば特に形式

にはとらわれないが、単式簿記によることが適している。 

４ 継続性の原則とは、会計の動きを数年度にわたって調査

するときに、処理基準や勘定科目が変更になっていると比

較することができないので、処理の原則や手続きに継続性

を持たせ、みだりに変更してはいけないことである。 

 

【問４１】各種法令により、資格者による調査・検査を実施す

ることが義務付けられている建築物や主要な設備に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１ エレベーターを設置している建築物の所有者は、定期に、

一級建築士若しくは二級建築士または昇降機検査資格者の

検査を受け、その結果を特定行政庁に報告しなければなら

ない。 

２ 共同住宅で特定行政庁が指定するものの所有者は、その

建築物の建築設備について、定期に、一級建築士若しくは

二級建築士または特殊建築物調査資格者の検査を受け、そ

の結果を特定行政庁に報告しなければならない。 

３ 水道事業の用に供する水道から供給を受ける水のみを水

源とし、受水槽の有効容量が１0㎥以上100㎥未満の設備の

設置者は１年以内に１回以上定期に清掃を行う。 

４ 自家用電気工作物を必要とする建築物において、この自

家用電気工作物の設置者は、電気事業法により、電気主任

技術者の選任、保安規定の制定が規定され、これに基づき

定期的に検査を行う。 

 

【問４２】建築設備に関する記述のうち、最も適切なものはど

れか。 

 

１ 臭気や害虫の侵入防止のためには、１つの排水器具に２

箇所のトラップをつけるとより効果的である。 

２ マンションの給水方式には、受水槽方式と直結方式があ

り、中でも直結増圧方式は、水道本管の圧力を利用するの

で低層部への給水時や、小水量給水時は、ポンプを運転さ

せなくても給水できる場合があるので省エネになる。 

３ 居室内における化学物質の発散に対する衛生上の措置

（シックハウス対策）には、給気と排気を機械で行う第３

種換気設備での２４時間換気が有効である。 

４ 大規模マンションでは、共用部分の契約電力が３０ｋW以

上の施設は高圧引き込みとなり「自家用電気工作物」に該

当する。 

 

【問４３】次の説明で最も適切なものはどれか。 

 

１ ウオーターハンマー現象の防止のためには、管内流速を

過度に大きくしたほうがよい。 

２ 水道法に基づく水質基準に関する省令において、大腸菌、

一般細菌、鉛及びその化合物は検出されてはいけない。 

３ クロスコネクション（混合配管）とは、不純な水が上水

道配管中に混入するおそれのある配管・装置をいう。 

４ 高置水槽方式で給水している設備で、揚水ポンプが２台

設置されている場合、これは１台が故障した時のために、

もう１台を予備としているものであり、通常は運転しない。 

 

【問４４】建築物の構造に関する次の記述のうち、最も適切な

ものはどれか。 

 

１ ピロティ形式の建物は、１階にピロティを設けることに

より、地盤から建物に伝わる地震の振動を軽減させるよう

に計画されたものである。 

２ 壁式構造は、壁や床等の面的な構造部材により荷重や外

力に対応する構造方式で、高層の建物に適している。 

３ 同一の建築物では、支持杭と摩擦杭の混用は不同沈下に

よる建築物の損傷の原因となるため、避けるべきである。 

４ 耐震壁は主に鉛直荷重を負担する。 

 

【問４５】建物の劣化現象に関する次の記述のうち、最も適切

なものはどれか。 

 

１ 白華現象(エフロレッセンス)とは、コンクリート中の水

分や、ひび割れから浸入した雨水が、コンクリート中の可

溶性物質を溶解し、表面に出て固まり、白色の粉末状にな

ったものである。 

２ タイル貼り仕上げの劣化現象には浮き、剥落等があるが、

その多くは目視により調査が可能である。 

３ コンクリートの中性化とは、空気中に含まれる酸素とコ

ンクリート内の水酸化カルシウムが反応することにより、

コンクリートがアルカリ性を失っていく現象である。 

４ コンクリートのひび割れの原因には、乾燥収縮、内部鉄

筋の膨張等さまざまな原因があるが、一般に幅が０．５ｍ

ｍ以下であれば許容範囲内とされている。 

 

【問４６】マンション管理業者（マンションの管理の適正化の

推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号。以下「適

正化法」という。）第２条第８号に規定する者をいう。以

下同じ。）の登録に関する次の記述のうち、適正化法及び

同法施行規則の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１ マンション管理業者の登録の有効期間満了後、引き続き

マンション管理業を営もうとする者は、登録の有効期間満
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了の日の９０日前までに登録申請書類を提出しなければな

らない。 

２ 国土交通大臣は、登録申請書に重要な事実の記載が欠け

ているときは、その登録を拒否しなければならない。 

３ マンション管理業者が合併により消滅した場合には、当

該法人を代表する役員であった者は、その日から３０日以

内に、国土交通大臣に廃業等の届出をしなければならない。 

４ 国土交通大臣は、マンション管理業者登録簿を一般の閲

覧に供しなければならない。 

 

【問４７】マンション管理業者が行う重要事項（管理受託契約

の内容及びその履行に関する事項であって国土交通省令で

定めるものをいう。）の説明に関する次の記述のうち、適

正化法、同法施行規則及び国土交通省通達によれば、最も

適切なものはどれか。 

 

１ 新築マンションの売買契約の締結時に、すべての購入者

から書面で当該マンションの管理受託契約の締結に関して

同意が得られている場合は、当該委託契約の期間が建設工

事完了の日から１年を超える場合であっても、重要事項の

説明をする必要はない。 

２ マンション管理業者は、管理組合と管理受託契約を締結

しようとするときは、あらかじめ重要事項説明会を開催し、

当該管理組合の管理者等及び区分所有者等に対し、専任の

管理業務主任者をして、説明をさせなければならない。 

３ マンション管理業者は、管理組合と管理受託契約を締結

しようとするときに交付する、重要事項を記載した書面に

記載すべき事項には、管理事務の報告に関する事項は含ま

れない。 

４ 団地型のマンションにおいて、団地全体の管理組合の他

に棟ごとの管理組合が併存している場合、それらの管理組

合との間で個別に管理受託契約を締結又は更新しようとす

るときの重要事項の説明は、団地管理組合に対して行えば

足り、管理組合ごとに行う必要はない。 

 

【問４８】マンション管理業者と管理組合との間で締結する管

理委託契約の成立時の書面の交付に関する次の記述のうち、

適正化法及び同法施行規則の規定によれば、正しいものは

どれか。 

 

１ 契約成立時の書面に記載すべき事項には、免責に関する

事項は含まれていない。 

２ 契約成立時の書面に記載すべき事項には、宅地建物取引

業者からその行う業務の用に供する目的でマンションに関

する情報の提供を要求された場合の対応に関する定めがあ

るときは、その内容も含まれる。 

３ マンション管理業者が当該管理組合の区分所有法上の管

理者となっている場合、適正化法に定めはないものの、契

約成立時の書面は区分所有者全員に交付することが望まし

い。 

４ マンション管理業者は、従前と全く同じ条件で管理受託

契約を更新した場合は、契約成立時の書面の交付を省略す

ることができる。 

 

【問４９】書類の閲覧に関する次の記述のうち、適正化法及び

同法施行規則の規定によれば、最も不適切なものはどれ

か。 

 

１ マンション管理業者の業務及び財産の状況を記載した書

類は、その業務に係る関係者の求めに応じ、これを閲覧さ

せなかればならない。 

２ マンション管理業者の業務及び財産の状況を記載した書

類は、事業年度ごとに当該事業年度経過後３月以内に作成

しなければならない。 

３ マンション管理業者の業務及び財産の状況を記載した書

類は、事務所に備え置かれた日から起算して３年を経過す

るまでの間、備え置かなければならない。 

４ マンション管理業者の業務及び財産の状況を記載した書

類は、その事務所ごとに備え置く必要はない。 

 

【問５０】管理業務主任者（適正化法第２条第９号に規定する

者をいう。以下同じ。）に関する次の記述のうち、適正化

法及び同法施行規則によれば、最も適切なものはどれか。 

 

１ 管理業務主任者試験に合格した者で、管理事務に関し２

年以上の実務の経験を有するもの又は国土交通大臣がその

実務の経験を有するものと同等以上の能力を有すると認め

たものは、国土交通大臣の登録を受けることができる。 

２ 管理業務主任者は、その属するマンション管理業者の事

務所に管理業務主任者証を掲げておかなければならない。 

３ 管理業務主任者証の有効期間は、登録の取消し事由に該

当がなければ、更に５年間自動更新する。 

４ 管理業務主任者は、管理業務主任者証の亡失によりその

再交付を受けた後において、亡失した管理業務主任者証を発

見したときは、速やかに、発見した管理業務主任者証を廃棄

しなければならない。 

 

 

解   答 

問１＝２ 問２＝２ 問３＝４ 問４＝３ 問５＝３ 問６＝４ 

問７＝３ 問８＝２ 問９＝３ 問10＝４ 問11＝３ 問12＝１ 

問13＝４ 問14＝３ 問15＝１ 問16＝２ 問17＝２ 問18＝１ 

問19＝１ 問20＝２ 問21＝３ 問22＝４ 問23＝１ 問24＝１ 

問25＝２ 問26＝４ 問27＝３ 問28＝２ 問29＝４ 問30＝３ 

問31＝１ 問32＝４ 問33＝４ 問34＝３ 問35＝１ 問36＝３ 

問37＝２ 問38＝２ 問39＝４ 問40＝３ 問41＝２ 問42＝２ 

問43＝３ 問44＝３ 問45＝１ 問46＝１ 問47＝３ 問48＝２ 

問49＝３ 問50＝１  

 

平成21年度 
記述式試験問題 

 

【問 １】次の文章の（①）から（⑤）に該当する適切な語句

を解答用紙の解答欄に記述し、マンションの分譲業者が自

社のために留保した駐車場の専用使用権（無償）の有料化

に関する平成１０年１１月２０日の最高裁判所判決文（一

部)を完成させなさい。 

 

 従来無償とされてきた専用使用権を有償化し、専用使用権者

に使用料を支払わせることは、一般的に専用使用権者に（①）

を及ぼすものであるが、有償化の（②）及び合理性が認められ、

かつ、設定された使用料が当該区分所有関係において社会通念

上（③）であると認められる場合には、専用使用権者は専用使

用権の有償化を受忍すべきであり、そのような有償化決議は専

用使用権者の権利に（④）を及ぼすものではない。また、設定

された使用料がそのままでは社会通念上（③）とは認められな

い場合であっても、その範囲内の一定額をもって社会通念上

（③）と認めることができるときは、特段の事情がない限り、

その限度で、有償化決議は、専用使用権者の権利に（④）を及

ぼすものではなく、専用使用権者の（⑤）を得ていなくとも有

効なものであると解するのが相当である。 

 

【解答欄】 

① 不利益 

② 必要性 

③ 相当な額 

④ 特別の影響 

⑤ 承諾 

 

 

【問 ２】次の文章は、マンション管理組合及びマンション管

理会社の通知義務を定めたマンション標準管理委託契約書

（平成２１年１０月国土交通省発表）に関する記述である



 

16 

 

が、文中の（①）から（⑤）にあてはまる語句を記入し、

文章を完成させなさい。 

 

マンション管理組合及びマンション管理会社は、次の１から

７に掲げる場合においては、速やかに、書面をもって、相手方

に通知しなければならない。 

１．マンション管理組合の役員又は組合員が変更したとき 

２．マンション管理組合の組合員がその（①）を第三者に貸与

したとき 

３．マンション管理会社が（②）又は住所を変更したとき 

４．マンション管理会社が（③）又は会社分割したとき 

５．マンション管理会社がマンションの管理の適正化の推進に

関する法律（平成１２年法律第１４９号）の規定に基づき処

分を受けたとき 

６．マンション管理会社が（④）を停止されたとき、若しくは

破産、会社更生、民事再生の申立てをしたとき、又はマンシ

ョン管理会社が破産、会社更生、民事再生の申立てを受けた

とき 

７．マンション管理会社が（③）又は破産以外の事由により

（⑤）したとき 

 

【解答欄】 

①  専有部分 

②  商号 

③  合併 

④  銀行の取引 

⑤  解散 

 

 

【問 ３】マンション管理業者Ａの行う重要事項の説明に関す

る次の記述のうち、マンションの管理の適正化の推進に関

する法律（平成１２年法律第１４９号）の規定により、誤

っているものの選択肢の番号を選び、その理由を書きなさ

い。 

 

１． Ａは、管理組合から管理事務の管理受託契約を新たに締

結した際に、当該管理組合を構成するマンションの区分所

有者等及び当該管理組合の管理者等に対して、あらかじめ

重要事項を記載した書面の交付をしていたので、当該管理

受託契約を締結した後に、重要事項についての説明会を開

催した。 

２． Ａは、従前の管理受託契約と同一の条件で管理組合との

管理受託契約を更新する際に、成年者である専任の管理業

務主任者をして、重要事項の説明をさせた。 

３． Ａは、新築マンションについて、期間を建設工事完了の

日から１年とする管理受託契約を締結したが、当該管理組

合を構成するマンションの区分所有者等及び当該管理組合

の管理者等に対して、重要事項を記載した書面の交付及び

説明会の開催を行わなかった。 

４． Ａは、重要事項の説明の際に、保証契約に関する事項及

び契約の更新に関する事項について、特にその定めがなか

ったため、これらについて説明を省略した。 

 

【解答欄】 

１ 管理受託契約の締結前に重要事項説明が必要 

４ どちらも、説明を省略できない事項である 

 

【問 ４】次の文章は、動物の愛護及び管理に関する法律（昭

和４８年法律第１０５号）における「動物の所有者又は占

有者の責務」に関する記述であるが、文中の（①）から

（⑤）までに該当する適切な用語を次の語群から選び、解

答用紙の解答欄に記述し、文章を完成させなさい。 
 

動物の所有者又は占有者は、その動物を適正に飼養し、又は

保管することにより、動物の（①）を保持するよう勤めるとも

に、動物が人の生命、身体若しくは財産に害を加え、又は人に

迷惑を及ぼすことのないよう努めなければならない。 

動物の所有者又は占有者は、その所有し、又は占有する動物

に起因する（②）について正しい知識を持つよう努めなければ

ならない。 

動物の所有者は、その所有する動物が（③）に係るものであ

ることを明らかにするための措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

家庭動物等の所有者・占有者は、動物の生態・習性・生理を

理解し、愛情をもって取り扱うとともに、（④）するように努

めなければならない。 

家庭動物等の所有者は、その飼養及び保管する動物等が繁殖

し、飼養数が増加しても、適切な飼養環境及び終生飼養の確保

又は適切な譲渡が自己の責任において可能である場合を除き、

原則として（⑤）の措置を講ずること。 

 

（語群） 

自己の所有 住宅環境 行動範囲 動物の習性 終生飼養 

感染性の疾病 健康及び安全 繁殖制限 その動物の生態・

習性・生理 野生動物 しつけ 屋内飼養 遺棄禁止 

 

【解答欄】 

① 健康及び安全

② 感染性の疾病

③ 自己の所有 

④ 終生飼養 

⑤ 繁殖制限 

 

 

【問 ５】次の文章は、長期修繕計画標準様式、長期修繕計画

作成ガイドライン及び同コメント（平成２０年６月国土交

通省公表）に関する記述であるが、文中の（①）から

（⑤）に該当する適切な用語を次の語群から選び、解答用

紙の解答欄に記述し、文章を完成させなさい。 

 

（標準様式及びガイドラインのポイント） 

 ・標準様式………管理組合の理解と比較検討を容易にするた

め、（①）を統一した。 

 ・標準修繕項目…標準的な修繕項目を定め､（②）による修繕

積立金不足を防止する。 

 ・数量計算………修繕計画の詳細な内容を示し、比較検討を

容易にする。 

         新築時の請負代金内訳書、数量計算書等を

参考に、（③）の適正化を図る。 

 ・修繕積立金……将来の積立金引上額の幅を少なくするため、

（④）方式を基本にした。 

 ・定期的見直し…計画作成時の不確定要素を吸収するため、

（⑤）程度ごとの見直しを行う。 

 

[語群] 

 様式   単位    表記    項目漏れ  

 積立金未納    管理費未納   積算数量 

概算数量    均等積立     一時金徴収 

段階増額   ５年   １５年   ２５年 

 

 

【解答欄】 

① 様式 

② 項目漏れ 

③ 積算数量 

④ 均等積立 

⑤ ５年 
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平成20年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 成年後見に関する次の記述のうち、民法（明治２

９年法律第８９号）の規定によれば、正しいものはどれか。 

 
１．成年被後見人が、成年後見人の同意を得ないで、日用品の

購入その他日常生活に関する法律行為を行った場合、成年後

見人は、不同意を表示して、その法律行為を取り消すことが

できる。 

２．成年被後見人が、成年後見人の同意を得て、自己所有の不

動産を売却する契約を行った場合、成年後見人は、同意を撤

回して、その不動産売却契約を取り消すことはできない。 

３． 成年被後見人が意思表示を受けても、成年後見人がそのこ

とを知った後でなければ、表意者は、その意思表示の効力の

発生を成年被後見人に対して主張することができない。 

４．成年被後見人が、成年後見人の同意を得ないで、代理人に

選任されて代理行為を行った場合、成年後見人は、不同意を

表示して、その行った代理行為を取り消すことができる。 

 

【問 ２】 寄託に関する次の記述のうち、民法の規定によれ

ば、誤っているものはどれか。 

 

１．寄託契約には、無償寄託と有償寄託があるが、そのいずれ

であっても、受寄者は、寄託物を善良な管理者の注意をもっ

て保管する義務を負う。 

２．寄託契約においては、寄託物の返還の時期の定めがあって

も、寄託者は、受寄者に対して、いつでもその返還を請求す

ることができる。 

３．寄託物について権利を主張する第三者が、受寄者に対して、

訴えの提起、差押え、仮差押え、又は仮処分をしてきた場合

には、受寄者は、遅滞なくその事実を寄託者に通知しなけれ

ばならない。 

４．消費寄託における受寄者は、寄託物を消費することができ、

寄託者に対しては、これと同種･同等･同量の物を返還すれば

よい。 

 

【問 ３】 共有に関する次の記述のうち、民法の規定及び判

例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．各共有者は、共有物の全部について、その持分に応じた使

用をすることができる。 

２．共有物の不法占拠者に対して排除請求をするには、各共有

者の持分の価格に従い、その過半数で決議することを要する。 

３．共有物の処分には、共有者全員の同意を要する。 

４．共有物の分割について共有者間で協議が調わない場合、共

有者は裁判所に分割請求することができる。 

 

【問 ４】 引き換え給付に関する次の記述のうち、民法の規

定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．金銭貸借において、債務者は、債権者に対し、債務の弁済

と引き換えに受取証書の交付を請求することができない。 

２．金銭貸借において、債務者は、債権者に対し、債務の弁済

と引き換えに債権証書の返還を請求することができない。 

３．建物賃貸借の終了時において、賃借人は、賃貸人に対し、

建物の明渡しと引き換えに敷金の返還を請求することができ

ない。 

４．仕事の目的物の引渡しを要する請負において、請負人は、

注文者に対し、仕事の目的物の引渡しと引き換えに報酬の支

払いを請求することができる。 

 

【問 ５】 一時使用のための建物賃貸借に関する次の記述の

うち、借地借家法（平成３年法律第９０号）及び民法の規

定並びに判例によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．一時使用のための建物賃貸借には、借地借家法の借家に関

する規定は適用されず、もっぱら、民法の賃貸借に関する規

定が適用される。 

２．一時使用の建物賃貸借は、期間の定めがないときは、正当

な理由がなければ解約の申し入れをすることができない。 

３．一時使用の建物賃貸借は、その契約書において明示されて

いなくても、賃貸借の目的、動機、その他諸般の事情から、

短期間内に限り存続させる趣旨であることが、客観的に判断

できるのであればよい。 

４．一時使用の建物賃貸借は、これを登記しない限り、賃借人

は、建物の引渡しを受けていても、その後、その建物につい

て物権を取得した者に対して対抗することができない。 

 

【問 ６】 区分所有管理士会では、区分所有管理士倫理規程

（平成１２年１２月制定）を定めているが、その規定によ

れば、次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 
１．区分所有管理士は、自らの能力及び知識を超える業務を引

き受けてはならない。 

２．区分所有管理士は、業務を行うに当たっては、公正と中立

性を保持しなければならない。 

３． 区分所有管理士は、業務上知り得た秘密をいかなる場合も

他に漏らしてはならない。 

４．区分所有管理士は、重要な事項について故意に事実を告げ

ず、又は不実のことを告げる行為をしてはならない。 

 
【問 ７】 少額訴訟に関する次の記述のうち、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）の規定によれば、誤っている

ものはどれか。 

 

１．少額訴訟は、簡易裁判所で審理及び裁判がなされる。 

２．少額訴訟は、特別の事情がある場合を除き、第1回の口頭弁

論期日で審理を完了しなければならない。 

３．少額訴訟は、訴額６０万円以下で、かつ金銭の支払いの請

求を目的とする訴えに限り利用できる。 

４．少額訴訟の判決に対する不服申立ては、異議の申立て又は

控訴をすることができる。 

 

【問 ８】 区分建物の表題登記に関する次の記述のうち、不

動産登記法（平成１６年法律第１２３号）の規定によれば、

正しいものはどれか。 

 

１．区分建物についての建物の表題登記の申請は、その一棟の

建物に属する他の区分建物全部の表題登記の申請と併せてす

る必要はない。 

２．区分建物の表題登記は、当該区分建物の所有者が他の区分

所有者に代わって、当該他の区分建物についての表題登記を

申請することができる。 

３．表題登記がある建物（区分建物を除く。）に接続して区分

建物が新築された場合、その区分建物についての表題登記の

申請は、当該表題登記がある建物についての表題部の変更の

申請と併せてする必要はない。 

４．区分建物である建物を新築した場合、その所有者について

相続その他一般承継があったときは、相続人は被承継人を表

題部所有者とする当該建物についての表題登記を申請するこ

とができるが、一般承継人はできない。 

 

【問 ９】 督促手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法の

規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１．支払督促は、金銭などの給付を目的とするもので、その価

額が５０万円以下でなければならない。 

２．仮執行の宣言を付した支払督促に対し督促異議の申立てが

ないとき、又は督促異議の申立てを却下する決定が確定した

ときは、支払督促は、確定判決と同一の効力を有する。 

３．債権者が仮執行の宣言の申立てをすることができる時から

１０日以内にその申立てをしないときは、支払督促は、その

１３年度）
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効力を失う。 

４．支払督促の申立ては、債務者の普通裁判籍の所在地を管轄

する地方裁判所の裁判所書記官に対してする。 

 

【問 10】 破産法（平成１６年法律第７５号）第２条に定め

る定義に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 

１．破産債権とは、破産者に対し破産手続開始前の原因に基づ

いて生じた財産上の請求権であって、財団債権に該当しない

ものをいう。 

２．財団債権とは、破産手続によらないで破産財団から随時弁

済を受けることができる債権をいう。 

３．破産管財人とは、破産手続において破産財団に属する財産

の処分をする権利を有する者をいう。 

４．保全管理人とは、債務者の財産に関し管理を命ぜられた者

をいう。 

 

【問 11】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７

年法律第１７６号）第２条第３号に規定する者をいう。）

が、自ら売主として、マンション（マンションの管理の適

正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号。以

下「適正化法」という。）第２条第１号に規定するものを

いう。以下同じ。）の売買契約を締結する際に行う宅地建

物取引業法第３５条の規定に基づく重要事項の説明に関す

る次の記述のうち、宅地建物取引業法の違反とならないも

のはどれか。 

 

１．当該マンションの管理が管理会社に委託されていたので、

その会社の商号及び主たる事務所の所在地を説明したが、そ

の管理委託契約の内容については説明しなかった。 

２．当該マンションに、専用庭が存在したので、その専用使用

権を有する者の氏名及び住所を説明したが、専用使用権に関

する規約の内容は説明しなかった。 

３．当該マンションの敷地に関する権利が、地上権、賃借権で

はなく、所有権であるため、説明しなかった。 

４．当該マンションの規約に、専有部分の用途その他の利用の

制限に関する規約の案があったが、まだ案であったので、説

明しなかった。 

 

【問 12】 宅地建物取引業の免許に関する次の記述のうち、

宅地建物取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１．１０戸以上のマンションを不特定多数の者に自ら賃貸する

場合は、宅地建物取引業の免許を受けなければならない。 

２．２以上の都道府県においてマンションを分譲する場合は、

国土交通大臣の免許を受けなければならない。 

３．マンション管理業者であっても、附随業務として、マンシ

ョンの売買又は賃貸借の媒介を業として行う場合は、宅地建

物取引業の免許を受けなければならない。 

４．賃貸マンションの賃料の集金、その他の管理業務を業とし

て行う場合には、宅地建物取引業の免許を受けなければなら

ない。 

【問 13】 消費者契約法（平成１２年法律第６１号）に関す

る次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１．売主及び買主が、ともに株式会社である売買であっても、

その目的物が居住用のマンションであるときは、消費者契約

法が適用される。 

２．賃貸マンションの一棟全体を株式会社が自社の従業員の社

宅として賃借する契約については、消費者契約法は適用され

ない。 

３．株式会社が居住用のマンションを個人に売却する場合に、

瑕疵担保責任に基づく損害賠償責任を一切負わない旨の特約

をした場合、当該売主が宅地建物取引業者でない限り、その

特約は有効である。 

４．宅地建物取引業者が、店舗用の建物を売却する場合であっ

ても、買主が個人であるときは消費者契約法が適用される。 

 

【問 14】 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下、本問において「個人情報保護法」とい

う。）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１．マンションの物件情報であっても、その情報からその物件

を特定することができないものであるときは、個人情報保護

法の「個人情報」に該当しない。 

２．個人情報取扱事業者であるマンション管理業者が、管理組

合から委託を受けて組合員名簿を整備するために組合員の個

人情報を取り扱う場合は、個人情報保護法上の義務を負わな

い。 

３．個人情報保護法において、「個人情報データベース等」と

は、コンピュータを用いて検索できるような情報の集合物を

いい、紙面で処理したものは含まない。 

４．マンション管理業者が、管理費の滞納者の氏名を管理組合

に報告する場合は、必ず当該滞納者の同意を得なければ、個

人情報保護法に違反することになる。 

 

【問 15】 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する

次の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１．警備業の認定は、個人では受けることができず、会社等の

法人のみが受けられる。 

２．警備業者は、その主たる営業所の所在する都道府県以外の

区域内で、警備業務を行おうとするときは、当該都道府県の

区域を管轄する公安委員会に、届出書及び必要な書類を提出

しなければならない。 

３．警備業者は、やむを得ない事情がある場合は１年間に限り、

自己の名義をもって他人に警備業を営ませることができる。 

４．警備業者の使用人は、警備業務に従事するか否かを問わず

警備員に該当する。 

 

【問 16】 都市計画区域に関する次の記述のうち、都市計画

法（昭和４３年法律第１００号）の規定によれば、誤って

いるものはどれか。 

                            

 １．都市計画区域には、土地利用の規制に関する事項として、

区域区分と地域地区のすべてを定めることができる。 

 ２．二以上の都府県の区域にわたって、都市計画区域を指定

することはできない。 

３．都市計画区域には、区域の面積が20ヘクタール以上の一

団地の住宅施設の予定区域を定めることができる。 

４．準都市計画区域の指定は、国土交通省令で定めるところ

により、公告することによって行われる。  

 

【問 17】 次の記述のうち、都市再生特別措置法（平成１４

年法律第２２号）の規定によれば、誤っているものはどれ

か。 

                                

１．内閣総理大臣は、都市の再生に関する施策の重点的かつ計

画的な推進を図るための基本的な方針の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

２．都市再生基本方針は、我が国の活力の源泉である都市が、

近年における急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経

済情勢の変化に的確に対応し、その魅力と国際競争力を高め、

都市の再生を実現することができるものとなるよう定めなけ

ればならない。 

３．都市再生緊急整備地域とは、都市の再生の拠点として、都

市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進

すべき地域として政令で定める地域をいう。 

４．都市開発事業とは、都市における土地の合理的かつ健全な

利用及び都市機能の増進に寄与する建築物及びその敷地の整

備に関する事業のうち公共施設の整備を伴わないものをいう。 

 

【問 18】 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に定め

る権利の確定に関する次の記述のうち、誤っているものは
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どれか。             

 

１．市街地再開発組合が施行する第一種市街地再開発事業に係

る施行地区内の宅地について所有権又は借地権を有する者は、

すべてその組合の組合員とする。 

２．市街地再開発組合の総会は、総組合員の半数以上の出席が

なければ議事を開くことができない。 

３．組合員の数が50人をこえる市街地再開発組合は、総会に代

わってその権限を行わせるために総代会を設けることができ

る。 

４．市街地再開発組合は、権利変換期日後に総会の議決により

解散することができる。 

 

【問 19】 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８

条に規定する用途制限に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。但し、特定行政庁の許可については考慮しな

いものとする。 

 

１．公衆浴場、教会、図書館は、すべての用途地域において建

築することができる。 

２．第一種住居地域内では、床面積3,000㎡以下のホテルを建築

することができない。 

３．近隣商業地域内では、カラオケボックスを建築することが

できない。 

４．工業地域内においては、共同住宅を建築することができる。 

 

【問 20】 次の記述のうち、建物の区分所有等に関する法律

（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」とい

う。）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．敷地利用権の持分割合は、その有する専有部分の床面積割

合によらなければならない。 

２．共用部分の持分割合は、その有する専有部分の床面積割合

によらなくてもよい。 

３．管理費等の負担割合は、土地の持分割合によることも可能

である。 

４．団地の一括建替え決議の場合の議決権割合は、土地の持分

割合によらなければならない。 

 

【問 21】 理事会がペット飼育を禁止するために管理規約を

改正する議案を提出する場合に関する次の記述のうち、区

分所有法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．犬を飼育している賃借人がいるので、総会議案書を組合員

に発送する前に、総会の日時、場所、会議の目的をマンショ

ンの掲示板に掲示した。 

２．犬を飼育しているのは区分所有者と同居する親族なので、

その親族は占有者でないとして、総会の日時、場所、会議の

目的は掲示しなかった。 

３．犬を飼育している賃借人が管理規約改正について文書を提

出してきたのでそれを受領したが、総会出席は認めなかった。 

４．犬を飼育しているのは不法占拠者なので、総会の日時、場

所、会議の目的を掲示せず、提出しようとした文書も受領し

なかった。 

 

【問 22】 団地の建替えに関する次の記述のうち、区分所有

法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１．団地内の建物に戸建て住宅があるときは、専有部分のある

建物のみで建替え決議をすることはできない。 

２．団地管理規約により、各棟の共用部分を団地管理組合が一

括管理している場合には、特定の棟のみで建替え決議をする

ことはできない。 

３．団地内の敷地が数筆に分かれ、棟ごとの区分所有者の共有

になっている場合には、団地内建物の一括建替え決議をする

ことはできない。 

４．団地内建物の一括建替え決議において新たに建築する建物

は、従前の建物と主たる使用目的が同一でなければならない。 

 

【問 23】 あるマンションの管理規約の変更に関する次の記

述のうち、区分所有法の規定によれば、本人の承諾が必要

なものはいくつあるか。 

 

ア．１階部分の区分所有者に専用庭が与えられている場合にお

いて、その専用庭を廃止し管理組合の駐車場にする場合の、

１階部分の区分所有者。 

イ．管理費等の負担割合が｢区分所有者が所有する戸数の割合に

よる｣と定められている場合において、その負担割合を専有部

分の床面積割合にする場合の、大きな床面積の専有部分を有

する区分所有者。 

ウ．ピアノの演奏時間を夜１０時から朝９時までに制限しよう

としている場合において、ピアノの演奏を趣味にしている区

分所有者。 

エ．分譲業者に一時金を払った特定区分所有者に駐車場専用使

用権が与えられている場合において、その専用使用権を消滅

させる場合の、その専用使用権を有する区分所有者。 

 

 １．１つ 

 ２．２つ 

 ３．３つ 

 ４．４つ 

 

【問 24】 管理組合法人とその理事に関する次の記述のうち、

区分所有法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．理事の代表権に加えた制限は、登記がなくても善意の第三

者に対抗することができる。 

２． 管理組合法人の事務に関して区分所有者を代理するのは、

管理組合法人自身であって理事ではない。 

３．区分所有法第５９条の区分所有権の競売の請求訴訟を提起

するのは、管理組合法人自身であって理事ではない。 

４． 管理組合法人と理事との利益が相反する事項については、

理事は代表権を有しない。 

 

【問 25】 マンションの修繕工事に関する次の記述のうち、

単棟型のマンション標準管理規約及びコメント（平成１６

年１月国土交通省公表。以下「標準管理規約」という。）

によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１．騒音防止のために、全面的に窓枠、窓ガラスの一斉交換工

事を管理組合で行う場合は、総会の特別決議が必要である。 

２．防犯対策のために、駐車場へ通じる通用口を明るくするた

めの防犯灯の設置工事を管理組合で行う場合は、総会の普通

決議で実施できる。 

３．新たに光ファイバー・ケーブルを通すために、外壁の形状

を変更するような場合でも、建物の躯体部分に相当程度の加

工を要さず、外観を見苦しくない程度に復元できる工事であ

ったので、総会の普通決議を経て実施した。 

４．バリアフリー化のために、建物の基本的構造部分を取り壊

す等の加工を伴わずに階段にスロープを併設し、手すりを追

加する工事は、総会の普通決議により実施できる。 

 

【問 26】 管理組合の理事会運営に関する次の記述のうち、

標準管理規約によれば、最も適切なものはどれか。 

 

１．理事会は、その責任と権限の範囲において、専門委員会を

設置することができるが、同委員会の運営細則の制定が必要

な場合には、その設置には総会の決議が必要となる。 

２．理事長は、所定の掲示場所に、理事会議事録の保管場所を

掲示しなければならない。 

３．理事長は、理事会の承認を得ても、職員を採用し、又は解

雇することはできない。 

４．理事会の招集手続きについては、少なくとも会議を開く日

の２週間前までに、会議の日時、場所及び目的を示して、通
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知を発しなければならず、理事会において別段の定めをする

ことはできない。 

 

【問 27】 管理組合の理事長の業務に関する次の記述のうち、

標準管理規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１．理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理

事会の決議により、管理組合を代表して、訴訟その他法的措

置を追行することができる。 

２．理事長は、総会の議事録を保管し、組合員又は利害関係人

の書面による請求があったときは、いつでも議事録の閲覧を

させなければならない。 

３．理事長は、専有部分の修繕等に係る申請について、承認し

ようとするときは、理事会の決議を経なければならない。 

４．理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始以後２か

月以内に招集しなければならない。 

 

【問 28】 管理組合の総会の運営に関する次の記述のうち、

標準管理規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１．組合員の代理人として総会に出席する妻は、委任状等の代

理権を証する書面を理事長に提出しなければならない。 

２．総会に直接出席できない場合であっても、議決権行使書等

の書面によって議決権を行使する組合員は、出席組合員とみ

なされる。 

３．敷地及び共用部分等の変更（その形状又は効用の著しい変

更を伴わないものを除く。）に関する総会の決議において、

敷地及び共用部分等の変更が、専有部分又は専用使用部分の

使用に特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有

する組合員又はその専用使用部分の専用使用を認められてい

る組合員の承諾を得なければならない。 

４．総会を招集する通知を発する場合において、会議の目的が、

区分所有権の競売の請求の訴えの提起の決議であるときは、

その議案の要領をも通知しなければならない。 

 

【問 29】 マンションにおける居住高齢者への対応に関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 
１．高齢者単独世帯の修繕積立金の９割は、申請・認定により

介護保険の給付対象となる。 

２．高齢者の「見守り」とは、単なるモニタリングではなく、

安否確認から日常的なコミュニケーションを通じた社会交

流・社会参加への働きかけまでを含む広い意味をもつケア概

念である。 

３．介護保険給付の対象となる専有部分の段差解消等の住宅改

修を行う場合、事前申請が必要となる。 

４．高齢者の認知症等の相談先としては、原則として各市町村

の生活圏域（人口２～３万人程度、中学校区程度が目安）ご

とに設置されている地域包括支援センターが適している。 

 

【問 30】 マンション建替組合に関する次の記述のうち、マ

ンションの建替えの円滑化等に関する法律(平成１４年法律

第７８号。以下「円滑化法」という。)の規定によれば、誤

っているものはどれか。 

 

１．区分所有法第６４条の規定により区分所有法第６２条第１

項に規定する建替え決議の内容によりマンションの建替えを

行う旨の合意をしたものとみなされた者は、三人以上共同し

て、定款及び事業計画を定め、国土交通省令で定めるところ

により、都道府県知事の認可を受けてマンション建替組合を

設立できる。  

２．マンション建替組合を設立する場合において、マンション

の一の専有部分が数人の共有に属するときは、その数人を一

人の建替え合意者又は一括建替え合意者とみなす。 

３．都道府県知事はマンション建替組合の設立を認可したとき

は、遅滞なく、マンション建替組合の名称、施行マンション

の名称及びその敷地の区域、施行再建マンションの敷地の区

域、事業施行期間等を公告する等しなければならない。 

４．施行マンションの建替え合意者のほか、マンション建替組

合が施行するマンション建替事業に参加することを希望し、

かつ、それに必要な資力及び信用を有する者であって、定款

で定められたものは、参加組合員として、マンション建替組

合の組合員となる。  

 

【問 31】 権利変換手続に関する次の記述のうち、円滑化法

の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．施行者は、権利変換計画を定め、又は変更しようとすると

きは審査委員の過半数の同意を得なければならない。 

２．施行者は、施行再建マンションの建築工事が完了したとき

は、速やかに、その旨を、公告するとともに、施行再建マン

ションに関し権利を取得する者に通知しなければならない。 

３．権利変換期日において、権利変換計画の定めるところに従

い、施行マンションの敷地利用権は失われ、施行再建マンシ

ョンの敷地利用権は新たに当該敷地利用権を与えられるべき

者が取得する。 

４．施行マンションについて借家権を有していた者は、施行再

建マンションにおいては借家権を取得できない。 

 

【問 32】 マンションの建替えに関する次の記述のうち、円

滑化法の規定によれば、正しいものはどれか。 

 

１．マンション建替事業において、土地の分割又は合併の手続

をすることができるのは所有者だけである。 

２．マンション建替組合は、その名称に必ずしもマンション建

替組合という文字を用いる必要はない。 

３．マンション建替組合の設立、定款又は事業計画変更の認可

については、行政不服審査法による申立てをすることが出来

る。 

４．マンション建替組合設立の認可を申請しようとする建替え

合意者は、マンション建替組合の設立について、建替え合意

者の４分の３以上の同意を得なければならない。 

 

【問 33】 管理組合が管理業者との契約を解除できる事項に

関する次の記述のうち、マンション標準管理委託契約書及

びコメント（平成１５年４月国土交通省公表。以下「標準

契約書」という。）によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１．管理業者が国土交通大臣からマンション管理業の登録の取

消しの処分を受けたとき 

２．管理業者が会社更生又は民事再生の申立てをしたとき 

３．管理業者が銀行取引停止となったとき 

４．管理業者が別の管理業者と合併し、別の管理業者が存続会

社となったとき 

 

【問 34】 管理業者の業務に関する次の記述のうち、標準契

約書によれば、最も不適切なものはどれか。 

 
１．管理業者は、災害又は事故等の事由により、管理組合のた

めに、緊急に行う必要がある業務で、管理組合の承認を受け

る時間的な余裕がないものについては、管理組合の承認を受

けないで実施することができる。 

２．管理業者が、書面をもって注意喚起したにもかかわらず、

管理組合が承認しなかった事項に起因する損害を受けたとき

は、管理業者は、その損害を賠償する責任を負わない。 

３．管理業者及び管理業者の従業員は、正当な理由がなく、管

理事務に関して知り得た管理組合及び管理組合の組合員等の

秘密を管理委託契約期間中だけは決して漏らしてはならない。 

４．管理業者が善良なる管理者の注意をもって管理業務を行っ

たにもかかわらず生じた管理対象部分の異常又は故障による

損害を受けたときは、管理業者は、その損害を賠償する責任

を負わない。 

 

【問 35】 マンションの管理委託契約に関する次の記述のう
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ち、標準契約書によれば、最も適切なものはどれか。 

 
１．管理組合は、管理委託契約の有効期間の途中であっても、

管理業者に対して、少なくとも３月前に書面で解約の申し入

れをすれば、一方的に本契約を終了させることができる。 

２．契約の有効期間は、管理組合の会計期間や総会開催時期を

勘案することが必要であり、１年契約とされている。 

３．契約の有効期間が満了する日までに更新に関わる協議が整

わない場合、暫定契約を締結することができるが、この場合、

重要事項説明等の手続きは省略することができる。 

４．管理組合及び管理業者は、契約締結後の法令改正に伴い管

理事務又は委託業務費を変更する必要が生じたときは、自動

的に本契約を変更することができる。 

  

【問 36】 管理組合予算案の作成に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

 

１．次期収支予算案の作成に際しては、「収支推移表」を毎月

作成し、当期会計年度の収支状況を確認することが必要であ

る。 

２．勘定科目は、会計の継続性の原則からみだりに変更しては

ならない。 

３．収支予算案の作成に際しては、次期会計年度の支出予算案

から作成し、支出予算額が確定後、現行の収入予算と対比す

る。 

４．収支予算案は、管理組合の次期会計年度開始前に決定しな

ければならないため、次年度開始前までに十分審議できる時

間的余裕を考慮して提出する。 

 

【問 37】 滞納管理費等に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

 

１．管理費を支払うことは、区分所有者の義務である。 

２．管理会社は、管理委託契約に基づき督促業務を行っている

のであり、滞納者と直接に債権者・債務者の関係にはない。 

３．口頭による督促は、催告としての効力を生じない。 

４．管理費等の債権は、５年間の短期消滅時効を定めた民法第

169条の定期給付債権に当たる。 

 

【問 38】 滞納管理費等に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

 

１．遅延損害金とは、債務の履行が遅れた場合に支払われる損

害賠償金のことをいい、いわゆる利息ではない。 

２．遅延損害金の利率は、約定が特になければ民法に定める法

定利率が適用される。 

３．滞納者に約定利率による遅延損害金を課す場合、標準管理

規約では、「請求することができる」ではなく「請求する」

とされている。 

４．管理組合法人の場合、滞納管理費等の債権をどのように処

理するかは管理組合法人の事務処理に関するものであるので、

区分所有法により、集会の決議を経れば法人として債権を放

棄することができる。 

【問 39】 管理組合資金の運用に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

 

１．修繕積立金の運用を行う場合、標準管理規約によれば、そ

の運用方法について総会の決議を経なければならない。 

２．預金保険制度に加入している金融機関は、日本国内に本店

または支店のある銀行、信用金庫、信用協同組合、労働金庫

である。 

３．預金引き出しの際は、特に不正防止の面からも、複数の役

員のチェックができるような体制を作ることが必要である。 

４．管理組合資金の運用は、元本割れの危険がある商品は選択

せず、元本保証の商品を選ぶことが大前提である。 

 

【問 40】 管理組合の収入に係る消費税の取り扱いに関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

 

１．管理組合の収入の大半は、不課税収入又は非課税収入とな

るため、ほとんどの管理組合は課税売上が１,０００万円以下

となり、納税義務が免除される免税事業者となる。 

２．管理組合がマンションの敷地又は建物共用部分を組合員以

外の第三者に使用させている場合には、当該第三者が管理組

合に支払う使用料は課税対象となる。 

３．管理組合の収入となる管理費等は不課税であるが、組合員

が使用する駐車場・自転車置場・専用庭・ルーフバルコニー

等の使用料は非課税収入である。 

４．消費税の納税義務者は事業者とされており、法人格のない

社団は消費税法上、法人とみなされ、非法人管理組合及び管

理組合法人は、事業者として納税義務者となる。 

 

【問 41】 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に関する次

の記述のうち、正しいものはどれか。 

 

１．一定の防火対象物の管理権原者は、当該建物の防火管理に

必要な業務を行わせるため、一定の資格を有した者の中から

防火管理者を選任し、特定行政庁に届け出なければならない。 
２．マンションの消防用設備等の点検結果の報告期間は、1年に

１回とされている。 

３．防火管理者の業務には、消防計画の作成及び計画に基づく

消火、通報及び避難の訓練の実施などがある。 

４．収容人員５０人以上、延べ床面積500㎡以上のマンションの

防火管理者は、乙種防火管理講習を受けたものでなければな

らない。 

 

【問 42】 排水設備に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

１．通気管を設ける目的は、排水管内が常に大気圧になるよう

にし、排水の流れを円滑にすることである。 

２．排水管は、一般的に管径が太いものほど緩
ゆる

やかな勾配をと

る。 

３．排水ポンプは、予備用を含め２台設置するのが原則で、１

台のみ常に運転し、予備用は通常用ポンプの故障時に備えて

常時休止とさせる。 

４．１つの排水系統にトラップを直列に２個以上設けると、ト

ラップとトラップの間が閉塞状態となり、排水の流れを悪く

するので行ってはならない。 

 

【問 43】 換気設備に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

 

１．居室には、換気に必要な開口部の面積が、当該居室床面積

の20分の1以上なければならない。 

２．マンションの住戸の換気方式は、最近では共用ダクトスペ

ースを介して排気する方式が採用されている。 

３．超高層マンションなどでは、高層部の外風が高いことから、

その対策としてレンジフードは第１種換気方式とする。 

４．必要な換気量の求め方は、建築基準法に基づく方法、換気

回数に基づく方法、熱汚染物質の発生量から求める方法など

がある。 

 

【問 44】 マンションに関わる法律に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 

 

１．高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（平成１８年法律第９１号）では、主に公共施設が対象とさ

れ、マンションは含まれない。 

２．エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律

第４９号）では、マンションの屋根、壁、床の合計が2,000㎡

以上の修繕、２以上の昇降機を交換する場合などが届出の対

象とされている 

３．建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１
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２３号）では、特定建築物の所有者は、耐震診断を行い、必

要に応じて耐震改修を行うよう努めることが規定されている

が、この特定建築物にマンションは含まない。 

４．建築基準法では、特殊建築物定期調査の対象は、規模にか

かわらず、すべてのマンションが含まれる。 

 

【問 45】 建物の火災に対する構造及び内装に関する次の記

述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．防火構造とは、主要構造部を耐火性能を有する鉄筋コンク

リート造とし、外壁にあ  る開口部で延焼のおそれのある

部分に防火戸を設けた構造をいう。 

２．耐火構造とは、外壁を耐火構造とし、屋根を不燃材料で造

ったものをいう。 

３．簡易耐火構造とは、火災の延焼防止を目的として、木造建

物の外壁モルタル塗りなどの不燃材料で有効に被覆した構造

をいう。 

４．劇場、その他の特殊建築物の内装には、その構造によって

不燃材料、準不燃材料、難燃材料を用いる必要がある。 

 

【問 46】 マンション管理業者（適正化法第２条第８号に規

定する者をいう。以下同じ。）が行う管理事務報告に関す

る次の記述のうち、適正化法及び同法施行規則（平成１３

年国土交通省令第１１０号。以下「施行規則」という。）

の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．管理事務報告は、管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、

行わなければならない。 

２．マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合

に管理者等が置かれていないときは、定期に説明会を開催し、

当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等に対し、

管理業務主任者をして、当該管理事務に関する報告をさせな

ければならない。 

３．マンション管理業者は、管理組合の管理者等及び区分所有

者等に交付すべき管理事務報告書を作成するときは、管理業

務主任者をして、当該書面に記名押印させなければならない。 

４．管理事務報告には、報告の対象となる期間、管理組合の会

計の収入及び支出の状況のほか管理受託契約の内容に関する

事項を記載しなければならない。 

 

【問 47】 マンション管理業者の違反行為に対する監督処分

の基準（平成１８年１２月１９日国総動第９０号。以下

「監督処分の基準」という。）に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 

 

１．監督処分の基準は、マンション管理業者による違反行為に

ついて、適正化法に定める監督処分のうち、指示処分、業務

停止処分及び登録取消処分をする場合の基準を定めたもので

ある。 

２．業務停止処分をしようとする場合、業務停止命令書の交付

の日を、業務停止の開始日として指定する。 

３．業務停止処分を受けたマンション管理業者は、業務停止期

間中において、マンション管理業に関する行為はできない。 

４．業務停止処分を受けたマンション管理業者が、当該業務停

止期間中において禁止される行為をした場合には、業務停止

期間が６０日延長される。 

 

【問 48】 財産の分別管理に関する次の記述のうち、適正化

法及び施行規則の規定によれば、誤っているものはどれか。 

 

１．保証契約（施行規則第５３条第１項第１１号に規定する保

証契約をいう。以下本問において同じ。）を締結したマンシ

ョン管理業者は、収納代行方式により管理組合の修繕積立金

等金銭を管理するときは、徴収してから１月以内であれば、

その金銭を当該マンション管理業者の名義の口座に預け入れ

することができる。 

２．マンション管理業者は、修繕積立金等金銭を管理する場合

において、管理者等が選任されるまでの比較的短い期間に限

り、当該管理組合の預貯金通帳と当該預貯金通帳に係る印鑑

を同時に保管することができる。 

３．マンション管理業者は、管理組合から委託を受けて管理す

る修繕積立金等が有価証券の場合にあっては、金融機関又は

証券会社に、当該有価証券の保管場所を自己の固有財産及び

他の管理組合の財産である有価証券の保管場所と明確に区分

させ、かつ、当該受託有価証券が受託契約を締結した管理組

合の有価証券であることを判別できる状態で管理させなけれ

ばならない。 

４．保証契約を締結したマンション管理業者は、支払一任代行

方式により管理組合の修繕積立金等金銭を管理するときは、

修繕積立金以外の管理組合の金銭を、当該マンション管理業

者が預貯金通帳と印鑑を同時に保管する当該管理組合名義の

口座に１月を超えて預け入れることができない。 

 

【問 49】 管理業務主任者（適正化法第２条第９号に規定す

る者をいう。以下同じ。）に関する次の記述のうち、適正

化法、施行規則及び国土交通省通達によれば、誤っている

ものはどれか。 

 

１．マンション管理業者は、その事務所ごとに、管理事務の委

託を受けた管理組合数３０組合につき１名以上の割合で、成

年者である専任の管理業務主任者を置かなければならない。 

２．管理業務主任者は、その事務を行うに際し、マンションの

区分所有者等その他の関係者から請求があったときは、管理

業務主任者証を提示しなければならないが、その属するマン

ション管理業者の事務所に管理業務主任者証を掲げておく必

要はない。 

３．専任の管理業務主任者は、宅地建物取引業法に規定する専

任の取引主任者を兼務することができないが、専任でない管

理業務主任者が専任の取引主任者を兼務することは差し支え

ない。 

４．管理業務主任者は、５年ごとに登録の更新をしなければな

らない。 

 

【問 50】 罰則に関する次の記述のうち、適正化法の規定に

よれば、マンション管理業者に対する罰則が定められてい

るものの組合せとして正しいものはどれか。 

 

ア．マンション管理業者が、管理組合から委託を受けて管理す

る修繕積立金を、自己の固有の財産と分別して管理しなかっ

た場合 

イ．マンション管理業者が、その従業者に従業者であることを

証する書面を携帯させずに業務に従事させた場合 

ウ．マンション管理業者が、重要事項の説明義務を怠った場合 

エ．マンション管理業者が、正当な理由なく、その業務に関し

て知り得た秘密を漏らした場合 

 

１．アとウ 

２．イとエ 

３．アとウとエ 

４．イとウとエ 

 

解   答 

問１＝３ 問２＝１ 問３＝２ 問４＝１ 問５＝２ 問６＝３ 

問７＝４ 問８＝２ 問９＝２ 問10＝３ 問11＝１ 問12＝３ 

問13＝２ 問14＝１ 問15＝３ 問16＝２ 問17＝４ 問18＝４ 

問19＝４ 問20＝１ 問21＝３ 問22＝３ 問23＝２ 問24＝１ 

問25＝１ 問26＝１ 問27＝２ 問28＝４ 問29＝１ 問30＝１ 

問31＝４ 問32＝４ 問33＝４ 問34＝３ 問35＝１ 問36＝４ 

問37＝３ 問38＝３ 問39＝２ 問40＝３ 問41＝３ 問42＝３ 

問43＝２ 問44＝２ 問45＝４ 問46＝３ 問47＝１ 問48＝４ 

問49＝４ 問50＝２  
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平成20年度 
記述式試験問題 

 

【問 １】 次の文章の（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する適

切な語句を解答用紙の解答欄に記入し、犬の飼育禁止請求事

件に関する平成６年８月４日の東京高等裁判所判決文(一部)

を完成させなさい。 

 

 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。

以下本問において「区分所有法」という。）第６条第１項は、

区分所有者が区分所有の性質上当然に受ける内在的（ ① ）

を明確にした規定であり、その１棟の建物を良好な状態に維持

するにつき区分所有者全員の有する共同の利益に反する行為、

すなわち、建物の正常な（ ② ）や（ ③ ）に障害となる

ような行為を禁止するものである。上記の共同の利益に反する

行為の具体的な内容、範囲については、区分所有法はこれを明

示しておらず、区分所有者は（ ④ ）においてこれを定める

ことができるものとされている。そして、マンション内におけ

る動物の飼育は、一般に他の区分所有者に有形無形の影響を及

ぼすおそれのある行為であり、これを一律に共同の利益に反す

る行為として（ ④ ）で禁止することは区分所有法の許容す

るところであると解され、具体的な（ ⑤ ）の発生する場合

に限定しないで動物を飼育する行為を一律に禁止する

（ ④ ）が当然に無効であるとはいえない。 

 

【解答欄】 

⑥  義務 

⑦  管理 

⑧  使用 

⑨  管理規約 

⑩  被害 

 

【問 ２】 次の文章はマンション標準管理委託契約書（平成

１５年４月国土交通省公表）における有害行為の中止要求

に関する記述であるが、次の文章の（ ① ）から

（ ⑤ ）に該当する適切な用語を次の語群から選び、解

答用紙の解答欄に記述し、文章を完成させなさい。 

 

マンション管理会社は、管理事務を行うため必要なときは、

管理組合の組合員及びその所有する専有部分の占有者（以下

「組合員等」という。）に対し、管理組合に代わって、次の各

号に掲げる行為の中止を求めることができる。 

一 法令、管理規約又は使用細則に違反する行為 

二 （ ① ）に有害な行為 

三 所轄官庁の指示事項等に違反する行為又は所轄官庁の

（ ② ）を受けるとみられる違法若しくは著しく不当な行

為 

四 管理事務の（ ③ ）に著しく有害な行為 

五 組合員の（ ④ ）に反する行為 

六 前各号に掲げるもののほか、（ ⑤ ）を乱す行為 

 

[語群] 

管理組合の運営  組合員相互の連携  専有部分の使用

迅速な履行 

是正勧告  行政処分  再委託  建替えの円滑化

共同生活秩序  

良好な居住環境  建物の保存  改善命令  土地利用

の高度化  

資産価値の維持  共同の利益  適正な遂行 

 

【解答欄】 

① 建物の保存 

② 改善命令 

③ 適正な遂行 

④ 共同の利益 

⑤ 共同生活秩序

 

【問 ３】 マンション管理業に関する次の記述のうち、マン

ション管理の適正化の推進に関する法律(平成１２年法律第

１４９号)及び同施行規則の規定によれば、誤っているもの

の選択肢の番号を選び、その理由を解答用紙の解答欄に書

きなさい。 

 

１．国土交通大臣は、マンション管理業の適正な運営を確保す

るため必要があると認めるときは、その必要な限度で、マン

ション管理業を営む者に対し、報告をさせることができる。 

２．マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事

務について、帳簿を作成し、各事業年度の末日をもって閉鎖

するものとし、閉鎖後５年間当該帳簿を保存しなければなら

ない。 

３．本店及び支店を有するマンション管理業者は、自己の業務

及び財産の状況を記載した書類を本店に備え置き、その業務

に係る関係者の求めに応じ、これを閲覧させなければならな

い。 

４．マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事

務については、これを一括して他人に委託してはならない。 

 

【解答欄】 

３ 本店ではなく、事務所ごとに備え置く 

４ 管理事務ではなく、管理事務のうち基幹事務 

 

【問 ４】 次の文章は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律

第１７６号。以下本問において「宅建業法」という。）と

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第

８１号。以下本問において「品確法」という。）との関係

に関する記述であるが、次の文章の（ ① ）から

（ ⑤ ）に該当する適切な用語を次の語群より選び、解

答用紙の解答欄に記述し、文章を完成させなさい。 

 
 宅建業法においては、宅地建物取引業者が自ら売主となる宅

地・建物の売買契約における売主の（ ① ）について、その

責任期間を物件の引渡しの日から（ ② ）以上となる特約を

する場合を除き、民法の規定より買主に不利な特約をしてはな

らないと定めている。この規定に反する特約は無効とされてい

る。 

 この宅建業法の規定と品確法の瑕疵担保責任の規定との大き

な相違は、品確法の対象が（ ③ ）であるのに対し、宅建業

法は、宅地・建物のすべてであること、しかも建物には中古の

ものも含まれること、契約類型が品確法では、売買と

（ ④ ）双方であるのに対し、宅建業法は売買のみであるこ

と、責任を負うべき部位について品確法では、（ ⑤ ）の限

定があるのに対し、宅建業法は目的物全体であること等である。 

 

[語群] 

 構造耐力 ３年 新築住宅 委任 性能表示基準  

アフターサービス 強行規定 性能評価 ２年  

賃貸借 瑕疵担保責任 瑕疵修繕 １年 紛争処理

基本構造部分等 請負 裁判外処理 

【解答欄】 

① 瑕疵担保責任 

② ２年 

③ 新築住宅 

④ 請負 

⑤ 基本構造部分等 

 

【問 ５】 次の文章は、受変電設備に関する記述であるが、

次の文章の（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する適切な語

句を次の語群から選び、解答用紙の解答欄に記述し、文章

を完成させなさい。 

 

 電力会社から建物への電源供給は、供給電圧によって低圧引
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込み・高圧引込み・特別高圧引き込みの３種類に区別される。 

 区分の方法は、建物の使用電力により決定し、マンションの

場合は、各住戸の（ ① ）の合計と共用部分の（ ① ）の

総量で、上記引込み方式が決定する。 

 当該マンションの電力総量が（ ② ）以上になると

（ ③ ）方式になり、敷地内に電力会社の受変電設備（借室

変電室など）を設け、高圧から低圧に電圧を変換して各住戸へ

送電する。 

 借室変電室とは、電力会社が建物内に必要なスペースを無償

で借り、住戸部分及び共用部分に必要な電圧の電力を供給する

ための変電設備で、維持管理は電力会社がすべて実施する。ま

た、大規模マンションの共用部分の（ ① ）が（ ② ）以

上の施設は、（ ③ ）方式で受変電設備が必要となる

（ ④ ）に該当する。 

 電気事業法では、電気工作物は（ ⑤ ）と一般用電気工作

物に分けられ、（ ⑤ ）は電気事業用電気工作物と

（ ④ ）に分けられる。 

 

[語群] 

高圧引込み  一般用電気工作物  200 KW 低圧引込み  事

業用電気工作物     

契約電力 使用電力  50KW  自家用電気工作物  特別高圧

引き込み  100 KW 

 

【解答欄】 

① 契約電力 

② ５０KW 

③ 高圧引込み 

④ 自家用電気工作物 

⑤ 事業用電気工作物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 区分所有管理士の業務内容を、分譲マンションの

設計・施工から分譲、管理、流通段階に至る間の各段階にお

いて例示的に挙げた次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。 

１ マンションの設計・施工段階においては、区分所有権創設

計画及び管理計画立案のための助言、提言等。 

２ マンションの分譲段階においては、管理費用算定業務等の

助言、提言等。 

３ マンションの管理段階においては、最新の管理関係行政法

規の案内等。 

４ マンションの流通段階においては、媒介契約における依頼

者に対する一定事項を記載した書面の交付等。 

 

【問 ２】 保証債務に関する次の記述のうち、民法の規定に

よれば、誤っているものはどれか。 

１ 保証人は、債務者の委託を受けなければ、債権者との間で

書面による保証契約を締結することはできない。 

２ 債務者が保証人を立てる義務を負う場合は、制限行為能力

者や弁済の資力を有しない者を保証人とすることができない。 

３ 保証人は、債権者が保証債務の履行を請求してきた場合、

まず主たる債務者に催告すべきことを請求することができる。 

４ 保証人は、主たる債務が時効により消滅した場合、これを

援用して保証債務の消滅を主張することができる。 

 

【問 ３】 債務不履行による契約の解除に関する次の記述の

うち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 債権者が、債務者に対して、相当な期間を定めないで催告

した場合でも、催告してから相当な期間内に債務者が履行し

なかったときでなければ、契約を解除することができない。 

２ 債権者が、期間の定めのない債務について、債務者に対し

て、相当な期間を定めて催告した場合は、その期間内に債務

者が履行しなかったときでなければ、契約を解除することが

できない。 

３ 債権者が、履行遅滞に陥った後に不可抗力で履行不能とな

った債務者に対して、相当な期間を定めて催告し、その期間

を経過した場合でなければ、契約を解除することができない。 

４ 債権者は、不完全履行ではあるがその追完が可能である債

務者に対して、相当な期間を定めて追完をなすべきことを催

告した場合は、その期間内に債務者が追完をしなかったとき

でなければ、契約を解除することができない。 

 

【問 ４】 請負に関する次の記述のうち、民法の規定及び判

例によれば、正しいものはどれか。 

１ 請負人の仕事完成債務と注文者の報酬支払い債務とは、対

価的牽連性があり、かつ同時履行の関係に立つ。 

２ 注文者は、請負人の仕事が完成する前であれば、いつでも

損害を賠償して契約を解除することができる。 

３ 注文者は、請負人が完成した目的物である建物その他の土

地の工作物の瑕疵が重大であり、そのために契約した目的を

達成することができないときは、契約を解除することができ

る。 

４ 請負人がすべて自己の材料で目的物を完成した場合には、

特約がない限り、その所有権は完成と同時に注文者に移転す

る。 

 

【問 ５】 不法行為に関する次の記述のうち、民法の規定及

び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 自己の行為の責任を弁護するに足りる知能を備えている未

成年者が、違法な行為によって他人に損害を与えた場合、い

かなるときでも、未成年者の監督義務者は損害賠償責任を負

うことはない。 

２ 精神上の障害により自己の行為の責任を弁護する能力を欠

く状態にある間に他人に損害を与えた者は、損害賠償責任を

負わないが、故意又は過失により一時的にその状態を招いて

他人に損害を与えた場合は、損害賠償責任を負う。 

３ 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があることによって他
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人に損害を生じた場合、その工作物の占有者が損害発生の防

止に必要な注意をしたことを証明できなかったときは、占有

者だけでなく、その工作物の所有者も連帯して損害賠償責任

を負う。 

４ 動物の占有者は、動物の種類及び性質に従って相当の注意

をもって管理した場合でも、その動物が他人に加えた損害を

賠償する責任を負う。 

 

【問 ６】 定期建物賃貸借に関する次の記述のうち、借地借

家法（平成３年法律第９０号）の規定によれば、誤っている

ものはどれか。 

１ 賃貸人が、賃借人との間において締結する定期建物賃貸借

契約にあっては、公正証書等の書面により契約の更新がない

こととする旨の条項を定めなければ、定期建物賃貸借として

の効力は認められない。 

２ 賃貸人が、賃借人に対し、あらかじめ契約の更新がなく期

間の満了により終了する旨を記載した書面を交付し、説明し

てから締結した定期建物賃貸借契約でなければ、定期建物賃

貸借としての効力は認められない。 

３ 床面積２００㎡以上の居住用建物の賃借人は、転勤、療養、

親族の介護その他やむを得ない事情で、その建物を生活の本

拠として使用することが困難となったときは、それを理由と

する定期建物賃貸借の解約を申し入れることはできない。 

４ 定期建物賃貸借の期間が６月である場合にあっては、賃貸

人は、期間が満了する３月前から１月前の間に、賃借人に対

し、期間の満了により賃貸借が終了する旨の通知をしなけれ

ば、賃貸借の終了を理由とする建物の明渡しを請求すること

はで

きない。 

 

【問 ７】 破産法（平成１６年法律第７５号）に関する次の

記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 破産債権とは、破産者に対し、破産手続開始前の原因に基

づいて生じた財産上の請求権であって、財団債権に該当しな

いものをいう。 

２ 別除権とは、破産手続開始の時において破産財団に属する

財産につき特別の先取特権、質権又は抵当権を有する者がこ

れらの権利の目的である財産について、破産手続によらない

で行使できる権利をいう。 

３ 破産債権の順位は、①優先的破産債権、②一般の破産債権、

③劣後的破産債権、④約定劣後破産債権である。 

４ 管理費、修繕積立金は一般の破産債権である。 

 

【問 ８】 督促手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）によれば、正しいものはどれか。 

１ 支払督促は、原則として債務者を審尋して発せられる。 

２ 支払督促の対象は、金銭その他の代替物又は有価証券の一

定の数量の給付を目的とする請求である。 

３ 仮執行の宣言を付した支払督促の送達を受けた日から１週

間の不変期間を経過したときは、債務者は、その支払い督促

に対し、督促異議の申立てをすることができない。 

４ 仮執行の宣言を付した支払督促に対し督促異議の申立てが

ないときでも、支払督促は確定判決と同一の効力を有するも

のではない。 

 

【問 ９】 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）にお

ける登記記録等に関する次の記述のうち、正しいものはどれ

か。 

１ 登記は、地方法務局の長が登記簿に登記事項を登録するこ

とによって行う。 

２ 登記所に備え付ける地図には、地番は表示されない。 

３ 登記所に備え付ける建物所在図は、一個の建物ごとに作成

し、各建物の位置及び家屋番号を表示しなければならない。 

４ 登記記録は、表題部及び権利部に区分して作成する。 

 

【問１０】 管理組合法人の登記に関し、登記しなければなら

ない事項に関する次の記述のうち、組合等登記令（昭和３９

年政令第２９号）及び建物の区分所有等に関する法律（昭和

３７年法律第６９号。以下「区分所有法」という。）の規定

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 目的及び業務 

２ 管理組合法人という文字を用いた名称 

３ 事務所の所在場所及び設置年月日 

４ 代表権を有する者の氏名、住所及び資格 

 

【問１１】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７

年法律第１７６号）第２条第３号に規定する者をいう。以下

同じ。）が、中古マンションの所有者から売却の依頼を受け、

売買の媒介をする場合における重要事項説明に関する次の記

述のうち、宅地建物取引業法の規定に違反するものはどれか。 

１ 建物の維持修繕の実施状況の記録がなかったので、説明し

なかった。 

２ 管理が管理業者に委託されていたので、管理会社の商号と

主たる事務所の所在地は説明したが、管理委託契約の内容は

説明しなかった。 

３ 建築された年月日及び建設業者の名称を説明しなかった。 

４ 管理規約にペットの飼育の禁止、ピアノの使用時間の制限

が定められていたが、説明しなかった。 

 

【問１２】 宅地建物取引業者Ａが、新築マンションを宅地建

物取引業者でない買主Ｂに売却した場合の瑕疵担保責任に関

する次の記述のうち、民法及び宅地建物取引業法の規定によ

れば、正しいものはどれか。 

１ ＡＢ間において、Ａの負うべき瑕疵担保責任期間について、

マンションの引渡しの日から１年間とした場合でも、Ａは引

渡しの日から２年間その責任を負うことになる。 

２ Ｂは、売買の目的物に隠れた瑕疵があったときは、Ａに対

して、代金減額又は損害賠償のいずれかを選択して請求する

ことができる。 

３ Ａは、Ｂから瑕疵担保責任を追及された場合、当該瑕疵が

マンションを建設した請負業者Ｃの施工上の瑕疵によるもの

であるときでも、Ｂに対して自らにではなく、Ｃに請求せよ

と抗弁することはできない。 

４ Ａが、Ｂとアフターサービスを行うことを合意していた場

合は、瑕疵担保責任を負うことはない。 

 

【問１３】 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 警備業を営もうとする者は、１つの都道府県にのみ営業所

を設置する場合は都道府県公安委員会の認定を、２以上の都

道府県に営業所を設置する場合は、国家公安委員会の認定を、

それぞれ受けなければならない。 

２ 警備業の認定証の有効期間は、認定を受けた日から起算し

て５年である。 

３ １８歳未満の者は、警備員となることができない。 

４ 機械警備業者は、基地局ごとに機械警備業務管理者を選任

しなければならない。 

 

【問１４】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１

年法律第８１号。以下本問において「品確法」という。）に

関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 品確法における「新築住宅」とは、新たに建設された住宅

で、まだ人の居住の用に供したことのないもののうち、建設

工事の完了の日から起算して１年を経過していないものをい

う。 

２ 新築住宅の売買契約においては、売主は買主に引き渡した

時（当該新築住宅が住宅新築請負契約に基づき請負人から当

該売主に引き渡されたものである場合にあっては、その引き

渡しの時）から１０年間、住宅の一定の部分について瑕疵担

保責任を負わなければならない。 

３ 住宅新築請負契約又は新築住宅の売買契約においては、当

事者間の特約により、瑕疵担保責任の期間を最長２０年まで

伸長することができる。 

４ 品確法における瑕疵担保責任については、瑕疵修補請求は
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認められているが、損害賠償請求は認められていない。 

 

【問１５】 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下本問において「個人情報保護法」という。）に

関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 管理員が作成する日誌に特定の組合員等の氏名を記載した

事故等が記録されている場合、これを管理組合に報告するこ

とは個人データの第三者提供に該当する。 

２ 管理業者が管理組合より受託した業務を履行するため、再

委託先に必要な個人データを提供する場合には、本人の同意

が必要となる。 

３ マンションの防犯カメラに記録されたもので、特定の個人

が判別できる映像情報は、個人情報に該当する。 

４ 管理組合が、各組合員の自宅電話番号、勤務先を記載した

組合員名簿又は入居者名簿を作成することは、個人情報保護

法に違反する。 

 

【問１６】 都市計画区域の指定に関する次の記述のうち、都

市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定によれば、誤

っているものはどれか。 

 １ 都市計画区域では、必要があるときは、市街化調整区域

内に、遊休土地転換利用促進地区を定めることができる。 

 ２ 都市計画区域では、道路、駐車場など、交通施設に関す

る事項を定めることができる。 

３ 都市計画区域では、市街地再開発事業に関する事項を定

めることができる。 

４ 都市計画区域では、開発許可制度が適用される。 

 

【問１７】 地域地区に関する次の記述のうち、都市計画法の

規定によれば、誤っているものはどれか。 

 １ 高層住宅誘導地区は、住宅と住居以外の用途とを適正に

配分し、利便性の高い高層住宅の建設を誘導するため、一

定の地域地区内において、建築物の容積率及び建ぺい率の

最高限度、建築物の敷地面積の最低限度を定める地区であ

る。 

 ２ 高度地区とは、用途地域内において市街地の環境を維持

し、又は土地利用の増進を図るため、建築物の高さの最高

限度又は最低限度を定める地区である。 

 ３ 高度利用地区とは、用途地域内の市街地における土地の

合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るため、

建築物の容積率の最高限度等を定める地区である。 

 ４ 特例容積率適用地区とは、用途地域内の一定の地区にお

ける当該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の

保護等の特別の目的の実現を図るため、当該用途地域の指

定を補完して定める地区である。 

 

【問１８】 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）

の目的に関する次の記述のうち、同法に定められていないも

のはどれか。 

 １ 都市再生特別措置法は、近年における急速な情報化、国

際化、少子高齢化等の社会経済情勢の変化に我が国の都市

が十分対応できたものとなっていないことにかんがみ、こ

れらの情勢の変化に対応した都市機能の高度化及び都市の

居住環境の向上を図るために制定された。 

 ２ 都市再生特別措置法は、バブル経済崩壊による空地の権

利変換を容易にするなど、都市における土地の合理的かつ

健全な高度利用と都市機能の更新とを図り、もって公共の

福祉に寄与することを目的として制定された。 

 ３ 都市再生特別措置法は、都市再生緊急整備地域における

市街地の整備を推進するための民間都市再生事業計画の認

定、都市計画の特例等の特別の措置を講ずるために制定さ

れた。 

 ４ 都市再生特別措置法は、社会経済構造の転換を円滑化し、

国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与すること

を目的として制定された。 

【問１９】 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に関す

る次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

 １ 施行者は、施設建築物の建築を他の者に行わせる場合に

は、国・地方公共団体等政令で定める者を特定建築者とす

る場合を除き、特定建築者を指名することができる。 

 ２ 特定建築者となろうとするものは、国土交通省令で定め

るところにより、施行者に建築計画及び当該特定施設建築

物の管理処分に関する計画を提出しなければならない。 

 ３ 特定建築者は、特定施設建築物の建築工事を完了したと

きは、速やかに、その旨を施行者に届け出なければならな

い。 

 ４ 施行者は、特定建築者が建築計画に従って特定施設建築

物を建築しなかった場合においては、その者を特定建築者

とする決定を取り消すことができる。 

 

【問２０】 集会の議事録に関する次の記述のうち、区分所有

法によれば、正しいものはどれか。 

 １ 議事録は、集会開催後、２週間以内に作成しなければな

らない。 

 ２ 議長は、規約に別段の定めがない場合でも、電磁的記録

による議事録を作成することができる。 

 ３ 書面で作成した議事録で、議長及び集会に出席した区分

所有者２名の署名はあるが押印がない場合には、当該集会

の決議はすべて無効とみなされる。 

 ４ 議事録には、討議の内容を遂一記載しなければならない。 

 

【問２１】 管理組合法人とその理事に関する次の記述のうち、

区分所有法によれば、正しいものはどれか。 

 １ 管理組合法人の財産をもってその債務を完済することが

できないときは、理事がその債務の弁済の責めに任ずる。 

 ２ 管理組合法人と数人の理事のうちの１名とのみ利益が相

反する事項についても、監事が管理組合法人を代表しなけ

ればならない。 

 ３ 管理組合法人の理事は、規約又は集会の決議により、そ

の事務に関し、区分所有者のために、原告又は被告となる

ことができる。 

 ４ 管理組合法人の理事は、規約若しくは集会の決議によっ

て、代表権を有する理事とそうでない理事を定めることが

できる。 

 

【問２２】 あるマンションにおける次の管理規約の定めのう

ち、区分所有法によれば、無効とされるものはどれか。 

 １ 総会を招集するには、少なくとも会議を開く日の１週間

前までに、会議の日時、場所及び目的を示して、組合員に

通知を発しなければならない。 

 ２ 総会招集の通知をする場合においては、会議の目的が特

別決議を要する事項か普通決議で足りる事項かを問わず、

その議案の要領を通知しなければならない。 

 ３ 会議の目的が特別決議を要する事項であるときは、組合

員はすべて本人による書面で議決権を行使しなければなら

ない。 

 ４ 総会の会議は、議決権総数の３分の２以上を有する組合

員が出席しなければならない。 

 

【問２３】 義務違反者に対する措置等に関する次の記述のう

ち、区分所有法によれば、誤っているものはどれか。 

 １ 管理組合の理事長は、共同の利益に反する行為をしてい

る区分所有者に対し、その行為の是正等のため必要な勧告

を行うことができる。 

 ２ 共同の利益に反する行為をしている区分所有者に対し、

他の区分所有者の全員は、集会の決議に基づき、訴えをも

って、区分所有権の競売を請求することができる。 

 ３ 管理組合の理事長は、集会の決議があれば、訴えをもっ

て、規約に違反している区分所有者に対し、その行為の停

止又は是正を請求することができる。 

 ４ 他の区分所有者の全員が共同の利益に反する行為の停止

又は是正を請求する場合、義務違反者である区分所有者は、

これを議案とする集会において、議決権を行使することは

できない。 
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【問２４】 総会の招集、会議及び議事に関し、組合員総数が

２０名、議決権総数が４０である管理組合の場合、次の記述

のうち、単棟型のマンション標準管理規約（平成１６年１月

国土交通省公表。以下「標準管理規約」という。）（電磁的

方法が利用可能ではない場合）によれば、最も適切なものは

どれか。 

１ 出席組合員数が、書面又は代理人によるものを含め半数を

下回ったため、総会は流会とした。 

２ 区分所有法第６２条第１項の建替え決議の賛成が、組合員

１６名及び議決権数３１であったので、否決した。 

３ 理事長は、組合員５名からの会議の目的を示した総会の招

集請求があった場合、臨時総会の招集の通知を発しなければ

ならない。 

４ 組合員全員が出席した場合、長期修繕計画の変更に関する

総会の議事を決するには、組合員数１１名以上及び議決権数

２１以上の賛成がいずれも必要となる。 

 

【問２５】 管理組合の業務等に関する次の記述のうち、標準

管理規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

 

１ 地域コミュニティにも配慮した居住者間のコミュニティ形

成は、日常的なトラブルの未然防止や大規模修繕工事等の円

滑な実施などに資するものであることから、管理組合の業務

とされている。 

２ 管理組合は、専有部分である設備のうち共用部分と構造上

一体となった部分の管理を共用部分の管理と一体として行う

必要があるときは、これを行うことができる。 

３ 管理組合は、管理費の不足分を補うため必要な範囲内にお

いて借入れをすることができる。 

４ 新たに組合員の資格を取得し又は喪失した者は、直ちにそ

の旨を書面により管理組合に届け出なければならない。 

 

【問２６】 総会に関する次の記述のうち、標準管理規約によ

れば、最も適切なものはどれか。 

１ 理事長は、通常総会を、毎年１回新会計年度開始後３か月

以内に招集しなければならない。 

２ 建替え決議を目的とする総会を招集する場合、少なくとも

会議を開く日の３週間前までに、当該召集の際に通知すべき

事項について、組合員に対し、説明を行うための説明会を開

催しなければならない。 

３ 役員の選任及び解任並びに役員活動費の額及び支払方法は、

総会の決議を経なければならない。 

４ 区分所有者の承諾を得て専有部分を占有する者は、会議の

目的にかかわらず、総会に出席して意見を述べることができ

る。 

 

【問２７】 管理組合の役員に関する次の記述のうち、標準管

理規約によれば、最も適切なものはどれか。 

１ 役員は、すべての組合員のうちから、総会で選任する。 

２ 監事が組合員でなくなった場合には、その者は、後任の監

事が就任するまでの間引続きその職務を行う。 

３ 理事長、副理事長及び会計担当理事は、総会の議決により

選任する。 

４ 総会の招集は、理事長以外の理事又は監事が行う場合があ

る。 

 

【問２８】 マンション管理組合と自治会、町内会等の地域コ

ミュニティ組織との関係に関する次の記述のうち、標準管理

規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

１ 管理組合の目的は、建物並びにその敷地及び附属施設の管

理を行うことであり、自治会、町内会等の目的とは本質的な

相違があるので、両者の連携は適切ではない。 

２ 管理費からの支出が認められるのは、管理組合が居住者間

のコミュニティ形成のために実施する催事の開催費用等居住

者のコミュニティ形成や、管理組合役員が地域の町内会に出

席する際に支出する経費等の地域コミュニティにも配慮した

管理組合活動である。 

３ マンション居住者が各自の判断で自治会、町内会等に加入

する場合に支払うこととなる自治会費、町内会費等は地域コ

ミュニティの維持・育成のため居住者が任意に負担するもの

であり、マンションという共有財産を維持・管理していくた

めの費用である管理費等とは別のものである。 

４ コミュニティ形成は、日常的なトラブルの未然防止や大規

模修繕工事等の円滑な実施などに資するものであり、マンシ

ョンの適正管理を主体的に実施する管理組合とって、必要な

業務である。 

 

【問２９】 マンション居住高齢者への対応に関する知識につ

いて、次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 保険給付によるサービスは、要介護（１～５）または要支

援（１・２）と認定されなければ利用できない。 

２ 介護保険制度は、要介護となった被保険者に、保険料及び

それと同規模の公費を財源とする８割分の保険給付と本人の

２割自己負担により介護サービスを提供する公的社会保険の

仕組みである。 

３ マンションの専有部分の廊下、トイレ等への手すりの取り

付けは、住宅改修の支給申請手続きにより、介護保険給付の

対象となる住宅改修例の一つである。 

４ 地域包括支援センターには、保健師、社会福祉士、主任ケ

アマネージャーの３専門職が配置され、介護予防のケアマネ

ジメントのほか、高齢者の介護や健康面をはじめとする生活

全般についての相談を受けている。 

 

【問３０】 マンション建替組合に関する次の記述のうち、マ

ンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成1４年法律

第７８号。以下｢建替え円滑化法｣という。）によれば、誤

っているものはどれか。 

１ マンション建替組合設立の認可を申請しようとする建替え

合意者は、組合の設立について、建替え合意者の４分の３

以上の同意を得なければならない。 

２ 施行マンションの建替え合意者のほか、組合が施行するマ

ンション建替事業に参加することを希望し、かつ、それに

必要な資力及び信用を有する者であって、定款で定められ

たものは、参加組合員として、組合の組合員となる。 

３ 組合員は、５名以上の連署をもって、その代表者から組合

に対し、理事又は監事の解任の請求をすることができる。 

４ マンション建替組合には、建替え円滑化法及び定款で定め

る権限を行わせるため、審査委員３人以上を置く。 

 

【問３１】 マンション建替組合の総会決議事項のうち、建替

え円滑化法によれば、組合員の議決権及び持分割合の各５分

の４以上で決するものはどれか。 

１ 定款の変更 

２ 事業計画の変更 

３ 組合の解散 

４ 権利変換計画及びその変更 

 

【問３２】 権利の変換に関する次の記述のうち、建替え円滑

化法によれば、誤っているものはどれか。 

１ 施行マンションの区分所有権を有する者は、マンション建

替組合設立の認可の公告があった日から３０日以内に、施行

者に対し、区分所有権に代えて金銭の給付を希望する旨を申

し出ることができる。 

２ 権利変換期日において、施行マンションは、施行者に帰属

し、施行マンションを目的とする区分所有権は、建替え円滑

化法に別段の定めがあるものを除き、消滅する。 

３ 施行者は、権利変換期日後遅滞なく、施行再建マンション

の敷地につき、権利変換後の土地に関する権利について必要

な登記を申請しなければならない。 

４ 施行者は、権利変換期日後マンション建替事業に係る工事

のため必要があるときは、施行マンション又はその敷地を占

有している者に対し、期限を定めて、その明渡しを求めるこ
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とができる。 

 

【問３３】 マンション標準管理委託契約書及びコメント（平

成１５年４月国土交通省公表。以下｢標準契約書｣という。）

に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者の管理組合への管理事務の報告

等について、事業年度終了後３月以内に、管理業務主任者を

して、報告させなければならないとしている。 

２ 標準契約書では、契約更新の申出について、契約の有効期

間が満了する日の３月前までに、その相手方に対し、書面を

もって行うものとしている。 

３ 標準契約書では、管理業者による収支予算案の素案の作成

について、管理組合事業年度開始の１月前までに作成し、管

理組合に提出するとしている。 

４ 標準契約書では、管理業者が管理組合に提出する長期修繕

計画案は、毎年度見直し、管理組合の次年度の収支予算案と

ともに提出するものとしている。 

 

【問３４】 標準契約書並びにマンションの管理の適正化の推

進に関する法律（平成１２年法律第１４９号。以下「適正化

法」という。）に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者が事務管理業務の全部又は一部

を第三者に再委託した場合でも、再委託した管理事務の適正

な処理について、管理組合に対し、責任を負うとされている。 

２ 標準契約書では、管理業者が書面で注意喚起したにもかか

わらず、管理組合が承認しなかった事項に起因する損害につ

いては、管理業者は、その責任を負わないものとしている。 

３ 標準契約書では、管理組合又は管理業者は、その相手方が、

契約に定められた義務の履行を怠った場合は、相当の期間を

定めてその履行を催告し、相手方が当該期間内に、その義務

を履行しないときは、契約を解除することができるとしてい

る。 

４ 標準契約書は、マンションの管理組合と管理業者との間で

協議がととのった事項を記載した管理委託契約書を、適正化

法第73条に規定する「契約成立時の書面」として交付する場

合の指針として作成したものである。 

 

【問３５】 標準契約書に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者が管理組合の出納業務の全部を

受託していない場合においては、収入及び支出の調定につい

ても、管理業者が受託した出納業務に係る範囲で行うものと

されている。 

２ 標準契約書では、管理組合の会計の収入及び支出の調定に

かかわる収支状況の報告は、管理組合の請求があったときに

行うものとされている。 

３ 標準契約書では、消防法に定める防火管理者が行う業務は、

管理業者に委託する業務に含まれるものとされている。 

４ 標準契約書では、管理事務としてコミュニティ支援業務を

管理業者に委託する場合は、個々の状況や必要性に応じて適

宜追加、修正するものとされている。 

 

【問３６】 企業会計における一般会計原則に関する次の記述

のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 単一性の原則とは、会計報告の内容が会計帳簿に基づいて

作成され、政策等により事実の変更ができないことをいう。 

２ 継続性の原則とは、会計の動きを数年度にわたって調査す

るときに、処理基準や勘定科目が変更になっていると比較す

ることができないので、処理の原則や手続きに継続性を持た

せ、みだりに変更してはいけないことをいう。 

３ 正規の帳簿の原則とは、整然、明瞭な記録としての会計帳

簿を作成することである。 

４ 明瞭性の原則とは、事実と異なる虚偽の報告書を作成して

はならないという当然の理念のことである。 

 

【問３７】 管理組合の会計に関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。 

１ 収支報告書は、企業会計の損益計算書に該当するが、特に

予算と決算を対比して作成する必要はないとされている。 

２ 管理組合の会計においては、徴収目的とその使途を一致さ

せ、目的に応じた会計処理を行うべきであり、管理規約等に

おいて管理組合の会計処理方針を明確に定めておくことが望

ましい。 

３ 会計年度末における管理組合の財産の状態を明らかにする

ため、収支報告書が作成される。 

４ 管理組合の会計では、事業年度に発生したすべての入金、

出金のみで処理し、収入・費用・資産・負債を計上する発生

主義を採用した会計処理が一般的である。 

 

【問３８】 管理組合の会計に関する次の記述のうち、標準管

理規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

１ 組合員が管理費用を納付期日までに納付しない場合、管理

組合は、その未払金額について、遅延損害金と、違約金とし

ての弁護士費用並びに督促及び徴収の諸費用を加算して請求

することができる。 

２ 収支決算の結果、管理費に余剰を生じた場合には、その余

剰は翌年度における修繕積立金に充当する。 

３ 理事長は、未納の管理費等及び使用料の請求に関して、理

事会の決議により、管理組合を代表して、訴訟その他法的措

置を追行することができる。 

４ 理事長は、毎会計年度の収支決算案を監事の監査を経て、

通常総会に報告し、その承認を得なければならない。 

 

【問３９】 管理組合の会計に関する次の記述のうち、最も不

適切なものはどれか。 

１ 管理組合の預金のうち、銀行の取り扱う定期預金について

は、元本1,000万円までとその利息等が預金保険制度による

保護の対象である。 

２ 管理組合の預金のうち、利息がつかない等の条件を満たす

預金については、平成１７年４月以降全額が預金保険制度に

よって保護の対象である。 

３ 支払督促制度において、債務者から支払督促に対する異議

の申し立てがなされると、通常の訴訟に移行するが、この

場合、請求債権額が９０万円を超えていると、地方裁判所

に訴えの提起があったものとみなされる。 

４ 一人の原告による同一簡易裁判所における同一年内の少額

訴訟手続き利用回数は、１０回以内に制限される。 

 

【問４０】 管理組合の支出に関する次の記述のうち、消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）の規定によれば、最も不適

切なものはどれか。 

１ 管理組合が修繕工事代金の振込を行う際、金融機関に支払

う振込手数料は、消費税の課税対象となる。 

２ 管理組合が支払う水道光熱費、電話料は、消費税の課税対

象となる。 

３ 管理組合が雇用している従業員に支払う給与は、消費税の

課税対象となる。 

４ 管理組合が共用部分に付保する火災保険の保険料は、消費

税の課税対象とならない。 

 

【問４１】 コンクリート材料と性質に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ コンクリート用骨材は、コンクリート又はモルタルに用い

る砂、砂利をいい、その分類は粒径により、細骨材と粗骨材

に分けられる。 

２ 軽量骨材は、コンクリートの重量を軽減する目的で用いる

比重2.0以下の骨材をいう。 

３ 水セメント比は、フレッシュコンクリートに含まれるセメ

ントペースト中のセメントに対する水の体積百分率をいう。 

４ ワーカビリチーとは、コンクリートを完全に流し込むため

の作業の難易程度のことであり、一般的にはスランプ試験で

測定されることが多い。 
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【問４２】 給水方式に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。 

１ 水道直結直圧方式は、水道本管より直接給水する方式で、

本管圧力が、水栓必要圧力、配管の摩擦抵抗、器具の使用必

要圧力を合計したものより小さくなければならない。 

２ 高置水槽方式は、屋上や高架塔に高置水槽を設け、ここか

ら重力によって給水する方式で、高置水槽の水面位置は、一

般的には最上部の水栓、湯沸し器等の位置より１０ｍ以上あ

げる必要がある。 

３ 水道直結増圧方式は、受水槽を必要とせず、水道本管から

増圧給水設備（ポンプ）を経由し、水圧を増圧し給水するも

のである。 

４ 加圧給水方式は、受水槽から給水ポンプ（給水ポンプユニ

ット）によって、建物内の必要箇所に給水する方式である。 

 

【問４３】 火災の種類とマンションの消火設備に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 木材、紙、繊維等の一般可燃物による火災では、冷却効果

による消火が有効である。 

２ 石油類、可燃性液体、油脂類等の油類による火災では、空

気中の酸素を遮断する窒息効果による消火が有効である。 

３ 屋内消火栓設備は、消防隊専用設備で、各階壁面などに消

火栓、ホースなどを箱の中に納めておき、取り出して消火を

する。 

４ 泡消火設備は、水のみでは消火しにくい駐車場の消火設備

で、泡原液と水を泡発生器で混合し、泡によって消火する。 

 

【問４４】 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年

法律第１２３号）に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

１ 学校、病院、百貨店、事務所等多数の者が利用する一定規

模以上の建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じ、

耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 分譲共同住宅は、耐震改修をしようとする場合、所管行政

庁に建築物の耐震改修の計画について認定を申請することが

できる。 

３ 所管行政庁による建築物の耐震改修の計画の認定の特例に

は、既存不適格建築物の制限の緩和、耐火建築物に係る制限

の緩和、建築確認の手続きの特例等がある。 

４ 国土交通大臣は、特定建築物の所有者に対し、特定建築物

の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をする

ことができる。 

 

【問４５】 マンションの長期修繕計画に関する次の記述のう

ち、最も適切なものはどれか。 

１ 長期修繕計画に盛り込む事項としては、「建物、設備、施

設等の修繕の対象部位」「修繕の数量又は単位」「修繕の実

施予定時期」「修繕の仕様」「修繕工事の単価及び概算費

用」がその主な内容とされる。 

２ 計画期間は、長期にわたる期間では変動の予測が難しいため、

２０年以下とすることが望ましい。 

３ 長期修繕計画を作成するに当たり、エレベーターの保守契

約がフルメンテナンス契約の場合には、更新工事費用は見込

まない。 

４ 修繕周期は、物理的耐用年数ではなく、法定償却期間を基

本とする。 

 

【問４６】 マンション管理業者（適正化法第２条第８号に規

定する者をいう。以下同じ。）の登録に関する次の記述のう

ち、適正化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 登録を受けようとする者は、登録免許税法の定めるところ

により登録免許税を国に納付しなければならない。 

２ 登録を受けようとする者は、国土交通大臣に、一定事項を

記載した登録申請書を提出しなければならないが、その際、

登録申請者が、登録拒否事由のいずれにも該当しないもので

あることを誓約する書面を添付しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、登録申請書の提出があったときは、登録

を拒否する場合を除くほか、遅滞なく、一定事項をマンショ

ン管理業者登録簿に登録しなければならない。 

４ ２以上の区分所有者が存する建物で、人の居住の用に供す

る専有部分のある建物を対象に管理事務の受託を行う場合に

あって、マンションの区分所有者等が当該マンションについ

て行うときには、マンション管理業の登録が必要である。 

 

【問４７】 マンション管理業者が行う重要事項（管理受託契

約の内容及びその履行に関する事項であって国土交通省令で

定めるものをいう。）の説明に関する次の記述のうち、適正

化法の規定に違反するものはどれか。 

１ 管理事務に要する費用並びにその支払の時期及び方法につ

いては説明したが、管理事務として行う管理事務に要する費

用の収納に関する事項については説明しなかった。 

２ 重要事項説明書に記名押印した管理業務主任者が、急病の

ため説明会に出席できなくなったので、資格を有する他の管

理業務主任者が説明を行った。 

３ 重要事項説明書の記名押印について、管理組合員の数が膨

大で、業務に支障があったため、管理組合理事長に原本を

交付し、組合員には、原本を交付した者の氏名を明記した

うえで、その写しを交付した。 

４ 契約期間については説明したが、契約の解除については説

明しなかった。 

 

【問４８】 次の事項のうち、適正化法第７３条に規定する契

約成立時に交付すべき書面に記載すべき事項とされていない

ものはどれか。 

１ 管理事務の一部の再委託に関する定めがあるときは、その

内容 

２ 保証契約に関する事項 

３ 契約の更新に関する定めがあるときは、その内容 

４ 適正化法第77条に規定する管理事務の報告に関する事項 

 

【問４９】 マンション管理業者が行う管理事務報告に関する

次の記述のうち、適正化法の規定によれば、正しいものはど

れか。 

１ 管理事務報告は、管理委託契約に係る契約期間満了後、遅

滞なく行わなければならない。 

２ 管理事務の報告を行うときは、マンションの管理の状況に

ついて、法令に定められた様式の管理事務報告書を作成しな

ければならない。 

３ 管理事務報告は、管理組合のマンション管理業者以外の管

理者が選任されている場合、管理業務主任者が主任者証を提

示のうえ、マンションの総会にて行わなければならない。 

４ 管理事務報告に関する説明会を開催するときは、開催日の

１週間前までに説明会の開催の日時及び場所について、当該

管理組合を構成するマンションの区分所有者等の見やすい場

所に掲示しなければならない。 

 

【問５０】 適正化法の罰則に関する次の記述のうち、正しい

ものはどれか。 

１ マンション管理業者が名義貸しを行った場合、３０万円以

下の罰金に処せられる。 

２ 偽りその他不正の手段により、マンション管理業の登録又

は更新の登録を受けた者は、１年以下の懲役又は５０万円以

下の罰金に処せられる。 

３ 管理業務主任者の記名押印がない契約成立時の書面を管理

者等に交付したマンション管理業者は、１０万円以下の過料

に処せられる。 

４ 使用人その他の従業者に、その従業者であることを証する

証明書を携帯させず、業務に従事させたマンション管理業者

は、１０万円以下の過料に処せられる。 

 

 

解   答 

問１＝４ 問２＝１ 問３＝３ 問４＝２ 問５＝２ 問６＝４ 
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問７＝４ 問８＝２ 問９＝４ 問10＝３ 問11＝４ 問12＝３ 

問13＝１ 問14＝４ 問15＝３ 問16＝１ 問17＝４ 問18＝２ 

問19＝１ 問20＝２ 問21＝４ 問22＝３ 問23＝４ 問24＝２ 

問25＝３ 問26＝３ 問27＝４ 問28＝１ 問29＝２ 問30＝３ 

問31＝４ 問32＝２ 問33＝２ 問34＝１ 問35＝３ 問36＝４ 

問37＝２ 問38＝２ 問39＝３ 問40＝３ 問41＝３ 問42＝１ 

問43＝３ 問44＝４ 問45＝１ 問46＝４ 問47＝４ 問48＝２ 

問49＝４ 問50＝２  

 

平成19年度 
記述式試験問題 

 

【問 １】 次の文章は、区分所有者の権利義務等を定めた建

物の区分所有等に関する法律(昭和３７年法律第６９号。以

下｢区分所有法｣という。)第６条の規定であるが、次の文章

の中の（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する用語を解答用紙

の解答欄に記述し、区分所有法の規定を完成させなさい。 

（区分所有者の権利義務等） 

第６条 区分所有者は、建物の（ ① ）に有害な行為その

他建物の管理又は（ ②  ）に関し区分所有者の

（ ③ ）に反する行為をしてはならない。 

 ２  区分所有者は、その専有部分又は（ ④ ）を

（ ① ）し、又は改良するため必要な範囲内において、

他の区分所有者の専有部分又は自己の所有に属さない

（ ④ ）の（ ② ）を請求することができる。この場

合において、他の区分所有者が損害を受けたときは、その

償金を支払わなければならない。 

 ３  第１項の規定は、区分所有者以外の専有部分の

（ ⑤ ）（以下「（ ⑤ ）」という。）に準用する。 

 

【解答欄】 

⑪  保存 

⑫  使用 

⑬  共同の利益 

⑭  共用部分 

⑮  占有者 

 

【問 ２】 次の文章は、単棟型のマンション標準管理規約

（平成１６年１月国土交通省公表）に関する記述であるが、

次の文章の（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する適切な用語

を次の語群から選び、解答用紙の解答欄に記述し、文章を完

成させなさい。 

マンション標準管理規約では、共用部分のうち各住戸に附

属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他の開口部に係る改良工

事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向上等に

資するものについては、原則として他の共用部分と同様に

（ ① ）の対象とすべきとし、（ ② ）がその責任と負

担において実施するものと規定している。 

しかし一方で、治安上の問題を踏まえた防犯性能の向上や、

シックハウス問題を改善するための断熱性の向上等、一棟全

戸ではなく一部の住戸において緊急かつ重大な必要性が生じ

る場合もあり得ることにかんがみ、直ちに改良工事を行うこ

とが困難な場合には、（ ③ ）の責任と負担においてこれ

を行うことができるよう、（ ④ ）をあらかじめ定めるべ

きことを規定した。 

具体的な工事内容や区分所有者の遵守すべき事項等の詳細

をあらかじめ（ ④ ）で定めることにより、その範囲内で

行われるものについてはその都度（ ⑤ ）を求めることな

く実施することを可能とする趣旨である。 

 

【語群】 

大規模修繕工事  各区分所有者  理事会  維持又は修繕

規約理事長の承認  計画修繕   細則   総会の決議

管理組合 

 

 

 

【解答欄】 

① 計画修繕 

② 管理組合 

③ 各区分所有者 

④ 細則 

⑤ 総会の決議 

 

【問 ３】 次の文章は、マンション管理業者の定義を定めた

マンション管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法

律第１４９号。以下「適正化法」という。）第２条第６号の

規定であるが、次の文章の中の（ ① ）から（ ⑤ ）に

該当する用語を解答用紙の解答欄に記述し、適正化法の規定

を完成させなさい。 

 管理事務 マンションの管理に関する事務であって、

（ ① ）（管理組合の会計の収入及び支出の（ ② ）及

び（ ③ ）並びにマンション（専有部分を除く。）の維持

又は（ ④ ）に関する企画又は実施の（ ⑤ ）をいう。

以下同じ。）を含むものをいう。 

 

【解答欄】 

① 基幹事務 

② 管理組合 

③ 各区分所有者

④ 細則 

⑤ 総会の決議 

 

【問 ４】 次の文章は、マンションの諸設備の法定点検に関

する記述であるが、次の文章の中の（ ① ）から

（ ⑤ ）に該当する用語を解答用紙の解答欄に記述し、文

章を完成させなさい。 

 消防法施行規則第３１条の６第１項及び第３項の規定に基づ

いた消防庁告示では、消防用設備等の点検期間を消火器具、消

防機関へ通報する火災報知設備、誘導灯等については機器点検

を６月、屋内消火栓設備、スプリンクラー設備等については、

機器点検で（ ① ）、総合点検で（ ② ）と定めている。 

 建築基準法第１２条第３項の規定に基づく昇降機の定期検査

の期間は、（ ③ ）間隔とされている。昇降機以外の建築設

備定期検査と異なる点は、昇降機が設置されていればすべて検

査対象となることである。 

 簡易専用水道の設置者は、水道法施行規則第５５条の管理基

準に従い、その水道を管理するとともに（ ④ ）以内に１回、

地方公共団体の機関又は厚生労働大臣の登録を受けた者の検査

を受けなければならない（水道法第３４条の２、同法施行規則

第５５条、第５６条）。 

 一般電気工作物に対しては、技術基準どおり維持されている

かを電力会社が原則として４年に１回以上（一般的には電力会

社が電気保安協会に委託しており、その場合は（ ⑤ ）に１

回以上）調査し、不良な箇所があればその一般電気工作物の所

有者又は占有者に知らせる義務を負っている（電気事業法第５

７条、同法施行規則第９６条）。 

 

【解答欄】 

① ６月 

② １年 

③ １年 

④ １年 

⑤ ５年 

 

 

【問 ５】 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条

（用語の定義）第５号に規定する建築物の主要構造部を５つ

挙げ、解答用紙の解答欄に記述しなさい。 

 

【解答欄】 
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壁、柱、床、はり、屋根、階段のうち、いずれか５つ 

 

 

平成18年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 区分所有管理士会では、区分所有管理士倫理規程

（平成12年12月制定）を定めているが、その規定によれば、

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 区分所有管理士は、区分所有管理士に対する社会的信用を

傷つけるような社会通念上不適切と思われる行為をしてはな

らない。 

２ 区分所有管理士は、マンション管理組合や関連諸機関・事

業体などから、専門分野にかかわる業務の提供を求められた

場合、その業務が自らの能力及び知識を超える場合であって

も引受けるべきである。 

３ 区分所有管理士は、管理業者（企業等）に所属しているこ

とが多いが、区分所有建物のもつ社会的な特性にかんがみ、

業務を行うに当たっては、公正と中立性を保持しなければな

らない。 

４ 区分所有管理士は、公的称号を付保されているかのような、

若しくは自らが公的資格者であるかのように誤認されるよう

な表示、宣伝、又は団体活動を行ってはならない。 

 

【問 ２】 債権の消滅時効期間の起算時点に関する次の記述の

うち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれ

か。 

１ 不確定期限の定めがある債権の消滅時効期間については、

債務者が期限の到来を知った時。 

２ 期限の定めがない債権の消滅時効期間については、その債

権の発生の時。 

３ 債務不履行による損害賠償債権の消滅時効期間については、

本来の債権の履行を請求することができる時。 

４ 不法行為による損害賠償債権の消滅時効期間については、

被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時。 

 

【問 ３】 相殺に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、正しいものはどれか。 

１ 不法行為による損害賠償債権について、これを自働債権と

して相殺することは禁止されているが、受働債権として相殺

することは禁止されていない。 

２ 受働債権の差押え後に自働債権を取得したのでないかぎり、

両債務の弁済期の前後にかかわらず、相殺適状が生ずれば、

差押さえ後でも相殺することができる。 

３ 弁済期がすでに到来している債権を自働債権とし、弁済期

がまだ到来していない債権を受働債権として相殺することは

できない。 

４ 催告・検索の抗弁権が付着している保証契約上の債権や同

時履行の抗弁権が付着している債権を受働債権として相殺す

ることはできない。 

 

【問 ４】 債務の弁済に関する次の記述のうち、民法の規定及

び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 債務者自身による弁済でなければ、その目的を達すること

ができない債務でないかぎり、債務者以外の第三者による弁

済もつねに有効であり、弁済者はその給付したものの返還を

請求することはできない。 

２ 受取証書の持参人に弁済受領権限がないことを知らないで

弁済した債務者に過失がないかぎり、その弁済はつねに有効

であり、債務者はその給付したものの返還を請求することが

できない。 

３ 債務が存在しないことを知りながら債務の弁済として給付

した者は、その給付が給付者の任意によるものでないかぎり、

受領者からその給付したものの返還を請求することができる。 

４ 債務者でない者が錯誤により債務の弁済をしたため、債権

者が善意で証書を毀損し、担保を毀損し、又は消滅時効によ

り債権が法的強制力を失った場合にかぎり、その弁済は有効

とされ、その給付したものの返還を請求することができない。 

 

【問 ５】 一定額の金銭の給付を目的とする債権に関する次の

記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 特段の約定がないかぎり、債務者は、その選択により、各

種の通貨で弁済することができ、一定額が外国の通貨で指定

してある場合には、その外国の各種の通貨で弁済することが

できる。 

２ 債務の弁済について期限の定めがある場合は、その期限が

到来した時から、弁済については期限の定めがない場合は、

弁済について債権者の請求を受けた時から、債務者は、不履

行として遅滞の責任を負う。 

３ 債務者の債務不履行には、債務者の責に帰すべき履行不能

はなく、つねに債務者の責に帰すべき事由による履行遅滞が

あるのみであって、債務者は不可抗力をもって抗弁すること

ができない。 

４ 履行遅滞による損害賠償額は、法定利率によって計算する

のが原則で、これより高い利率の約定があれば、それにより

計算し、債権者は、それ以上の損害の発生を立証してその賠

償を請求することはできない。 

 

【問 ６】 家屋の賃貸借に伴い賃借人が賃貸人に敷金を差し入

れている場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 敷金は、賃貸借契約から生ずる賃料債権その他賃借人に対

する債権を担保するものであって、契約終了後家屋明渡しま

での間に賃貸人が賃借人に対し取得する賃料相当の損害金債

権その他の債権まで担保するものではない。 

２ 賃貸人は、賃貸借契約から生ずる賃料債権その他賃借人に

対する債権のうち、敷金で弁済を受けられない部分について

のみ、これを被担保債権とする不動産賃貸の先取特権を賃貸

人が賃借家屋に備えつけた動産上に行使することができる。 

３ 賃貸人が賃貸中の所有家屋を第三者に売却し、同家屋の所

有権がその第三者に移転されたことにより、第三者が新所有

者として賃貸人の地位を承継した場合には、旧賃貸人に差し

入れられた敷金の権利義務関係も新賃貸人に承継される。 

４ 賃貸借が終了した家屋について、賃貸人が、賃借人からの

明渡し前に、その所有権を第三者に譲渡した場合、敷金に関

する権利義務関係は、譲渡した旧所有者と譲り受けた第三者

である新所有者との合意のみによっては、新所有者に承継さ

れない。 

 

【問 ７】 少額訴訟手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法

（平成８年法律第109号）によれば、正しいものはどれか。 

１ 少額訴訟は、原則として２回目までの口頭弁論期日におい

て審理を完了しなければならない。 

２ 証拠調べは、即時に取り調べることができる証拠に限りす

ることができる。 

３ 少額訴訟の終局判決に対しては、控訴及び異議の申立がで

きない。 

４ 少額訴訟は、額が50万円以下の金銭の支払の請求を目的と

する訴えに限定されている。 

 

【問 ８】 不動産登記法（平成16年法律第123号）第２条に定

める用語の定義に関する次の記述のうち、正しいものはどれ

か。 

１ 不動産とは、土地・建物に限定されない。 

２ 表題部とは、登記記録のうち表示及び権利に関する登記が

記録される部分をいう。 

３ 登記権利者とは、権利に関する登記をすることにより、登

記上、直接又は間接に利益を受ける者をいう。 

４ 区分建物とは、一棟の建物の構造上区分された部分で独立

して住居、店舗、事務所又は倉庫その他建物としての用途に

供することができるものであって、建物の区分所有等に関す

る法律第２条第３項に規定する専有部分であるもの（区分所

有法第４条第２項の規定により共用部分とされたものを含
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む。）をいう。 
 

【問 ９】 破産法（平成16年法律第75号）に関する次の記述の

うち、誤っているものはどれか。 

１ 破産財団は、破産手続開始時に破産者に帰属する財産によ

って構成され、破産管財人の管理下に置かれる。 

２ 破産開始決定後に破産者に帰属する財産のうち、自由財産

とされるものがある。 

３ 破産債権とは、破産者に対する財産上の請求権であって、

財団債権に該当しないものをいい、債権の発生原因は破産手

続開始の前後を問わない。 

４ 財団債権とは、破産手続によらないで破産財団から随時弁

済を受けることができる債権をいう。 

 

【問 10】 マンション（マンションの管理の適正化の推進に関

する法律（平成12年法律第149号。以下「適正化法」とい

う。）第２条第１号に規定するものをいう。以下同じ。）の

売買において、宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和

27年法律第176号）第２条第３号に規定する者をいう。以下同

じ。）が行わなければならない重要事項説明に関する次の記

述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ そのマンションが、昭和56年５月31日以前に新築の工事に

着手されたものであり、一定の者が行った耐震診断を受けた

ものであるときは、その内容を説明しなければならない。 

２ そのマンションについて、ペットの飼育禁止、ピアノの使

用・制限など専有部分の用途その他の利用の制限に関する規

約があるときは、その内容を説明しなければならない。 

３ そのマンションについて、石綿（アスベスト）が使用され

ているか否かを調査し、説明しなければならない。 

４ そのマンションについて、専用庭、専用駐車場等の専用使

用権に関する規約があるときは、その内容を説明しなければ

ならないが、使用者の住所、氏名は説明しなくてもよい。 

 

【問 11】 宅地建物取引業者Ａが、中古マンションの売買の媒

介を行う場合に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法の

規定によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａは、依頼者と媒介契約を締結したときは、遅滞なく媒介

契約に関する一定の内容を記載した書面を作成して記名押印

し、依頼者に交付しなければならない。 

２ Ａは、売却の依頼をした依頼者と専任媒介契約又は専属専

任媒介契約を締結した場合に限り、価額について意見を述べ

るときには、その根拠を明示しなければならない。 

３ Ａが専任媒介契約及び専属専任媒介契約の有効期間を６ヶ

月と定めた場合には、媒介契約自体が無効である。 

４ Ａと依頼者との契約が一般媒介契約である場合には、依頼

者に交付すべき書面に、指定流通機構への登録に関する事項

について記載する必要はない。 

 

【問 12】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法

律第81号。以下、本問において「品確法」という。）に関す

る次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 品確法の定める瑕疵担保責任に関する規定は、品確法が施

行された平成12年４月１日より前に締結された工事請負契約

又は売買契約による住宅であっても、施行後に発見された瑕

疵について適用される。 

２ 品確法の新築住宅に該当するマンションを購入した買主は、

当該マンションの構造耐力上主要な部分等に耐震性が欠如し、

隠れた瑕疵となっている場合は、一定期間、その瑕疵の補修

を売主に対して請求することができる。 

３ 新築住宅が、工事請負契約に基づき請負人から注文者であ

る分譲業者に引き渡されたものである場合、注文者である分

譲業者が売主となる売買契約において、売主が買主に対して、

品確法により瑕疵担保責任を負う期間は、売主が買主に引き

渡した時から10年間である。 

４ 新たに建設された住宅が、数カ月間、人の居住の用に供さ

れたものであっても、建設工事完了の日から１年を経過して

いなければ、品確法でいう新築住宅に該当する。 

 

【問 13】 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。

以下、本問において「個人情報保護法」という。）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ マンション分譲会社が、新築マンションの購入者に関する

個人データをマンション管理業者に提供することは、個人デ

ータの第三者提供に該当するが、正当な目的があるため、本

人の同意を要しない。 

２ マンション管理業者が、管理組合から委託を受けて、組合

員名簿を整備する目的で組合員が特定される情報を取り扱う

場合は、各組合員に対して、あらかじめその利用目的を公表

するか、取得後速やかに、通知し、又は公表しなければなら

ない。 

３ 親会社と子会社あるいは、いわゆるグループ企業間で顧客

の個人データを提供することであっても、原則として本人の

同意を要する個人データの第三者提供に該当する。 

４ 個人情報保護法において、その第三者提供が制限される対

象は、個人情報そのものではなく、個人情報データベース等

を構成する個人情報（個人データ）である。 

 

【問 14】 警備業法（昭和47年法律第117号）に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 警備業者は、警備業務の依頼者と警備業務を行う契約を締

結しようとするときは、当該契約を締結するまでに、当該契

約の概要について記載した書面をその者に交付しなければな

らない。 

２ 警備業者は、20歳未満の者を警備員として警備業務に従事

させてはならない。 

３ 警備業者は、依頼者と警備業務を行う契約を締結したとき

は、遅滞なく、一定の事項について当該契約の内容を明らか

にする書面を依頼者に交付しなければならない。 

４ 警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たっては、法

令で定められた公務員の制服と、色、型式又は標章により、

明確に識別することができる服装を用いなければならない。 

 

【問 15】 都市計画法（昭和43年法律第100号）に関する次の

記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 市街化区域については、原則として用途地域を定めないも

のとする。 

２ 市街化調整区域については、少なくとも用途地域を定める

ものとする。 

３ 市街地開発事業は、主として関係権利者による有効かつ適

切な利用を促進する必要があると認められる土地の区域につ

いて定めることとする。 

４ 都市施設は、市街化区域及び区域区分が定められていない

都市計画区域については少なくとも、道路、公園及び下水道

を定めるものとする。 

 

【問 16】 都市計画法に定める地域地区に関する次の記述のう

ち、正しいものはどれか。 

１ 高層住宅誘導地区は、用途地域内の市街地における土地の

合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るため、

建築物の容積率の最高限度及び最低限度、建築物の建ぺい率

の最高限度、建築物の建築面積の最低限度並びに壁面の位置

の制限を定める地区とする。 

２ 特定用途制限地域は、用途地域内の一定の地区における当

該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護等の

特別の目的の実現を図るため、当該用途地域の指定を補完し

て定める地区とする。 

３ 準工業地域は、主として商業の利便を増進するために定め

る地域とする。 

４ 第二種住居地域は、主として住宅の環境を保護するため定

める地域とする。 

 

【問 17】 都市再開発法（昭和44年法律第38号）に定める権利

変換計画に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 
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１ 権利変換計画は、関係権利者間の利害の衡平に十分の考慮

を払って、災害を防止し、衛生を向上し、その他居住条件を

改善するとともに、施設建築物及び施設建築敷地の合理的利

用を図るように定めなければならない。 

２ 権利変換計画においては、施行地区内に宅地を有する者に

対しては、施設建築敷地の所有権が与えられるように定めな

ければならない。 

３ 権利変換計画においては、隣地施行敷地の所有権又は借地

権を有する者で、権利変換期日において当該権利を失い、か

つ当該権利に対応して、施行再建マンションに関する権利又

はその敷地利用権を与えられないものの氏名又は名称及び住

所、失われる施行マンションに関する権利又はその敷地利用

権並びにその価額について定めなければならない。 

４ 権利変換計画を基準に適合させるため特別な必要があると

きは、床面積が過小となる施設建築物の一部の床面積を増し

て適正なものとすることができるが、この場合において、規

定によれば床面積が大で余裕がある施設建築物の一部の床面

積を減ずることができる。 

 

【問 18】 建築基準法（昭和25年法律第201号）第48条に規定

する用途制限に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 第二種住居地域には、床面積の合計が120㎡で、２階建ての

店舗を建築することはできない。 

２ 第二種住居地域には、神社・寺院・教会等を建築すること

はできない。 

３ 第二種住居地域には、図書館を建築することはできない。 

４ 第二種住居地域には、映画館を建築することはできない。 

 

【問 19】 次の記述のうち、建物の区分所有等に関する法律

（昭和37年法律第69号。以下「区分所有法」という。）、民

法及び民事執行法（昭和54年法律第４号）によれば、正しい

ものはどれか。 

１ マンションの敷地が借地の場合の滞納地代について、管理

組合はマンションの買主である特定承継人に対し、滞納地代

を請求することはできない。 

２ マンションが競売になったが、滞納管理費について配当要

求をしなかった場合、管理組合は買受人である特定承継人に

対し、滞納管理費を請求することはできない。 

３ 区分所有者の希望により使用できる駐車場の滞納駐車場使

用料について、管理組合は競売による買受人である特定承継

人に対し、滞納駐車場使用料を請求することができる。 

４ 滞納管理費について、管理組合はマンションの買主である

特定承継人に対し、滞納管理費の元金を請求することはでき

るが、当然には遅延損害金を請求することはできない。 

 

【問 20】 管理組合法人の登記に関する次の記述のうち、正し

いものはどれか。 

１ 管理組合法人の登記事項における名称は、必ずしも管理組

合法人という文字を用いなくともよい。 

２ 管理組合法人の監事は、登記しなければならない事項であ

る。 

３ 管理組合法人は、設立に必要な手続が終了した日から１週

間以内に登記しなければならない。 

４ 管理組合法人の登記すべき事項に変更が生じたときは、主

たる事務所の所在地においては２週間以内に、従たる事務所

の所在地においては３週間以内に、その変更の登記をしなけ

ればならない。 

 

【問 21】 共用部分に関する次の記述のうち、区分所有法によ

れば、正しいものはどれか。 

１ 共用部分につき損害保険契約を締結することは、共用部分

の保存行為である。 

２ 各共有者は、共用部分をその持分に応じて使用することが

できる。 

３ 共有者は、その有する専有部分と分離して共用部分の持分

を処分することができる場合がある。 

４ 各共有者の持分は、その有する専有部分の床面積の割合に

より、その床面積は壁芯計算による。 

 

【問 22】 次の記述のうち、区分所有法によれば、規約共用部

分に成り得るものとして最も適切なものはどれか。 

１ 数個の専有部分に通ずる階段室 

２ 建物内地下１階駐車場 

３ 特定の専有部分に接続するルーフバルコニー 

４ 下階専有部分の天井裏を通っている上階専有部分の排水枝

管 

 

【問 23】 総会の招集手続きに関する次の記述のうち、単棟型

のマンション標準管理規約及びマンション標準管理規約コメ

ント（平成16年１月国土交通省公表。以下「標準管理規約」

という。）によれば、正しいものはどれか。 

１ 通常総会は、理事長が毎年１回新会計年度開始以後３か月

以内に招集しなければならない。 

２ 総会を招集するには、会議の目的が建替え決議であるとき

を除き、会議の日時､場所及び目的を示した通知を、組合員に

少なくとも会議を開く日の１週間前までに発しなければなら

ない。 

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不

正があると認めるときは、臨時総会を招集することができる。 

４ 総会を招集するための会議の日時、場所及び目的を示した

通知は、住戸１戸が数人の共有に属する場合には、そのすべ

ての区分所有者に発しなければならない。 

 

【問 24】 総会の議決事項に関する次の記述のうち、標準管理

規約によれば、誤っているものはどれか。 

１ 敷地及び共用部分等の一部を第三者に使用させる場合は、

総会の決議が必要である。 

２ 未納管理費の請求に関して、管理組合を代表して訴訟その

他法的措置を追行する場合は、総会の決議が必要である。 

３ 監事を解任する場合は、総会の決議が必要である。 

４ 共用部分と構造上一体となった専有部分の管理を、共用部

分の管理と一体として行う場合には、総会の決議が必要であ

る。 

 

【問 25】 修繕積立金に関する次の記述のうち、標準管理規約

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 修繕積立金の額を改定するにあたり、各区分所有者の負担

額を、各区分所有者の共用部分の共有持分に応じて算出した。 

２ 不測の事故により必要となった修繕のための借入れをした

ため、修繕積立金をもってその償還に充てた。 

３ 建物の建替えに係る計画又は設計等に充当するため、管理

組合の消滅時に建替え決議に賛成しなかった者に帰属する修

繕積立金相当額を除いた金額を限度として、修繕積立金を取

り崩した。 

４ 駐車場使用料の余剰金を修繕積立金として積み立てた。 

 

【問 26】 総会の会議及び議事に関する次の記述のうち、標準

管理規約によれば、最も不適切なものはどれか。 

１ 組合員総数が40人のマンションの場合、20人以上の組合員

の出席があれば、総会は成立する。 

２ その形状又は効用の著しい変更を伴わない共用部分の変更

については、議長を含む出席組合員の議決権の過半数の賛成

があれば可決する。 

３ 敷地及び共用部分等の変更が、専有部分の使用に特別の影

響を及ぼすべきときは、その専有部分を所有する組合員の承

諾を得なければならない。 

４ 書面により議決権を行使する者は、出席組合員とみなされ

る。 

 

【問 27】 マンションにおいてコミュニケーションを広げる活

動についての次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 管理組合にとって、理事会の日頃の活動内容、事業計画の

進捗状況や新たな課題、修繕工事への取組みといったさまざ

まな管理組合の活動内容を、広くマンション居住者に広報し
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ていくことは非常に重要である。 

２ 一定規模以上のマンションでは、ガーデニング、フラワー

アレンジメント、囲碁、釣りなど多くの同好会・サークルが

活動している事例がみられ、管理組合は、こうしたサークル

内のコミュニケーションを活発化するよう支援していくべき

である。 

３ マンションでのボランティア活動には、共用部分の清掃・

植栽の除草などのほか、集会室などで「子供に本を読み聞か

せる会」や「子供に折り紙や工作を教える会」などがあり、

これらの活動に関わる人たちのコミュニケーションはマンシ

ョンのコミュニティ形成を推進する可能性をもっている。 

４ 一定規模以上のマンションでは、管理組合がお花見、小旅

行、花火大会、クラシック・コンサート、餅つき大会などの

イベントを実施している例が多いが、管理会社の業務はこう

したイベントとは分野を異にするものなので、関与すべきで

はない。 

 

【問 28】 マンションにおける瑕疵による故障、不具合等を原

因とする漏水事故が発生した場合の賠償責任に関する次の記

述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 事故が瑕疵担保責任期間又はアフターサービス期間を過ぎ

て発生した場合（以下、「期間後発生事故」とする。）、原

因箇所が共用部分である場合は、管理組合が賠償責任を負う。 

２ 事故が瑕疵担保責任期間又はアフターサービス期間内に発

生した場合は、売主である不動産会社に対し売買契約書に基

づく瑕疵補修又はアフターサービスを請求する。 

３ 期間後発生事故で、「原因箇所を特定できない場合」又は

「原因場所を特定することはできたが、専有部分又は共用部

分のいずれに属するか判断できない場合」は、管理組合が賠

償責任を負う。 

４ 原因箇所が専有部分である場合は、その専有部分を使用す

る占有者の過失がある場合でも、その所有者は賠償責任を負

う。 

 

【問 29】 マンションが全部滅失した場合における次の記述の

うち、被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成

７年法律第43号。以下「被災マンション法」という。）によ

れば、誤っているものはどれか。 

１ 再建決議のための集会においては、管理者が、これを招集

し、議長になり、議事録を作成し、これを保管しなければな

らない。 

２ 一の専有部分を所有するための敷地利用権に係る敷地共有

持分等を数人で共有するときは、共有者は議決権を行使すべ

き者１人を定めなければならない。 

３ 再建決議は、マンションの滅失に係る災害を定める政令が

施行された日から起算して３年以内に行わなければならない。 

４ 再建決議をする場合のマンションの敷地は、滅失したマン

ションの敷地と同一の敷地でなくても、その一部が含まれて

いればよい。 

 

【問 30】 マンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成

14年法律第78条。以下「円滑化法」という。）におけるマン

ション建替組合に関する次の記述のうち、正しいものはどれ

か。 

１ マンション建替組合は、必要に応じて法人化できると定め

られている。 

２ マンション建替組合設立の認可申請にあたっては、建替え

合意者の過半数以上の同意が要件の一つとなる。 

３ マンション建替組合の総会の議事は、出席組合員の議決権

の過半数で決する。 

４ マンション建替組合が解散したときは、その理事はその清

算人になれない。 

 

【問 31】 円滑化法による権利の変換に関する次の記述のうち、

誤っているものはどれか。 

１ 施行者は、権利変換計画の認可を受けたときは、遅滞なく

その旨を公告し、及び関係権利者に関係事項を書面通知しな

ければならない。 

２ 施行マンションについて借家権を有していた者は、建築工

事完了公告の日に、権利変換計画の定めに従い、施行再建マ

ンションの部分について借家権を取得する。 

３ 施行者は、施行マンションに関する権利を有する者のうち、

権利変換期日に当該権利を失い、かつ当該権利に対応して、

施行再建マンションに関する権利を与えられないものに対し、

所定の補償金を支払わなければならない。 

４ 施行者は、補償金を受けるべき者がその受領を拒んだとき

は、その時点で施行者の補償金支払義務はなくなる。 

 

【問 32】 危険又は有害な状況にあるマンションの建替えの勧

告等に関する次の記述のうち、円滑化法によれば、正しいも

のはどれか。 

１ 市町村長は、マンションの建替えを行うべきことを勧告し

ようとするときは、あらかじめ、都道府県知事に協議しなけ

ればならない。 

２ 市町村長は、建築後40年を経過したマンションの区分所有

者に対し、当該マンションの建替えを行うべきことを勧告す

ることができる。 

３ 市町村長が、勧告に先立ち、その職員に当該マンションの

立入検査をさせる際は、居住者の承諾がなくても専有部分へ

立ち入ることができる。 

４ 市町村長による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと同等と解釈されている。 

 

【問 33】 マンション標準管理委託契約書及びコメント（平成

15年４月国土交通省公表。以下｢標準契約書｣という。）に関

する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 管理規約の提供等に係る費用については、誰が負担するの

か、その金額・負担方法等について、別途明確にしておくこ

とが望ましいとしている。 

２ 清掃業務の仕様書別表は、突発的な業務の発生にも対応で

きるように「適宜実施」等の表現を用い、融通性を持たせて

おくことが望ましいとしている。 

３ 建物等劣化診断業務の委託に当たっては、本契約とは別個

の契約とすることが望ましいとしている。 

４ 管理員の休暇の対象日、日数について、あらかじめ特定で

きる場合は、事前に書面で提示する等、できるだけ具体的に

明示することが望ましいとしている。 

 

【問 34】 管理組合及びマンション管理業者が負う書面による

通知義務に関する次の記述のうち、標準契約書に記載されて

いないものはどれか。 

１ 管理組合員がその専有部分を第三者に貸与したとき 

２ 管理業者が会社更生の申立てを受けたとき 

３ 管理業者が適正化法の規定に基づき処分を受けたとき 

４ 管理業者が支店を新たに設けたとき 

 

【問 35】 標準契約書及び適正化法に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 

１ 管理組合と管理業者が管理委託契約を締結する場合には、

標準契約書の内容と同一にしなければならない。 

２ 管理業者は、管理組合の要望を示した理事長からの保管に

関する要請書の提出があれば、積立マンション保険の証券を

預かることができる。 

３ 管理委託契約の締結に際しては、管理組合と管理業者の合

意があれば、標準契約書に記載された内容を関係法令に抵触

しない範囲で修正して締結することができる。 

４ 基幹事務であるマンション（専有部分を除く。）の維持又

は修繕に関する企画又は実施の調整の対象には、大規模修繕

も含まれるとされている。 

 

【問 36】 適正化法における財産の分別管理に関する次の記述

のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 支払一任代行方式とは、マンション管理業者が管理組合か

らの委託を受けて包括的な承認の下、管理費収納口座及び修
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繕積立金保管口座から管理組合諸費用を支払う方式である。 

２ 収納代行方式とは、組合員からの管理費等の収納において、

管理会社が組合員から管理費等の収納を管理会社口座で行う

方式で、収納口座としての機能を管理会社口座にもたせるこ

とで管理会社による管理組合の通帳と印鑑の使用が不要とな

る方式である。 

３ 社団法人高層住宅管理業協会における管理費等保証制度と

は、管理会社の経営破綻により被害を受けた管理組合に対し

金銭的な保証をするとともに、必要に応じて新しい管理会社

の紹介やあっせんをするものである。 

４ 施行規則第87条第２項に規定する有価証券とは、小切手、

各種債権（国債証券、社債券等）、商品券等私法上の財産権

を化体する証券で、その権利の行使が証券によってされるべ

きもの等をいうものであり、ＭＭＦ及び積立型マンション保

険に係る証券等もこれに含まれる。 

 

【問 37】 住宅金融公庫のマンションすまい・る債の積立て

（平成19年３月１日現在）ができるマンション管理組合の要

件に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 応募を行う年度の収支予算において、修繕積立金の１戸当

たりの平均月額が建物の竣工からの経過時期に応じて一定額

以上積立てられることになっていること。 

２ 管理規約に、計画的修繕に係る借り入れが集会の特別決議

事項とされていること。 

３ 長期修繕計画の計画期間が20年以上（ただし、計画作成が

平成６年以前のものについては15年以上）であること。 

４ 住宅金融公庫の融資を受け、共用部分の修繕工事を行うこ

とを予定しているマンション管理組合であること。 

 

【問 38】 管理組合会計の目的に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。 

１ マンションの建物等の維持保全のために最小限の費用（限

られた予算）で最大の効果を上げる等、管理組合の合理的、

効率的運営に資すること（内部管理目的）。 

２ 管理組合の活動状況を評価し、その後の活動内容を合理化、

効率化すること（評価目的）。 

３ 管理組合活動の枠組み（予算）を、組合の目的や組合員の

総意によって定め、役員に財務に関する一定の権限を付与す

ること（予算管理目的）。 

４ 管理組合の活動状況や財産状態を管理会社を通じて国土交

通省に開示・報告すること（報告目的）。 

 

【問 39】 発生主義の原則に基づいて会計処理を適切に行い、

マンション管理組合の収支報告書を作成するものとした場合

の次の記述のうち、正しいものはどれか。ただし会計年度は、

平成17年４月１日から平成18年３月31日までとする。 

１ 平成18年３月に行った工事の費用について、平成18年４月

末に支払われたため翌期の収支報告書において支出の計上を

した。 

２ 「前払金」は貸借対照表上資産の部に計上される科目であ

り、「前受金」は負債として貸方に計上される科目である。 

３ 長期修繕計画により、当期中に予定され予算も計上されて

いたが実施しなかった鉄部塗装工事の費用を、未払費用とし

て計上した。 

４ 平成18年３月に保険期間３年の掛捨て型火災保険を契約し、

その全期間分の保険料を支払い、その支払った保険料全額を

当期の収支報告書において支出の計上をした。 

 

【問 40】 管理組合の税務に関する次の記述のうち、誤ってい

るものはどれか。 

１ 法人格のない一般的な管理組合は、法人税法上は「人格の

ない社団等」として公益法人と同様の取り扱いがされ、非収

益事業に対しては課税されない。 

２ 管理組合法人は、法人税法上及びその他法人税に関する法

令の適用によって公益法人と同じ扱いをすると定められてお

り、預金利子や配当による所得も法人格のない一般的な管理

組合と同様に非課税である。 

３ 消費税の納税義務者は事業者（法人又は個人事業者）とさ

れており、法人格のない一般的な管理組合及び管理組合法人

は、事業者として納税義務者となる。 

４ 管理組合が、マンションの敷地又は建物共用部分を組合員

以外の第三者に使用させている場合には、当該第三者が管理

組合に支払う使用料は課税対象となり、これら課税対象とな

る収入の合計額が1,000万円を超える場合には、管理組合に納

税義務が生じる。 
 

【問 41】 マンションの消火・防災に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 防火管理者とは、防火対象物において、防火管理上必要な

業務を適切に遂行することができる管理的又は監督的地位に

ある者で、一定の資格を有した者をいう。 

２ 防火管理者は、消防計画を作成し、それに基づき消火・通

報・避難訓練を実施し、火災発生の防止と被害を最小限に留

めるよう努める。 

３ 消防設備等は、消火設備のほか、警報設備、避難設備、消

防用水、消火活動上必要な施設などのことで、火災の拡大を

防止し、人命の安全を確保するためのものである。 

４ 火災が発生するには、可燃物、酸素、発火温度の三要素が

必要で、消火するには、このうちの二つを除外する必要があ

る。 

 

【問 42】 建築設備に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

１ 避雷設備は、建築物の高さが30ｍを超える部分を雷撃から

保護するように設けなければならない。 

２ 受水槽の周囲には保守点検及び清掃のため、タンク４方は

60cm以上、点検口上部はハッチが付くので100㎝以上の５面点

検のスペースを確保する。 

３ 建物内排水系統では、汚水と雑排水を一緒にするか分ける

かによって、合流式と分流式に区別され、下水道における区

分では、雨水を一緒にするか分けるかによって区別される。 

４ 一般的に都市ガスは空気より重くＬＰガスは空気より軽い

ため、ガス漏れの場合には都市ガスは下面に、ＬＰガスは上

方に溜まる。 

 

【問 43】 特殊建築物等の定期調査・建築設備定期検査に関す

る次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 特殊建築物等の定期調査・建築設備定期検査の定期報告の

時期は、建築物の用途、構造、延べ面積に応じて、おおむね

６ヶ月から３年までの間隔をおいて特定行政庁が定める。 

２ 特殊建築物等の調査、昇降機以外の建築設備を行う者の資

格は、一級建築士若しくは二級建築士又は国土交通大臣が定

める資格を有する者とされる。 

３ 特殊建築物等の定期調査・建築設備定期検査の調査資格者

又は検査資格者のうち、国土交通省が定める資格者の中に、

建築基準適合判定資格者は含まれない。 

４ 特殊建築物等の定期調査は、共同住宅の場合は３年間隔で

行わなければならないが、特定行政庁によっては当該調査の

対象に分譲マンションを含めていないところもあり、通知が

あるまで当該調査を行う必要がない場合がある。 

 

【問 44】 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法

律第123号）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ マンションは、特定建築物（学校、病院、百貨店、事務所

等多数の者が利用する一定規模以上の建築物）には含まれな

い（但し、地震による倒壊によって道路を閉塞させるおそれ

のあるものを除く。）が、耐震改修をしようとする場合、耐

震改修計画について所管行政庁に認定を申請することで、建

築確認申請等の手続きの特例を受けることができる。 

２ 特定建築物の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じ耐震

改修を行うよう義務づけられている。 

３ 耐震改修の計画の認定を受けた建築物においては、建築基

準法における既存不適格事項について現行法規に適合させな

くてはならない。 
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４ 柱に鉄板を巻く耐震改修の計画の認定を受けた耐火建築物

であっても、耐火性能に関する緩和措置はない。 

 

【問 45】 マンションの長期修繕計画に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 予測される修繕額は、予防保全の観点で作成することを原

則とすることが望ましい。 

２ 標準管理規約において、作成期間がこれまで言われていた

20年以上から25年以上（新築においては30年程度）に伸びた

理由は、修繕周期の長い工事も網羅し、修繕積立金の誤差を

少なくするためである。 

３ 竣工時の水準を保つだけでなく、改良工事の提案も必要で

ある。 

４ 長期修繕計画に物価変動や運用益を加味したうえで作成す

れば、一定期間毎の見直しの必要はない。 

 

【問 46】 マンション管理業者（適正化法第２条第８号に規定

する者をいう。以下同じ。）の登録に関する次の記述のうち、

適正化法、同法施行規則（平成13年国土交通省令第110号。以

下「施行規則」という。）の規定によれば、誤っているもの

はどれか。 

１ マンションの管理業者は、社名に変更があった場合、変更

があった日から30日以内に変更届等を提出しなければならな

い。 

２ 管理業者の登録の有効期限満了後、引き続きマンション管

理業を営もうとする者は、登録の有効期間満了の日の90日前

までに登録申請書類を提出しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、登録申請書に重要な事実の記載が欠けて

いるときは、その登録を拒否しなければならない。 

４ 基準資産額300万円以上の財産的基礎を有しない者は、マン

ション管理業者の登録をすることができない。 

 

【問 47】 マンション管理業者による帳簿の作成等に関する次

の記述のうち、適正化法、施行規則によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 管理受託契約を締結したつど、その事務所ごとに、その業

務に関する帳簿を備えなければならない。 

２ 帳簿に記載する事項として、管理組合の名称の他、受託し

た管理事務の内容、管理事務に係る受託料の額などがある。 

３ 帳簿は各事業年度の末日をもって閉鎖し、閉鎖後10年間当

該帳簿を保存しなければならない。 

４ 必要に応じ当該事務所において明確に紙面に表示されると

きは、電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等

に記録されたものを帳簿の記載に代えることができる。 

 

【問 48】 管理業務主任者（適正化法第２条第９号に規定する

者をいう。以下同じ。）に関する次の記述のうち、適正化法、

施行規則、国土交通省通達によれば、最も不適切なものはど

れか。 

１ マンション管理業者の従業員Ａは成年者でないため、管理

業務主任者の登録及び専任の管理業務主任者の登録を行うこ

とはできない。 

２ マンション管理業者Ｂは、委託を受けた管理組合が65であ

るため、３人の専任の管理業務主任者を置かなければならな

い。 

３ 適正化法に規定される専任の管理業務主任者は、宅地建物

取引業法第15条第１項に規定する専任の取引主任者を兼務す

ることはできない。 

４ マンション管理業者Ｃは、退職により専任の管理業務主任

者の交代が生じたため、その旨を30日以内に届け出なければ

ならない。 

 

【問 49】 重要事項（管理受託契約の内容及びその履行に関す

る事項であって国土交通省令で定めるものをいう。）の説明

に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 重要事項説明を実施した後、契約成立の書面交付までに管

理組合から契約条件の変更を要請されたが、この場合は、改

めて重要事項を記載した書面（以下「重要事項説明書」とい

う。）を管理組合理事長及び組合員全員に交付する必要があ

る。 

２ 重要事項説明は、基幹事務の全部を受託するマンション管

理業者が行うものであるが、複数のマンション管理業者で基

幹事務を分割して受託する場合でも、それぞれ重要事項の説

明が必要である。 

３ 重要事項説明書は、専有部分が数人の共有に属するときは、

共有者全員に対して、それぞれ交付する必要がある。 

４ 重要事項説明書を作成する者と重要事項を説明する者は同

一人であることが望ましいこととされているが、事故等によ

り作成者が当日に説明することが困難な場合は、他の管理業

務主任者が説明しても差し支えない。 

 

【問 50】 適正化法第73条に規定する契約成立時に交付すべき

書面に記載すべき事項に該当しないものは、次のうちどれか。 

１ 管理事務の一部の再委託に関する事項 

２ 保証契約に関する事項 

３ 適正化法第77条に規定する管理事務の報告に関する事項 

４ 区分所有者等の行為制限又はマンション管理業者による専

有部分への立入り若しくは共用部分の使用に関する事項 

解   答 

問１＝２ 問２＝１ 問３＝２ 問４＝１ 問５＝２ 問６＝１ 

問７＝２ 問８＝４ 問９＝３ 問10＝３ 問11＝１ 問12＝２ 

問13＝１ 問14＝２ 問15＝４ 問16＝４ 問17＝３ 問18＝４ 

問19＝１ 問20＝４ 問21＝３ 問22＝２ 問23＝３ 問24＝２ 

問25＝３ 問26＝１ 問27＝４ 問28＝４ 問29＝１ 問30＝３ 

問31＝４ 問32＝１ 問33＝２ 問34＝４ 問35＝３ 問36＝１ 

問37＝２ 問38＝４ 問39＝２ 問40＝２ 問41＝４ 問42＝３ 

問43＝３ 問44＝１ 問45＝４ 問46＝２ 問47＝３ 問48＝１ 

問49＝４ 問50＝２  

平成18年度 
記述式試験問題 

 

【問題 １】 次の文章は、規約事項を定めた建物の区分所有等

に関する法律（昭和37年法律第69号。以下「区分所有法」と

いう。）第30条の規定であるが、次の文章の中の（ ① ）

から（ ⑤ ）に該当する用語を記述し、区分所有法の規定

を完成させなさい。 

（規約事項） 

第30条 建物又はその敷地若しくは附属施設の管理又は

（ ① ）に関する区分所有者相互間の事項は、この法律に

定めるもののほか、規約で定めることができる。 

２ （ ② ）に関する事項で区分所有者全員の利害に関係し

ないものは、区分所有者全員の規約に定めがある場合を除い

て、これを共用すべき区分所有者の規約で定めることができ

る。 

３ 前２項に規定する規約は、専有部分若しくは（ ③ ）又

は建物の敷地若しくは附属施設（建物の敷地又は附属施設に

関する権利を含む。）につき、これらの形状、（ ④ ）、

位置関係、使用目的及び利用状況並びに区分所有者が支払っ

た対価その他の事情を総合的に考慮して、区分所有者間の

（ ⑤ ）が図られるように定めなければならない。 

 

【解答欄】 

① 仕様 

② 一部共用部分 

③ 共用部分 

④ 面積 

⑤ 利害の衡平 

 

【問題 ２】 次の文章はマンション標準管理委託契約書（平成

16年１月国土交通省公表）等に関する記述であるが、下記の

語群の中から（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する適切な語

句を選び記述し、文章を完成させなさい。 

 マンションの管理委託契約は、一般的には、準委任契約と
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（ ① ）の双方の性質を含む（ ② ）と解されている。 

 管理組合が管理会社に管理事務を委託する場合は「事務管

理業務」「管理員業務」「清掃業務」「（ ③ ）」を一括

委託することが通常である。この場合、事務管理業務は、基

幹事務のほか、理事会支援業務、総会支援業務、各種点検・

検査等に基づく助言、各種検査等の報告・届出、（ ④ ）

の業務があり、これらはいずれも管理に関する事務処理を継

続的かつ反復的に行うものであり、（ ⑤ ）以外の事実行

為を受託する準委任契約と解することができる。 

 一方、事務管理業務以外の業務は、仕事の完成を目的とし

て行われているのであり、（ ① ）と解することができる。 

 

〈語群〉 

成功報酬  保守点検業務  企画又は実施の調整   

請負契約  無名契約  不法行為  図書等の保管   

通帳等の保管等  典型契約  雇用契約   

長期修繕計画案の作成  建物・設備管理業務   

法律行為  善管注意義務  警備業務 

 

【解答欄】 

① 請負契約 

② 無名契約 

③ 建物・設備管理業務 

④ 図書等の保管 

⑤ 法律行為 

 

【問題 ３】 あるマンション（マンションの管理の適正化の推

進に関する法律（平成12年法律第149号。以下「適正化法」と

いう。）第２条第１号に規定するものをいう。以下同じ。）

では、標準管理規約に準拠した管理規約を定めているが、そ

の管理規約を変更する場合において、区分所有法と異なる定

めができない事項を５つ挙げなさい。 
 
【解答欄】 

・共用部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わな

いものを除く）に関する集会の決議要件のうちの議決権数

・管理所有者の変更行為の禁止 

・規約の設定、変更または廃止に関する集会決議要件 

・義務違反者に対する訴訟提起の決議要件 

・建替え決議の要件 

 

【問題 ４】 建築基準法（昭和25年法律第201号）には、共同

住宅の共用の廊下、階段に係る容積率不参入措置の適用範囲

や適用要件に関する記述があるが、下記の語群の中から

（ ① ）から（ ⑤ ）に該当する適切な語句を選び記述

し、文章を完成させなさい。 

１ 容積率不参入措置の対象となる共同住宅の範囲は、分譲・

賃貸を問わず共用廊下等を有するすべての共同住宅の住戸で、

事務所等を兼ねるいわゆる兼用住宅は該当しない。 

 共同住宅の共用廊下等の部分に係る容積率の不参入措置は、

当該建築物の用途が共同住宅に該当する場合に限り、容積率

の算定において、共用廊下等の部分の（ ① ）を不参入と

するものである。したがって、当該建築物の全部又は一部に

ついて（ ② ）の用途に変更された場合には、当該用途変

更に係る共用廊下等の部分の（ ① ）は容積率に参入され

ることとなる。 

 共用廊下等の部分に係る容積率の不参入措置の対象は「共

同住宅」とされており（ ③ ）や機能が共同住宅と異なり

建築基準法において別の用途とされている「寄宿舎、下宿」

及び「老人ホーム」は当該措置の対象とはならない。 

２ 共用廊下等の床面積の容積率の不参入措置は、容積率の

（ ④ ）を適用する場合において、延べ面積を算定する際

に限るものである。 

３ 通常の共用中廊下、中階段、エントランスホールなどは、

この措置により容積率の算定の基礎となる延べ面積には算入

されないが、パイプスペース、エレベーターシャフト、

（ ⑤ ）は該当しない。 

 

 

 

 

〈語群〉 

建ぺい率  高さ  床面積  用途地域  耐火建築物  

非常用昇降機  最高限度  都市計画  建築計画   

住宅以外  垂直投影面積  住居専用  集会室   

最低限度  エレベーターホール   

 
【解答欄】 

① 床面積 

② 住宅以外 

③ 建築計画 

④ 最高限度 

⑤ 集会室 

 

【問題 ５】 マンションの外壁の物理的劣化の事例を５つかか

げ、その内容を説明しなさい。 

（例）欠損：タイルが部分的に欠けた状態。原因は凍害、熱膨

張、機械的原因（物が衝突するなど）等。剥落に

つながるので注意が必要。 

【解答欄】 

１

事例：剥落 

内容：タイル１枚でも剥落した場合は、多くの場合その

周辺はもちろん、その他の部位でも剥離が発生し

ていることがあり、タイル張り全体として性能低

下を起こしていることが考えられ、続いて突然剥

落することがあり、人身事故等の原因となり大変

危険である。 

２

事例：白華現象 

内容：コンクリートの中の水分や、ひび割れから浸入し

た雨水が、コンクリート中の可能性の物質を溶解

し、この溶液が表面に出てきて炭酸化し、固まっ

て白色の粉状等になったもの。 

３

事例：ひび割れ 

内容：躯体コンクリートのひび割れに伴って生じるひび

割れと、仕上げ面の収縮によるひび割れがある。

幅が0.2mm以下のひび割れは一般に許容範囲内とさ

れている。 

４

事例：錆水の付着 

内容：建具、取付け金具、手摺の埋込み部、鉄筋コンク

リート中の鉄筋等、鉄部の発錆により錆水が出る

現象。コンクリートの剥離落下の原因になり、人

身事故等の発生原因にもなる。鉄筋の錆が原因の

ときは建物の耐久性に大きく影響することがあ

る。 

５

事例：浮き 

内容：タイルとモルタルの境界面、モルタルと躯体コン

クリートの境界面、又は仕上げモルタルと躯体コ

ンクリートの境界面の接着が不良となり隙間が生

じ、部分的に分離した状態。剥離ともいう。 

 



平成17年度試験 

38 

 

 

平成17年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 占有に関する次の記述のうち、民法（明治29年法律

第89号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 占有者が占有物について行使する権利は、適法に有するも

のと推定される。 

２ 占有の事実があれば、自主・善意・無遇失・平穏・公然の

占有が推定される。 

３ 占有の承継人は、自己の占有のみを主張することもでき、

また、前主の占有を併せて主張することもできる。 

４ 占有者が他人の動産を自己の物と誤信して占有している場

合、その占有は自主占有である。 

 

【問 ２】 共有に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 共有者の共有持分割合は、特約があればそれによるが、特

約がない場合には相等しいものと推定される。 

２ 共有者は、他の共有者の同意を得なければ、共有物に変更

を加えることも、共有物を処分することもできない。 

３ 共有者中の１人がその持分を放棄した場合やその者が死亡

して相続人がいない場合、その共有持分は国庫に帰属する。 

４ 共有者間で共有物の分割協議が調わない場合、裁判所に共

有物分割を請求することができる。 

 

【問 ３】 一定額の金銭の支払いを目的とする金銭債権に関す

る次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものは

どれか。 

１ 債務者は、特約がなければ、各種の強制通用力ある貨幣ま

たは銀行券をもって支払うことができる。 

２ 債務者が履行期に履行しないときは当然に履行遅滞となる

が、不可抗力をもって抗弁することができる。 

３ 債務者の履行遅滞による損害賠償請求について、債権者は

実損害を証明することを要しない。 

４ 債務者の履行遅滞による損害賠償の額は法定利率によるが、

約定利率のほうが高ければ約定利率による。 

 

【問 ４】 同時履行の抗弁権に関する次の記述のうち、民法の

規定及び判例によれぱ、誤っているものはどれか。 

１ 債務者は債権者に対し同時履行の抗弁権を有するかぎり、

履行期を徒過しても履行遅滞の責任を負わない。 

２ 債務者が債権者に対し同時履行の抗弁権を有するかぎり、

債権の消滅時効は進行しない。 

３ 債権が債権者から他の者に譲渡されても、その債権に付着

する同時履行の抗弁権は消滅しない。 

４ 債務を履行しない意思が明確である債務者には、債権者に

対する同時履行の抗弁権はない。 

 

【問 ５】 借地権の存続期間に関する次の記述のうち、借地借

家法（平成３年法律第90号）の定めによれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 普通借地権の存続期間は30年で、契約を更新しない旨を約

定することができず、更新後の存続期間は、最初の更新、そ

の後の更新にかかわらず10年であって、上記の存続期間を長

くする旨の約定は有効であるが、短くする旨の約定は無効で

ある。 

２ 一般定期借地権の存続期間は50年以上で、契約の更新、建

物築造による存続期間の延長がない旨を約定することができ、

また、上記の存続期間を長くする旨の約定は有効であるが、

短くする旨の約定は無効である。 

３ 建物譲渡特約付借地権の存続期間は30年以上で、その設定

に際し、借地権を消滅させるため、設定後30年以上を経過し

た日に上記建物を借地権設定者に相当の対価で譲渡する旨を

約定するものであり、契約の更新がなく、上記の期間を長く

する旨の約定は有効であるが、短くする旨の約定は無効であ

る。 

４ 事業用借地権の存続期間は10年以上20年以下の範囲で約定

により設定することができ、契約の更新がなく、存続期間に

ついて上記10年より短くする旨の約定も、20年より長くする

旨の約定も無効である。 

 

【問 ６】 財団法人マンション管理センター（以下「センタ

ー」という。）が運営する「マンションみらいネット（以下

「みらいネット」という。）への登録に関する次の記述のう

ち、最も適切なものはどれか。 

１ マンション管理組合及び分譲業者並びにマンション管理業

者は、みらいネットの利用を希望する場合は、センターとの

間で利用契約を締結しなければならない。 

２ センターが行うマンションみらいネットにおけるマンショ

ン情報の登録に係る補助業務（以下「登録補助業務」とい

う。）を受託しようとするマンション管理士又は区分所有管

理士は、センターに備える登録補助者名簿に登録を受けなけ

ればならない。 

３ マンション管理業者は、マンションの管理組合から委託を

受け、登録補助業務を行うことができる。 

４ センターは、登録者であるマンション管理組合及び当該管

理組合が管理事務を委託しているマンション管理業者に対し、

管理者及びマンション管理業者用のＩＤ及びパスワードを交

付するものとする。 

 

【問 ７】 マンションの管理組合における管理費、修繕積立金

（以下「管理費等」という。）の滞納に関する次の記述のう

ち、区分所有法（昭和37年法律第69号）及び民事訴訟法（平

成８年法律第109号）によれば、正しいものはどれか。 

１ 区分所有者が管理費等を負担すべきことがマンションの規

約によって定められているときは、管理者は、先取特権の実

行によって、区分所有者が滞納した管理費等を回収すること

ができる。 

２ 区分所有者が滞納した管理費等が90万円以下の場合、管理

組合は少額訴訟手続を利用することができる。 

３ 管理費等の滞納した区分所有者が区分所有権を譲渡した場

合、その譲受人に管理費等の債務が移転するので、譲渡人で

ある元の区分所有者は管理費等の支払い義務を免れる。 

４ 管理費等を滞納している区分所有者が死亡した場合、管理

費等の債務は相続人に法定相続分にしたがって当然相続され

るものではない。 

 

【問 ８】 少額訴訟手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法

によれば、正しいものはどれか。 

１ 少額訴訟の判決に対しては、控訴をすることができる。 

２ 少額訴訟の利用は、同一の原告が同一簡易裁判所に対して

同一の年に５回までの提起しか許されない。 

３ 少額訴訟手続は、特別の事情がある場合を除き、３回の口

頭弁論期日で審理を完了しなければならない。 

４ 少額訴訟による審理及び裁判を求める旨の申述は、訴提起

の際にしなければならない。 

 

【問 ９】 不動産登記法（平成16年法第123号）に関する次の

記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 民法では、委任による代理人の権限は、本人の死亡によっ

て消滅するが、登記の申請をする者の委任による代理人の権

限は、本人の死亡によって消滅しない。 

２ 権利に関する登記の申請は、当事者又はその代理人が登記

所に出頭しなければならない。 

３ 表示に関する登記は、当事者の申請又は官庁もしくは公署

の嘱託によりすることができるが、登記官が職権ですること

もできる。 

４ 建物の表示に関する登記の登記事項には、一棟の建物の名

称として○○マンションという名称も含まれる。 

 

【問 10】 民事訴訟手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 当事者能力とは、民事訴訟の当事者となることができる一

般的資格のことであり、管理組合が権利能力なき社団もしく
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は民法上の組合であっても当事者能力は認められる。 

２ 弁論能力とは、法廷において現実に訴訟行為、特に弁論を

するための資格をいうが、弁論能力がなくとも陳述を禁止さ

れることはない。 

３ 当事者適格とは、訴訟物たる特定の権利又は法律関係につ

いて当事者として訴訟追行し、本案判決を求めることのでき

る資格をいう。 

４ 訴訟委任に基づく訴訟代理人について、地方裁判所または

高等裁判所においては弁護士資格のない訴訟代理人は、裁判

所により訴訟への関与を排除される。 

 

【問 11】 破産手続に関する次の記述のうち、破産法（平成16

年法律第75号）によれば、誤っているものはどれか。 

１ 免責許可の決定が確定したときは、破産者は破産手続によ

る配当を除き、原則として破産債権について支払い責任を免

れる。 

２ 免責の不許可事由に該当する場合であっても、裁判所は、

破産手続開始の決定に至った経緯その他一切の事情を考慮し

て免責を許可することが相当であると認めるときは、免責許

可の決定をすることができる。 

３ 浪費又は賭博その他の射幸行為をしたことによって著しく

財産を減少させ、又は過大な債務を負担したことは、免責不

許可事由とされる。 

４ 破産債権者は、破産者に対し免責許可の決定をすることの

当否について、裁判所に意見を述べることはできない。 

 

【問 12】 宅地建物取引業者であるＡが、自ら売主として、宅

地建物取引業者でない買主Ｂとマンションの売買契約を締結

した場合の瑕疵担保責任に関する次の記述のうち、民法及び

宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号。以下「宅建業法」

という。）の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 物件の瑕疵の原因が、当該マンションの設計事務所の設計

ミス又は建設業者の欠陥工事によるものであることが明確で

ある場合は、ＡはＢに対し、瑕疵担保責任を負わない。 

２ Ａ・Ｂ間において、「物件の瑕疵が補修可能なときは、Ｂ

はその瑕疵の補修を請求するものとし、損害賠償請求はでき

ない」と特約しても、その特約は無効である。 

３ 物件の瑕疵を、契約締結の時にＢが知っていた場合でも、

引渡しの日から２年間に限り、ＢはＡに対し、瑕疵担保責任

を追及することができる。 

４ Ａが負うべき瑕疵担保責任について、Ａ・Ｂ間の契約にお

いて何らの取り決めをしなかった場合は、ＡはＢに対し、引

渡しの日から10年間、瑕疵担保責任を負わなければならない。 

 

【問 13】 宅地建物取引業者が、マンションを分譲する際に行

うべき重要事項の説明に関する次の記述のうち、宅建業法の

規定によれば、正しいものはどれか。 

１ マンションが未完成で、図面が必要なときには、図面を交

付して説明しなければならない。 

２ 重要事項の説明をする宅地建物取引主任者は、その説明に

際し、相手方から請求があったときに限り、宅地建物取引主

任者証を提示すればよい。 

３ 買主が、会杜その他の法人である場合は、売買契約締結後、

遅滞なく重要事項の説明をすれば足りる。 

４ 重要事項の説明を、宅地建物取引業者の事務所以外の場所

で行った場合は、売貫契約を事務所で締結した場合でも、買

主は契約締結の日から８日間に限り、契約の解除をすること

ができる。 

 

【問 14】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法

律第81号。以下「品確法」という。）に関する次の記述のう

ち、正しいものはどれか。 

１ 品確法に定める「新築住宅」に該当するマンションについ

て、その瑕疵担保責任の期間を引き渡しの日から10年を超え

る期間とした場合は、10年に短縮される。 

２ 宅地建物取引業法の適用を受ける新築住宅の売買において

は、宅地建物取引業法が優先適用され、品確法は適用されな

い。 

３ 品確法の対象となる建物は、人の居住の用に供される家屋

又は家屋の部分であり、店舗、事務所のみの用に供される建

物は含まれない。 

４ 品確法の定める住宅性能表示制度は、一戸建住宅について

は任意の制度であるが、マンションについては必ず適用され

る。 

 

【問 15】 消費者契約法（平成12年法律第61号）に関する次の

記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 消費者契約法の対象となる消費者契約とは、消費者と事業

者との間で締結される契約のことである。 

２ 宅地建物取引業法が適用される契約でも、消費者契約に該

当する契約には消費者契約法も適用される。 

３ 会杜と会杜の間において締結される賃貸借契約は、居住用

建物を目的とするものであっても消費者契約法は適用されな

い。 

４ 消費者契約法における「事業者」とは、法人その他の団体

をいい、個人は、たとえ事業のために契約の当事者になる場

合であっても「消費者」である。 

 

【問 16】 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。

以下、本問において「個人情報保護法」という。）に関する

次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 個人情報保護法において、「個人情報」とは、個人のプラ

イバシーや秘密のことをいい、単なる氏名、生年月日、住所

はこれに含まれない。 

２ マンションの物件情報に、所有者の氏名が含まれていなく

ても、その物件を特定できるものであるときは、法にいう

「個人情報」に該当する。 

３ 個人情報保護法により一定の義務が課せられる「個人情報

取扱事業者」とは、本人から直接に個人情報を取得し、これ

を事業の用に供する者をいい、マンションの管理組合を通じ

て当該組合員の個人情報を取得するマンション管理業者は、

これに該当しない。 

４ 個人情報取扱事業者が、個人データを第三者に提供すると

きは、その提供が法令に基づく場合であっても、本人の同意

を得なければならない。 

 

【問 17】 都市計画法（昭和43年法律第100号）に関する次の

記述のうち、開発許可を受けなければならない開発行為は次

のうちどれか。 

１ 市街化調整区域、区域区分が定められている都市計画区域

または準都市計画区域内において行う開発行為で、農業、林

業、もしくは漁業の用に供する政令で定める建築物またはこ

れらの業務を営む者の居住の用に供する建築物の建築の用に

供する目的で行う開発行為 

２ 駅舎その他の鉄道の施設、社会福祉施設、医療施設、学校

教育法による学校（大学、専修学校及び各種学校を除く）、

公民館、変電所その他これらに類する政令で定める公益上必

要な建築物の建築の用に供する目的で行う開発行為 

３ 土地区画整理事業の施行として行う開発行為 

４ 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為 

 

【問 18】 都市再開発法（昭和44年法律第38号）に定める監督

等に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 都道府県知事は、個人施行者の施行する第１種市街地再開

発事業につき、その事業または会計がこの法律もしくはこれ

にもとづく行政庁の処分または規準、規約、事業計画もしく

は権利変換計画に違反すると認めるときその他監督上必要が

あるときは、その事業または会計の状況を検査し、その結果、

違反の事実があると認めるときは、その施行者に対し、その

違反を是正するため必要な限度において、その施行者のした

処分の取消し、変更もしくは停止またはその施行者のした工

事の中止もしくは変更その他必要な措置を命じなければなら

ない。 

２ 都道府県知事は、組合の施行する第１種市街地再開発事業
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につき、その事業または会計がこの法律もしくはこれにもと

づく行政庁の処分または定款、事業計画、事業基本方針、も

しくは権利変換計画に違反すると認めるときその他関知苦情

必要があるときは、その組合の事業または会計状況を検査し

なければならない。 

３ 都道府県知事は、組合の組合員が総組合員の10分の１以上

の同意を得て、その組合の事業または会計がこの法律もしく

はこれにもとづく行政庁の処分または定款、事業計画、事業

基本方針もしくは権利変換計画に違反する疑いがあることを

理由として組合の事業または会計の状況を検査しなければな

らない。 

４ 都道府県知事は、再開発会社の施行する市街地再開発事業

につき、その事業または会計がこの法律もしくはこれにもと

づく行政庁の処分または規準、事業計画、権利変換計画もし

くは管理処分計画に違反すると認めるときその他監督上必要

があるときは、その再開発会社の事業または会計の状況を検

査しなければならない。 

 

【問 19】 都市再開発法に定める組合の解散に関する次の記述

のうち、正しいものはどれか。 

１ 組合が解散したときは、都道府県知事の承認を得た後、理

事がその清算人となる。ただし、総会で他の者を選任したと

きは、この限りでない。 

２ 清算人は、就職の後遅滞なく、組合の財産の現況を調査し、

財産目録を作成し、及び財産処分の方法を定め、財産目録及

び財産処分の方法について都道府県知事の承認を求めなけれ

ばならない。 

３ 清算人は、都道府県知事の承認を得た後でなければ、その

残余財産を処分することができない。 

４ 清算人は、清算事務が終わったときは、遅滞なく、国土交

通省で定めるところにより、決算報告書を作成し、これにつ

いて都道府県知事の承認を得た後、これを組合員に報告しな

ければならない。 

 

【問 20】 都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）に関す

る次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 都市再生本部は、都市の再生に関する施策の重点的かつ計

画的な推進を図るための基本方針の案を作成し、閣議の決定

を求めなければならない。 

２ 都市再生本部は、都市再生緊急整備地域ごとに、都市再生

基本方針に即して、当該再生緊急整備地域の整備に関する方

針を定めなければならない。 

３ 国の行政機関及び関係地方公共団体の長は、都市再生緊急

整備地域における都市開発事業の施行に関し、法令の規定に

よる許可その他処分を求められたときは、当該都市開発事業

が円滑かつ迅速に施行されるよう、適切な配慮をするものと

する。 

４ 国及び関係地方公共団体は、地域整備方針に即して、都市

再生緊急整備地域における都市開発事業の施行に関連して必

要となる公共施設その他の公益的施設の整備の促進に努める

ものとする。 

 

【問 21】 建築基準法（昭和25年法律第201号）に定める防火

地域・準防火地域に関する次の記述のうち、正しいものはど

れか。 

１ 防火地域または準防火地域内においては、建築物の屋根は

すべて耐火構造または準耐火構造としなければならない。 

２ 建築物が防火地域及び準防火地域にわたる場合においては、

その全部について準防火地域内の建築物に関する規定が適用

される。 

３ 防火地域内において、延べ面積が50㎡の平屋建の附属建築

物で、外壁及び軒裏が防火構造のものは、耐火建築物にしな

くてもよい。 

４ 防火地域内にある延べ面積が120㎡の建築物は、準耐火建築

物としなければならない。 

 

【問 22】 マンションの管理組合の規約に次のような定めをし

ている場合において､建物の区分所有等による法律（昭和37年

法律第69号。以下「区分所有法」という。）又は民法によれ

ば、無効とされる規定はどれか。 

１ 建物の価格の２分の１以下に相当する部分が滅失した場合

の復旧の決議は、出席組合員の議決権の３分の２以上で決す

ると定めること｡ 

２ 管理組合に管理者を２名置き、うち１名は区分所有者以外

の者から選任すると定めること｡ 

３ 組合管理部分に関する管理業務委託契約の締結については、

理事会の決議によると定めること｡ 

４ 組合員がマンションを転売するときは、予め理事会が新区

分所有者となる者の資格審査を行い､その承諾を得なければな

らないと定めること｡ 

 

【問 23】 罰則に関する次の記述のうち、区分所有法によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 管理者は、規約、集会の議事録、書面決議の書面又は電磁

的記録を保管する義務を負い、この保管義務に違反した場合

は、過料に処せられる｡ 

２ 管理組合とは何の関係もない第三者が管理組合法人又は団

地管理組合法人の名称を用いた場合にも、その第三者は過料

に処せられる｡ 

３ 過料に処する手続は、当該管理組合の組合員に限らず､第三

者からの申立てであっても開始されることがある。 

４ 過料の裁判により科された過料は、裁判所がいったん保管

した後､被害を受けた管理組合に支払われる｡ 

 

【問 24】 管理組合法人に関する次の記述のうち、区分所有法

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 管理組合法人は、集会の決議によって解散する｡ 

２ 管理組合法人の成立前の集会の決議、規約及び管理者の職

務の範囲内の行為は、管理組合法人につき効力を生ずる｡ 

３ 理事が数人あるときは、規約又は集会の決議によって、管

理組合法人を代表すべき理事を定め、又は数人の理事が共同

して管理組合法人を代表すべきことを定めなければならない｡ 

４ 管理組合法人と理事との利益が相反する事項については、

監事が管理組合法人を代表する｡ 

 

【問 25】 次の記述のうち、区分所有法によれば、正しいもの

どれか。 

１ 区分所有者Ａの滞納管理費を隣戸の区分所有者Ｂが立て替

えて管理組合に支払った場合、ＢはＡからマンションを買受

けたＣに対し､その立替え費用の償還を請求することができる

が先取特権を行使することはできない。 

２ 管理組合は､区分所有者Ａのマンションが競売となり、その

手続によりこれを買受けたＢに対し、Ａが滞納した管理費を

請求することができるが、その滞納管理費について先取特権

を行使することはできない｡ 

３ 管理組合は、集会で修繕工事の一時分担金の徴収を決議し

た当時の区分所有者Ａだけでなく、現在の区分所有者（転得

者）Ｃに対しても滞納した一時分担金を請求することができ

るし、Ｃに対して先取特権を行使することもできる｡ 

４ 規約で、管理者に対する報酬を支払うべきことが定められ

ている場合において、その報酬が支払われないときは、管理

者は、区分所有者に対し､規約に定めた持分割合に応じた金額

について先取特権を行使することができる。 

 

【問 26】 管理組合の総会の会議及び議事に関する次の記述の

うち、マンション標準管理規約・単棟型（平成16年国土交通

省公表。以下「標準規約」という。）の定めによれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ 共用部分の変更のうち、その形状又は効用の著しい変更を

伴わないものについて、組合員総数及び議決権総数の各過半

数の賛成が得られず否決された。 

２ 規約の変更について、組合員総数及び議決権総数の各４分

の３以上の賛成が得られず否決された。 

３ 建物の価格の３分の２を超える部分が滅失した場合の滅失
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した共用部分の復旧について、組合員総数及び議決権総数の

各４分の３以上の賛成が得られず否決された。 

４ 建替え決議について、組合員総数及び議決権総数の各５分

の４以上の賛成が得られず否決された。 

 

【問 27】 管理組合の役員に関する次の記述のうち、標準規約

の定めによれば、正しいものはどれか。 

１ 役員は、辞任によって退任する場合であっても、後任の役

員が就任するまでの間は引き続きその職務を行う。 

２ 理事長は、区分所有法に定める管理者であるため、当該マ

ンションに現に居住する組合員でなくなった場合でも、その

地位を失わない。 

３ 理事長は、管理組合を代表しその業務を統括するため、他

の理事に職務の一部を委任することはできない。 

４ 監事は、理事と共に理事会を構成し、管理組合の業務の執

行及び財産の状況を監査する。 

 

【問 28】 次の記述のうち､標準規約の定めによれば､正しいも

のはどれか｡ 

１ 共用部分のうち規約で専用使用が認められているバルコニ

ー、玄関扉、窓枠、窓ガラス、屋上テラス等の管理のうち、

通常の使用に伴うものについては、その専用使用権を有する

者がその責任と負担においてこれを行わなければならない。 

２ 共用部分のうち各住戸に附属する窓ガラスを断熱性能に優

れた複層ガラスに交換する工事は、専用使用権を有する者が

その責任と負担において実施しなければならない。 

３ 共用部分となっている配管配線と構造上一体となった専有

部分である枝管枝線等の設備の管理を一体で行う必要がある

ときは、その住戸の区分所有者又は占有者がその責任と負担

において行わなければならない。 

４ 共用部分となっている各住戸の玄関扉の鍵の交換は、管理

組合がその責任と負担において行わなければならない。 

 

【問 29】 次の事項のうち、標準規約によれば理事会の決議の

みで行うことができると規定されているものはどれか。 

１ 修繕積立金の保管方法の変更 

２ 共同生活の秩序を乱す行為を行う区分所有者等に対する勧

告又は指示 

３ 使用料の賦課徴収方法の変更 

４ 組合管理部分に関する管理委託契約の締結 

 

【問 30】 マンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成

14年法律第78号。以下「円滑化法」という）に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 円滑化法は、マンションの建替えの実行がよりスムーズに

行えるようにすることにより、マンションの良好な住環境の

確保を図り、国民生活の安定向上等に寄与することを目的と

している。 

２ 円滑化法は、マンション（２以上の区分所有者が存する建

物で人の居住の用に供する専有部分のあるもの。）に適用さ

れる。 

３ 区分所有法の規定によるマンションの建替え決議により建

替えを行う旨の合意をした者とみなされた者は、５人以上共

同して、都道府県知事の認可を受けて、組合（以下「建替組

合」という。）を設立することができる。 

４ 同一敷地に存する２以上のマンションについて建替え決議

が行われたとき、当該２以上のマンションに係る建替え合意

者は、10人以上共同して、都道府県知事に建替組合の設立の

認可を申請することができる。 

 

【問 31】 建替組合に関する次の記述のうち、円滑化法によれ

ば、誤っているものはどれか。 

１ 建替組合には、役員として理事３人以上及び監事２人以上

を置くものと定められている。 

２ 建替組合には、円滑化法及び建替組合の定款で定める権限

を行わせるため、審査委員を５人以上を置くものと定められ

ている。 

３ 建替組合の組合員の数が50人を超える場合は、総会に代わ

ってその権限を行わせるために総代会を設けることができる。 

４ マンションの建替事業を施行する者は、管理規約を定めよ

うとするときは、当該管理規約を２週間公衆の縦覧に供しな

ければならない。  

 

【問 32】 建替組合の事業計画に規定する必要がない事項は、

円滑化法によれば、次のうちどれか。 

１ 施行マンションの状況 

２ 施行再建マンションの設計の概要及びその敷地の区域 

３ 施行再建マンションの事業施行期間並びに資金計画 

４ 施行マンションの修繕積立金として既に積み立てられてい

る額 

 

【問 33】 マンション標準管理委託契約書（平成15年４月９日

国総動第３号。以下「標準契約書」という。）及び標準契約

書コメント（以下「コメント」という。）に関する次の記述

のうち、正しいものはどれか。 

１ 標準契約書では、適正化法で基幹事務の一括再委託を禁止

していることを踏まえ、管理組合から委託を受ける業務のう

ち事務管理業務の一括再委託ができないものと規定している。 

２ 標準契約書では、管理組合は、管理事務に要する費用のう

ち定額委託業務費以外の費用について、毎月管理会社が指定

する口座に振り込む方法により支払うものと規定している。 

３ 標準契約書では、解約の申入れは、少なくとも３月前に口

頭又は文書のいずれかの方法により、その相手方に対し行う

ものと規定している。 

４ 標準契約書では、管理委託契約の更新について、「管理組

合及び管理業者は、本契約の有効期間が満了する日の３月前

までに、双方から申出がないときは、本契約は従前と同一の

条件を持って更新されたものとする。」と規定している。 

 

【問 34】 標準契約書及び標準契約書コメントに関する次の記

述のうち、正しいものはどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者は管理事務を行うために必要が

あるときは、管理組合の組合員に対して専有部分又は専用使

用部分への立入りを請求することができるものと規定してい

る。 

２ 標準契約書では、管理業者は、その従業員又は管理事務を

再委託している者の従業員が、管理事務の遂行に関し管理組

合又は組合員及び占有者（以下「組合員等」という。）に損

害を及ぼしたときは、管理組合又はその組合員等に対し、使

用者としての責任を負うものと規定している。 

３ 標準契約書では、管理業者は、管理事務を行うために必要

なときは、組合員等に対し、管理組合に代わって、有害な行

為の是正等のため必要な勧告又は指示若しくは警告を行うこ

とができるものと規定している。 

４ 標準契約書では、管理業者及びその従業員は、正当な理由

がある場合を除いて、管理委託契約の期間中は、管理事務に

関して知り得た管理組合及びその組合員の秘密を漏らしては

ならないものと規定している。 

 

【問 35】 標準契約書によれば、管理組合及び管理業者がその

相手方に通知しなければならないものは、次のうちどれか。 

１ マンション管理業者の代表者が変更したとき 

２ 管理委託契約書に記名、押印した管理業務主任者が変更し

たとき 

３ 管理組合の役員が変更したとき 

４ マンションに勤務している管理員が変更したとき 

 

【問 36】 固定資産税の課税について、次のうち最も不適切な

ものはどれか。なお、別段の特約等はないものとする。 

１ 平成17年４月１日に竣工したマンションには、平成17年度

の固定資産税は課税されない。 

２ 固定資産税は固定資産の所有者に対して課されるが、信託

会社が信託の引受けをした償却資産で、その信託行為の定め

るところにしたがい当該信託会社が他の者にこれを譲渡する
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ことを条件として当該他の者に賃貸しているものについては、

当該償却資産が当該他の者の事業の用に供するものであると

きは、当該他の者が固定資産の所有者と見なされる。 

３ マンションの敷地にかかる固定資産税を、各区分所有者が

その持分割合により按分した額を納付しようとするときは、

原則として、専有部分の床面積と土地の持分割合が一致して

いなければならない。 

４ 平成17年11月に中古マンションの売買契約を締結し、直ち

に代金を授受して引渡を受けて平成18年２月に所有権移転登

記を終えた場合は、平成17年度の固定資産税は買主に課税さ

れる。 

 

【問 37】 会社員Ａは、平成17年４月にその所有するＢマンシ

ョンを800万円で購入し、200万円をかけて浴室の交換等のリ

フォーム工事をした上で、月額10万円で第三者に賃貸した。

この場合の税務について、次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

１ Ａは、賃借人から受領する敷金および礼金について、その

全額を収入として計上しなければならない。 

２ Ｂマンションは土地と建物が一体になっているので、購入

額の800万円から減価償却費を求め、必要経費として計上する

ことができる。 

３ 建物の減価償却の方式として、定率法もしくは定額法を任

意に選択することができる。 

４ リフォーム工事に要した費用の200万円は、減価償却の対象

となる。 

 

【問 38】 Ｂマンションの管理組合では次に掲げる事業が行わ

れている。このうち、管理組合が法人税法に定める収益事業

を行っているとして、課税される可能性があるものはいくつ

あるか。ただし、必要経費等は考慮しないものとする。 

ア 駐車場を、Ｂマンションの区分所有者のほか賃借人の利用

に供し、駐車場使用料を得ている。 

イ バイク置場の空いている区画を隣接のＣマンションの住民

に貸し出し、バイク置場使用料を得ている。 

ウ Ｂマンションの屋上に設置された広告塔に、Ｂマンション

を分譲した会社の看板を掲出し、掲出料を得ている。 

エ Ｂマンションの屋上に携帯電話の中継基地用のアンテナを

設置し、設置料を得ている。 

オ 集会室を、Ｂマンションの区分所有者の利用が少ない時間

帯に、近隣の学習塾に貸し出し、集会室使用料を得ている。 

カ 集会室を、月に１回近隣の自治会の会合のために貸し出し、

集会室使用料を得ている。 

１ １つ 

２ ２つ 

３ ３つ 

４ ４つ以上 

 

【問 39】 管理組合の会計処理に関する次の記述について、最

も不適切なものはどれか。 

１ 管理組合会計は営利を目的としていないため、公益法人会

計に基づく処理が望ましいが、実際には企業会計に準じた会

計処理が行なわれていることが大半である。 

２ 管理組合の収支について組合員の関心と理解を深めるため

には、事業年度ごとに、管理組合会計の処理方法を変更する

ことが望ましい。 

３ 予算と決算との差異が少なければ少ないほど、管理組合会

計は健全であるといえる。 

４ 管理費を専有部分の床面積比ではなく全戸一律の金額又は

階層比率若しくは効用比率等により区分所有者に賦課したい

場合は、管理規約でその旨を定めればよい。 

 

【問 40】 Ｘ管理組合は、甲銀行及び乙銀行に管理組合理事長

Ｙ名義でそれぞれ預金口座を開設し、管理組合の管理費及び

修繕積立金を預金している。また、管理組合理事長Ｙも、甲

銀行及び乙銀行に、Ｙ個人の名義で預金口座を開設し自己の

資金を預金している。 

 この場合において、甲銀行及び乙銀行が破綻したときは、

預金保険法により、管理組合の預金が全額保護される可能性

のある組合せは、次のうちいくつあるか。 

 なお、甲銀行及び乙銀行はＸ管理組合の預金口座につき

「人格なき社団」として取扱っており、管理組合には他の預

金もしくは借入金はないものとし、利息については無視する

ものとする。また、普通預金（無利息型）は決済用預金に、

普通預金（有利息型）は一般預金等に分類されるものとする。 

 

ア 

 Ｘ管理組合理事長Ｙ名義 Ｙ名義 

甲銀行Ａ支店 定期預金 1000万円 定期預金 600万円

甲銀行Ｂ支店 普通預金(有利息型) 200万円  

乙銀行Ｃ支店 定期預金 500万円  

乙銀行Ｄ支店 普通預金(無利息型) 500万円  

 

イ 

 Ｘ管理組合理事長Ｙ名義 Ｙ名義 

甲銀行Ａ支店 定期預金 500万円  

甲銀行Ｂ支店 普通預金(有利息型) 600万円  

乙銀行Ｃ支店 定期預金 1000万円 定期預金 1500万円

乙銀行Ｄ支店   定期預金 1500万円

 

ウ 

 Ｘ管理組合理事長Ｙ名義 Ｙ名義 

甲銀行Ａ支店 定期預金 500万円  

甲銀行Ｂ支店 普通預金(無利息型) 1200万円  

乙銀行Ｃ支店 定期預金 500万円 定期預金  700万円

乙銀行Ｄ支店 普通預金(有利息型) 500万円  

 

エ 

 Ｘ管理組合理事長Ｙ名義 Ｙ名義 

甲銀行Ａ支店 定期預金 300万円 定期預金 1200万円

甲銀行Ｂ支店 普通預金(有利息型) 200万円  

乙銀行Ｃ支店 定期預金(有利息型) 1000万円 普通預金 2000万円

乙銀行Ｄ支店 普通預金(無利息型) 1500万円  

 

１ ０ 

２ １つ 

３ ２つ 

４ ３つ 

 

【問 41】 建築構造に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

１ コンクリートは引っ張りに強く、鉄筋は圧縮に強い特性を

有する。 

２ 鉄骨造（Ｓ造）は、構造上主要な骨組に鋼材を用い、低層

建築に適している。 

３ 鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）は、鉄筋とコンクリートの

長所を生かす構造だが、耐火性に劣る。 

４ 鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）は、ねばり強さを備

え、耐震性に優れた耐火構造である。 

 

【問 42】 建築設備に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

１ 建築基準法の規定によると、高さが25ｍを超える建築物

（政令で定めるものを除く。）には、非常用の昇降機を設け

なければならない。 

２ 機械換気設備で、第３種機械換気設備とは、給気は自然給

気、排気は機械排気設備のことをいう。 

３ 建築物への電力の供給は、供給電圧により、「低圧引込」、

「中圧引込」及び「高圧引込」の３種類に分けられている。 

４ マンションにおけるガス配管設備は、本管及び敷地境界か

ら建物の取り込み口までが、ガス事業者に所有権がある。 

 

【問 43】 消防法（昭和23年法律第86号）に関する次の記述の

うち、誤っているものはどれか。 
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１ ２階に直接地上へ通ずる出入り口がある場合は、２階は避

難階である。 

２ 消防用設備等の点検は、１年に１回の総合点検をすればよ

い。 

３ 防火管理者は、消防計画に基づき消火、通報及び避難の訓

練を定期的に実施しなければならない。 

４ 消防用設備等で消火活動上必要な施設には、排煙設備、連

結散水設備、連結送水管、非常コンセント及び無線通信補助

設備がある。 

 

【問 44】 マンションの排水設備に関する次の記述のうち、最

も適切なものはどれか。 

１ マンションにおける排水の種類には、汚水、雑排水、雨水

がある。 

２ トラップは、排水管からの臭気などの逆流、害虫の侵入を

防ぐ目的で１つの排水系統に２個設けるとより効果が現れる。 

３ 伸頂通気管の立て管の最上部は、大気中に開放されていな

くても機能上、問題はない。 

４ 屋上に通じている雨樋に雑排水用通気立て管を接続し、兼

用してもよい。 

 

【問 45】マンションの長期修繕計画に関する次の記述のうち、

最も適切なものはどれか。 

１ 長期修繕計画の見直し時期については、工事費等の大きな

変動があった場合に限り、必要とされる。 

２ 長期修繕計画はマンション竣工時の水準を維持することを

目的とし、将来の建替えを想定する必要はない。 

３ 新築時の長期修繕計画の作成期間は30年程度以上とするこ

とが望ましい。 

４ 長期修繕計画の修繕周期は、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令に定める耐用年数に基づき、計画することが望ま

しい。 

 

【問 46】 マンション等に関する次の記述のうち、適正化法に

よれば、誤っているのはどれか。 

１ マンションとは、２以上の区分所有者が存する建物で、人

の居住の用に供する専有部分のあるもの並びにその敷地及び

附属施設をいう。 

２ マンション分譲業者がマンションを新築した後、区分所有

権のすべてを自らが単独で所有する場合、２以上の居住者が

いても、適正化法の対象とはならない。 

３ 専有部分のすべてが事務所、店舗等として使用されている

マンションは、適正化法の対象となる。 

４ 管理者等とは、マンションの集会で選任された管理者又は

管理組合法人の理事をいう。 

 

【問 47】 管理業務主任者の設置に関する次の記述のうち、適

正化法、同法施行規則（平成13年国土交通省令第110号。以下

「施行規則」という。）及び国土交通省通達によれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ マンション管理業者は、その事務所ごとに、管理事務の委

託を受けた管理組合数30組合につき１名以上の割合で、成年

者である専任の管理業務主任者を置かなければならない。 

２ 専任の管理業務主任者は、宅建業法に規定する専任の取引

主任者を兼務することができないが、専任でない取引主任者

を兼務することは差し支えない。 

３ マンション管理業者は、その事務所に設置した専任の管理

業務主任者の退職等により、適正化法に定める専任の管理業

務主任者の設置義務に抵触するに至ったときは、２週間以内

に、その設置義務に適合させるため必要な措置をとらなけれ

ばならない。 

４ マンション管理業者が、その事務所に設置すべき専任の管

理業務主任者の設置義務に違反した場合、都道府県知事から、

一定の期間を定めて、業務の全部又は一部の停止命令を受け

る。 

 

【問 48】 管理事務の報告に関する次の記述のうち、適正化法、

施行規則及び国土交通省通達によれば、誤っているものはど

れか。 

１ 管理組合に管理者等が置かれている場合、マンション管理

業者は、管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、所定の事項

を記載した管理事務報告書を作成して管理者等に交付し、管

理業務主任者をして当該管理事務に関する報告をさせなけれ

ばならない。 

２ 管理組合に管理者等が置かれていない場合、マンション管

理業者は、管理組合の事業年度終了後、遅滞なく、所定の事

項を記載した管理事務報告書を作成し、説明会を開催して、

管理業務主任者をして当該管理組合を構成する区分所有者等

に交付させ、当該管理事務に関する報告をさせなければなら

ない。 

３ マンション管理業者は、管理組合の管理者等及び区分所有

者等に交付すべき管理事務報告書を作成するときは、管理業

務主任者をして当該書面に記名押印させなければならない。 

４ 管理事務報告の説明会は、開催日の１週間前までに、説明

会の開催日時及び場所について、区分所有者等の見やすい場

所に掲示しなければならない。 

 

【問 49】 重要事項の説明に関する次の記述のうち、適正化法、

施行規則及び国土交通省通達によれば、正しいものはどれか。 

１ 新築マンションの管理受託契約のうち、当該マンションの

建設工事の完了の日から１年を経過するまでに契約期間が満

了するものについては、マンション管理業者は重要事項説明

をおこなわなくてもよい。 

２ 新築マンションの売買契約の締結時に、すべての購入者か

ら書面で当該マンションの管理受託契約の締結に関して同意

が得られている場合は、当該委託契約の期間が建設工事完了

の日から１年を超える場合であっても、重要事項の説明を行

う必要はない。 

３ 重要事項の説明の規定は、マンション管理業者が当該マン

ションの区分所有法上の管理者に選任されている場合には適

用されない。 

４ 団地型のマンションにおいて、団地全体の管理組合のほか

に各棟ごとの管理組合が併存している場合、それらの管理組

合との間で個別に管理受託契約を締結または更新しようとす

るときの重要事項の説明は、団地管理組合に対して行えば足

り、各管理組合ごとに行う必要はない。 

 

【問 50】 次の記述のうち、適正化法、施行規則及び国土交通

省通達によれば、正しいものはどれか。 

１ 管理業務主任者の登録を取り消された者は、取消の通知を

受けた日から起算して10日以内に管理業務主任者証を国土交

通大臣に返納しなければならない。 

２ 管理業務主任者の登録を受けた者は、登録を受けた事項に

変更があったときは30日以内にその旨を国土交通大臣に届け

出なければならない。 

３ マンション管理業者は、使用人その他従業者に、その従業

者であることを証する証明書（以下「従業者証明書」とい

う。）を携帯させなければならないが、当該従業者が管理業

務主任者証を携帯すれば、従業者証明書を携帯する必要はな

い。 

４ マンション管理業者Ａは、管理組合から委託を受けた管理

事務の一部を外部業者Ｂに再委託をすることができるが、こ

の場合、マンション管理業者Ａは、外部業者Ｂの従業員にも

マンション管理業者Ａの使用人その他従業者である旨の従業

者証明書を携帯させなければならない。 

 

解   答 

問１＝２ 問２＝３ 問３＝２ 問４＝２ 問５＝１ 問６＝２ 

問７＝１ 問８＝４ 問９＝２ 問10＝２ 問11＝４ 問12＝２ 

問13＝１ 問14＝３ 問15＝４ 問16＝２ 問17＝１ 問18＝３ 

問19＝４ 問20＝１ 問21＝３ 問22＝４ 問23＝４ 問24＝３ 

問25＝３ 問26＝１ 問27＝１ 問28＝１ 問29＝２ 問30＝４ 

問31＝２ 問32＝４ 問33＝１ 問34＝１ 問35＝３ 問36＝４ 
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問37＝４ 問38＝４ 問39＝２ 問40＝３ 問41＝４ 問42＝２ 

問43＝２ 問44＝１ 問45＝３ 問46＝３ 問47＝４ 問48＝３ 

問49＝１ 問50＝１ 

 

 
 

平成17年度 
記述式試験問題 

 

※７問のうち４問を選択して解答。 

 

【問 １】 個人情報の保護に関する法律（平成15年法第57号。

以下「個人情報保護法」という。）に関する次の記述につい

て、（  ）内に適切な語句を記入しなさい。 

１ 個人情報保護法で定める「個人情報」とは、生存する個人

に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、（①）そ

の他の記述等により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の

個人を識別することができることとなるものを含む。）をい

う。 

２ 個人情報保護法で定める（②）等とは、個人情報を含む情

報の集合物であって、特定の個人情報を（③）を用いて検索

することができるように体系的に構成したもののほか、特定

の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構

成したものとして政令で定めるものをいう。 

３ 個人情報保護法で定める（④）とは、（②）等を事業の用

に供している者であって、国の機関、地方公共団体、独立行

政法人等、地方独立行政法人、その取り扱う個人情報の量及

び利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少ない

ものとして政令で定める者以外のものをいい、その事業の用

に供する（②）等を構成する個人情報によって識別される特

定の個人の数の合計が過去（⑤）月以内のいずれの日におい

ても（⑥）を超えないものをいう。 

４ （④）は、個人情報を取扱うに当たっては、その（⑦）を

できる限り特定しなければならず、その（⑦）を変更する場

合には、変更前の（⑦）と相当の関連性を有すると合理的に

認められる範囲を超えて行ってはならない。 

５ （④）は、その（⑧）に個人データを取り扱わせるに当た

っては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該

（⑧）に対する必要かつ適切な監督を行うとともに、個人デ

ータの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱い

を委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を

受けた者に対する必要かつ適切な監督を行わなければならな

い。 

６ （④）は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の

同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

一 （⑨）に基づく場合 

二 人の生命、身体又は（⑩）の保護のために必要がある場

合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。 

三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特

に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難

であるとき。 

四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者

が（⑨）の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該

事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

【解答欄】 

① 生年月日 ⑥ 5000 

② 個人情報データベース ⑦ 利用目的 

③ 電子計算機(パソコンも可) ⑧ 従業者(従業員､職員 も可)

④ 個人情報取扱事業者 ⑨ 法令(法律も可) 

⑤ ６(６ケ、６か も可) ⑩ 財産 

 

【問 ２】 建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法第69号。

以下「区分所有法」という。）第32条では、最初に建物の専

有部分の全部を所有する者は、公正証書により、一定の事項

について規約を設定することができるとされているが、公正

証書で設定できる規約事項を記入しなさい。 

 

【解答欄】 

① 規約共用部分の定め（法第４条第２項） 

② 規約敷地の定め（法第５条第１項） 

③ 専有部分と敷地利用権の分離処分可能の定め（第22条第

１項ただし書） 

④ 専有部分の床面積の割合以外の敷地利用権の割合の定め

（第22条第２項ただし書） 

 

【問 ３】 従前と同一の条件で管理委託契約を更新しようとす

る場合のマンション管理業者の次の対応について、マンショ

ンの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149

号）に抵触する選択肢の番号を選び、その理由を書きなさい。 

(1) Ａ管理組合とＢ管理業者は、マンションの管理事務の委託

に関し、契約期間を平成16年12月１日から平成17年11月30日

までとする管理委託契約を締結していた。 

(2) 当該管理委託契約では、契約の更新に関し、次のような規

定をしていた。なお、甲はＡ管理組合を、乙はＢ管理業者を

いう。 

（契約の更新） 

第○条 甲又は乙は、本契約を更新しようとする場合、本契

約の有効期間が満了する日の３月前までに、その相手方に

対し、書面をもって、その旨を申し出るものとする。ただ

し、本契約の有効期間が満了する日の３月前までに、甲又

は乙から申出がないときは、本契約は従前と同一の条件を

もって更に１年更新されるものとし、更新された契約につ

いてもまた同様とする。 

２ 本契約の更新について申出があった場合において、その

有効期間が満了する日までに更新に関する協議がととのう

見込みがないときは、甲及び乙は、本契約と同一の条件で、

期間を３月間とする暫定契約を締結することができる。 

１ 現管理委託契約の更新（更新契約の期間を平成17年12月１

日より平成18年11月30日までとするもの。以下、同じ。）に

ついて、Ａ管理組合及びＢ管理業者双方から、当該委託契約

の有効期間が満了する日までに何等申出がなかったため、双

方とも従前と同一の条件で契約が更新されたものと理解して

いた。 

２ Ａ管理組合では毎年２月に定期総会が開催することとされ

ており、平成18年１月28日開催の理事会で定期総会を平成18

年２月26日に開催することとし、総会議案としてＢ管理業者

との委託契約の更新を上程することが決議された。 

３ 平成18年２月26日の定期総会ではＢ管理業者との契約更新

が審議されたが、特段の意見もなく承認可決された。なお、

Ｂ管理業者は更新契約が従前と同一の条件であったため、あ

らためてＡ管理組合に対し、更新に係る契約の成立時の書面

の交付をしていない。 

 

【解答欄】 

番号 １  

理由： 

(1) 契約に係る重要事項説明にかかる書面を、区分所有者に

対して交付していないため。 

(2) 管理者である理事長に対し、管理業務主任者による重要

事項の説明がなされていないため。 

適正化法第72条２項～５項。 

 

番号 ３  

理由： 

 更新契約に係る契約成立時の書面の交付をしていないた

め。 

 適正化法第73条。 

 

【問 ４】 昨今、大規模な地震が頻発していることや今後、首
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都圏直下型地震の発生が予見されること等から、建築物の耐

震改修の促進に関する法律（平成17年法律第120号。以下「耐

震改修法」という。）が改正され、平成18年１月26日から施

行された。 

 以下は、耐震改修法に基づく国土交通大臣の基本方針（平

成18年国土交通省告示第184号）の抜粋だが、（  ）内に下

記の語群の中から適切な語句を選び、解答欄に記入しなさい。 

１ 公共建築物の耐震化の推進 

 国及び（①）は、公共建築物の（②）を速やかに行い、耐

震性に係るリストを作成及び公表するとともに、整備目標及

び整備プログラムの策定等を行い、計画的かつ重点的な耐震

化の促進に積極的に取り組むべきである。 

２ 法に基づく指導等の実施 

(1) 所管行政庁は、全ての（③）の所有者に対して、耐震改

修法第７条第１項の規定に基づく（④）を実施するよう努

めるとともに、指導に従わない者に対しては同条第２項の

規定に基づき必要な指示を行い、その指示にしたがわなか

ったときは、その旨を公報、ホームページ等を通じて公表

すべきである。 

(2)（④）、指示等を行ったにもかかわらず、（③）の所有者

が必要な対策をとらなかった場合には、所管行政庁は、

（⑤）上主要な部分の地震に対する安全性について著しく

（⑥）上危険であると認められる建築物については速やか

に（⑦）第10条第３項の規定に基づく（⑧）を、損害、腐

食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば（⑤）上危険

となるおそれがあると認められる建築物については、同条

第１項の規定に基づく勧告や同条第２項の規定に基づく

（⑧）を行うべきである。 

３ 建築物の（②）及び耐震改修の目標の設定 

 東海、東南海・南海地震に関する地震防災戦略（中央防災

会議決定）において、10年後に死者数及び経済被害額を被害

想定から半減させることが目標とされたことを踏まえ、住宅

の耐震化率及び多数の者が利用する建築物の耐震化率につい

て、現状の（⑨）％を、平成27年までに少なくとも（⑩）％

にすることを目的とする。 

 

〈語群〉 

50  勧告  建築設備  耐震診断  100   

マンションの建替えの円滑化等に関する法律  命令   

使用禁止  取り壊し  特定建築物  衛生   

地方公共団体  保安  技術的  指導・助言   

耐震改修  特定行政庁  90  建築基準法   

特殊建築物  水平耐力  75  構造耐力   

住宅の品質確保の促進等に関する法律  建築主事 

【解答欄】 

① 地方公共団体 ⑥ 保安 

② 耐震診断 ⑦ 建築基準法 

③ 特定建築物 ⑧ 命令 

④ 指導・助言 ⑨ 75 

⑤ 構造耐力 ⑩ 90 

 

【問 ５】 団地に関する次の記述のうち、区分所有法の定めに

よれば誤っているものの番号を１つ選び、その理由を書きな

さい。 

１ 同一敷地内にＡ棟（商業施設）とＢ棟（区分所有建物）が

存する団地であって、当該敷地をＡ棟の所有者（一法人が所

有）並びにＢ棟の区分所有者全員が共有している場合、区分

所有法の規定により、団地には区分所有法第22条（分離処分

の禁止）が準用されないが、Ｂ棟には適用される。したがっ

て、Ｂ棟の区分所有者は不動産登記法第91条の敷地権の表示

の登記をすることができる。 

図１ 

 

Ａ  棟 

商業施設 

（１法人が所有）

 Ｂ  棟 

区分所有建 

(50人で区分所有)

 

敷地は、商業施設所有者及び区分所有者全員が共有 

 

２ 図１の団地において、団地規約で、Ａ棟及びＢ棟に区分所

有法第22条（分離処分の禁止）が適用される旨を規定するこ

とはできない。 

３ 図２の団地において、団地内のＡ棟からＤ棟の建物がすべ

て区分所有建物であり、各棟の敷地は各区分所有建物の区分

所有者全員で共有している場合、団地管理組合の総会におい

て、区分所有法第70条に定める一括建替え決議を行うことが

できる。なお、当該団地の管理規約では、Ａ棟・Ｂ棟・Ｃ

棟・Ｄ棟・団地共用部分の管理・運営は、団地管理組合が行

う旨が定められているものとする。 

 

図２ 

 
 

 

 

敷地はＡ棟の区分所有者

全員で共有 

敷地はＣ棟の区分所有者

全員で共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地はＢ棟の区分所有者

全員で共有 

敷地はＤ棟の区分所有者

全員で共有 

 

【解答欄】 

番号 ３  

理由：図２の団地においては、敷地全体がＡ棟からＤ棟の区

分所有者全員の共有に属していないため、一括建替え決議を

行うことはできない。 

 

【問 ６】 宅地建物取引業法（昭和27年法第176号）において、

宅地建物取引業者は、自らが売主となってマンションを販売

するときは、購入者に対して、売買契約が成立するまでの間

に、取引主任者をして、同法第35条並びに同法施行規則（昭

和32年建設省令第12号)第16条の２に定める重要事項を記載し

た書面を交付し説明させなければならないと規定されている

が、次の事項のうち、同法施行規則第16条の２に規定されて

いない事項を５つ選びなさい。 

１ 当該建物を所有するための一棟の建物の敷地に関する権利

の種類及び内容 

２ 区分所有法第25条第１項の規定により選任された管理者又

は区分所有法第49条第１項の規定により置かれた理事がいる

ときは、その氏名 

３ 区分所有法第２条第４項に規定する共用部分に関する規約

の定め（その案を含む。次号において同じ。）があるときは、

その内容 

４ 区分所有法第２条第３項に規定する専有部分の用途その他

の利用の制限に関する規約の定めがあるときは、その内容 

５ 当該一棟の建物の石綿（アスベスト）の使用の有無 

６ 当該一棟の建物又はその敷地の一部を特定の者にのみ許す

旨の規約（これに類するものを含む。次号及び第６号におい

て同じ。）の定め（その案を含む。次号において同じ。）が

あるときは、その内容 

７ 当該一棟の建物の計画的な維持修繕のための費用、通常の

管理費用その他の当該建物の所有者が負担しなければならな

Ａ棟 

区分所有建物 

Ｃ棟 

区分所有建物 

管理センター 

（団地共用部分） 

Ｂ棟 

区分所有建物 

Ｄ棟 

区分所有建物 
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い費用を特定の者にのみ減免する旨の規約の定めがあるとき

は、その内容 

８ 当該一棟の建物の計画的な維持修繕のための費用の積立を

行なう旨の規約の定めがあるときは、その内容及び既に積み

立てられている額 

９ 当該一棟の建物の計画的な維持修繕のための計画があると

きは、その内容 

10 当該建物の所有者が負担しなければならない通常の管理費

用の額 

11 当該一棟の建物の維持修繕のための収支計画があるときは、

その内容 

12 当該一棟の建物又はその敷地の管理が委託されているとき

は、その委託を受けている者の氏名（法人にあっては、その

商号又は名称）及び住所（法人にあっては、その主たる事務

所の所在地） 

13 当該一棟の建物の維持修繕の実施状況が記録されていると

きは、その内容 

14 当該一棟の建物の工事が完了した時点の建物及び附属施設

に係る設計図書の保管の有無 

 

【解答欄】 

２ ５ ９ 11 14 

 

【問 ７】 区分所有法第３条に規定する団体（以下「管理組

合」という。）とマンション管理業者のマンションの管理事

務の委託に関する次の記述のうち、区分所有法の定めによれ

ば不適切なものを１つ選び、の理由を書きなさい。 

１ マンション管理業者がマンションの管理者から管理事務の

委託を受ける場合について、管理者は総会の決議で選任され

るものであり、総会決議又は管理規約で定められた権限の範

囲内でその職務に関し区分所有者を代理することから、管理

者が当該代理権に基づいて行う委託行為は、管理組合のため

にする申込みの意思表示であると解され、マンション管理業

者がこの申込みに対する承諾の意思表示を行うことにより、

マンションの管理事務の委託を内容とする契約が成立するも

のと解される。 

２ マンションの総会でマンション管理業者にマンションの管

理事務の委託をすることが決議された場合について、総会は

管理組合の意思決定機関として位置づけられていることから、

当該事項は管理組合としての意思決定がなされたものと解さ

れ、管理者が当該決議に基づきマンション管理業者との間で

契約を締結する場合又は当該総会においてマンション管理業

者が契約の受託の意思表示をする場合の何れであっても、管

理組合としての意思表示と、これに対するマンション管理業

者の承諾の意思表示がなされることにより、マンションの管

理事務の委託を内容とする契約が成立するものと解される。 

３ 区分所有法第45条第２項に基づき区分所有者全員の書面に

よる合意に基づいてマンション管理業者がマンションの管理

事務の委託を受ける場合について、当該合意は総会決議があ

ったものと見なされ、管理組合としてなされた意思決定に該

当するものと解される。したがって、当該合意に基づいて管

理組合として契約の申込みの意思表示がなされ、マンション

管理業者がこの申込みに対する承諾の意思表示を行うことに

より、マンションの管理事務の委託を内容とする契約が成立

するものと解される。 

４ マンション管理業者が各区分所有者からマンションの管理

事務の委託を受ける場合について、各区分所有者は共用部分

の管理に関する事項について保存行為をすることができると

されており、保存行為の範囲内において共用部分の管理につ

いてそれぞれマンション管理業者に管理事務を委託すること

は可能である。したがって、個々の区分所有者から契約の申

込みの意思表示がなされ、マンション管理業者がこの申込み

に対する承諾の意思表示を行ったときは、管理組合の意思表

示として、マンションの管理事務の委託を内容とする契約が

成立するものと解される。 

５ マンション管理業者が区分所有法に規定する管理者に選任

されてマンションの管理事務を行う場合について、管理者は

総会決議又は管理規約で定められた権限の範囲内でその職務

に関し区分所有者を代理することから、管理者が行使する共

用部分の管理権限は、管理組合としてなされた意思決定に基

づく管理組合としての委任契約の申込みの意思表示と、これ

に対する管理者の承諾の意思表示との合致により成立した共

用部分の管理の委託を内容とする契約に基づくものと解され

る。 

 

【解答欄】 

番号 ４  

理由：個々の区分所有者の申込みは、当該区分所有者の意思

表示として行われているに過ぎず、管理組合の意思表示とし

て行うものとはいえない。 
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平成16年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 委任契約と請負契約の異同に関する次の記述のうち、

民法（明治29年法第89号）の規定によれば、誤っているもの

はどれか。 

１ 委任契約と請負契約は、いずれも無方式の諾成契約であっ

て、委任契約が有償である場合における委任者の受任者への

報酬支払いは委任事務終了後に、請負契約における注文者の

請負人への報酬支払いは仕事完成後に行われるのが原則であ

る。 

２ 委任契約と請負契約は、いずれも当事者間の信頼関係を基

礎にする契約であって、委任契約における受任者は委任事務

処理を第三者に委託すること、請負契約における請負人は仕

事の完成を第三者に代行させることは、原則として許されな

い。 

３ 委任契約と請負契約は、いずれも他人の労務利用の契約で

あって、委任契約における委任者は受任者にいつでも委任事

務処理状況の報告を求め、請負契約における注文者は請負人

にいつでも仕事について指図を与えることができるのが原則

である。 

４ 委任契約と請負契約は、いずれも委任者又は注文者の利益

のためになされるものであって、委任契約における委任者は

委任事務終了前であれば、請負契約における注文者は仕事完

成前であれば、いつでも契約を解除することができるのが原

則である。 

 

【問 ２】 地上権に関する次の記述のうち、民法の規定によれ

ば、誤っているものはどれか。 

１ 地上権を契約により設定する場合、法律上、必ずその存続

期間を定めなければならないとされているので、存続期間の

定めがない地上権の設定は無効である。 

２ 地上権は、地代の支払いを法律上当然の要素としてないの

で、地代の支払いを伴う有償の地上権ではなく、地代の支払

いを伴わない無償の地上権を設定することもできる。 

３ 地上権は、その性質が物権なので、法律上当然に譲渡性が

あり、その設定契約で地上権設定者の承諾なく譲渡すること

はできないと約定しても、その約定は無効である。 

４ 地上権は、その性質が物権なので、地上権者には法律上当

然に登記請求権があり、地上権設定者は、地上権者の登記請

求権行使を拒否することはできない。 

 

【問 ３】 不動産賃貸借に関する次の記述のうち、民法の規定

及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 賃借人Ｂが賃貸人Ａの承諾を得て賃借不動産についての賃

借権を第三者Ｃに譲渡した場合、Ｂの賃貸借契約上の地位は

Ｃに移転するので、Ｂが、Ａとの賃貸借契約締結の際、Ａに

差し入れた敷金に関する権利義務関係も当然Ｃに承継される。 

２ 賃借人Ｂが賃貸人Ａの承諾を得て賃借不動産を第三者Ｃに

転貸した場合、Ａは、Ｃに対して直接に権利を取得するので、

ＢのＡに支払うべき月額賃料を、Ｂに請求しないでＣに請求

することができ、Ｃにはその請求額を支払うべき義務がある。 

３ 賃借人Ｂが賃貸人Ａの承諾を得ないで賃借不動産を第三者

Ｃに転貸したことが、Ａに対する背信行為と認めるに足りる

特段の事情があり、Ｂとの賃貸借契約を解除できる場合、Ａ

が契約解除をしないでＣに対し明渡し請求をすることはでき

ない。 

４ 賃借人Ｂが賃貸人Ａの承諾を得ないで賃貸不動産について

の賃借権を第三者Ｃに譲渡したことが、Ａに対する背信行為

と認めるに足りない特段の事情があり、ＡがＢとの賃貸借契

約を解除できない場合、Ｂは賃貸借関係から離脱し、Ｃが賃

借人となる。 

 

【問 ４】 事務管理に関する次の記述のうち、民法の規定及び

判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 義務がないのに本人のために事務の管理を始めた者は、本

人の意思に反し、又は本人に不利であることが明らかでない

限り、本人又はその相続人若しくは法定代理人が管理をする

ことができるまで、管理を継続すべき義務を負う。 

２ 本人が誰であるかを知らない場合でも、また、本人その人

について錯誤がある場合でも事務管理は成立するが、自己の

事務を他人の事務であると誤信した場合は、事務管理は成立

しない。 

３ 本人の意思に反することが明白な行為は事務管理として成

立しないので、たとえ事務の管理を欲しない本人の意思が強

行法規又は公序良俗に違反する場合であっても、事務管理は

成立しない。 

４ 管理者は事務の管理に当たって受け取った金銭その他の物

及び収取した果実を本人に引き渡さなければならないのみな

らず、本人のために自己の名で取得した権利を本人に移転し

なければならない義務を負う。 

 

【問 ５】 民法第717条第１項は、土地の工作物の設置又は保

存に瑕疵があることによって他人に生じた損害について、そ

の工作物の所有者に賠償責任を負わせているが、この条項に

関する次の記述のうち、判例によれば、誤っているものはど

れか。 

１ 土地の工作物とは、道路、橋梁、トンネル、鉄道の軌道施

設、高圧電線、貯水池、建物、石垣、障壁、校庭の遊動円木

等のように土地に接着築造された設備のことである。 

２ 瑕疵とは、本来備えるべき安全性を欠いている状態であっ

て、その存否は、工作物が所在する場所・環境、通常の利用

者の判断・行動能力等を具体的に考慮して決められる。 

３ 損害発生の原因は、土地の工作物の設置又は保存の瑕疵に

限られており、風雨などの自然力や第三者の行為が競合して

いる場合は、本条の損害賠償責任は生じない。 

４ 土地の工作物の所有者は、その設置又は保存による瑕疵が

前所有者の所有当時に生じたものであっても、当然に、本条

の損害賠償責任を負う。 

 

【問 ６】 区分所有管理士の職業倫理に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 区分所有管理士は、その専門分野にかかわる事項について

も、自らの知識及び能力で十分に処理できる業務のみを引き

受けるようにすべきである。 

２ 区分所有管理士が、その業務上関与し、知り得た「区分所

有マンションの居住者のプライバシー事項」を、裁判の証人

として求められて証言した場合は、通常、「守秘義務違反」

とはならない。 

３ 区分所有管理士は、助言や提言等を提供する際には、それ

を求めた依頼者（管理組合や同組合員など）の利益を守る立

場に立って意見を述べなければならない。 

４ 区分所有管理士には、区分所有建物に関する法制・経済・

社会的動向、関連技術の状況などについて、常に能力、資質

の向上を図ることが求められる。 

 

【問 ７】 「少額訴訟に関する特則」に関する次の記述のうち、

民事訴訟法（平成８年法第109号）の規定によれば、正しいも

のはどれか。 

１ 少額訴訟による審理及び裁判を求める申述は、訴えの提起

の際にする必要はない。 

２ 簡易裁判所は、訴訟の目的の価格が140万円を超えない請求

について第一審の裁判権を有し、また、訴訟の目的の価格が

50万円以下の金銭の支払の請求を目的とする訴えについて、

少額訴訟による審理及び裁判を求めることができる。 

３ 少額訴訟においては、特別の事情がある場合を除き、証拠

調べ手続を含めて、２回の期日で審理を完了しなければなら

ない。 

４ 少額訴訟の利用は、同一原告が同一簡易裁判所において同

一年に10件の提起しか許されない。 

 

【問 ８】 督促手続に関する次の記述のうち、民事訴訟法の規

定によれば、正しいものはどれか。 

１ 債権者が仮執行宣言の申立てをすることができる時から20
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日以内にその申立てをしないときは、支払督促は、その効力

を失う。 

２ 支払督促は、低廉・簡易・迅速に債務名義を取得する手続

として設けられた。 

３ 裁判所書記官は、支払督促申立書に記載された事実が明ら

かに真実と異なる場合、債務者を呼び出して審尋することが

できる。 

４ 仮執行宣言を付した支払督促に対し、督促異議の申立てが

ないときでも、支払督促は確定判決と同一の効力を有しない。 

 

【問 ９】 仮登記に関する次の記述のうち、不動産登記法（明

治32年法第24号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 仮登記は、将来なされるべき本登記の順位をあらかじめ保

全することを目的とする。 

２ 抹消登記の保全のための仮登記は認められていない。 

３ 仮登記も本登記と同じく、仮登記権利者と仮登記義務者の

共同申請を原則とするが、権利者は義務者の承諾書を添付し

て単独で申請することができる。 

４ 仮登記には、本来、本登記をすることが可能なのに申請に

必要な手続上の条件が具備していないときになされる条件不

備の仮登記と、本登記の対象となる権利の変動を目的とする

請求を保全するための請求権保全の仮登記の２種類がある。 

 

【問 10】 不動産登記に関する次の記述のうち、不動産登記法

及び同法施行規則（明治32年省令第11号）並びに建物の区分

所有等に関する法律（昭和37年法第69号。以下「区分所有

法」という。）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 区分所有者は規約共用部分を定めても、その旨の登記をし

なければ、これをもって第三者に対抗できない。 

２ 同一の債権を担保するための担保権が２個以上の不動産に

ある場合を共同担保（例えば「共同抵当」）というが、それ

を調査するには、担保権が設定されていると推測される不動

産の登記簿を閲覧するしかない。 

３ 登記簿の表題部に記載すべき所有者・各区に記載すべき登

記権利者・登記義務者が多数の場合、共同人名票を見れば全

員の氏名・住所・持分が分かる。 

４ 甲は書類を偽造して乙の所有する土地を乙から買ったこと

として所有権移転登記手続をし、丙にその土地を売却した。

丙は、真実、甲の所有する土地と確信していた。この場合、

登記上の権利者が甲になっていることを信頼したとしても、

丙は土地の所有権を取得することはできない。 

 

【問 11】 管理組合法人の登記に関する次の記述のうち、区分

所有法及び組合等登記令（昭和39年政令第29号）の規定によ

れば、正しいものはどれか。 

１ 管理組合法人が登記しなければならない事項は、「目的及

び義務」「名称」「事務所、代表権を有する者の氏名、住所

及び資格」「理事が数人いる場合の共同代表の定め」である。 

２ 管理組合法人が収益事業を行うときは、収益事業の内容を

登記することができる。 

３ 管理組合法人が解散したとき、必ずしも解散の登記をする

必要はない。 

４ 管理組合法人の主たる事務所を移転した場合、その旨の登

記をしなければならないが、従たる事務所を移転した場合は

変更の登記をする必要はない。 

 

【問 12】 宅地建物取引業者Ａがマンションの売買の媒介契約

を締結した場合に関する次の記述のうち、宅地建物取引業法

（昭和27年法第176号。以下「宅建業法」という。）の規定に

よれば、誤っているものはどれか。 

１ Ａは、媒介契約を締結したときは、遅滞なく媒介契約の内

容を記載した書面を作成して依頼者に交付しなければならな

い。 

２ 媒介契約の類型が、依頼者が他の宅地建物取引業者に重ね

て媒介・代理を依頼することができるものである場合、Ａは、

媒介契約の有効期間を３月以内とすることはできない。 

３ Ａが、媒介すべき価額について依頼者に対して意見を述べ

るときは、その根拠を明らかにしなければならない。 

４ 媒介契約の類型が、依頼者が他の宅地建物取引業者に重ね

て媒介・代理を依頼することを禁ずるものである場合、当該

契約の有効期間を６月と定めたとしても、有効期間は３月と

なる。 

 

【問 13】 マンションの売買において宅地建物取引業者が行わ

なければならない重要事項説明に関する次の記述のうち、宅

建業法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 重要事項説明は、事務所ごとに設置が義務づけられている

成年者である専任の宅地建物取引主任者でなければ行うこと

ができない。 

２ そのマンションの計画的な維持修繕のための費用、通常の

管理費用その他の建物所有者が負担しなければならない費用

を特定の者にのみ減免する旨の規約の定めがあるときは、そ

の内容を説明しなければならない。 

３ そのマンションに抵当権が設定され、建物登記簿の乙区事

項欄にその旨の登記がなされていた場合でも、売買契約締結

後ただちに売主がこれを抹消することが約されているときに

は、重要事項説明をする必要がない。 

４ そのマンションの計画的な維持修繕のための費用の積立て

を行う旨の規約の定めがあるときは、その内容を説明するこ

とが必要であるが、既に積み立てられている額については説

明する必要はない。 

 

【問 14】 宅地建物取引業者である売主と宅地建物取引業者で

ない買主との間で行われたマンションの売買契約における手

付金に関する次の記述のうち、宅建業法の規定によれば、正

しいものはどれか。 

１ 「売主は、受領した手付金の全額を買主に返還すれば、手

付による解除をすることができる」旨の特約は無効である。 

２ 売主が受領する手付金の額を売買代金の額の３割と定めた

場合は、手付金の定めはなかったことになる。 

３ 売主は、受領した手付金の全額について宅建業法に規定さ

れている手付金等の保全措置を講ずれば、手付の額の制限を

受けない。 

４ 売主が受領する手付金の性格について、違約手付と明確に

合意した場合は、売主、買主のいずれからも手付による解除

をすることはできない。 

 

【問 15】 宅地建物取引業者が売主として、宅地建物取引業者

でない者に対してマンションを販売した場合の瑕疵担保責任

に関する次の記述のうち、民法及び宅建業法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 当該マンションの瑕疵について、「売主は民法の規定に基

づく責任を負うとともに、買主からの瑕疵補修請求にも応ず

る」旨の特約は有効である。 

２ 当該マンションの瑕疵について、売主が責任を負う期間を

「売買契約締結の日から２年間」とする特約は効力を有しな

い。 

３ 当該マンションの瑕疵が、売主以外の第三者の過失が原因

で生じたものであったとしても、売主は瑕疵担保責任を負う。 

４ 当該マンションの瑕疵について、売買契約において何らの

取り決めをしなかった場合は、売主は物件の引渡しの日から

２年間、瑕疵担保責任を負うことになる。 

 

【問 16】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法

第81号。以下「品確法」という。）に関する次の記述のうち、

同法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 新築住宅の購入者が当該住宅を第三者に譲渡した場合、そ

の第三者が住宅の瑕疵を発見したときは、品確法により、元

の売主に対し、直接に瑕疵担保責任を追及することができる。 

２ 品確法の対象とする「住宅」とは、人の居住の用に供する

家屋又は家屋の部分をいい、人の居住の用以外の用に供する

家屋の部分との共用に供する部分を含む。 

３ 新築かつ未入居のものであっても、建設工事完了の日から

起算して１年を経過した住宅は、品確法のいう「新築住宅」
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ではない。 

４ 宅地建物取引業者が売主として住宅を販売するときは、宅

建業法第40条の規定（瑕疵担保責任の特約の制限）の適用を

受ける場合であっても、品確法の瑕疵担保責任の特例の適用

を受ける。 

 

【問 17】 都市計画法（昭和43年法第100号）に定める地域地

区に関する次の記述のうち、同法の規定によれば、誤ってい

るものはどれか。 

１ 第２種住居地域は、道路の沿道としての地域の特性にふさ

わしい業務の利便の増進を図りつつ、これと調和した住居の

環境を保護するため定める地域である。 

２ 近隣商業地域は、近隣の住宅地の住民に対する日用品の供

給を行うことを主たる内容とする商業その他の業務の利便を

増進するため定める地域である。 

３ 準工業地域は、主として環境の悪化をもたらすおそれのな

い工業の利便を増進するため定める地域である。 

４ 特定用途制限地域は、用途地域が定められていない土地の

区域（市街化調整区域を除く。）内において、その良好な環

境の形成又は保持のため当該地域の特性に応じて合理的な土

地利用が行われるよう、制限すべき特定の建築物等の用途の

概要を定める地域である。 

 

【問 18】 市街地開発事業等予定区域に関する次の記述のうち、

都市計画法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 市街地開発事業等予定区域に関する都市計画において定め

られた区域内において、土地の形質の変更を行い、又は建築

物の建築その他工作物の建設を行おうとする者は、一定の場

合を除き、施行予定者の許可を受けなければならない。 

２ 市街地開発事業等予定区域に関する都市計画について計画

決定の告示があったときは、施行予定者はすみやかに、国土

交通省令で定める事項を公告するとともに、国土交通省令で

定めるところにより、当該市街地開発事業等予定区域の区域

内の土地又は土地及びこれに定着する建築物その他の工作物

の有償譲渡について、一定の制限があることを関係権利者に

周知させるために必要な措置を講じなければならない。 

３ 都市計画法に定める公告の日の翌日から起算して10日を経

過した後に市街地開発事業等予定区域の区域内の土地建物等

を有償で譲り渡そうとする者は、当該土地建物等、その予定

対価の額及び当該土地建物等を譲り渡そうとする相手方その

他国土交通省令で定める事項を書面で都道府県知事に届け出

なければならない。 

４ 施行予定者は、市街地開発事業等予定区域に関する都市計

画において定められた区域内の土地について、その所有者に

対し、国土交通省令で定めるところにより、当該土地を時価

で売り渡すべきことを請求することができる。 

 

【問 19】 都市再開発法（昭和44年法第38号）に定める費用の

分担に関する次の記述のうち、同法の規定によれば、誤って

いるものはどれか。 

１ 市街地再開発事業の施行者は、市街地再開発事業の施行に

より整備されることとなる重要な公共施設で、政令で定める

ものの管理者又は管理者となるべき者に対し、当該公共施設

の整備に要する費用の全部又は一部を負担することを求める

ことができる。 

２ 都市再開発法の規定により市街地再開発事業を施行する独

立行政法人都市再生機構、首都高速道路公団、阪神高速道路

公団及び地方住宅供給公社（以下「都市再生機構等」とい

う。）は、その施行する市街地再開発事業の施行により利益

を受ける地方公共団体に対し、その地方公共団体の市街地再

開発事業に要する費用について、全部の負担を求めることが

できる。 

３ 地方公共団体が負担する費用の額及び負担の方法について、

都市再生機構等と地方公共団体の協議が成立しないときは、

当事者の申請に基づき、国土交通大臣が裁定するが、この場

合、国土交通大臣は当事者の意見をきくとともに、総務大臣

と協議しなければならない。 

４ 国及び地方公共団体は、施行者に対し、市街地再開発事業

に必要な資金の融通又はあっせんその他の援助に努めるもの

とされている。 

 

【問 20】 都市再開発法に定める個人施行者に関する次の記述

のうち、同法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 第１種市街地再開発事業を施行しようとする者は、１人で

施行しようとする者にあつては規準及び事業計画を定め、数

人共同して施行しようとする者にあつては規約及び事業計画

を定め、国土交通省令で定めるところにより、その第１種市

街地再開発事業の施行について国土交通大臣の認可を受けな

ければならない。 

２ 個人施行者は、施行地区の縮小又は費用の分担に関し、規

準若しくは規約又は事業計画を変更しようとする場合におい

て、第１種市街地再開発事業の施行のための借入金があると

きは、その変更についてその債権者の同意を得なければなら

ない。 

３ 個人施行者は、都道府県知事の承認を受けて、土地及び建

物の権利関係又は評価について特別の知識経験を有し、かつ、

公正な判断をすることができる者のうちから、この法律及び

規準又は規約で定める権限を行う審査委員５名以上を選任し

なければならない。 

４ 個人施行者は、第１種市街地再開発事業を終了しようとす

るときは、国土交通省令で定めるところにより、その終了に

ついて都道府県知事に届け出なければならない。 

 

【問 21】 建築基準法（昭和25年法第201号）の防火地域に関

する次の記述のうち、同法の規定によれば、誤っているもの

はどれか。 

１ 防火地域内においては、階数が３以上であり、又は延べ面

積が100平方メートルを超える建築物は耐火建築物とし、その

他の建築物は、一定の場合を除き、耐火建築物又は準耐火建

築物としなければならない。 

２ 防火地域又は準防火地域内では、建築物の外壁が耐火構造

のものについては、その外壁を隣地境界線に接して設けるこ

とができる。 

３ 防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の構造は、市街

地における火災を想定した火の粉による建築物の火災の発生

を防止するために屋根に必要とされる性能に関して建築物の

構造及び用途の区分に応じて政令で定める技術的基準に適合

するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又

は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。 

４ 防火地域内にある看板、広告塔、装飾塔その他これらに類

する工作物で、建築物の屋上に設けるもの又は高さ５メート

ルを超えるものは、その主要な部分を不燃材料で造り、又は

おおわなければならない。 

 

【問 22】 管理組合の役員に関する次の記述のうち、マンショ

ン標準管理規約単棟型（平成16年１月国土交通省公表。以下

「標準管理規約」という。）の定めによれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 理事が辞任によって退任する場合でも、引き続きその職務

を行うことがある。 

２ 理事長が理事会の決議により解任された場合でも、理事と

しての地位を失わない。 

３ 補欠の理事は、総会の決議によりこれを選任しなければな

らない。 

４ 理事に事故があるときは、その同居する配偶者又は一親等

の親族に限り代理出席することができる。 

 

【問 23】 占有者が規約で禁止されている深夜営業を行ってい

る場合に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 管理組合は、直接、占有者に対し規約を遵守するよう勧告、

指示等をすることができるが、当該専有部分の区分所有者に

対し、占有者に規約を遵守させるように勧告、指示すること

もできる。 
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２ 深夜営業による共同生活上の障害が著しく、共同生活の維

持を図ることが困難なときでも、管理組合は、区分所有者と

占有者との間で締結された当該専有部分にかかる使用契約を

直接解除することはできない。 

３ 管理組合は、深夜営業そのものを停止させるために、集会

の決議により、訴えをもって、占有者に対し、その営業の停

止を請求することができる。 

４ 深夜営業による共同生活上の障害が著しいときは、管理組

合は、集会の決議により、訴えをもって、占有者に対し、一

定期間、当該専有部分の使用禁止を請求することができる。 

 

【問 24】 共用部分等に関する次の記述のうち、区分所有法の

規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 一団地内の附属施設たる建物及び土地は、規約により団地

共用部分とすることができる。 

２ 専有部分となり得る建物の部分は規約により共用部分とす

ることができるが、附属の建物は規約によっても共用部分と

することができない。 

３ 各区分所有者は、団地共用部分、規約共用部分、法定共用

部分のいずれもその持分に従って使用することができる。 

４ 団地共用部分と規約共用部分はその旨の登記をすることが

できるが、法定共用部分は登記することができない。 

 

【問 25】 電磁的記録及び電磁的方法に関する次の記述のうち、

区分所有法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 規約は、集会の決議がなくても、フロッピーディスクによ

り作成することができる。 

２ 区分所有者は、集会の決議があれば、ウェブサイトへの書

き込みを利用して議決権を行使することができる。 

３ 集会の議事録は、規約の定めがなくても、CD-ROMにより作

成することができる。 

４ 集会において決議をすべき場合には、規約の定めがあれば、

電子メール送信の方法による決議をすることができる。 

 

【問 26】 次に掲げる工事のうち、区分所有法の規定によれば、

集会において区分所有者及び議決権の各過半数の決議（普通

決議）により行うことができると考えられるものはいくつあ

るか。ただし、規約には別段の定めはないものとする。 

・階段室をエレベーター室にする工事 

・玄関脇に防犯カメラを設置する工事 

・各戸玄関扉の一斉交換工事 

・給水管更新工事 

・不要になった高架水槽の撤去工事 

・共用の玄関入口のスイッチ式照明をセンサー式照明に変

える工事 

１ ５つ 

２ ４つ 

３ ３つ 

４ ２つ 

 

【問 27】 次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、規約

に定めることによって効力が生ずるものはいくつあるか。 

・管理組合の法人化を決議する場合について、議案の要領

の通知を不要とすること。 

・共用部分の変更を決議する場合について、区分所有者の

定数を半数と定めること。 

・共同の利益に反する行為をした義務違反者に対し行為の

差止請求を行う場合について、理事長たる管理者が原告

となると定めること。 

・管理者２名を置くこととし、１名は管理組合内部の業務

執行を、他の１名は対外的に管理組合を代表する業務を

行うと定めること。 

１ １つ 

２ ２つ 

３ ３つ 

４ ４つ 

 

【問 28】 復旧、建替えに関する次の記述のうち、区分所有法

の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 建替え決議を議題とする集会の招集通知を発しなければな

らない時期は、規約に定めることにより、１月の範囲で、そ

の期間を伸長することができる。 

２ Ａ、Ｂの２棟の区分所有建物で構成する団地において、Ａ

棟が現在の建物と同一規模の建物に建て替える旨の決議が成

立した場合は、団地管理組合で建替え承認決議をする必要は

ない。 

３ Ａ、Ｂの２棟の区分所有建物で構成する団地において、各

棟の敷地がその棟の区分所有者のみの共有となっている場合

には、一括建替え決議をすることができない。 

４ 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失した場合の復旧

決議においては、その決議の日から２月以内に、決議に賛成

しなかった者の建物等の権利を買い取る「買取指定者」を指

定することができる。 

 

【問 29】 修繕積立金に関する次の記述のうち、標準管理規約

の定めによれば、誤っているものはどれか。 

１ 給水管枝管更新工事は、特別の管理の実施として、集会の

決議を得れば、修繕積立金を取り崩すことができる。 

２ 駐車場等の使用料は、それらの管理に要する費用に充てる

ほか、修繕積立金として積み立てることができる。 

３ 駐車場増設工事を行う場合にその経費に充てるため借入れ

をしたときは、修繕積立金をもってその償還に充てることが

できる。 

４ マンションの建替えに係る合意形成に必要となる事項の調

査のため、修繕積立金を取り崩すことができる。 

 

【問 30】 マンションの建替えに関する次の記述のうち、マン

ションの建替えの円滑化等に関する法律（平成14年法第78号。

以下「円滑化法」という。）の定めによれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 権利変換の処分は、施行マンションについて区分所有権、

敷地利用権及び借家権を有する者が参加した集会において書

面を通知することによって行われる。 

２ マンション建替組合（以下「建替組合」という。）におい

て、権利変換計画について総会の議決があったとき、建替組

合は、当該議決に賛成しなかった組合員に対し、当該議決が

あった日から２月以内に、区分所有権及び敷地利用権を時価

で売り渡すべきことを請求することができる。 

３ 建替組合が施行するマンション建替事業において、建替組

合設立の認可にかかる公告があったとき、建替組合は、区分

所有権、敷地利用権等の権利について、権利変換手続開始の

登記を申請しなければならない。 

４ 施行マンションの区分所有権又は敷地利用権を有する者は、

建替組合設立の認可にかかる公告があった日から起算して２

月以内に、建替組合に対し、権利の変換を希望せず、自己の

有する区分所有権又は敷地利用権に代えて金銭の給付を申し

出ることができる。 

 

【問 31】 権利変換に関する次の記述のうち、円滑化法の規定

によれば、正しいものはどれか。 

１ 権利変換期日において、建替え前のマンションの敷地利用

権は消滅しない。 

２ 権利変換期日において、建替え前のマンションの区分所有

権は消滅しない。 

３ 施行マンションの区分所有権又は敷地利用権を有する者は、

権利変換手続開始の登記があった後は、当該区分所有権又は

敷地利用権を自由に処分できる。 

４ 施行マンションの区分所有者又は敷地利用権を有する者が

自己の有する区分所有権又は敷地利用権に代えて金銭の給付

を希望する旨の申し出をしたとき、一定期間内に都道府県知

事による権利変換計画の認可が行われない場合であっても、

その申し出を撤回することはできない。 
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【問 32】 建替組合に関する次の記述のうち、円滑化法の規定

によれば、正しいものはどれか。 

１ 建替組合は、建替組合の名称、施行マンションの名称等そ

の他国土交通省の定める事項について、都道府県知事からの

公告がなくとも、建替組合の成立又は定款若しくは事業計画

をもって、建替組合の組合員その他の第三者に対抗すること

ができる。 

２ 建替組合の役員である理事及び監事は、組合員のうちから

総会で選挙するが、特別の事情があっても組合員以外から選

任することはできない。 

３ 建替組合の組合員は、総組合員の４分の３以上の連署をも

って、その代表者から建替組合に対し、理事又は監事の解任

の請求をすることができ、請求を受けた建替組合は直ちにそ

の請求の要旨を公表し、これを組合員の投票に付さなければ

ならない。 

４ 建替組合設立の認可申請は、施行マンションとなるべきマ

ンションの所在地の市町村長を経由して行われなければなら

ない。 

 

【問 33】 管理組合と管理業者との間で締結する管理委託契約

に関する次の記述のうち、マンション標準管理委託契約書及

びコメント（平成15年４月国土交通省公表。以下「標準契約

書」という。）並びにマンションの管理の適正化の推進に関

する法律（平成12年法第149号。以下「適正化法」という。）

の規定によれば、正しいものは次のうちどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者は善良なる管理者の注意をもっ

て管理事務を行うとされているが、管理業者がこの注意を怠

った場合、管理組合から民法上の債務不履行又は不法行為に

基づく損害賠償を請求されることがある。 

２ 標準契約書では、管理員室、管理用倉庫、清掃控室等の使

用に係る水道光熱費等の負担は業務を受託する管理業者の負

担としている。 

３ 標準契約書では、委託契約の有効期間を１年と定めている。 

４ 標準契約書では、管理業者及びその従業員は、正当な理由

がなく管理事務に関して知り得た管理組合及び組合員等の秘

密を漏らしてはならないとされているが、適正化法では、委

託契約終了後10年を経過すれば管理業者はこの守秘義務を免

れるとされている。 

 

【問 34】 標準契約書及び適正化法の規定によれば、次の記述

のうち最も適切なものはどれか。 

１ 標準契約書では、管理業者が管理組合から管理事務として

受託する業務に要する定額委託業務費の内訳を例示している

が、実際の管理委託契約締結に先立ち、管理組合に対して見

積書等で定額委託業務費の内訳を明示し、管理組合との合意

が得られている場合は契約書に内訳を明示する必要はない。 

２ 標準契約書では、管理業者は管理組合の事業年度終了後３

月以内に、当該事業年度における管理事務の処理状況及び管

理組合の会計の収支の結果を記載した書面を管理組合に交付

し、管理業務主任者をして報告をさせなければならないとさ

れている。 

３ 標準契約書では、管理組合又は管理業者が契約を更新しよ

うとする場合、契約の有効期間が満了する日の１月前までに、

相手方に対し書面をもって申し出るものとされている。 

４ 標準契約書では、警備業法（昭和47年法第117号）に定める

警備業務及び消防法（昭和23年法第186号）に定める防火管理

者が行う業務については管理事務には含まれていないが、

「通常の管理事務以外の業務」として例示されている。 

 

【問 35】 標準契約書では、管理業者が一定の状態となったと

き管理組合は契約を解除できるとされているが、次のうち契

約を解除できるとされていないものはどれか。 

１ 管理業者が適正化法に定める国土交通大臣からの業務停止

命令を受けたとき 

２ 管理業者が会社更生の申立てをしたとき 

３ 管理業者が民事再生の申立てをしたとき 

４ 管理業者が銀行の取引を停止されたとき 

【問 36】 マンションの贈与に係る税務に関する記述のうち、

相続税法（昭和25年法第73号）、所得税法（昭和40年法第33

号）、法人税法（昭和40年法第34号）の規定によれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ 個人から個人へマンションの贈与が行われた場合には、そ

の受贈者である個人に贈与税が課せられる。 

２ 法人から個人へマンションの贈与が行われた場合には、そ

の受贈者である個人に贈与税が課せられる。 

３ 個人から法人へマンションの贈与が行われた場合には、そ

の贈与者である個人に所得税が課せられ、また、受贈者であ

る法人には法人税が課せられる。 

４ 法人から法人へマンションの贈与が行われた場合には、そ

の受贈者である法人に法人税が課せられる。 

 

【問 37】 平成16年４月現在の預金保険法（昭和46年法第34

号）に定める預金保険制度に関する次の記述のうち、正しい

ものはどれか。 

１ 平成17年４月以降は、資金決済に係る取引に用いることが

できる預金又は要求払い・無利息の預金について、全額保護

されることになる。 

２ 金融機関が合併を行った場合、合併後１年以内に限り、預

金保険制度で保護される限度額は、全額保護される預金を除

き、預金者１人当たり1,000万円×合併等にかかわる金融機関

数及びその利息等である。 

３ 日本国内に本店を有しない外国銀行の日本支店は預金保険

制度の対象とならないが、日本国内に本店を有する銀行の海

外支店は預金保険制度の対象となる。 

４ 預金保険制度の対象となる金融機関が取り扱う「定期預

金」「ビッグ」「ヒット」は、預金保険制度の対象となる商

品である。 

 

【問 38】 マンションに係る保険に関する記述のうち、最も不

適切なものはどれか。 

１ 住宅総合保険は、住宅火災保険で補償する損害の他に６種

類の損害についても補償する保険であるが、台風などによる

洪水による被害は補償しない。 

２ 地震保険は、住宅火災保険、住宅総合保険、長期の保険に

付帯して契約され、単独では契約できない。 

３ 施設所有者賠償責任保険は、マンションの共用部分の欠陥

や管理上の不備により第三者に損害を与えた場合に生ずる賠

償責任を担保する保険である。 

４ マンション修繕費用積立保険は、満期時に支払われる満期

返れい金と契約配当金に税金はかからない。 

 

【問 39】管理組合の会計に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。 

１ 管理組合会計は、財産の管理保全等、最小限の費用で最大

効果を得ることを目的とし、企業会計とは異なり、予算が非

常に重要な役割を果たす。 

２ 管理組合会計は、管理規約等の規定に従い、管理費勘定、

積立金勘定等に区別し目的別に会計処理する。原則として相

互振替はしてはならない。 

３ 予算（管理）会計は、勘定科目残高を常に把握し、実績と

の比較をしながら予算を執行するため、無駄のない効率的な

管理を行える。 

４ マンションの会計は非営利会計で公益法人会計に近いため、

一般的に公益法人会計に準拠した資金の収支状況を重視した

会計手法をとっている。 

 

【問 40】 管理組合において次の２つの取引に関する会計処理

の正誤に関し、正しい組み合わせはどれか。ただし、管理組

合の会計年度は４月１日から翌年の３月31日までとし、管理

組合の会計処理は企業会計原則に基づき発生主義の原則によ

って経理しているものとする。 

（取引１）４月１日に、当月から保険契約期間３年のマンシ

ョン修繕費用積立保険を付保し、保険料を全額支

払った。支払保険料の内訳は積立保険料600,000円
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と危険保険料180,000円である。積立保険料

600,000円を資産勘定に計上し、危険保険料

180,000円を当該年度の費用として計上した。 

（取引２）大規模修繕工事の費用に充当するため金融機関よ

り2,000万円を借入した。３月10日に預金に入金さ

れたので、2,000万円を収入として計上した。 

１ 取引１＝正、取引２＝正 

２ 取引１＝正、取引２＝誤 

３ 取引１＝誤、取引２＝正 

４ 取引１＝誤、取引２＝誤 

 

【問 41】 マンションの給排水設備に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 増圧直結給水方式とは、受水槽に貯水した水を給水ポンプ

で増圧し、直接各住戸に給水する方式である。 

２ ゾーニング方式とは、超高層マンションで使用される給水

方式であり、各階住戸の適切な供給圧力や水量を考慮、検討

した方式である。 

３ ディスポーザー排水設備を設けたマンションには、ディス

ポーザー専用排水管と排水処理槽が設置され、定期的な保守

点検と清掃が必要とされている。 

４ 排水通気管には、ループ通気方式、各個通気方式、伸頂通

気方式等があり、その設置目的は、排水トラップ内の封水保

持と排水管の流れの円滑化、排水管系統内の換気を行うこと

等である。 

 

【問 42】 鉄筋コンクリート構造に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

１ 鉄筋コンクリート構造とは、コンクリートの引張強度の低

い部分を鉄筋で補い、鉄筋の火災に対して弱い部分をコンク

リートで補った合理的な組み合わせによる一体構造である。 

２ コンクリートは、ph12程度の強アルカリ性を示し、これに

よって鉄筋の腐食を防いでいる。 

３ コンクリート中の塩分総量規制が示された昭和61年以降の

マンションでは、塩害による被害はない。 

４ コンクリートの圧縮強度を非破壊検査で測定する方法とし

て、シュミットハンマーによる反発硬度法がある。 

 

【問 43】 昇降機設備に関する記述のうち、正しいものはどれ

か。 

１ エレベーターのフルメンテナンス契約では、本体の取り替

えも含まれている。 

２ エレベーターのメンテナンス契約の１つであるＰＯＧ契約

では、消耗品交換の他に、部品交換や修理費も含まれている。 

３ 昇降機の定期検査内容は、ロープ式エレベーターも油圧式

エレベーターも同じである。 

４ 昇降機の定期検査は、一定の資格者が行い、その結果を定

期検査報告書に作成し、昇降機に関する地域法人等を経由し

て、特定行政庁に年１回報告する。 

 

【問 44】 シックハウス対策に関する次の記述のうち、建築基

準法及び同法施行令（昭和25年政令第338号。平成15年７月施

行）によれば、最も不適切ものはどれか。 

１ 居室を有する建築物は、その居室内において政令で定める

化学物質の発散による衛生上の支障がないよう、建築材料及

び換気設備について、環境基準に適合するものとしなければ

ならない。 

２ 発散により、衛生上の支障を生じさせるおそれのある政令

で定める化学物質は、クロルピリホス及びホルムアルデヒド

である。 

３ 機械換気設備が二以上の居室に係る場合にあっては、当該

換気設備の有効換気量が当該二以上の居室のそれぞれの必要

有効換気量の合計以上であることが必要である。 

４ 第１種ホルムアルデヒド材料の方が、第２種ホルムアルデ

ヒド材料よりも夏期における発散量は多い。 

 

【問 45】 マンションの長期修繕計画に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 長期修繕計画の策定及び見直しに当たって、建築後相当の

年数を経たマンションにおいては、必要に応じ建替えについ

ても視野に入れて検討することが望ましい。 

２ 長期修繕計画の策定期間は、長すぎると誤差が生じるため、

20年以内とするのが望ましい。 

３ マンション管理業者が行う基幹事務には、マンション（専

有部分を除く。）の維持又は修繕に関する企画又は実施の調

整があるが、長期修繕計画の作成、見直しは当然これに含ま

れるものと解される。 

４ 長期修繕計画は、作成者の経験や統計値に基づいて修繕周

期や費用を算出したものであり、新しい材料や物価変動を考

慮して、定期的な見直しが必要である。 

 

【問 46】 マンション管理士に関する次の記述のうち、適正化

法及び同法施行規則（平成13年国土交通省令第110号。以下

「施行規則」という。）の規定によれば、正しいものはどれ

か。 

１ マンション管理士は、管理組合の管理者等（管理組合理事

長、管理組合法人の理事。以下同じ。）又は区分所有者等の

相談に応じ、助言、指導その他の援助を行うことを業務とす

る者であるので、マンション管理士がマンションの管理者等

になることはできない。 

２ マンション管理士は、マンション管理業者と管理組合との

間においてトラブルが生じた場合等において、管理者等や区

分所有者からの相談に応じて、管理規約や居住ルールの策定、

長期修繕計画の策定、管理組合の運営方法等に関し、専門的

な知識をもって適切な助言、指導を行わなければならない。 

３ マンション管理士は、５年ごとに、国土交通大臣又はその

指定する者が行う講習を受けるよう努めなければならない。 

４ マンション管理士は、マンション管理業務主任者の登録を

取り消され、その取消しの日から３年を経過しない者は登録

が取り消される。 

 

【問 47】 マンション管理業の登録に関する次の記述のうち、

適正化法及び施行規則の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 管理業者がマンション管理業の登録の取消しの処分を受け

たときは、管理組合は、当該管理業者との間で締結した管理

委託契約を解除することができる。 

２ マンション管理業を営もうとする者は、都道府県に備える

マンション管理業者登録簿に登録を受けなければならない。 

３ 更新の登録を受けようとする者は、登録の有効期間満了の

日の60日前から30日前までの間に登録申請書を都道府県知事

に提出しなければならない。 

４ 更新の登録がなされたときは、その登録の有効期間は、従

前登録の有効期間の満了の日から起算するものとする。 

 

【問 48】 重要事項の説明に係る次の事項のうち、適正化法及

び施行規則の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ マンション管理業者は、管理組合との間で新たに管理委託

契約を締結するために重要事項説明会を開催するときは、あ

らかじめ当該管理組合の管理者等に重要事項を記載した書面

を交付し、当該説明会の日の５日前までに当該管理組合の区

分所有者全員に対し、重要事項並びに説明会の日時及び場所

を記載した書面を交付しなければならない。 

２ 管理業務主任者は、マンション管理業者が従前の管理委託

契約と同一の条件で管理組合と管理委託契約を更新する場合

においても、重要事項の説明を行う場合は管理業務主任者証

を相手方に提示しなければならない。 

３ 従前の管理委託契約と同一の条件で管理組合との管理委託

契約を更新しようとする場合、マンション管理業者は、当該

管理組合の管理者等に説明を行えば足りるが、重要事項を記

載した書面については区分所有者全員に交付しなければなら

ない。 

４ マンション管理業者が重要事項の説明に係る適正化法第72

条の第１項から第３項まで若しくは第５項に違反した時は、

国土交通大臣は当該マンション管理業者に対し、期間を定め、
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その業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

【問 49】 管理業者と管理組合との間で締結する管理委託契約

の成立時の書面の交付に関する次の記述のうち、適正化法及

び施行規則の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ マンション管理業者が当該管理組合の区分所有法上の管理

者となっている場合、適正化法に定めはないものの、契約成

立時の書面は区分所有者全員に交付することが望ましい。 

２ 契約成立時の書面に記載すべき事項としては、管理事務の

報告に関する事項は含まれていない。 

３ 契約成立時の書面に記載すべき事項には、マンション管理

業者による管理事務の実施のため必要となるマンションの区

分所有者等の行為制限に関する定めがあるときは、その内容

も含まれる。 

４ マンション管理業者は、従前と同一の条件で管理委託契約

を更新した場合、管理者等に対し、契約締結後30日以内に、

契約成立時の書面を交付しなければならない。 

 

【問 50】 財産の分別管理に関する次の記述のうち、証券取引

法（昭和23年法第25号）、適正化法及び施行規則並びに国土

交通省通達によれば、最も不適切なものはどれか。 

１ 住宅金融公庫のマンション修繕積立債券に係る積立手帳は、

有価証券の預り証に該当しない。 

２ マンション管理業者は、原則方式・支払一任方式の場合に

おいては、管理費等収納口座及び修繕積立金保管口座のいず

れについても、通帳と印鑑を同時に保管することはできない。 

３ 管理組合から管理費等の金銭の収納について委託を受けた

マンション管理業者が集金代行会社に当該管理費等の金銭の

収納を委託する契約をした場合は、マンション管理業者が当

該金銭を直接徴収したものとみなされる。 

４ 分別管理の原則は、掛け捨て型の損害保険証券には及ばな

い。 

 

解   答 

問１＝２ 問２＝１ 問３＝４ 問４＝３ 問５＝３ 問６＝３ 

問７＝４ 問８＝２ 問９＝２ 問10＝２ 問11＝１ 問12＝２ 

問13＝２ 問14＝１ 問15＝４ 問16＝１ 問17＝１ 問18＝２ 

問19＝２ 問20＝２ 問21＝４ 問22＝４ 問23＝４ 問24＝４ 

問25＝４ 問26＝１ 問27＝１ 問28＝３ 問29＝１ 問30＝４ 

問31＝２ 問32＝４ 問33＝１ 問34＝１ 問35＝１ 問36＝２ 

問37＝２ 問38＝１ 問39＝４ 問40＝４ 問41＝１ 問42＝３ 

問43＝４ 問44＝１ 問45＝２ 問46＝２ 問47＝１ 問48＝１ 

問49＝３ 問50＝２ 

  

平成16年度 
記述式試験問題 

 

※７問のうち４問を選択して解答。 

 

【問 １】 以下の図に示す団地に関する説明の中で、建物の区

分所有等に関する法律（昭和37年法第69号。以下「区分所有

法」という。）の解釈上、誤っているものの番号を一つ選び、

その理由を書きなさい。 

 
１ Ａ棟所有者及びＢ棟の区分所有者は、全員で、団地内の土

地、附属施設及び区分所有建物の管理を行うための団体を構

成し、区分所有法の定めるところにより、集会を開き、管理

規約を定め、管理者を置くことができる。 

２ Ｂ棟の区分所有者は、集会を開き、区分所有者及び議決権

の各４分の３以上の多数決により、団地管理組合の規約を定

めることができる。 

３ 区分所有法第22条（分離処分の禁止）の規定は団地にも準

用されるので、Ａ棟及びＢ棟とも不動産登記法に定める敷地

権の登記をすることができる。 

４ 区分所有法第22条（分離処分の禁止）の規定は団地には準

用されないが、Ｂ棟には適用されるので、Ｂ棟は不動産登記

法に定める敷地権の登記をすることができる。 

５ 団地には区分所有法第22条（分離処分の禁止）の規定が準

用されないので、団地管理組合の規約で一体性の原則（分離

処分の禁止）が適用される旨を定めても、法律上の効力はな

い。 

 

【解答欄】 

正解 ３  

理由： 

 区分所有法第22条（分離処分の禁止）の規定は団地には準

用されないため。 

 ただし、Ｂ棟は区分所有建物であるため同条が適用される

ので、不動産登記法に定める敷地権の登記をすることができ

る。 

 

【問 ２】 区分所有法第59条の競売請求に関する平成16年５月

20日の東京高等裁判所決定に関する次の説明の（  ）内に

適切な語句を記入し、完成させなさい。 

 区分所有法第59条第１項は、区分所有者がマンションの管

理・使用に関し、（ ① ）に著しく反する行為をし、他の方

法によってはそれによる障害を除去することができない場合

は、他の区分所有者の全員又は（ ② ）は、（ ③ ）の決議

に基づき、訴えをもって、当該行為に係る区分所有者の

（ ④ ）及び（ ⑤ ）の競売を請求することができると定め

ている。 

 管理組合Ａは、管理費等を長期間滞納している組合員に対

し、当該行為が（ ① ）に著しく反する行為に該当するとし

て、区分所有法第59条に基づく競売請求訴訟を提起し、勝訴

判決を得た後で、当該判決に基づき千葉地方裁判所松戸支部

に不動産競売の申立てをしたところ、同支部は民事執行法第

63条に定める（ ⑥ ）の決定をした。そこで管理組合Ａは、

区分所有法第59条に基づく形式競売の場合、民事執行法第63

条は適用されないとして、東京高等裁判所に抗告した。 

 ちなみに（ ⑥ ）とは、不動産の最低売却価格が（ ⑦ ）

の被担保債権額に満たない場合には、（ ⑦ ）が競落の続行

に同意しないかぎり、（ ⑧ ）を取り消すというものである。 

 これに対し、東京高等裁判所は、管理組合Ａの主張を全面

的に認め、区分所有法第59条の競売の場合は、競売によって

（ ⑨ ）は消滅するが、不動産の最低売却価格が（ ⑦ ）の

被担保債権額に満たない場合であっても（ ⑩ ）を満たす場

合には、民事執行法第63条の（ ⑥ ）の適用はなく、競売を

実施できることを明らかにした。 

 今回の東京高等裁判所の決定は、競売実施時期の選択の自

由という（ ⑦ ）側の利益よりも、区分所有法第59条による

マンション全体の秩序維持という管理組合側の切実な要請を

より重視したものといえる。 

 

【解答欄】 

① 共同の利益 ⑥ 無剰余取消し 

② 管理組合法人 ⑦ 抵当権者 

③ 集会 又は 総会 ⑧ 競売開始決定 

④ 区分所有権 又は 敷地利用権 ⑨ 抵当権 

⑤ 区分所有権 又は 敷地利用権 ⑩ 競売手続費用 

※④と⑤の順は逆になっても良い。 

 

【問 ３】 マンション標準管理委託契約書及びコメント（平成

15年国土交通省公表。以下本問において「標準契約書」とい

う。）及びマンションの管理の適正化の推進に関する法律

一法人が所有

敷地（Ａ棟所有者とＢ棟区分所有者全員の共有）

Ａ棟（商業施設） Ｂ棟（区分所有建物）

２０名の区分所有者が
２０個の専有部分を各自所有
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（平成12年法第149号。以下「適正化法」という。）に関する

次の記述の（  ）内に適切な語句を記入し、完成させなさ

い。 

 標準契約書は、（ ① ）が、マンションの管理組合との間

で協議がととのった事項を記載した管理委託契約書を、適正

化法第（ ② ）条に規定する（ ③ ）として交付する場合の

指針として作成されたものである。 

 標準契約書では、典型的な（ ④ ）の（ ⑤ ）マンション

に共通する（ ⑥ ）（適正化法第２条第６号に規定する

（ ⑥ ）。以下同じ。) に関する標準的な契約内容を定めた

ものであり、複合型マンション又はリゾートマンション若し

くは団地に必要とされる（ ⑥ ）は想定していないので、実

際の契約書作成に当たっては、個々の状況や必要性に応じて

適宜、内容の追加、修正、削除を行うことが必要とされる。 

 標準契約書は、適正化法第２条第６号に規定する（ ⑥ ）

を( ① ）に委託する場合を想定しており、( ⑦ )(昭和47年

法第117号）第２条第１項に規定する（ ⑧ )、( ⑨ )（昭和

23年法第186号）第８条に規定する（ ⑩ ）が行う業務は含ん

でいないので、管理組合からこれらの業務を受託することと

なった場合は、管理委託契約書にその旨（受託業務の名称、

範囲、内容）を規定するか別個の契約とすることが必要であ

る。 

 

【解答欄】 

① マンション管理業者､管理業者､管理会社 ⑥ 管理事務 

② 73 ⑦ 警備業法 

③ 契約（の）成立時の書面 ⑧ 警備業務 

④ 住居専用 ⑨ 消防法 

⑤ 単棟型 又は 一棟型 ⑩ 防火管理者

 

 

【問 ４】 組合員、専有部分、区分所有の状況が以下の通りで

あるマンションにおいて、管理規約の変更を総会で決議しよ

うとする場合において、最低限必要となる組合員の数及び議

決権の数を算出しなさい。 

  
１ 本マンションの専有部分は52戸である。 

２ 各組合員が有する議決権は、管理規約で「一住戸一議

決権」と定められている。 

３ 専有部分52戸のうち、組合員Ａが６戸を所有、組合員

Ｂ及びＣが４戸を共有している。その他の専有部分は

Ａ・Ｂ・Ｃ以外の組合員が、各自一戸を所有している。 

４ 管理規約の変更に関して、特別の影響を受ける組合員

はいない。 

 
【解答欄】 

組合員の数 33 

議決権の数 39 

 

【問 ５】 管理組合の活動における以下の取引に関し、平成17

年４月分の仕訳をしなさい。ただし、当該管理組合の会計年

度は４月１日から翌年３月31日までとし、期中の取引におい

ては、企業会計原則に基づき厳格な発生主義によって経理し

ているものとする。 

 Ａ管理組合は、保険契約期間を平成17年４月から平成20

年３月までとするマンション修繕費用積立保険に加入し、

平成17年４月に、損害保険料12,000,000円を一括して、管

理組合の口座（管理組合理事長名義。普通預金）から支払

った。 

 なお、支払保険料のうち、積立保険料は9,000,000円、危

険保険料は3,000,000円(うち､当期危険保険料1,000,000円)

である。 

 

 

 

 

【解答欄】 

（借方） （貸方） 

積立保険料 9,000,000 普通預金 12,000,000

前払い金 2,000,000   

危険保険料 1,000,000   
  

 

【問 ６】 区分所有法に規定する建替えに関する次の記述の

（  ）内に適切な語句を記入し、完成させなさい。 

１ 集会においては、区分所有者及び議決権の各（ ① ）以上

の多数で、建物を取り壊し、かつ、当該建物の敷地若しくは

その一部の土地又は当該建物の敷地の全部若しくは一部を含

む土地に新たに建物を建築する旨の決議（以下「建替え決

議」という。）をすることができる。 

２ 建替え決議においては、「新たに建築する建物（以下「再

建建物」という。）の（ ② ）の概要」、「建物の取壊し及

び再建建物の建築に要する費用の概算額」、「建物の取壊し

及び再建建物の建築に要する費用の分担に関する事項」、

「再建建物の（ ③ ）の帰属に関する事項」を定めなければ

ならない。 

３ 「建物の取壊し及び再建建物の建築に要する費用の分担に

関する事項」及び「再建建物の（ ③ ）の帰属に関する事

項」については、各区分所有者の（ ④ ）を害しないように

定めなければならない。 

４ 建替え決議を会議の目的とする集会の招集通知は、当該集

会の（ ⑤ ）前に発しなければならない。ただし、この期間

は、管理規約で（ ⑥ ）することができる。 

５ 建替え決議を会議の目的とする集会の招集通知をするとき

は、（ ⑦ ）のほか、「建替えを必要とする理由」、「建物

の建替えをしないとした場合における当該建物の（ ⑧ ）の

維持又は回復（建物が通常有すべき（ ⑧ ）の確保を含

む。）をするのに要する費用の額及びその内訳」、「建物の

（ ⑨ ）に関する計画が定められているときは、当該計画の

内容」、「建物につき修繕積立金として積み立てられている

金額」をも通知しなければならない。 

６ 建替え決議を招集した者は、当該集会の会日より少なくと

も（ ⑩ ）前までに、当該招集の際に通知すべき事項につい

て区分所有者に対し説明を行うための説明会を開催しなけれ

ばならない。 

 

【解答欄】 

① ５分の４ ⑥ 伸長 

② 設計 ⑦ 議案の要領 

③ 区分所有権 ⑧ 効用 

④ 衡平 ⑨ 修繕 

⑤ ２月 ⑩ １月 

 

【問 ７】 適正化法第103条では、宅地建物取引業法（昭和27

年法第176号）第２条第３号に定める宅地建物取引業者は、自

ら売主として新築マンションを分譲した場合にその管理組合

の管理者等に対して、当該建物及び附属施設の設計に関する

図書（いわゆる竣工図書）を交付しなければならないとされ

ているが、適正化法施行規則（平成13年国土交通省令第110

号）第102条により交付すべき図書とされているものを下記の

語群から選んで解答欄に記入しなさい。なお、記入する際は

語群のかっこ内の標記は省略しても差し支えない。 

 

〈語 群〉 

建物建築確認通知書  建物検査済証   

開発行為許可申請書  道路占用許可書  付近見取図  

建築確認申請時の敷地の登記簿謄本  構造詳細図   

敷地境界確認書  配置図  消防用設備設置届   

仕様書（仕上げ表を含む。）  設備機器取扱説明書   

各階平面図  分譲時のパンフレット  小屋伏図   

施工業者名簿  アフターサービス保証書   

共用部分鍵リスト  直近年度の固定資産評価証明書   

各階床伏図  二面以上の立面図 
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近隣協定書（近隣との協定がある場合）   

入居のしおり  構造計算書  隣地所有者の印鑑証明書  

基礎伏図 

 

【解答欄】 

付近見取図 基礎伏図 

配置図 各階床伏図 

仕様書（仕上げ表を含む） 小屋伏図 

各階平面図 構造詳細図 

二面以上の立面図 構造計算書 

断面図又は矩計図  

順不同で可。  
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平成15年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 委任に関する次の記述のうち、民法（明治29年法第

89号）の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 委任には有償委任と無償委任があるが、そのいずれであっ

ても、受任者は善良なる管理者の注意をもって委任事務を処

理する義務を負う。 

２ 委任は受任者に対する信頼がその基礎となっているので、

委任事務の処理は受任者自身が行わなければならず、他人に

行わせることは許されない。 

３ 委任は、受任者からはいつでも解除できるが、委任者から

は受任者の義務違反がなければ解除できない。 

４ 委任は、委任者が死亡した場合はもちろん、受任者が死亡

した場合にも当然には終了することなく、その地位は相続人

に承継される。 

 

【問 ２】 建物の賃貸借に関する次の記述のうち、借地借家法

（平成３年法第90号）及び民法の規定によれば、誤っている

ものはどれか。 

１ 正当事由制度の適用がある普通建物賃貸借においては、契

約内容を記載した書面を作成することを要せず、書面を作成

しても、それは単なる証拠方法にすぎない。 

２ 正当事由制度の適用がない定期建物賃貸借においては、契

約内容を記載した書面を作成することを要し、書面を作成し

なければ契約したことにならない。 

３ 正当事由制度の適用がない取壊し予定建物賃貸借において

は、取壊し事由記載書面を作成することを要し、書面を作成

しなければ正当事由制度の適用がある普通建物賃貸借とされ

る。 

４ 正当事由制度の適用がない一時使用目的の建物賃貸借にお

いては、その内容を記載した書面を作成することを要し、書

面を作成しなければ正当事由制度の適用がある普通建物賃貸

借とされる。 

 

【問 ３】 抵当権に関する次の記述のうち、民法の規定によれ

ば、誤っているものはどれか。 

１ 抵当権の設定者は、被担保債権の債務者に限られるわけで

はないが、抵当権者は、被担保債権の債権者に限られる。 

２ 抵当権の設定は、土地や建物についてだけでなく、これら

とは別個に独立して地上権や土地賃借権についてもできる。 

３ 抵当権の効力は、その目的不動産に対してだけでなく、こ

れに付加して一体をなした物にまで及ぶ。 

４ 抵当権の実行は、被担保債権全額について弁済があればで

きないが、一部弁済にとどまるのであればできる。 

 

【問 ４】 同一事項について代理権を有する者が複数である場

合に関する次の記述のうち、民法及び建物の区分所有等に関

する法律（昭和37年法第69号。以下「区分所有法」とい

う。）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 代理人と、復任権に基づき選任された復代理人が各１人い

る場合は、代理人と復代理人はそれぞれ本人の代理人として

の権限を単独で行使することはできず、必ず共同してその権

限を行使しなければならない。 

２ 成年後見人が複数選任された場合は、各成年後見人が共同

してその権限を行使するか事務を分掌してその権限を行使す

るかについては、家庭裁判所が職権で定めることができる。 

３ 未成年の子に婚姻中の父母がある場合は、父母ともに親権

者であるので、父母がそれぞれ独立して親権を単独行使すべ

きではなく、共同して親権を行使すべきものとされる。 

４ 集会において選任された管理者が複数である場合は、各管

理者が共同してその権限を行使すべき旨の規約又は集会決議

がない限り、それぞれ単独でその権限を行使することができ

る。 

 

【問 ５】 不在者に関する次の記述のうち、民法の規定によれ

ば、誤っているものはどれか。 

１ 不在者が、その財産を従来の住所又は居所に残したままで

財産管理人も選任していない場合には、不在者の生死が分明

であっても、利害関係人又は検察官の請求により、家庭裁判

所は財産管理人を選任し、その者に不在者の財産管理をさせ

ることができる。 

２ 不在者の財産について家庭裁判所から選任された財産管理

人は、財産目録を作成し、保存行為と管理の目的である物又

は権利の性質を変えない範囲での利用・改良行為をすること

ができるが、これを超える行為は家庭裁判所の許可を受けな

ければならない。 

３ 不在者が従来の住所又は居所に残した財産について同人が

選任した財産管理人が管理していても、不在者の生死が分明

でなくなった場合には、利害関係人又は検察官の請求により、

家庭裁判所はその財産管理人を解任して別の財産管理人を選

任し、この者に財産管理をさせることができる。 

４ 不在者の生死が分明でない状態が継続し死亡の蓋然性が高

いと思料される場合には、利害関係人又は検察官の請求によ

り、家庭裁判所が失踪宣告をすると、その者は死亡したもの

とみなされ、従来の住所又は居所に残した同人の財産その他

の法律関係が整理され解消する。 

 

【問 ６】 次の業務のうち、区分所有管理士に期待されている

役割として最も適切なものはどれか。 

１ 管理組合の管理者等及び区分所有者等に対する管理受託契

約の内容及び履行に係る重要事項の説明 

２ マンションの管理事務の適正な執行を監理するための管理

業務主任者に対する支援、指導 

３ 管理組合の事業年度終了後の管理組合の管理者等に対する

管理事務に関する報告 

４ 管理組合の管理者等に交付する契約成立時の書面への記名

捺印 

 

【問 ７】 「少額訴訟に関する特則」に関する次の記述のうち、

民事訴訟法（平成８年法第109号）の規定によれば、誤ってい

るものはどれか。 

１ 請求する額（訴額）が30万円以下の金銭の支払を求める事

件に限定されていたが、平成15年７月16日公布の「民事訴訟

法等の一部を改正する法律」により、訴額が60万円以下に改

正された。 

２ 少額訴訟手続でできる審理及び裁判ができる事件は、簡易

裁判所の通常の訴訟手続による審理及び裁判はできない。 

３ 少額訴訟手続は特別の事情がある場合以外は、原則として、

第１回の口頭弁論期日で審理を完了しなければならない。 

４ 裁判所は請求認容判決の場合、特に必要があると認めると

きは判決の言渡しの日から３年を超えない範囲で金銭の支払

につき、支払猶予若しくは分割払の定めをすることができる。 

 

【問 ８】 管理組合法人の設立要件及び登記に関する次の記述

のうち、区分所有法及び組合等登記令（昭和39年政令第29

号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 管理組合法人の設立の登記申請は、設立に必要な手続が完

了した日から２週間以内に主たる事務所の所在地の法務局に

しなければならない。 

２ 法人となることができる管理組合は、区分所有者の数が30

人以上でなければならない。 

３ 区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数による集会

の決議で法人となる旨並びにその名称及び事務所を定めなけ

ればならない。 

４ 管理組合が登記しなければならない事項には、代表権を有

する者（理事）の氏名、住所及び資格が含まれる。 

 

【問 ９】 不動産登記簿に関する次の記述のうち、不動産登記

法（明治32年法第24号）及び同法施行細則（明治32年省令第

11号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 登記簿は、一筆の土地又は一箇の建物ごとに一つの登記用

紙が設けられ、区分所有建物については、その一棟の建物に

属する区分所有建物の全部について、一登記用紙が設けられ
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る。 

２ 一つの登記用紙は、甲区、乙区の二用紙からなる。 

３ 一つの登記用紙甲区事項欄には、所有権に関する事項、乙

区事項欄には、所有権以外の事項が記載される。 

４ 不動産登記簿の謄本は、一登記用紙の登記事項の全部を謄

写したものであるが、申請人の請求によって、謄写事項が一

部省略されることがある。 

 

【問 10】 登記簿の謄本・抄本・閲覧に関する次の記述のうち、

不動産登記法及び同法施行細則の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

１ 謄本は、一登記用紙の登記事項の全部を謄写したものであ

るが、申請人の請求により、謄写事項を一部省略することは

できない。 

２ 登記簿の謄本又は抄本の交付を請求するには、申請書は郵

送によることはできない。 

３ 閲覧の請求は、口頭によることも許される。 

４ 区分所有建物については、一棟の建物の登記用紙全部が一

登記用紙と考えられているため、数個ある区分した建物のう

ち一個の区分した建物全部を謄写したものであっても抄本と

解されている。 

 

【問 11】 区分所有者の破産に関する次の記述のうち、破産法

（大正11年法第72号）の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 管理費を滞納している区分所有者Ａについて管理費の支払

いを管理組合に対し連帯保証した者がいた場合、Ａが自己破

産し、免責されたときは、連帯保証人は債務を免れる。 

２ 破産状態にある区分所有者Ｂが滞納していた管理費を管理

組合に支払った場合、その支払いは有効で、返還を請求され

ることはない。 

３ 破産者は、免責不許可理由がある場合でも、裁判所の裁量

により免責が認められることがある。 

４ 管理費は、破産法では公益上・社会政策上の理由により免

責されない非免責債権である。 

 

【問 12】 中古マンションの売買についての媒介契約に関する

次の記述のうち、宅地建物取引業法（昭和27年法第176号。以

下「宅建業法」という。）の規定によれば、正しいものはど

れか。 

１ 宅地建物取引業者は、媒介契約を締結する際、必ず当該マ

ンションの売買価額について意見を述べなければならない。 

２ 媒介契約の類型が、他の宅地建物取引業者に重ねて媒介又

は代理を依頼することができるもの（一般媒介契約）である

ときは、媒介契約の有効期間を３カ月以内にすることはでき

ない。 

３ 媒介契約の類型が、他の宅地建物取引業者に重ねて媒介又

は代理を依頼することを禁ずるもの（専任媒介契約）である

場合、媒介契約の有効期間を６カ月と定めたときは、当該媒

介契約自体が無効となる。 

４ いかなる媒介契約の類型であっても、媒介契約を締結した

ときに遅滞なく交付すべき書面には、指定流通機構への登録

に関する事項を記載しなければならない。 

 

【問 13】 宅地建物取引業者が、マンションの売買の媒介をす

る場合に行うべき重要事項説明（宅建業法第35条に規定され

ているもの）に関する次の記述のうち、宅建業法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。 

１ そのマンションに抵当権が設定され、建物登記簿にその旨

の登記がなされていた場合、売買契約締結後、ただちに売主

がこれを抹消することを約しているときでも、説明をする必

要がある。 

２ そのマンションの計画的な維持修繕のための費用の積立て

を行う旨の規約の定めがあるときは、その内容を説明するこ

とが必要であるが、既に積立てられている額については説明

する必要はない。 

３ そのマンションにペットの飼育・ピアノの使用の制限、フ

ローリング工事の禁止又は制限などの専有部分の用途・利用

制限に関する規約の定めがあるときは、その内容について説

明する必要がある。 

４ そのマンションに建物の維持修繕の実施状況が記録されて

いるときは、その内容を説明する必要がある。 

 

【問 14】 宅地建物取引業者が売主として、宅地建物取引業者

でない者に対してマンションを販売した場合の瑕疵担保責任

に関する次の記述のうち、民法及び宅建業法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 当該マンションの瑕疵について、「売主は民法の規定に基

づく責任を負うとともに、買主からの瑕疵補修請求にも応ず

る」旨の特約は有効である。 

２ 当該マンションの瑕疵について、売主が責任を負う期間を

「売買契約締結の日から２年間」とする特約は効力を有しな

い。 

３ 当該マンションの瑕疵が、売主以外の第三者の過失が原因

で生じたものであったとしても、売主は瑕疵担保責任を負う。 

４ 当該マンションの瑕疵について、売買契約において何らの

取決めをしなかった場合は、売主は物件の引渡しの日から２

年間、瑕疵担保責任を負うことになる。 

 

【問 15】 宅地建物取引業者Ａが、建築工事完了前のマンショ

ンを売主として販売する場合に関する次の記述のうち、宅建

業法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ Ａは、売買契約の締結日以後、引渡し前に、手付金及び代

金の全部又は一部を受領するときは、原則として宅建業法に

定める一定の保全措置を講じなければならない。 

２ Ａは、そのマンションの所有権をまだ有しない場合であっ

ても、宅建業法に定める手付金等の保全措置を講ずれば、売

買契約を締結することができる。 

３ Ａは、そのマンションの共用部分に関する規約について、

それがまだ案の段階であるときは、重要事項として説明する

必要がない。 

４ Ａは、そのマンションの工事完了時における形状、構造そ

の他宅建業法に定める事項を、重要事項として説明しなけれ

ばならない。 

 

【問 16】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法

第81号。以下「品確法」という。）に規定されている瑕疵担

保責任に関する次の記述のうち、品確法の規定によれば、正

しいものはどれか。 

１ 品確法の瑕疵担保責任の特例の規定の対象となる「新築住

宅」とは、建設工事の完了日からの経過期間を問わず、新た

に建設された住宅で、まだ人の居住の用に供したことのない

ものをいう。 

２ 品確法による瑕疵担保責任の対象となる住宅の部位は、住

宅のうち構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部

分として政令で定めるものである。 

３ 品確法により、瑕疵担保責任を負うべき期間は、売買又は

請負の契約を締結した日から10年間である。 

４ 品確法により、売買契約における買主は、請負契約の注文

者と異なり瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求はできるが、

瑕疵修補の請求はできない。 

 

【問 17】 都市計画を決定するための手続に関する次の記述の

うち、都市計画法（昭和43年法第100号）の定めによれば、正

しいものはどれか。 

１ 都道府県又は市町村は、都市計画の案を作成しようとする

場合において必要があると認めるときは、公聴会の開催等住

民の意見を反映させるために必要な措置を講じるものとする。 

２ 都道府県又は市町村は、都市計画を決定しようとするとき

は、あらかじめ国土交通省令で定めるところによりその旨を

公告し、当該都市計画の案を、理由を記載した書面を添えて、

公告の日から１月、公衆の縦覧に供しなければならない。 

３ 都道府県は、大都市及びその周辺の都市に係る都市計画区

域その他の政令で定める都市計画区域に係る都市計画（政令

で定める軽易なものを除く。）又は国の利害に重大な関係が
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ある政令で定める都市計画の決定をしようとするときは、あ

らかじめ、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大

臣に届け出なければならない。 

４ 都道府県及び市町村は、都市計画を決定したときは、その

旨を告示し、かつ、都道府県にあっては国土交通大臣に、市

町村にあっては都道府県知事に、都市計画にかかる総括図、

計画図及び計画書の写しを送付しなければならない。 

 

【問 18】 都市計画法に定める遊休土地に関する次の記述のう

ち、同法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 都道府県は、遊休土地転換利用促進地区に関する都市計画

の目的を達成するため必要があると認めるときは、当該遊休

土地転換利用促進地区内の土地について所有権又は地上権そ

の他の使用若しくは収益を目的とする権利を有する者に対し、

当該土地の有効かつ適切な利用の促進に関する事項について

指導及び助言を行うものとする。 

２ 遊休土地である旨の通知を受けた者は、その通知があった

日の翌日から起算して６週間以内に、国土交通省令で定める

ところにより、その通知に係る遊休土地の利用又は処分に関

する計画を市町村長に届け出なければならない。 

３ 市町村長は、遊休土地の利用又は処分に関する計画の届出

があった場合において、その届出に係る計画に従って当該遊

休土地を利用し、又は処分することが当該土地の有効かつ適

切な利用の促進を図る上で支障があると認めるときは、その

届出をした者に対し、相当の期限を定めて、その届出に係る

計画を変更すべきことその他必要な措置を講ずべきことを勧

告することができる。 

４ 遊休土地の買取りの協議を行う旨の勧告通知を受けた者は、

正当な理由がなければ、当該遊休土地の買取りの協議を行う

ことを拒んではならない。 

 

【問 19】 都市再開発法（昭和44年法第38号）に定める権利変

換手続に関する次の記述のうち、同法の規定によれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ 施行者が権利変換手続開始の登記を行った後においては、

当該登記に係る宅地若しくは建築物の所有権を有する者又は

当該登記に係る借地権を有する者は、これらの権利を処分す

るには、国土交通省令で定めるところにより、施行者の承諾

を得なければならない。 

２ 施行地区内の建築物について借家権を有する者は、公告の

あった日から30日以内に施行者に対し、借家権の取得を希望

しない旨を申し出ることができる。 

３ 権利変換期日以後、建築工事完了の公告の日までの間は、

権利変換計画の定めるところに従い、施行者がその施設建築

物の敷地となるべき土地の地代の概算額を支払うものとする。 

４ 権利変換計画において施設建築物の一部等が与えられるよ

うに定められた者と当該施設建築物の一部について借家権が

与えられるように定められた者は、家賃その他の借家条件に

ついて協議しなければならないが、工事完了の公告の日まで

にその協議が成立しないときは、施行者は単独で借家条件に

ついて裁定することができる。 

 

【問 20】 都市再開発法に定める再開発会社に関する次の記述

のうち、同法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 再開発会社は、認可があれば施行者として、又は規準若し

くは事業計画をもって第三者に対抗することができる。 

２ 再開発会社は、規準において特定事業参加者に関する事項

を定めようとするときは、原則として特定事業参加者を公募

しなければならない。 

３ 再開発会社は、都道府県知事の承認を受けて、土地及び建

物の権利関係又は評価について特別の知識経験を有し、かつ、

公正な判断をすることができる者のうちから、この法律及び

規準で定める権限を行う審査委員３人以上を選任しなければ

ならない。 

４ 再開発会社は、市街地再開発事業を終了しようとするとき

は、国土交通省令で定めるところにより、その終了について

都道府県知事の認可を受けなければならない。 

【問 21】 建築基準法（昭和25年法第201号）の防火地域に関

する次の記述のうち、同法の規定によれば、正しいものはど

れか。 

１ 防火地域内においては、階数が５以上であり、又は延べ面

積が200平方メートルを超える建築物は耐火建築物とし、その

他の建築物は一定の場合を除き耐火建築物又は準耐火建築物

としなければならない。 

２ 防火地域又は準防火地域内では、建築物の外壁が耐火構造

のものでも、その外壁を隣地境界線に接して設けることがで

きない。 

３ 防火地域又は準防火地域内の建築物の屋根の構造は、市街

地における火災を想定した火の粉による建築物の火災の発生

を防止するために屋根に必要とされる性能に関して建築物の

構造及び用途の区分に応じて政令で定める技術的基準に適合

するもので、国土交通大臣の認定を受けたものとしなければ

ならない。 

４ 防火地域内にある看板、広告塔、装飾塔その他これらに類

する工作物で、建築物の屋上に設けるもの又は高さ３メート

ルを超えるものは、その主要な部分を不燃材料で造り、又は

おおわなければならない。 

 

【問 22】 集会に関する管理者の次の行為のうち、区分所有法

の規定によれば、誤っているものはどれか。なお、規約によ

る別段の定めはないものとする。 

１ 不在区分所有者に対する集会招集通知を、会日の２週間前

に、配達証明付き内容証明郵便で発送した。 

２ 区分所有者が代理人により議決権を行使する旨連絡してき

たが、委任状の提出がなかったので、議決権行使を認めなか

った。 

３ 集会で議長となり、管理者に提出された白紙委任状につい

て代理人として議決権を行使し、議事録を作成した。 

４ 集会終了前、緊急動議が提起されたが、新たな議題だった

ので、これを採決しなかった。 

 

【問 23】 議決権に関する次の記述のうち、区分所有法の規定

によれば、正しいものはどれか。ただし、規約による別段の

定めはないものとする。 

１ 建替え決議を行う場合、議決権は、各区分所有者が有する

共用部分の持分の割合によらなければならず、区分所有者数

は考慮されない。 

２ 団地内の特定の建物を建て替える場合の建替え承認決議を

行うときの議決権は、その特定の建物が所在する土地の持分

の割合によらなければならず、区分所有者数は考慮されない。 

３ 建物の価格の２分の１を超える持分が滅失したために復旧

決議を行う場合の議決権は、各区分所有者が有する共用部分

の持分割合によらなければならず、区分所有者数は考慮され

ない。 

４ 団地内の建物の一括建替え決議を行う場合の議決権は、そ

の団地内建物の敷地の持分の割合によらなければならず、区

分所有者数は考慮されない。 

 

【問 24】 管理組合法人の解散に関する次の記述のうち、区分

所有法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 集会で管理組合法人を解散する決議をしたとき。 

２ 建物が地震等で全部滅失したとき。 

３ 区分所有者が１名になったとき。 

４ 建物に専有部分がなくなったとき。 

 

【問 25】 マンションの敷地内に自走式駐車場を設置する場合

の集会の決議の方法等に関する次の記述のうち、区分所有法

の規定によれば、正しいものはどれか。ただし、規約による

別段の定めはないものとする。 

１ マンションの敷地内の緑地帯である部分に自走式駐車場を

設置することは、改良を目的とし、かつ著しく多額の費用を

要しないものであるから、区分所有者及び議決数の各過半数

の賛成による普通決議で行うことができる。 

２ マンションの敷地内に自走式駐車場を設置することについ
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て、電磁的方法による決議をすることについて区分所有者が

１人でも反対したときは、書面による決議をしなければなら

ない。 

３ マンションの敷地内に自走式駐車場を設置することについ

て、書面による決議をする場合は区分所有者全員の承諾が必

要であるが、設置工事の賛否自体は多数決によって決するこ

とができる。 

４ マンションの敷地内に自走式駐車場を設置することについ

て、区分所有者全員の書面による合意があったときは、集会

を開催しなくても決議が成立したものとみなされるが、その

合意については、法務省令の定めに従わなければならない。 

 

【問 26】 集会の議事録に関する次の記述のうち、区分所有法

の規定によれば、最も適切なものはどれか。 

１ 管理者が議事録を紛失したときは、10万円以下の過料に処

せられる。 

２ 議事録に議長及び出席区分所有者２名の署名押印が欠けて

いるときは、集会決議の効力が失われる。 

３ 管理費値上げの決議をした場合には、その前の管理費値上

げの決議に関する議事録は、10年経過していなくても廃棄し

てよい。 

４ 議長は、｢議事の経過の要領と結果｣にあたらないものにつ

いては、出席者の記載要求があっても、必ずしもこれに応じ

る必要はない。 

 

【問 27】 管理規約を変更する場合において、区分所有者数及

び議決権が以下の条件である場合に、その決議を可決するた

めに最低限必要な区分所有者の定数並びに集会議決権数は、

次のうちどれか。 

 専有部分50戸。議決権は専有部分１戸につき１個と管理規

約で規定。 

 専有部分50戸のうち１戸はＡ・Ｂが、１戸はＣ・Ｄが、１

戸はＥ・Ｆ・Ｇがそれぞれ共有。５戸はＨが１人で所有。但

し、うち２戸は各２名の共有（計４名はそれぞれ別人）、１

戸は、３名の共有、残りの42戸は各区分所有者がそれぞれ所

有。 

１ 区分所有者数35名、かつ、議決権数38個以上の賛成。 

２ 区分所有者数35名、かつ、議決権数35個以上の賛成。 

３ 区分所有者数26名、かつ、議決権数26個以上の賛成。 

４ 区分所有者数26名、かつ、議決権数38個以上の賛成。 

 

【問 28】 一部共用部分が存在するマンションに関する次の記

述のうち、区分所有法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 一部共用部分を共有する区分所有者のみで構成する一部管

理組合が必ず存在する。 

２ 区分所有者全員の利害に関係する管理は、全体の管理組合

で行わなければならない。 

３ 区分所有者全員の利害に関係しないものの管理は、一部管

理組合で行わなければならない。 

４ 一部共用部分を共有する区分所有者は、その者達だけでそ

れに要する管理費を負担しなければならない。 

 

【問 29】 マンション標準管理規約・単棟型（平成16年国土交

通省公表。以下「標準規約」という。）によれば、次の事項

のうち理事会の決議のみで行うことができないものはどれか。 

１ 廊下に私物を長期間放置している区分所有者に対し、これ

を撤去するよう勧告すること。 

２ 居室のリフォームについて、設計図、仕様書及び工程表を

添付した申請書を提出した区分所有者に対し、これを承認す

ること。 

３ 共用部分等の利用方法などについての使用細則を制定する

こと。 

４ 長期修繕計画案を作成すること。 

 

【問 30】 管理組合に関する次の記述のうち、区分所有法の規

定によれば、正しいものはどれか。 

１ 数棟の区分所有建物で構成する団地の場合、各棟の共用部

分は、その棟の区分所有者の共有物であるから、団地管理組

合が管理することはない。 

２ 一戸建て住宅数棟で構成する団地の場合、各戸の外壁、屋

根等は、その住宅所有者の所有物であるが、団地管理組合が

管理することもある。 

３ 一棟の区分所有者建物で下層階と上層階で用途が異なって

いる場合でも、下層階又は上層階のみの区分所有者で構成す

る管理組合が成立するとは限らない。 

４ 棟の管理組合は棟の共用部分等を管理し、団地管理組合は

団地全体を管理するものであるから、棟の管理組合は団地管

理組合の意思決定に拘束される。 

 

【問 31】 次の記述のうち、標準規約の定めによれば、正しい

ものはどれか。 

１ 理事長以外の理事も、自ら総会を招集しなければならない

場合がある。 

２ 監事が組合員でなくなった場合、後任の監事が就任するま

での間引き続きその職務を行う。 

３ 理事又は監事でない組合員は、自ら総会を招集することが

できない。 

４ 理事が死亡により任期途中で欠けた場合、その補充は、理

事会の決議により行う。 

 

【問 32】 マンション建替組合に関する次の記述のうち、マン

ションの建替えの円滑化等に関する法律（平成14年法第78号。

以下「円滑化法」という。）の規定によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 区分所有法に規定する建替え合意者は、５人以上共同して、

定款及び事業計画を定め、都道府県知事に設立の認可の申請

をすることができる。 

２ マンション建替組合を設立するためには、建替え合意者の

４分の３以上の同意を得なければならない。 

３ マンション建替組合は、その名称中に｢マンション建替組合

法人｣という文字を用いなければならない。 

４ マンション建替組合は、都道府県知事の認可を受けること

により成立するため、登記をする必要はない。 

 

【問 33】 マンション建替組合の総代に関する次の記述のうち、

円滑化法の規定によれば誤っているものはどれか。 

１ 総代は、原則として組合員（法人にあっては、その役員）

のうちから選出するが、特別の事情があるときは、組合員以

外の者からも選出することができる。 

２ 総代の定数は、組合員総数の10分の１を下らない範囲内に

おいて定款で定めることができる。ただし、組合員総数が200

人を超える組合にあっては、20人以上であれば足りる。 

３ 総代は組合員の選挙により選ばれるが、選挙は必ずしも総

会で行う必要はない。 

４ 総代会が総会に代わって行うことができる権限は、理事及

び監事の選挙又は選任、特別の議決を必要とする事項以外の

すべての事項である。 

 

【問 34】 危険又は有害な状況にあるマンションの建替えの促

進のための特別の措置に関する次の記述のうち、円滑化法の

規定によれば、最も適切なものはどれか。 

１ 都道府県知事は、保安上危険又は衛生上有害な状況にある

マンションで、国土交通省令で定める基準に該当するものの

区分所有者に対し、当該マンションの建替えを行うべきこと

を勧告することができる。 

２ 都道府県知事は、建替えを行うべきことを勧告しようとす

るときは、あらかじめ、市町村長に協議しなければならない。 

３ 建替えを行うべきことの勧告を受けたマンションの区分所

有者は、速やかに建替えを行うよう努めなければならない。 

４ 市町村長は、要請があった場合には、建替えを行うべきこ

との勧告を受けたマンションの賃借人又は転出区分所有者の

利用に供すべき代替建築物を提供し、又はあっせんするよう

努めなければならない。 
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【問 35】 預金保険法（昭和46年法第34号）に定める預金保険

制度に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 日本国内に本店を有しない外国銀行であっても、日本国内

の支店は預金保険制度の対象となる。 

２ 預金保険制度の対象である金融機関であれば、外貨預金に

ついても預金保険の対象となる。 

３ 金融機関２行が合併した場合、平成17年３月末までは、預

金保険制度で保護される限度額は、全額保護される預金を除

き、預金者１人当たり2,000万円及び利息等である。 

４ 満期日が同日である担保権の目的となっていない２口の定

期預金を預けていた金融機関が破綻し、２口の合計額が預金

保険制度で保護される限度額を上回っていたとき、金利の低

い定期預金が優先して保護される。 

 

【問 36】 管理組合が営む収益事業に関する次の記述のうち、

法人税法（昭和40年法第34号）その他の規定によれば、最も

不適切なものはどれか。 

１ 収益事業を営む管理組合は、各事業年度終了の翌日から２

月以内に、所轄税務署長に対して、所得金額や法人税の額な

どを記載した確定申告書を提出しなければならない。 

２ 管理組合が新たに収益事業（法人税法施行令によって定め

られた33種類の事業）を開始した場合、２月以内に収益事業

開始届出書を所轄税務署長に届け出なければならない。 

３ 管理組合が、駐車場の使用料を組合員から徴収して管理費

会計に繰り入れる行為は、収益事業にあたる。 

４ 管理組合は、収益事業とそれ以外の事業から生ずる所得に

関する経理を、区分して行わなければならない。 

 

【問 37】 次の記述のうち管理組合の会計処理として誤ってい

るものはどれか。ただし、管理組合の会計年度は４月１日か

ら翌年の３月31日までとし、管理組合の会計処理は、企業会

計原則に基づき発生主義の原則に従って経理しているものと

する。 

１ 管理規約の規定に従い毎月27日に翌月分の管理費等を区分

所有者の口座から預金口座振替により徴収しているが、３月

27日に残高不足により引き落しができなかった区分所有者が

いたので、当該区分所有者の滞納額を当該年度の未収入金と

して計上した。 

２ ２月28日に、翌３月１日から１年間の掛捨型損害保険を契

約し保険料全額を支払ったが、３月分の月割相当分を当該年

度の費用として、残り11カ月分を当該年度の前払い金として

計上した。 

３ ３月10日に大規模修繕工事が完了した。最終工事代金は工

事請負契約上、工事完了の月の末日までに支払う旨約定され

ていたが、金融機関からの融資が４月10日に実行されること

になったので、工事業者の承諾を得て、４月末日までに支払

うこととした。そこで、最終工事代金を当該年度の修繕工事

費に計上するとともに、未払い金として計上した。 

４ マンションの敷地内に駐車場が10区画（１区画の１月当た

りの使用料１万円）あるが、利用者がいないため、２区画が

それぞれ３カ月間空いてしまった。このため、当該年度の駐

車場使用料収入は114万円を計上した。 

 

【問 38】 マンションの管理組合の会計に関する次の記述のう

ち、最も適切なものはどれか。 

１ 管理費等の徴収方法は管理規約で任意に規定することがで

きるが、現在最も多い徴収方法は定額自動送金である。 

２ マンションの管理費、修繕積立金の額は、規約に別段の定

めをしている場合を除いて、全住戸同額で負担しなければな

らない。 

３ 修繕積立金は、一定年数の経過ごとに計画的に行う修繕の

ほか、不慮の事故その他特別の事由により必要となる修繕費、

敷地及び共用部分の変更又は処分にかかる費用等に充当する

旨管理規約で規定していることが一般的である。 

４ 管理費は経常的な管理のための費用であるため、売れ残り

の住戸の管理費については売主に負担義務があるが、修繕積

立金については売れ残り住戸であれば売主に負担義務はない。 

 

【問 39】 住宅金融公庫のマンション修繕債券積立制度（名称

「マンションすまい・る債」）に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

１ マンション修繕債券積立制度は、住宅金融公庫が発行する

利付10年債券を毎年１回ずつ継続的に購入し、最高10回まで

の範囲でこれを積み立てることにより、修繕積立金の保管・

運用を行うものである。 

２ マンション修繕債券積立制度を利用できるマンションは、

住宅金融公庫から融資を受けて共用部分の修繕工事を行うこ

とを予定していることが必要であるから、結果として他の金

融機関からの融資により修繕工事を実施した場合は、積立て

を中止させられる。 

３ マンション修繕債券積立制度を利用すると、別途融資審査

が必要なものの、通常の受付期間にかかわらず、いつでも住

宅金融公庫のマンション共用部分リフォーム融資の申込みが

できる等のメリットがある。 

４ マンション修繕債券積立制度は、管理組合の大規模修繕工

事資金の計画的な積立て方法としては有効な制度といえる。 

 

【問 40】※ 管理組合において次の取引が発生したときの勘定

科目の仕訳のうち、誤っているものはどれか。ただし、管理

組合の会計年度は４月１日から翌年の３月31日までとし、管

理組合の会計処理は、企業会計原則に基づき発生主義の原則

に従って経理しているものとする。 

１ 清掃契約で、当月分の清掃費を当月末までに支払うことと

なっていたが、管理組合の事情により、３月分の清掃費を４

月に支払った。 

未払金 50,000 普通預金 50,000 

２ 当月分の管理費を当月に徴収する旨を規約で規定している

場合で、３月末で管理費等を25,000円滞納していた区分所有

者から、４月に25,000円が管理組合の口座に振り込まれてき

た。 

普通預金 25,000 未収入金 25,000 

３ ４月にマンション修繕費用積立保険を付保し、保険料を全

額支払った。保険契約の期間は、４月１日から翌年３月31日

までの１年間であり、支払保険料の内訳は危険保険料が

43,000円、積立部分が957,000円である。  

積立部分 957,000 普通預金 1,000,000 

危険保険料 43,000 

４ 当月分の管理費（500,000円）を当月に徴収する旨管理規約

で規定している場合で、３月に徴収したところ区分所有者の

１人が一部（100,000円）を滞納した。 

未収入金 500,000 管理費 500,000 

※本問は原文を一部変更しました。 

 

【問 41】 建築構造に関する記述のうち、誤っているものはど

れか。 

１ 鉄筋コンクリート構造は、柱と梁を剛接合した一体構造で

あり、ラーメン構造でのみ用いられる。 

２ 鉄骨鉄筋コンクリート構造は、鉄骨構造よりも耐火性に富

み、一般的には鉄筋コンクリート構造より耐震性が高い。 

３ 壁式構造は、鉄筋コンクリートの壁・床を一体化したもの

であり、壁の多い低層の建築物に適している。 

４ フラットスラブ構造は梁がなく、床スラブより直接荷重を

柱に伝達させる。 

 

【問 42】 建築設備に関する記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 水道水の水質基準で、大腸菌群は10mg/r以下である。 

２ 受水槽の設置規定で、周囲の保守点検が容易かつ安全に行

えるよう、六面点検が可能な設置とする。 

３ 臭気や害虫の侵入防止のため、一つの排水器具に２カ所の

トラップを設ける。 

４ マンションの換気方式は、第三種機械換気が一般的であり、

給気、排気ともに機械換気による方式である。 

 

【問 43】 建築基準法の目的に関する次の記述の（Ａ）から
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（Ｄ）を埋めるものとして、最も適切な組み合わせはどれか。 

 この法律は、建築物の（Ａ）、構造、設備及び（Ｂ）に関

する最低の基準を定めて、国民の生命、健康及び（Ｃ）の保

護を図り、もって（Ｄ）の福祉の増進に資することを目的と

する。 

１ （Ａ）敷地 （Ｂ）用途 （Ｃ）資産 （Ｄ）国民 

２ （Ａ）敷地 （Ｂ）仕様 （Ｃ）資産 （Ｄ）公共 

３ （Ａ）敷地 （Ｂ）用途 （Ｃ）財産 （Ｄ）公共 

４ （Ａ）敷地 （Ｂ）仕様 （Ｃ）財産 （Ｄ）国民 

 

【問 44】 共同住宅の共用廊下等の容積率不算入に関する改正

建築基準法（平成９年施行）についての次の記述のうち、最

も適切なものはどれか。 

１ 中廊下や内階段の面積は、特例により容積率の算定の基礎

となる延べ面積には算入されない。 

２ エントランスホール、エレベーターホール、パイプスペー

ス、エレベーターシャフトの面積は、特例により容積率の算

定の基礎となる延べ面積に算入される。 

３ 対象となる共同住宅の範囲には、共用廊下等を有する分譲

住宅は含まれるが、賃貸住宅は含まれない。 

４ 対象となる共同住宅の範囲には、共同住宅で事務所を兼ね

る、いわゆる兼用住宅も含まれる。 

 

【問 45】 マンションの長期修繕計画に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 長期修繕計画は、建物の竣工時とほぼ同等の機能及び外観

等を回復するために、修繕の標準的な実施時期及び費用を予

測概算し、将来の修繕積立金のガイドラインを示したもので

ある。 

２ 規約で、専有部分、共用部分の範囲について標準規約と同

一の定めをしているマンションでは、長期修繕計画において、

各住戸の玄関扉及び面格子の交換費用を計上することができ

る。 

３ 長期修繕計画における設備機器類の修繕周期及び時期の設

定は、減価償却資産の耐用年数を基本とするが、一部に物理

的な耐用年数を採用している場合もある。 

４ 長期修繕計画では、修繕周期が重複し修繕が集中する時期

を中心に、支出を平準化しながら修繕計画を作成することが

重要である。 

 

【問 46】 次の記述のうち、マンションの管理の適正化に関す

る指針（平成13年国土交通大臣告示第1288号）の記述のうち、

同指針の定めによれば、最も不適切なものはどれか。 

１ マンションを購入しようとする者は、マンションの管理の

重要性を十分に認識し、売買契約はもとより、管理規約、使

用細則、管理委託契約、長期修繕計画等管理に関する事項を

十分に留意する必要がある。 

２ 専有部分の賃借人等の占有者は、建物及びその敷地若しく

は附属施設の使用方法につき、管理規約又は集会決議により、

区分所有者が負う義務と同一の義務を負うが、費用について

も応分の負担を負う義務があることに十分留意しなければな

らない。 

３ 専有部分と共用部分の区分、専用使用部分と共用部分の管

理に関してトラブルが生じることが多いことから、利用と公

平な負担が確保されるよう、各部分の範囲、各区分所有者等

の負担を明確に定めておくことが望ましい。 

４ 管理組合の管理者等は、会計に関する必要な帳票類を作成

してこれを保管し、利害関係者から閲覧の請求があった場合

は、必要に応じて速やかに開示することにより、透明性を確

保する必要がある。 

 

【問 47】 マンション管理業者の登録に関する次の記述のうち、

マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法

第149号。以下「適正化法」という。）の規定によれば、正し

いものはどれか。 

１ 登録の有効期間満了後、引き続きマンション管理業を営も

うとする者は、期間満了後速やかに更新の登録をする必要が

ある。 

２ Ａ県内でのみマンション管理業を営もうとする者は、Ａ県

に備えるマンション管理業者登録簿に登録を受けなければな

らない。 

３ 更新の登録の申請があった場合において、有効期間の満了

の日までにその申請に対する処分がなされないときは、従前

の登録は、有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間

は効力を有する。 

４ マンション管理業者の登録の有効期間は３年とする。 

 

【問 48】 マンション管理業者の登録の欠格要件に関する次の

記述のうち、適正化法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 法人でその役員のうちに４年前に傷害罪で懲役２年の刑に

処せられた者があるときは、その法人は登録を受けることが

できない。 

２ 破産者で復権を得ないものであっても、登録を受けること

ができる。 

３ 国土交通大臣は、登録申請書に重要な事項について虚偽の

記載があるときは、その登録を拒否することができる。 

４ マンション管理業に関し成年者と同一の能力を有しない未

成年者でその法定代理人が被保佐人である場合、その未成年

者は登録を受けることができない。 

 

【問 49】 管理組合と管理業者が締結する管理委託契約の更新

と重要事項（管理受託契約の内容及びその履行に関する事項

であって国土交通省令で定めるものをいう。）の説明に関す

る次の記述のうち、適正化法の定め及び国土交通省通達の内

容によれば、誤っているものはどれか。 

１ 従前の管理受託契約と同一の条件で管理受託契約を更新す

る場合において、当該管理組合に管理者である管理組合理事

長が置かれているときは、マンション管理業者は、更新が成

立するまでに管理組合理事長に重要事項を記載した書面（以

下「重要事項説明書」という。）を交付し、かつ、管理業務

主任者をして説明させればよく、組合員全員に重要事項説明

書を交付する必要はない。 

２ 従前の管理受託契約と同一の条件で管理受託契約を更新す

る場合において、当該管理組合に管理者が置かれていないと

きは、マンション管理業者は、更新が成立するまでに組合員

全員に重要事項説明書の交付を行えばよく、説明は不要であ

る。 

３ 「従前の管理受託契約と同一の条件」とは、従前の管理受

託契約に比して管理事務の内容及び実施の範囲を拡大するが、

管理事務に要する費用の額を据え置く場合を含む。 

４ 「従前の管理受託契約と同一の条件」とは、従前の管理受

託契約と管理事務の内容及び実施方法を同一とし、管理事務

に要する費用の額を減額しようとする場合を含む。 

 

【問 50】 管理組合等の預金口座に係る通帳・印鑑の管理に関

する次の記述のうち、適正化法の規定によれば、誤っている

ものはどれか。 

１ マンション管理業者は、管理組合等を名義人とする預金口

座に係る通帳及び印鑑を同時に保管することはできないが、

マンション管理業者が支払一任代行方式を行っている場合に

おいては、管理費等収納口座（管理組合等を名義人とする管

理費等を収納する口座。以下「収納口座」という。）に係る

通帳及び印鑑については、保証措置を講じれば、同時に保管

することができる。 

２ マンション管理業者は、管理組合等を名義人とする預金口

座に係る通帳及び印鑑を同時に保管することはできないが、

管理組合理事長又は管理組合法人の理事が選任されるまでの

比較的短い期間に限り、マンション管理業者を名義人とする

預金口座を開設し、かつ、同口座に係る通帳及び印鑑を同時

に保管することができる。 

３ マンション管理業者は、原則方式で管理組合の財産の管理

を行う場合は、キャッシュカードやインターネットバンキン

グに係るパスワードをもって、管理組合等の包括的な承認の

下に、管理事務に要する費用を管理組合の収納口座から払い
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出すことができる。 

４ マンション管理業者は、支払一任代行方式で管理組合の財

産の管理を行う場合は、収納口座以外の管理組合等を名義人

とする口座に係る通帳と印鑑を同時に保管することはできな

い。 

 

解   答 

問１＝１ 問２＝４ 問３＝２ 問４＝１ 問５＝４ 問６＝２ 

問７＝２ 問８＝２ 問９＝２ 問10＝４ 問11＝３ 問12＝４ 

問13＝２ 問14＝４ 問15＝３ 問16＝２ 問17＝１ 問18＝１ 

問19＝４ 問20＝１ 問21＝４ 問22＝２ 問23＝２ 問24＝３ 

問25＝３ 問26＝４ 問27＝１ 問28＝２ 問29＝３ 問30＝３ 

問31＝１ 問32＝３ 問33＝１ 問34＝４ 問35＝４ 問36＝３ 

問37＝１ 問38＝３ 問39＝２ 問40＝４ 問41＝１ 問42＝２ 

問43＝３ 問44＝１ 問45＝３ 問46＝２ 問47＝３ 問48＝４ 

問49＝１ 問50＝３ 

 

平成15年度 
記述式試験問題 

 

※７問のうち４問を選択して解答。 

 

【問 １】 平成16年１月に国土交通省から改正標準管理規約

（単棟型、団地型、複合用途型）が公表された。以下は標準

管理規約の改正ポイントに関する記述であるが、下記の語群

の中から①から⑩に該当する適切な語句を選び、同記述を完

成させなさい。 

１ マンションの建替えに関する規定の整備 

 （①）の制定及び（②）の改正を踏まえ、マンションの建

替えに係る合意形成に必要となる事項の調査に関する業務を、

管理組合の業務として追加するとともに、そのための費用を

（③）から取り崩すことができる事項として追加した。 

２ 決議要件や電子化に関する規定の整備 

 改正された（②）の規定を踏まえ、敷地及び共用部分等の

変更に関し、総会の（④）で実施可能な範囲を「その形状又

は（⑤）の著しい変更を伴わないもの」と規定するとともに、

（④）で実施可能な工事例、（⑥）を必要とする工事例をコ

メントに記載した。 

３ マンションを取り巻く情勢の変化を踏まえた改正 

(1) マンションの適正管理には適時適切に（⑦）を行うこと

が必要であることを踏まえ、工事施工業者や（⑦）の費用、

箇所、時期等（⑦）に係る（⑧）を整理して後に参照でき

るよう管理し、今後の（⑦）を円滑に行うため、（⑦）等

の（⑧）の整理及び管理等を管理組合の業務として規定し

た。 

(2) 管理費等の滞納問題に適時適切に対応できるよう、共用

部分の（⑨）に関する事項は、原則総会の（④）で決する

ところ、未納の管理費等の請求に関しては、（⑩）により、

理事長が、管理組合を代表して、訴訟その他法的措置を追

行することができる旨を規定した。 

 

〈語 群〉 

総会決議  マンション管理適正化法   保存 

滅失    管理履歴   普通決議   区分所有法 

管理    毀損     規約原本   特別決議 

管理費   履歴情報   マンション建替え円滑化法 

変更    効用     総会議事録  理事会決議 

民法    改良     維持     理事会議事録 

専用使用料 重要事項説明 宅地建物取引業法 

修繕    保全     修繕積立金 

 

〈注〉 

○「マンション管理適正化法」＝マンションの管理の適正化

の推進に関する法律 

○「区分所有法」＝建物の区分所有等に関する法律 

○「マンション建替え円滑化法」＝マンションの建替えの円

滑化等に関する法律 
 

【解答欄】 

① マンション建替え円滑化法 ⑥ 特別決議 

② 区分所有法 ⑦ 修繕 

③ 修繕積立金 ⑧ 履歴情報 

④ 普通決議 ⑨ 管理 

⑤ 効用 ⑩ 理事会決議 

 

【問 ２】 建築物のバリアフリー化を促進する改正ハートビル

法（名称「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建

築物の建築の促進に関する法律」）が平成15年４月から施行

されている。以下は改正ハートビル法の改正概要等に関する

記述であるが、下記の語群の中から①から⑩に該当する適切

な語句を選び、同記述を完成させなさい。 

１ 改正ハートビル法により、多数の者が利用する政令で定め

る建築物その他の部分である特定建築物の範囲が拡大され、

学校、事務所、（①）等の用途の建築物にも適用された。 

２ 特別特定建築物について（②）㎡以上の建築等をする者は、

バリアフリー対応に係る（③）に適合させなければならない。 

３ 特定建築物の廊下、階段、（④）等の特定施設の修繕又は

（⑤）をしようとする者は、（③）又は条例で付加した制限

に適合させるために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

４ 認定建築物の（⑥）の算定の基礎となる延べ面積には、廊

下、階段、（④）等の特定施設の床面積のうち、通常の建築

物の特定施設の床面積を超えることとなる部分の床面積（延

べ面積の（⑦）を上限とする。）は、算入しない。 

５ （④）を設けた（②）㎡以上の認定建築物については、

(⑧)、法人税の割増償却((⑨）％、（⑩）年間）をすること

ができる（特別特定建築物に限る。）。 

 

〈語 群〉 

増築   管理    住民税    ７     維持 

共同住宅 15     改築     2,000    建築物 

利用円滑化基準    20      新築    昇降機 

１割   不動産取得税       管理適正化指針 

模様替  300     容積率   特殊建築物 ２割 

維持保全計画      変更    所得税   1,000 

特定防火対象物     10     長期修繕計画 

５    建ぺい率   ３ 

 

【解答欄】 

① 共同住宅 ⑥ 容積率 

② 2,000 ⑦ １割 

③ 利用円滑化基準 ⑧ 所得税 

④ 昇降機 ⑨ 10 

⑤ 模様替 ⑩ ５ 

 

【問 ３】 マンションの管理の適正化の推進に関する法律第76

条及び同法施行規則第87条に基づきマンション管理業者が行

う財産の分別管理は、原則方式又は収納代行方式若しくは支

払一任代行方式のいずれかに区分されるが、次の財産の管理

方式例はいずれの方式に該当するか。各方式別に管理方式例

の番号を記入しなさい。 
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【解答欄】 

原則方式 ５ ７ ９  

収納代行方式 １ ２ ６ ８ 

支払一任代行方式 ３ ４ 10  
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【問 ４】 建物の区分所有等に関する法律（以下「区分所有

法」という。）において建物又は敷地若しくは附属施設の管

理又は使用に関する区分所有者相互間の事項は、同法に定め

るもののほか、規約で定めることができるとされているが、

次の記述のうち規約で別段の定めをすることができない事項

はどれか。５つを選び、その番号を記入しなさい。 

１ 敷地利用権の割合 

２ 共用部分の管理所有 

３ 専有部分の用途 

４ 建替え決議に係る集会の決議要件 

５ 理事会の設置、理事・監事の定数・任期・職務権限 

６ 管理者による事務の報告 

７ 集会の成立要件 

８ 敷地利用権の分離処分 

９ 管理所有者による共用部分の変更 

10 集会における議決権の割合 

11 管理組合法人の設立又は解散に係る集会の決議要件 

12 共用部分の持分の割合 

13 共用部分の負担又は利益収取の割合 

14 規約の設定、変更又は廃止に係る集会の決議要件 

15 管理者の選任及び解任 

 

【解答欄】 

４ ６ ９ 11 14 

 

【問 ５】 平成15年６月に改正された下請代金支払遅延等防止

法が平成16年４月１日から施行されるが、改正法によりマン

ション管理業は「役務提供委託」として同法が適用され、今

後は下請契約の適正確保に努めることが必要になった。 

以下は、改正下請代金支払遅延等防止法の概要に関する記述

であるが、下記の語群の中から①から⑩に該当する適切な語

句を選び、同記述を完成させなさい。 

１ 改正下請代金支払遅延等防止法で定める役務提供委託とは、

事業者が業として行う提供の目的たる役務の提供の行為の全

部又は一部を他の事業者に委託すること（（①）を営む者が

業として請け負う（②）の全部又は一部を他の（①）を営む

者に請け負わせることを除く。）をいう。 

２ 改正下請代金支払遅延等防止法の適用対象となる役務提供

委託は、親事業者及び下請業者の資本の額又は出資の額が次

のいずれかに該当する場合である。 

(1) 資本の額又は出資の額が（③）円超である親事業者が、

資本の額又は出資の額が（③）円以下である下請事業者に

役務提供委託をする場合 

(2) 資本の額又は出資の額が（④）円超（③）円以下である

親事業者が、資本の額又は出資の額が（③）円以下である

下請事業者に役務提供委託をする場合 

３ 下請代金の（⑤）は、親事業者が下請事業者の給付の内容

について検査をするかどうかを問わず、親事業者が下請事業

者の給付を受領した日から起算して、（⑥）日以内の期間内

において、かつ、できる限り短い期間内において、定められ

なければならない。 

４ 親事業者は、下請事業者に対し製造委託等（役務提供委託

を含む。以下同じ。）をした場合は、直ちに、（⑦）規則に

定めるところにより下請事業者の給付の内容、下請代金の額、

（⑤）及び支払方法その他の事項を記載した（⑧）を下請事

業者に交付しなければならない。 

５ 親事業者は、下請代金の（⑤）までに下請代金を支払わな

かったときは、下請事業者に対し、下請事業者の給付を受領

した日（役務提供委託の場合は、下請事業者がその委託を受

けた役務の提供をした日）から起算して（⑥）日を経過した

日から支払をする日までの期間について、その日数に応じて、

当該未払金額に（⑦）規則に定める率を乗じた金額を（⑨）

として支払わなければならない。 

６ 親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、

直ちに、（⑦）規則に定めるところにより、下請事業者の給

付、給付の受領、下請代金の支払その他の事項について記載

し又は記録した書類又は（⑩）を作成し、これを保存しなけ

ればならない。 

 

〈語 群〉 

国土交通省     宅地建物取引業  ５千万 

30         契約締結日    遅延利息 

書面        管理事務     経済産業省 

マンション管理業  ３千万      90 

支払期日      過怠金      電磁的方法 

公正取引委員会   建設業      １千万 

60         契約満了日    過料 

電磁的記録     建設工事 

 
【解答欄】 

① 建設業 ⑥ 60 

② 建設工事 ⑦ 公正取引委員会 

③ ５千万 ⑧ 書面 

④ １千万 ⑨ 遅延利息 

⑤ 支払期日 ⑩ 電磁的記録 

 

【問 ６】 マンションの建替えの円滑化等に関する法律（以下

「円滑化法」という。）に関する次の記述について、①から

⑩に該当する用語等を記入し、同記述を完成させなさい。 

１ 建替え合意者（区分所有法第64条の規定により第62条第１

項に規定する建替え決議の内容によりマンションの建替えを

行う旨の合意をしたものとみなされた者。マンションの区分

所有権又は敷地利用権を有する者であって、その後に当該建

替え決議の内容により当該マンションの建替えを行う旨の同

意をしたものを含む。以下同じ。）は、（①）人以上共同し

て、定款及び事業計画を定め、国土交通省令で定めるところ

により、（②）の認可を受けて組合を設立することができる。 

２ 組合の認可を申請しようとする建替え合意者は、組合の設

立について、建替え合意者の（③）以上の同意（同意した者

の区分所有法第38条の議決権の合計が、建替え合意者の同条

の議決権の合計の（③）以上となる場合に限る。）を得なけ

ればならない。 

３ 組合には、役員として理事（④）人以上及び監事（⑤）人

以上を置く。理事及び監事の任期は、（④）年以内とし、補

欠の理事及び監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 組合員は、総組合員の（⑥）以上の連署をもって、その代

表者から、組合に対し、理事又は監事の解任の請求をするこ

とができる。 

５ 組合の総会は、総組合員の（⑦）以上の出席がなければ議

事を開くことができず、その議事は、円滑化法に特別の定め

がある場合を除いて、出席者の議決権の（⑧）で決し、可否

同数のときは、議長の決するところによる。 

６ 組合員の数が（⑨）人を超える組合は、総会に代わってそ

の権限を行わせるために（⑩）を設けることができる。 

 

【解答欄】 

① ５ ⑥ ３分の１ 

② 都道府県知事 ⑦ 半数 

③ ４分の３ ⑧ 過半数 

④ ３ ⑨ 50 

⑤ ２ ⑩ 総代会 

 

【問 ７】 区分所有法第47条に定める管理組合法人に関する次

の記述について、①から⑩に該当する用語等を記入し、同記

述を完成させなさい。 

１ 区分所有法第３条に規定する団体は、区分所有者及び議決

権の各（①）以上の多数による集会の決議で法人となる旨並

びにその（②）及び事務所を定め、かつ、その主たる事務所

の所在地において（③）をすることによって法人となる。こ

の法人を管理組合法人という。 
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２ 管理組合法人の成立前の集会の決議、（④）及び（⑤）の

職務の範囲内の行為は、管理組合法人について効力を生ずる。 

３ 管理組合法人には（⑥）及び（⑦）を置かなければならな

い。 

４ （⑥）及び（⑦）の任期は、（⑧）年とする。ただし、

（④）で（⑨）年以内において別段の期間を定めたときは、

その期間とする。 

５ 管理組合法人と（⑥）との（⑩）が相反する事項について

は、（⑦）が管理組合法人を代表する。 

 

【解答欄】 

① ４分の３ ⑥ 理事 

② 名称 ⑦ 監事 

③ 登記 ⑧ ２ 

④ 規約 ⑨ ３ 

⑤ 管理者 ⑩ 利益 
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平成14年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 任意後見契約に関する次の記述のうち、任意後見契

約に関する法律（平成11年法第150号）の規定によれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ 任意後見契約は、本人が、将来、自分の事理弁識能力の低

下を予想して、他人に、そのようになった場合における自分

の生活、療養看護及び財産管理に関する事務の全部又は一部

を委託し、その委託に係る事務についての代理権を付与する

契約である。 

２ 任意後見契約は、当事者の依頼により、これを公証人が公

正証書に作成した後、登記所の後見登記等ファイルに登記さ

れたときに、その効力が生ずる。 

３ 任意後見契約が登記されていて、本人の事理弁識能力が低

下し不十分な状況にあるときは、家庭裁判所は、本人、配偶

者、四親等内の親族又は任意後見受任者の請求により、任意

後見監督人を選任し、その氏名、住所等は後見登記等ファイ

ルに登記される。 

４ 任意後見契約は、任意後見監督人が選任される前は、本人

又は任意後見受任者が、公証人の認証を受けた書面により契

約解除することができるが、任意後見監督人が選任された後

は、正当事由がある場合に限り、本人又は任意後見人は家庭

裁判所の許可を得て契約解除をすることができる。 

 

【問 ２】 借地権に関する次の記述のうち、借地借家法（平成

３年法第90号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 借地権とは、建物所有を目的とする地上権及び土地賃借権

のことであって、そこでいう建物とは、建物登記簿、家屋台

帳等の公の帳簿に記載され課税の対象になっているものだけ

ではない。 

２ 普通借地権とは、正当事由がない限り法定更新される借地

権であって、借地上の建物が堅固建物である場合はもちろん

非堅固建物である場合であっても、いずれも存続期間は設定

当初の期間が30年、第１回法定更新後の存続期間は30年、第

２回以降は期間が毎回20年とされ、差異はない。  

３ 定期借地権とは、正当事由による法定更新がなく一定の存

続期間の経過によって当然に終了する借地権で、これには、

存続期間の長さによって、一般定期借地権、建物譲渡特約付

借地権及び事業用借地権の３類型があるが、事業用借地権以

外の２類型の借地権については、借地契約の締結は公正証書

によることを要しない。 

４ 一時使用目的の借地権とは、臨時設備の設置その他一時使

用のために設定されたことが明らかな借地権のことで、一時

使用の借地権であるためには、借地契約に至る動機、経緯、

契約内容、土地の位置、周囲の状況、建物の所有目的、建物

の規模構造等諸般の事情からみて、当事者間に短期間に限り

契約を存続させる合意が成立したと認められる客観的合理的

な理由が存しなければならない。 

 

【問 ３】 地上権と並んで賃借権も土地用益権として利用され

ているが、この２つの権利の相違に関する次の記述のうち、

民法（明治29年法第89号）の規定及び判例によれば、誤って

いるものはどれか。 

１ 地上権はその性質が物権なので、自由譲渡性があり、地上

権者は地上権を他の者に譲渡するについて地上権設定者の承

諾は不要であって、地上権の譲渡は当事者間の合意だけで有

効であるが、賃借権はその性質が債権なので、賃借権の譲渡

が制限されていて、賃借人が賃借権を他の者に譲渡するにつ

いて賃貸人の承諾を必要とし、賃貸人の承諾を得ないで行っ

た賃借権の譲渡は無効である。 

２ 地上権はその性質が物権なので、地上権者は地上権設定者

に対し法律上当然に地上権設定に係る登記請求権を有するが、

賃借権は債権なので、賃借人は賃貸人に対し特約がないかぎ

り賃借権設定に係る登記請求権を有しない。 

３ 地上権にあっては、地代は地上権の要素ではないので、地

代の支払いを伴う有償の地上権と地代の支払いを伴わない無

償の地上権があるが、賃借権にあっては、その性質上、有償

の用益権であるから、当然に借賃の支払いが伴い、借賃の支

払いを伴わない賃借権はありえない。 

４ 地上権にあっては、その存続期間を当事者が約定する場合、

その下限と上限には民法上格別の制限はなく自由に決められ

るが、賃借権にあっては、その存続期間を当事者が約定する

場合、その上限は民法上20年までと制限されていて、これを

超える存続期間を決めた場合は20年に短縮される。 

 

【問 ４】 根抵当権に関する次の記述のうち、民法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。 

１ 根抵当権では、その設定当事者間における一定の継続的取

引関係から発生する不特定の金銭債権を被担保債権として一

定の極度額まで担保することができる。 

２ 根抵当権では、その設定当事者間において一定の原因に基

づき継続的に発生する不法行為損害賠償債権を被担保債権と

して一定の極度額まで担保することができる。 

３ 根抵当権では、その設定以前から存在する特定の金銭債権

も根抵当権の被担保債権に加えて一定の限度額まで担保する

ことができる。 

４ 根抵当権では、その設定当事者間における一定の継続的取

引関係から発生する不特定の金銭債権だけでなく、その他偶

発的法律関係から発生する金銭債権をも被担保債権として一

定の限度額まで担保することができる。 

 

【問 ５】 土地工作物責任に関する次の記述のうち、民法の規

定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 土地工作物の設置又は保存に瑕疵があり、これによって他

人に損害を与えた場合、工作物の占有者は、損害の発生を防

止するに必要な注意をしたことが証明されれば、その他人に

対する損害賠償責任は免責される。 

２ 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があり、これによって

他人に損害を与えた場合、工作物の所有者は、損害の発生を

防止するに必要な注意をしたことが証明されても、その他人

に対する損害賠償責任は免責されない。 

３ 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があり、かつ、地震、

津波等にみまわれたことも重なって他人に損害を与えた場合、

工作物の占有者は、損害の発生を防止するに必要な注意をし

たことが証明されなくても、その他人に対する損害賠償責任

は免責される。 

４ 土地の工作物の設置又は保存に瑕疵があり、かつ、地震、

津波等にみまわれたことも重なって他人に損害を与えた場合、

工作物の所有者は、損害の発生を防止するに必要な注意をし

たことが証明されても、その他人に対する損害賠償責任は免

責されない。 

 

【問 ６】 敷地権の登記に関する次の記述のうち、建物の区分

所有等に関する法律（昭和37年法第69号。以下「区分所有

法」という。）及び不動産登記法（明治32年法第24号）の規

定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 敷地権の表示は、建物の表示の登記事項の一に属し、建物

の表示の登記において登記されるが、建物の表示の変更若し

くは更正の登記又は建物の区分の登記の手続きによって登記

されることもある。 

２ 敷地権の表示は、１棟の建物の表題部に敷地権の目的たる

土地の表示（所在及び地番、地目、地積）を記載し、専有部

分の表題部にその敷地権の表示（敷地権の種類、敷地権の割

合、原因及びその目的）を記載することとなる。 

３ 土地の所有権が敷地権である場合において、敷地権たる旨

の登記をしたときは、その土地の登記用紙には所有権の移転

の登記はすることができない。 

４ 敷地権の表示を登記した後は、専有部分と敷地利用権の一

体性の原則に反する処分は、当該処分が分離処分禁止に違反

するものであることを知らない善意の第三者に対しては有効

である。 

 

【問 ７】 区分建物の表示の登記に関する次の記述のうち、区
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分所有法及び不動産登記法の規定によれば、誤っているもの

はどれか。 

１ 区分建物の表示の登記の申請は、１棟の建物に属する区分

建物の全部について同一の登記申請書でなすことを要するが、

１棟の建物に属する区分建物の全部について申請がなされる

ならば、各別の申請書によっても差し支えないとされる。 

２ １棟の建物に属する区分建物の一部について表示の登記の

申請があったときは、その申請は却下される。 

３ 区分建物の所有権の原始取得者からその所有権を取得した

者は、区分建物の表示の登記の申請をすることができる。 

４ 敷地権の表示を登記した区分建物の登記用紙には、建物の

みの所有権の移転を登記原因とする所有権の登記はすること

ができない。 

 

【問 ８】 管理組合と訴訟に関する次の記述のうち、区分所有

法、民事訴訟法（平成８年法第109号）の規定及び判例によれ

ば、正しいものはどれか。 

１ 法人ではない管理組合が団体としての組織を備え、多数決

の原則が行われ、構成員の変更にもかかわらず団体そのもの

が存続し、その組織において代表の方法、総会の運営、財産

の管理、その他団体としての主要な点が確定している場合は、

当該組合は権利能力なき社団として原告又は被告となること

ができる。 

２ 管理組合法人は、当然に民事訴訟法上の当事者能力が認め

られるが、法人ではない管理組合は、権利能力なき社団と認

められる場合でも、民事訴訟法上の当事者能力はない。 

３ 法人ではない管理組合の管理者は、その職務に関し、区分

所有者のために民事訴訟法上の当事者となるためには、必ず

集会の決議が必要である。 

４ 法人ではない管理組合の管理者が敗訴した場合でも、当該

訴訟において、区分所有者が個人として再度訴えを起こすこ

とができる。 

 

【問 ９】 支払督促に関する次の記述のうち、民事訴訟法及び

裁判所法（昭和22年法第59号）の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

１ 簡易裁判所は、事件の目的の価額が90万円を超えない請求

の第一審の裁判権を有するので、支払督促の申立ては90万円

以上の請求については、地方裁判所にすることになる。 

２ 債務者が支払督促の送達を受けた日から１週間以内に督促

異議（仮執行宣言前の督促異議）の申立てをしないときは、

債権者は支払督促に仮執行の宣言を付する申立てをすること

ができる。 

３ 債務者は、仮執行宣言前の支払督促については督促異議の

申立てをすることができるが、仮執行宣言後の督促異議を申

立てる場合には、異議の理由が必要である。 

４ 支払督促とは、金銭その他の代替物又は有価証券の一定数

量の給付を目的とする請求につき、裁判所（裁判所書記官）

が、債権者の申立てにより債務者に対し支払督促を発し、債

務者がこれに対し、一定の期間内に異議の申立てをしないと

きは、その支払督促に執行力を付与することを目的とする訴

訟手続である。 

 

【問 10】 登記簿謄本・抄本の閲覧に関する次の記述のうち、

不動産登記法及び同法施行細則（明治32年省令第11号）の規

定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 何人といえども登記簿の謄本または抄本の交付を請求する

ことができる。 

２ 登記簿の謄本は、登記簿と同一の様式の用紙で一登記用紙

の全部を謄写したもので、抄本は一登記用紙に記載された事

項のうち請求に係る部分を謄写したものである。 

３ 登記簿謄本及び抄本の交付請求は、郵便によって申請する

ことができるが、郵便によってその交付を受けることはでき

ない。 

４ 区分所有建物については、一棟の建物の登記用紙全部が一

登記用紙と考えられるので、専有部分のうち１個の建物の用

紙を謄写したものは抄本である。 

 

【問 11】 宅地建物取引業者Ａが、マンションを分譲する場合

における重要事項の説明義務に関する次の記述のうち、宅地

建物取引業法（昭和27年法第176号）の規定によれば、正しい

ものはどれか。 

１ Ａは、宅地建物取引主任者をして、Ａの事務所又は土地に

定着する建物内に存する案内所において重要事項説明をさせ

なければならない。 

２ Ａは、売買契約締結後、遅滞なく重要事項を記載した書面

を交付して、宅地建物取引主任者をして説明させなければな

らない。 

３ マンションの分譲を受ける買主が宅地建物取引業者である

場合は、Ａは重要事項説明を省略することができる。 

４ 重要事項の説明をするＡの宅地建物取引主任者は、その説

明に際し、相手方からの要求がなくても、宅地建物取引主任

者証を提示しなければならない。 

 

【問 12】 宅地建物取引業者がマンションの売買の媒介をする

場合において、重要事項として説明しなければならない事項

は、宅地建物取引業法の規定によれば、次のうちどれか。 

１ 当該マンションを建築した業者の名称又は商号 

２ 当該マンションの維持修繕の実施状況が記録されていると

きは、その内容 

３ 専用使用権に関する規約の定めがあるときは、その専用使

用権を有する者の氏名及び住所 

４ 当該マンションの管理が委託されているときは、委託され

ている管理の内容 

 

【問 13】 宅地建物取引業者である売主Ａと宅地建物取引業者

でない買主Ｂとの間におけるマンションの売買契約において、

そのマンションに隠れた瑕疵が発見された場合の法律関係に

関する次の記述のうち、民法及び宅地建物取引業法の規定に

よれば、正しいものはどれか。 

１ Ａが瑕疵担保責任を負わない旨をＢと合意していたときは、

Ａは瑕疵担保責任を負わない。 

２ Ｂは、瑕疵を発見した時から２年間、Ａに対して損害賠償

を請求することができる。 

３ Ａは、マンションの引渡しの日から１年以内に限り、瑕疵

担保責任を負う旨をＢと合意をしていたときでも、Ｂが瑕疵

を発見したときから１年間その責任を負わなければならない。 

４ Ｂは、Ａに対して当然に代金減額請求をすることができる。 

 

【問 14】 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法

第81号。以下「品確法」という。）に関する次の記述のうち、

正しいものはどれか。 

１ 品確法の対象とする「住宅」とは、人の居住の用に供する

一戸建ての住宅のことをいい、マンションは含まれない。 

２ 品確法の定める住宅性能表示は、同法の施行後に締結され

る住宅新築のための請負契約のすべてに義務付けられる。 

３ 品確法が対象とする住宅についての契約類型は請負契約の

みであり、売買契約はその対象に含まれない。 

４ 品確法の定める住宅性能表示は、新築住宅のみならず、既

存住宅も対象となる。 

 

【問 15】 瑕疵担保責任の特例に関する次の記述のうち、品確

法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 品確法において、「新築住宅」とは、新たに建設された住

宅で、まだ人の居住の用に供したことのないもので、かつ建

設工事の完了の日から起算して１年を経過していないものを

いう。 

２ 品確法において、瑕疵担保責任の特例が定められている契

約は、住宅を新築する建設工事の請負契約と新築住宅の売買

契約である。 

３ 品確法における瑕疵担保責任の特例として定められている

責任を負うべき期間は、請負契約、売買契約とも、契約締結

の日から10年間とされている。 

４ 品確法において、瑕疵担保責任の特例の対象となる住宅の
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部位は、構造耐力上主要な部分又は雨水の浸入を防止する部

分として政令で定めるものとされている。 

 

【問 16】 権利変換手続に関する次の記述のうち、都市再開発

法（昭和44年法第38号）の規定によれば、誤っているものは

どれか。 

１ 権利変換計画は、災害を防止し、衛生を向上し、その他居

住条件を改善するとともに、施設建築物及び施設建築敷地の

合理的利用を図るように定めなければならない。 

２ 権利変換計画は、一個の施設建築物の敷地は一筆の土地と

なるものとして定めなければならない。 

３ 権利変換を希望しない者は、組合設立についての認可の公

告があった日から30日以内に、施行者に対し自己の有する建

築物を他に移転すべき旨を申し出ることができる。 

４ 施行区域内の土地は、権利変換の登記の日において、権利

変換計画の定めるところに従い、新たに所有者となるべき者

に帰属する。 

 

【問 17】 都市計画法（昭和43年法第100号）に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められている区

域内において、建築物の建設を行おうとする者は、一定の場

合を除き、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 都市計画事業の認可等の告示があった後に、当該事業地内

において都市計画事業の施行の障害となるおそれがある建築

物の建築を行おうとする者は、一定の場合を除き、都道府県

知事の許可を受けなければならない。 

３ 都市計画施設の区域内において、建築物の建築を行おうと

する者は、一定の場合を除き、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。 

４ 市街地開発事業の施行区域内において建築物の建築を行お

うとする者は、一定の場合を除き、都道府県知事の許可を得

なければならない。 

 

【問 18】 都市計画法に関する次の記述のうち、誤っているも

のはどれか。 

１ 住宅地高度利用地区計画の対象となる区域は、当該区域が

用途地域に定められている区域内にあり、かつその大部分が

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種

中高層住居専用地域になければならない。 

２ 住宅地高度利用地区整備計画においては、住宅地高度利用

地区計画の目的を達成するため、建築物等の用途の制限、建

築物の容積率の最高限度又は最低限度、建築物の建ぺい率の

最高限度、建築物の敷地面積又は建築面積の最低限度、壁面

の位置の制限、建築物等の高さの最高限度又は最低限度を定

めることができる。 

３ 住宅地高度利用地区計画を都市計画に定めるに当たっては、

市街地の空間の有効な利用、良好な住居の環境の確保等を考

慮して、建築物等が当該区域にふさわしい用途、容積、高さ、

配列等を備えた適正かつ合理的な土地の利用形態となるよう

に定めなければならない。 

４ 住宅地高度利用地区計画を都市計画に定める際、当該区域

の全部または一部について、当面建築物若しくは建築敷地の

整備等に関する事業が行われる見込みがないときには、当該

区域については住宅地高度利用計画を定めることを要しない。 

 

【問 19】 建築協定に関する次の記述のうち、建築基準法（昭

和25年法第201号）の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 建築協定は、原則として協定区域内の土地の所有者等の全

員の合意により締結されるが、借地権の目的になっている土

地がある場合においては、当該所有者、当該借地権者の双方

の合意が必要である。 

２ 建築協定を締結しようとする土地の所有者等は、建築協定

の目的となっている土地の区域、建築物に関する基準、協定

の有効期限及び協定違反があった場合の措置を定めた建築協

定書を作成しなければならない。 

３ 市町村長は、建築協定書の提出があった場合においては、

遅滞なくその旨を公告し、30日以上の相当期間を定めて、こ

れを関係人の縦覧に供したのち、関係人の出頭を求めて公開

により意見の聴取を行わなければならない。 

４ 認可を受けた建築協定を廃止しようとする場合、建築協定

区域内の土地所有者等は、その４分の３以上の合意をもって

その旨を定め、これを特定行政庁に申告してその許可を受け

なければならない。 

 

【問 20】 建築基準法に関する次の記述のうち、誤っているも

のはどれか。 

１ 衛生上支障がなければ、住宅の居室、学校の教室又は病院

の病室を地階に設けることができる。 

２ 建築物の敷地には、雨水及び排水を排出し、又は処理する

ための適当な下水管、下水溝又はためますその他これに類す

る施設をしなければならない。 

３ 鉄筋造の建築物でも、延べ面積が300㎡のものであれば、そ

の設計図書の作成にあたって、構造計算により構造の安全性

を確かめる必要はない。 

４ 延べ面積が1,000㎡を超える建築物は、一定の場合を除き、 

防火上有効な構造の防火壁によって有効に区画し、かつ、各

区画の床面積の合計をそれぞれ1,000㎡以内としなければなら

ない。 

 

【問 21】 都市再生特別措置法（平成14年法第22号）に関する

次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 内閣総理大臣は、都市再生緊急整備地域に関する基本的な

事項を定めた都市再生基本方針案を作成し、閣議の決定を求

めなければならない。 

２ 国土交通大臣は、民間都市再生事業計画の申請を受理した

日から１月以内に、計画の認定に関する処分を行わなければ

ならない。 

３ 都市再生特別区に関する都市計画は、当該地区にふさわし

い高さ、配列等を備えた建築物の建築が誘導されること、建

物の敷地内に道路に接する有効な空地が確保されること等に

より、当該都市再生特別地区における防災、交通、衛生等に

関する機能が確保されるように定めなければならない。 

４ 国及び関係地方公共団体の長は、都市再生緊急整備地域に

おける都市開発事業の施行に関し、法令の規定による許可そ

の他の処分を求められたときは、当該都市開発事業が円滑か

つ迅速に施行されるよう、適切な配慮をするものとする。 

 

【問 22】 次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、賃借

人が集会に出席して意見を述べることができる場合はどれか。 

１ 集会の議題が「専有部分の用途について居住目的以外の使

用を禁止する件」の場合。 

２ 集会の議題が「修繕積立金の額を現行の1.5倍に値上げする

件」の場合。 

３ 集会の議題が「外壁補修及び屋上防水工事実施の件」の場

合。 

４ 集会の議題が「議決権を１住戸１議決権から専有部分の床

面積割合に変更する件」の場合。 

 

【問 23】 区分所有者の特定承継人が管理組合に対して負う支

払義務に関する次の記述のうち、区分所有法の規定及び判例

によれば、最も不適切なものはどれか。 

１ 前区分所有者が滞納していた管理費・修繕積立金について

支払義務を負う。 

２ 前区分所有者が滞納していた専有部分内の水道料について

支払義務を負うことがある。 

３ 前区分所有者が滞納していた駐車場使用料について支払義

務を負うとは限らない。 

４ 前区分所有者が滞納していた専用庭使用料について支払義

務を負うことはない。 

 

【問 24】 集会における議決権行使に関する次の取扱いのうち、

区分所有法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 議題に利害関係ある区分所有者が出席していたが、その議
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決権行使を認めなかった。 

２ 誰に委任するか記載のない委任状だったので、それを所持

していた理事長に委任したものとして取り扱った。 

３ 共有者である夫婦がともに出席していたが、一方の議決権

行使のみを認めた。 

４ １人で３戸所有している区分所有者が出席していたが、区

分所有者数としては１名と数えた。 

 

【問 25】 議事録等の閲覧に関する次の記述のうち、中高層共

同住宅標準管理規約・単棟型（平成９年住宅宅地審議会答

申）によれば、誤った取扱いはどれか。 

１ 組合員が書面により総会の議事録の閲覧を請求したが、そ

の理由が書いてなかったので、これを拒否した。 

２ 理事長は、利害関係人からの理事会議事録閲覧請求につい

て、それが口頭によるものであったので、これを拒否した。 

３ 理事長は、組合員からの会計帳簿閲覧請求について、その

理由が書いてなかったので、これを拒否した。 

４ 理事長は、利害関係人からの規約原本閲覧請求について、

それが口頭によるものであったので、これを拒否した。 

 

【問 26】 敷地利用権に関する次の記述のうち、区分所有法の

規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 敷地利用権が区分所有者全員の共有又は準共有の関係にあ

る場合には、専有部分とその敷地利用権の分離処分は原則と

して禁止される。 

２ 敷地利用権が、区分所有者が敷地のうちの一筆又は数筆の

土地について単独で所有権を有する、いわゆる分有形式の場

合は、専有部分とその敷地利用権を分離して処分することが

できる。 

３ 一筆の土地の一部に１棟を建築して分譲し、残部をもう１

棟の建築用地として留保するときは、分譲業者が敷地の持分

の一部を留保するため、所有権の一部について分離処分可能

の規約を設定することが必要である。 

４ 一筆の土地に数棟の建物を同時に建築して分譲するときは、

分譲業者は敷地の持分を留保しなくてよいので、分離処分可

能の規約を設定する必要がない。 

 

【問 27】 共用部分に関する次の記述のうち、区分所有法の規

定によれば、正しいものはどれか。 

１ 区分所有者は、共用部分をその持分に応じて使用すること

ができる。 

２ 共用部分の共有持分は、専有部分と分離して処分すること

ができない。 

３ 共用部分については、登記することができない。 

４ 一部共用部分は、これを共用すべき区分所有者の共有に属

する。 

 

【問 28】 管理者に関する次の記述のうち、区分所有法の規定

によれば、誤っているものはどれか。 

１ 管理者の職務に関し区分所有者を代理する権限は、制限を

加えることができない。 

２ 集会の決議により、株式会社を管理者に選任することがで

きる。 

３ 管理者は、理事会の決議なしに共用部分等の保存行為をす

ることができる。 

４ 集会の決議により、任期を定めることなしに管理者を選任

することができる。 

 

【問 29】 次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、議案

の要領の通知が必要ないものはどれか。 

１ 規約の設定、変更又は廃止を議題にする場合。 

２ 共用部分の変更を議題にする場合。 

３ 共同の利益に反する行為をした区分所有者に対し、区分所

有権等の競売請求の訴訟を提起する場合。 

４ 建物の価格の２分の１を超える部分が滅失したときに、共

用部分の復旧決議をする場合。 

 

【問 30】 次の記述のうち、規約に別段の定めをすれば、区分

所有法上有効になるものはどれか。 

１ 共用部分の変更は、区分所有者の４分の３以上及び議決権

の過半数で決するとすること。 

２ 住宅１戸につき２以上の区分所有者が存する場合のこれら

の者の議決権について、共有者それぞれに議決権を行使させ

ることとすること。 

３ 共同の利益に反する行為をする区分所有者に対し、区分所

有法第57条により差止請求の訴訟をする場合、理事会の決議

によりこれを行うことができるとすること。 

４ 管理者に対し、議題を示して集会の招集を請求することが

できる場合について、区分所有者と議決権の各６分の１以上

でこれを行うことができるとすること。 

 

【問 31】 次の記述のうち、区分所有法の規定によれば、10万

円以下の過料に処せられる行為はどれか。 

１ 管理者が規約の保管場所を建物内の見やすい場所に掲示し

なかったとき。 

２ 集会の議長がその議事録を作成しなかったとき。 

３ 管理組合法人の理事が組合員名簿を作成しなかったとき。 

４ 管理者が管理組合の財産目録を作成しなかったとき。 

 

【問 32】 マンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成

14年法第78号。以下「円滑化法」という。）の規定に関する

次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 円滑化法においてマンションとは、２以上の区分所有者が

存する建物で、住居、店舗、事務所又は倉庫その他の建物と

しての用途に供する専有部分があるものをいう。 

２ 円滑化法においてマンション建替事業とは、円滑化法の定

めに従って行われるマンションの建替えに関する事業をいい、

これに附帯する事業は含まない。 

３ 円滑化法に定めるマンション建替事業に参加することがで

きるのは建替え合意者のみであり、第三者が参加することは

できない。 

４ 円滑化法に定めるマンションの建替事業は、マンション建

替組合を設立しなくても行うことができる。 

 

【問 33】 マンション建替組合の役員に関する次の記述のうち、

円滑化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 役員は、原則として組合員のうちから選任するが、特別の

事情があるときは、組合員以外の者からも選任することがで

きる。 

２ 役員の任期は３年以内である。 

３ 組合員は、総組合員の５分の１以上の連署をもって、その

代表者から組合に対し、役員の解任の請求をすることができ

る。 

４ 理事長の氏名及び住所は、マンション所在地の市町村長を

経由して都道府県知事に届け出なければならない。 

 

【問 34】 マンション建替組合の総会に関する次の記述のうち、

円滑化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 理事長は、毎事業年度に１回通常総会を招集しなければな

らないが、総代会が設けられたマンション建替組合において

は、通常総会の招集は不要である。 

２ 総会を招集するには、会議を開く日の５日前までに会議の

日時、場所及び目的である事項を組合員に通知しなければな

らない。ただし、緊急を要するときは２日前まで短縮するこ

とができる。 

３ 総会の議事は、法律に特別の定めがある場合を除き出席者

の議決権の過半数で決し、特別の議決は組合員の議決権及び

持分割合の各４分の３以上で決する。ただし、定款の変更及

び事業計画の変更は、議決権及び持分割合の各５分の４以上

で決する。 

４ 総会の議長は、円滑化法第30条に規定する特別の議決を除

き、組合員として総会の議決に加わることができない。 

 

【問 35】 平成14年４月現在の預金保険制度に関する次の記述
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のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 預金保険制度の対象となる金融機関とは、日本国内に本店

のある銀行、長期信用銀行、信用金庫、信用協同組合、労働

金庫、信金中央金庫、農林中央金庫、農業協同組合、漁業協

同組合、全国信用協同組合連合会、労働金庫連合会である。 

２ 預金保険制度の対象金融機関が取扱う「ヒット」「スーパ

ーヒット」「ビック」「ワイド」は、預金保険制度の対象と

ならない金融商品である。 

３ 金融機関が破綻した時の預金保護の仕組みとしては、預金

保険機構が預金者に直接保険金を支払う「資金援助方式」と、

付保預金等を救済金融機関に移管し資金援助を行う「ペイオ

フ方式」の２つの方式がある。 

４ 平成12年５月の預金保険法改正により、金融機関は平時か

ら名寄せ等に必要なデータを整備し、破綻の際には預金保険

機構に提出することが義務づけられている。 

 

【問 36】 金融機関が万一破綻した場合の「元本1,000万円と

その利息」を保護する制度（預金保険制度等の金融セーフテ

ィーネット）に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。ただし、平成14年４月以降、預金保険制度等の金融

セーフティーネットの内容については改訂がないものとする。 

１ 郵便局については、郵便貯金法（昭和22年法第144号）によ

り国が元利金の支払いを保護することとしており、また貯金

総額は、預金者１人当たり預入限度額が1,000万円を超えては

ならないとされている。 

２ 管理組合が付保している火災保険については、契約してい

る損害保険会社が経営破綻した場合、損害保険会社が加入し

ている「損害保険契約者保護機構」が保険金支払限度額の

80％を限度として補償する。 

３ 一つの管理組合が一つの金融機関の複数の支店に分散して

預金をしている場合（預金名義はすべて理事長名義とする）

は、すべての支店の預金合計額が一単位として保護される。 

４ 預金保険制度の対象となる金融機関は日本国内に本店のあ

る金融機関としているが、政府系金融機関、外国銀行の在日

支店は預金保険制度の対象外である。 

 

【問 37】 マンションの管理組合の会計に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。 

１ マンションの管理組合の会計は非営利会計であり、非営利

法人会計に近いものになるので、すべての収入が非営利収入

となる。 

２ マンションの管理組合の会計は予算主義の立場をとってお

り、財産の保全等、最小限の費用で最大の効果を得ることを

目的としている。 

３ マンションの管理組合の会計は管理費口と積立金口に会計

が分かれる等、その目的にのみ支出する目的別会計でもある

ので、区分所有法や管理規約等に従い会計処理されることを

原則とし、管理規約等に特段の記載がなければ、目的を変更

して支出する場合は総会（集会）の決議が必要である。 

４ マンションの管理組合の会計については、非営利会計であ

るといっても、区分所有者から徴収している管理費や特別修

繕費（修繕積立金）を主な原資として成り立っているため、

真実性の原則・正規の簿記の原則・継続性の原則等、営利企

業が用いている企業会計の一般原則の一部について遵守する

ことにより、原資となる管理費等を負担している区分所有者

に対して公平で開かれた会計とすることが望ましい。 

 

【問 38】 住宅金融公庫のマンション共用部分リフォーム融資

に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ マンション共用部分リフォーム融資を受ける場合、原則と

して、修繕積立金が１年以上定期的に積み立てられており、

申込日の属する月の前月までの１年間において、滞納割合

（徴収すべき修繕積立金総額に占める未収修繕積立金の額の

割合）が５％以内であることが要件とされている。 

２ 住宅金融公庫の抵当権の設定を要しない「無担保コース」

の場合の融資額は、原則として、［対象となる工事費の

80％］又は［150万円×住宅戸数］のいずれか多い額が融資額

となる。 

３ 既に着工している場合や工事が完了している場合は、マン

ション共用部分リフォーム融資の申込みをすることができな

い。 

４ マンション共用部分リフォーム融資を受ける場合、管理組

合法人の場合は代表理事が、法人でない管理組合の場合は管

理者が、原則として、リフォームするマンションに居住して

いる区分所有者から選任されていることが要件とされている。 

 

【問 39】 次の勘定科目の仕訳のうち、正しいものはどれか。 

１ 保険期間３年間のマンション修繕積立保険に加入し、損害

保険料（積立保険料及び危険保険料）を当期会計年度に普通

預金から一括で支払った。 

積立保険料 2,000,000 普 通 預 金 2,300,000 

前 払 金 200,000 

危険保険料 100,000 

２ 前期会計年度に未収入金であった管理費が、当期会計年度

に全額入金された。 

未収入金 25,000 管 理 費 25,000 

３ 次期会計年度の植栽費用を当期会計期間中に普通預金から

支払った。  

普通預金 50,000 前 払 金 50,000 

４ 当月分の管理費、修繕積立金を当月に徴収している場合で、

所定月額のうち一部が未収入金となった。 

普 通 預 金 500,000 管 理 費 400,000 

修繕積立金 200,000 未 収 金 300,000 

 

【問 40】 管理費等の滞納防止対策に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 滞納者が増加すると管理組合の運営に支障をきたすので、

管理組合が主体的かつ迅速に対応するとともに、管理費等の

使途等を各区分所有者に対して十分説明し、理解を求めるこ

とが必要である。 

２ 管理費等の滞納額が３月を超えた場合は長期滞納者になる

ケースが多いので、できる限り速やかに滞納者の氏名を掲示

し、注意を喚起することが必要である。 

３ 管理費等の滞納抑止策としては、管理規約で遅延損害金を

請求することを定めておくことも有効である。 

４ 内容証明郵便督促を送付することも督促手段として有効で

あるが、法律上の時効中断事由にならないので注意を要する。 

 

【問 41】 建築基準法に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。 

１ 特殊建築物の定期調査の報告義務者は、国土交通省令で定

めるところにより、定期的に資格者に調査させて、その結果

を国土交通大臣に報告しなければならない。 

２ 特殊建築物の定期調査の報告義務は、その特殊建築物の所

有者と管理者が異なる場合は、所有者に生じるものである。 

３ 定期調査を行わなければならない特殊建築物は特定行政庁

が指定するので、特殊建築物であっても、必ず定期調査が必

要とは限らない。 

４ 建築基準法の集団規定とは、市街化区域内に対象を限定し、

健全な街づくりをするために容積率や建ぺい率、建物の高さ

や日影規制などを定めるものである。 

 

【問 42】 建築物の耐震、免震に関する次の記述のうち、最も

適当なものはどれか。 

１ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法第123

号）では、建築基準法の既存不適格建築物について、耐震性

向上のため一定の条件を満たす増築、大規模の修繕・模様替

えをする場合、耐震規定以外の不適格事項があっても、当該

不適格事項について適合緩和の措置がある。 

２ マンションの建築構造として一般的なものは鉄筋コンクリ

ート造であるが、軒高16メートル以上又は６階建て以上のマ

ンションの場合は、鉄骨鉄筋コンクリート造とすることが適

当である。 

３ 鉄筋コンクリート構造の建築物で、たれ壁や腰壁が付いた
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柱は、それらが付かない柱に比べて柱の有効長が短いので、

地震時に破壊することが少ない。 

４ 建築物の基礎と上部構造の間に、積層ゴムや滑り機能を持

つ免震装置を設けた構造を免震構造といい、地震力に対して

建物の曲げや変形を少なくすることができるが、新築の建物

の場合に限り適用が可能な工法である。 

 

【問 43】 建築設備に関する次の記述のうち、最も不適当なも

のはどれか。 

１ 赤水は、給水設備の鋼管部分等が溶存酸素等の働きで腐食

し、赤錆が発生し水道蛇口から流出するものである。同様に、

銅配管部分等から銅分の流出したものを青水という。 

２ マンションにおけるガス配管について、敷地境界からマン

ション敷地内の配管についてはガス事業者に所有権がある。

ガス事業者は漏洩検査を３年に１回行い、ガスメーターは計

量法（平成４年法第51号）の定めにより、有効期間の８年以

内に交換することが必要とされている。 

３ マンションで衛星放送を受信する際は、屋上にアンテナを

設置し共同で受信する場合が多い。代表的な受信方式として

は、ＢＳ－ＩＦ方式とＡＭ方式があり、ＢＳ－ＩＦ方式は、

新築マンションや大規模な改修をする場合に適したシステム

である。 

４ マンションのインターネット対応リフォーム工事では、Ｌ

ＡＮ方式、ＣＡＴＶ方式等があり、共用部分の大規模模様替

えを要するような工事は少なく、配管の空きスペースにＬＡ

Ｎケーブルを通して各戸につないだり、既存のＣＡＴＶ網を

利用したりする。 

 

【問 44】 消防に関する次の記述のうち、消防法（昭和23年法

第186号）の規定によれば、最も適当なものはどれか。 

１ 消防用設備等の点検期間について、平成14年７月に消防法

が改正され、機器点検は６月間隔、総合点検は１年間隔とな

った。 

２ 共同住宅の防火管理者は、居住者全員の避難訓練の実施、

共用部分と専有部分の火気の使用又は取扱いに関する監督の

業務が主である。 

３ 共同住宅の自動火災報知設備は、早期に火災を発見し、火

災の拡大を最小限に阻止する設備であり、受信機、感知器、

音響装置、表示灯、発信機により構成され、発信機は自動的

に所轄の消防署に火災の発生を報知する装置である。 

４ ハロゲン化物消火設備とは、ハロゲン化物を消火剤として

用いた消火設備で、強力な消火能力があるので、超高層共同

住宅の上部機械室に設備されることが多い。 

 

【問 45】 長期修繕計画に関する次の記述のうち、マンション

の管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法第149号。以

下「適正化法」という。）の規定によれば、最も不適切なも

のはどれか。 

１ マンション管理業者が行う基幹事務のうち、マンション

（専有部分を除く。）の維持又は修繕に関する企画又は実施

の調整があるが、長期修繕計画の作成は当然これに含まれる

ものと解される。 

２ マンション管理業者は、管理組合の会計の収入・支出の調

定及び出納を自社で直接行い、長期修繕計画の作成について

一級建築士に再委託した場合、基幹事務の再委託禁止の規定

に抵触する。 

３ 長期修繕計画の策定及び見直しにあたって、建築後相当の

年数を経たマンションにおいては、必要に応じ建替えについ

ても視野に入れて検討することが望ましい。 

４ 管理組合は、新築マンションの売主たる宅地建物取引業者

から、国土交通省令で定める設計図書の交付を受けるが、さ

らに、長期修繕計画の策定及び見直し等に役立てるため、数

量調書の交付も求めることが望ましい。 

 

【問 46】 マンションの管理の適正化に関する指針（平成13年

国土交通省告示1288号）に関する次の記述のうち、最も適切

なものはどれか。 

１ 管理組合は、マンションの管理の主体が管理組合自身であ

ることを認識した上で、管理事務の一部又は全部を第三者に

委託した場合は、管理の主体が当然に委託先に移行すること

を十分に理解しなければならない。 

２ 管理組合が管理委託契約先を選定する場合には、管理組合

の管理者等は事前に必要な資料を収集し、マンションの区分

所有者にその情報を公開し、管理業者の行う説明会の開催時

に委託先を選定しなければならない。 

３ 管理委託契約先が選定されたときは、管理組合の管理者等

はその契約内容を周知するとともに委託管理業者の管理事務

報告等を活用し、管理事務の適正化が図られよう努める必要

がある。 

４ 建築後相当の年数を経たマンションにおいては、長期修繕

計画を検討する際には必ず建替えの計画を検討しなければな

らず、建替えの検討の過程を区分所有者等に周知させ意向を

十分把握し、合意形成を図ることが必要である。 

 

【問 47】 マンション管理業者の登録に関する次の記述のうち、

適正化法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 国土交通大臣は、登録申請書又はその添付書類のうちに重

要な事項について虚偽の記載があった場合には、その登録を

拒否することができる。 

２ 法人でその役員のうちに、５年前に刑法の傷害罪で懲役２

年の刑に処せられた者があるときは、その法人は登録を受け

ることができない。 

３ 破産者が復権を得たが、２年を経過していないので、登録

を受けることができない。 

４ マンション管理業者で法人であるものがマンション管理業

者の登録を取り消された場合において、その取消しの日前30

日以内にそのマンション管理業者の役員であった者でその取

消しの日から２年を経過しないものは登録を受けることがで

きない。 

 

【問 48】 財産の分別管理に関する次の記述のうち、適正化法

の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ マンション管理業者は、管理組合から委託を受けて管理す

る修繕積立金その他国土交通省令で定める財産については、

自己の固有財産及び他の管理組合の財産と分別して管理する

必要はない。 

２ 管理組合等の預金口座又は有価証券の名義は、マンション

管理業者が管理者に選任されている場合や管理組合理事長が

選任されるまでの短い期間でもマンション管理業者の名義

（代行）で保管してはならない。 

３ マンション管理業者が、管理組合から委託を受けてマンシ

ョンの区分所有者等から徴収した修繕積立金等金銭を、当該

マンション管理業者を名義人とする口座に預入し、当該口座

から払い出した金銭により管理事務を行うこととする当該修

繕積立金等金銭の管理方法を支払一任代行方式という。 

４ マンション管理業者は、管理組合等の預金口座に係る通

帳・印鑑の管理について、管理組合等を名義人とする預金口

座に係る通帳及び印鑑を同時に保管することは、原則として

できない。 

 

【問 49】 重要事項の説明等に関する次の記述のうち、適正化

法の規定によれば、最も適切なものはどれか。 

１ 重要事項説明会で説明した後に開催された管理組合総会で、

定額管理委託費の額が減額されたが、このような場合には、

あらためて重要事項を記載した書面（以下「重要事項説明

書」という。）を管理組合理事長及び組合員全員に交付・説

明しなければならない。 

２ 重要事項説明会を開催して重要事項の説明を行う場合には、

説明会の２週間前までに、重要事項説明書と説明会の日時及

び場所を記載した書面を交付するとともに、マンションの掲

示板などの区分所有者及び管理者等の見やすい場所に、説明

会の開催の日時及び場所について掲示する必要がある。 

３ 重要事項説明書には、マンション管理業者の商号又は名称

及び代表者の氏名を記入することとするが、商号又は名称は、
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管理受託契約の締結に関する権限を有する使用人を置く事務

所（支店や営業所等）の名称を記載しても差し支えない。こ

の場合において、代表者の氏名を記載するときは、その権限

を有する使用人等の当該事務所を代表する者の氏名を掲載す

ることとしてもかまわない。 

４ 重要事項説明書は、専有部分が数人の共有に属するときは、

共有者全員に対して交付しなければならない。 

 

【問 50】 適正化法の罰則に関する次の記述のうち、正しいも

のはどれか。 

１ 偽りその他不正の手段により、マンション管理業の登録を

受けた者は、１年以下の懲役又は30万円以下の罰金に処せら

れる。 

２ マンション管理士は、正当な理由がなく、業務に関して知

り得た秘密を漏らした場合は、１年以下の懲役又は30万円以

下の罰金に処せられる。 

３ 契約成立時の書面を交付する際に、管理業務主任者の記名

押印のない書面を管理組合の管理者等に交付したときは、30

万円以下の罰金に処せられる。 

４ マンション管理業者の使用人その他の従業者が、正当な理

由がなく、業務上知り得た秘密を漏らした場合は、30万円以

下の罰金に処せられる。 

 

解   答 

問１＝２ 問２＝２ 問３＝１ 問４＝４ 問５＝３ 問６＝４ 

問７＝３ 問８＝１ 問９＝４ 問10＝３ 問11＝４ 問12＝２ 

問13＝３ 問14＝４ 問15＝３ 問16＝４ 問17＝１ 問18＝１ 

問19＝２ 問20＝３ 問21＝２ 問22＝１ 問23＝４ 問24＝１ 

問25＝１ 問26＝４ 問27＝４ 問28＝１ 問29＝３ 問30＝４ 

問31＝２ 問32＝４ 問33＝３ 問34＝３ 問35＝４ 問36＝２ 

問37＝１ 問38＝２ 問39＝１ 問40＝２ 問41＝３ 問42＝１ 

問43＝２ 問44＝１ 問45＝２ 問46＝３ 問47＝４ 問48＝４ 

問49＝３ 問50＝２ 

 

平成14年度 
記述式試験問題 

 

※７問のうち４問を選択して解答。 

 

【問 １】 区分所有管理士の倫理規程に関する次の記述につい

て、①から⑩に該当する適切な語句を下記の語群の中から選

択し、文章を完成させなさい。 

第１ 区分所有管理士は、（①）等を遵守しなければならない。 

第２ 区分所有管理士は、区分所有管理士に対する（②）を傷

つけるような社会通念上不適切と思われる行為をしてはなら

ない。 

第３ 区分所有管理士は、（③）に従い、誠実に業務を執行し

なければならない。区分所有管理士は、重要な事項について

（④）に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為をして

はならない。 

第４ 区分所有管理士は、区分所有建物のもつ社会的な特性に

かんがみ、業務を行うに当たっては、公正と（⑤）を保持し

なければならない。 

第５ 区分所有管理士は、自らの（⑥）及び知識を超える業務

を引き受けてはならない。 

第６ 区分所有管理士は、業務上知り得た（⑦）を正当な理由

なく他に漏らしてはならない。 

第７ 区分所有管理士は、区分所有建物のもつ公共的役割にか

んがみ、業務を行うに当たっては、公共の（⑧）に合致する

ように努めなければならない。 

第８ 区分所有管理士は、常に（⑥)、（⑨）の向上を図り、自

己研鑽に努めなければならない。 

第９ 区分所有管理士は、公的な称号を付与されているかのよ

うな若しくは自らが（⑩）であるかのように誤認されるよう

な表示、宣伝、又は団体活動等を行ってはならない。 

 

〈語 群〉 

醸成  過失  資質  守秘義務  私的認定資格者  

法令  名誉  能力  不法行為  公序良俗  信義  

故意  広聴  利益  中立性  公的資格者  経験  

福祉  広報  社会的信用  秘密  情報開示   

説明責任 

 
【解答欄】 

① 法令 ⑥ 能力 

② 社会的信用 ⑦ 秘密 

③ 信義 ⑧ 福祉 

④ 故意 ⑨ 資質 

⑤ 中立性 ⑩ 公的資格者 

 

【問 ２】 建物の区分所有等に関する法律の一部を改正する法

律（平成14年12月法律第140号。以下「改正法」という。）に

関する次の記述について、①～⑩に該当する用語又は数値を

記入し完成させなさい。 

１ 改正法第17条関係（共用部分の変更） 

 共用部分の変更（その形状又は（①）の著しい変更を伴わ

ないものを除く。）は、区分所有者及び議決権の各（②）以

上の多数による集会の決議で決する。ただし、この区分所有

者の定数は､規約でその過半数まで減ずることができる。 

２ 改正法第30条関係（規約事項） 

 規約は、専有部分若しくは共用部分又は建物の敷地若しく

は附属施設（建物の敷地又は附属施設に関する権利を含

む。）につき、これらの形状、面積、位置関係、（③）及び

利用状況並びに区分所有者が支払った対価その他の事情を総

合的に考慮して、区分所有者間の（④）の衡平が図られるよ

うに定めなければならない。 

３ 改正法第39条関係（議事） 

 区分所有者は、規約又は集会の決議により、書面による議

決権の行使に代えて、（⑤）によって議決権を行使すること

ができる。 

４ 改正法第42条関係（議事録) 

 集会の議事については、議長は、書面又は（⑥）により、

議事録を作成しなければならない。 

５ 改正法第62条関係（建替え決議) 

(1) 建替え決議を会議の目的とする集会を招集するときは、

集会の招集通知は、当該集会の会日より少なくとも（⑦）

月前に発しなければならない。ただし、この期間は、規約

で伸張することができる。 

(2) 建替え決議を会議の目的とする集会を招集した者は、当

該集会の会日より少なくとも（⑧）月前までに、当該招集

の際に通知すべき事項について区分所有者に対し説明を行

うための説明会を開催しなければならない。 

６ 改正法第70条関係（団地内の建物の一括建替え決議） 

 団地内建物の全部が専有部分のある建物であり、かつ、当

該団地内建物の敷地が当該団地内建物の区分所有者の共有に

属する場合において、規約が定められているときは、当該団

地内建物の敷地の共有者である当該団地内建物の区分所有者

で構成される団地管理組合又は団地管理組合法人の集会にお

いて、当該団地内建物の区分所有者及び議決権の各（⑨）以

上の多数で、当該団地内建物につき一括して、その全部を取

り壊し、かつ、当該団地内建物の敷地若しくはその一部の土

地又は当該団地内建物の敷地の全部若しくは一部を含む土地

に新たに建物を建築する旨の決議をすることができる。ただ

し、当該集会において、当該各団地内建物ごとに、それぞれ

その区分所有者の（⑩）以上の者であって議決権の合計の

（⑩）以上の議決権を有するものがその一括建替え決議に賛

成した場合でなければならない。 
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【解答欄】 

① 効用 ⑥ 電磁的記録 

② ４分の３ ⑦ ２ 

③ 使用目的 ⑧ １ 

④ 利害 ⑨ ５分の４ 

⑤ 電磁的方法 ⑩ ３分の２ 

 

【問 ３】 管理組合の以下の取引に関し平成15年３月末におけ

る仕訳を正しく行いなさい。ただし、当該管理組合の会計年

度は毎年４月１日から翌年の３月31日までとし、期中の取引

において、企業会計原則に基づき厳格に発生主義の原則によ

って経理しているものとする。 

 平成15年１月に次の条件で発行される割引国債（新発

債・３年物）を額面１億円購入し、修繕積立金会計（特別

会計）の普通預金から購入資金を支出した。 

 

① 銘 柄       第○回割引国債 

② 発行価格（税抜き） 93.03円（額面100円当たり） 

③ 所得税（源泉）   1.25円（額面100円当たり） 

            ※（100円－93.03円）×18％ 

④ 取得価額      94.28円 

⑤ 償還期日      平成18年×月×日 

 

【解答欄】 

借  方 貸  方 

勘 定 科 目 金 額 勘 定 科 目 金 額 

有価証券又は割引国債 94,280,000 普 通 預 金 94,280,000

 

【問 ４】 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平

成12年法第149号。以下「法」という。）第73条及び同法施行

規則（平成13年省令第110号。以下「施行規則」という。）第

85条の規定により、マンション管理業者は、管理組合から管

理事務の委託を受けることを内容とする契約を締結したとき

は、当該管理組合の管理者等に対し、遅滞なく、一定の事項

を記載した書面を交付しなければならないとされているが、

次の①から⑩に該当する適切な用語を記入し、法第73条及び

施行規則第85条の規定を完成させなさい。 

１ 法第73条 

第１号  （①）の対象となるマンションの部分 

第２号  （①）の内容及び実施方法（法第76条の規定によ

り管理する（②）の方法を含む。） 

第３号  （①）に要する費用並びにその支払の時期及び方

法 

第４号  （①）の一部の（③）に関する定めがあるときは、

その内容 

第５号  契約期間に関する事項 

第６号  契約の更新に関する定めがあるときは、その内容 

第７号  契約の（④）に関する定めがあるときは、その内

容 

第８号  その他国土交通省令で定める事項 

２ 施行規則第85条 

第１号  管理受託契約の当事者の名称及び住所並びに法人

である場合においては、その代表者の氏名 

第２号  マンション管理業者による（①）の実施のため必

要となる、マンションの区分所有者等の（⑤）又

はマンション管理業者によるマンションの区分所

有者等の（⑥）への立入り若しくはマンションの

（⑦）の使用に関する定めがあるときは、その内

容 

第３号  法第77条に規定する（①）の報告に関する事項 

第４号  マンションの滅失し又は毀損した場合において、

管理組合及びマンション管理業者が当該滅失又は

毀損の事実を知ったときはその状況を契約の相手

方に通知すべき旨の定めがあるときは、その内容  

第５号  （⑧）からその行う業務の用に供する目的でマン

ションに関する情報の提供を要求された場合の対

応に関する定めがあるときは、その内容 

第６号  毎事業年度開始前に行う当該年度の（①）に要す

る費用の見通しに関する定めがあるときは、その

内容 

第７号  （①）として行う（①）に要する費用の（⑨）に

関する事項 

第８号  （⑩）に関する事項 

 

【解答欄】 

① 管理事務 ⑥ 専有部分 

② 財産の管理 ⑦ 共用部分 

③ 再委託 ⑧ 宅地建物取引業者 

④ 解除 ⑨ 収納 

⑤ 行為制限 ⑩ 免責 

 

【問 ５】 地上デジタルテレビジョン放送に関する次の記述に

ついて、①から⑩に該当する語句を下記の語群から選択し、

文章を完成させなさい。 

 総務省では、すでに始まっている（①）、ＢＳデジタル放

送に続いて、一番身近な地上テレビジョン放送のデジタル化

を推進しています。 

 今後の予定は、（②）年末から、関東、中京、近畿の各広

域圏で地上系デジタル放送が開始され、（③）年までの間は、

現在の（④）放送と新しいデジタル放送の両方が放送される

ため、テレビ放送用のチャンネルが多数必要になっています。 

 しかしながら、わが国においては、現在でもテレビ放送用

のチャンネルが非常に込み合っているため、一部地域では放

送局の現在のチャンネルを変更・整理することが必要になり

ます。このチャンネルを変更・整理する作業を（⑤）変更と

呼んでいます。 

 （⑤）変更を行うと、その地域ではテレビのチャンネル再

設定や受信アンテナ等の調整・交換を行うことが必要になり

ます。この調整・交換の作業は、関東・中京・近畿の各広域

圏においては、本年から開始されます。 

 （⑤）変更を行う地域のマンションの（⑥）についても、

この調整・交換の作業が必要になる場合があり、これらの作

業はできる限り早期に実施するということで進められていま

す。 

 地上デジタルテレビジョン放送は、（⑦）の有効利用が図

られるとともに、（⑧）等電波障害に強い（⑨）・高音質な

放送が実現でき、また、高齢者や障害者の方々にやさしい放

送サービスや、他の情報通信機器との親和性が高いデータ放

送サービスも可能となります。 

 関東、中京、近畿の各広域圏においては、（②）末までに、

その他の地域においては（⑩）年末までに開始が予定され、

（③）年にはデジタル放送に完全に移行することになります。 

 

〈語 群〉 

動力  平成13  電話設備  ＡＳ  デジタル周波数  

回線  高品質  平成23  テレビ共聴施設  ＩＴ化  

配管  ゴースト  平成20  アナログ周波数  平成19

平成15  デジタル  ＦＭ  純度  平成16 

インターネット  アナログ  ＣＳ  ＦＭ周波数 

ＢＳ  周波数  平成18   雑音  ＵＨＦ  ＶＨＦ

 
【解答欄】 

① ＣＳ ⑥ テレビ共聴施設 

② 平成15 ⑦ 周波数 

③ 平成23 ⑧ ゴースト 

④ アナログ ⑨ 高品質 

⑤ アナログ周波数 ⑩ 平成18 

 

【問 ６】 マンションの維持に関する次の記述について、①か
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ら⑩に該当する用語又は数値を記入して、完成させなさい。 

１ 建築基準法（昭和25年法第201号）第12条第２項の規定によ

り指定された昇降機の所有者は、１年に１回以上、定期に、

一級建築士又は二級建築士若しくは（①）に当該昇降機の検

査を行わせ、その結果を昇降機定期検査報告書に作成し、昇

降機に関する地域法人を経由して特定行政庁に報告しなけれ

ばならない。この場合、昇降機の所有者は、昇降機定期検査

報告書の写しを（②）年以上保存しなければならない。 

２ 消防法（昭和23年法第186号）及び消防法施行令（昭和36年

政令第37号）の規定により、防火管理者は、次の業務を行わ

なければならない。ただし、防火対象物が通常のマンション

である場合は、（④）の管理については業務から除外される。 

一 （③）の作成 

二 （③）に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施 

三 消防用設備等の点検及び整備、火気の使用又は取り扱い

に関する監督 

四 避難又は防火管理上必要な構造及び設備の維持管理並び

に（④）の管理 

五 その他防火管理上必要な業務 

３ 水道法（昭和32年法第177号）及び水道法施行令（昭和32年

政令第336号）の規定によれば、簡易専用水道とは、水道事業

の用に供する水道及び（⑤）以外の水道であって、水道事業

の用に供する水道から供給を受ける水のみを水源とするもの

をいい、水槽の有効容量の合計が（⑥）トン超のものが対象

となる。 

４ 電気事業法（昭和39年法第170号）の規定によれば、自家用

電気工作物の設置者は、経済産業大臣に対し、（⑦）の選任

及び（⑧）を届け出なければならない。 

５ 浄化槽法（昭和58年法第43号）の規定により、（⑨）は、

原則として毎年１回、浄化槽の保守点検及び（⑩）をしなけ

ればならない。 

 

【解答欄】 

① 昇降機検査資格者 ⑥ 10 

② ３ ⑦ 電気主任技術者 

③ 消防計画 ⑧ 保安規程 

④ 収容人員 ⑨ 浄化槽管理者 

⑤ 専用水道 ⑩ 清掃 

 

【問 ７】 住宅金融公庫「リ・ユースプラスマンション融資

（優良中古マンション融資）」における維持管理基準に関す

る次の記述について、①から⑩に該当する用語を記入し完成

させなさい。 

１ （①）と管理費等を区分経理すること等が、（②）で規定

されていること。 

２ （③）の期間が原則として（④）年以上であること。また、

（③）に外壁、給水管、排水管の補修工事が予定されており、

かつ、当該工事に係る（⑤）及び予定工事費用が明記されて

いること。 

３ １戸当たりの（①）月額が、マンションの経過年数に応じ

て、（⑥）が定めた額以上であること。たとえば、経過年数

が（⑦）年未満の場合は月額6,000円以上とされる。 

４ （⑧）及び消防用設備等の法定点検、（⑨）の法定検査が

適正に行われていること。 

５ 原則として、マンションが竣工してからの経過年数が

（④）年を超える前に、外壁及び屋根の補修工事に係る

（⑩）を実施していること。 

６ 共用部分や専有部分に劣化が見受けられないこと。また、

劣化に対し修繕等によって対応していること。 

 

【解答欄】 

① 修繕積立金 ⑥ 住宅金融公庫 

② 管理規約 ⑦ ５ 

③ 長期修繕計画 ⑧ 昇降機 

④ 20 ⑨ 簡易専用水道 

⑤ 予定時期 ⑩ 大規模修繕 
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平成13年度 
択一式試験問題 

 

【問 １】 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平

成12年法律第149号。以下「適正化法」という。）第２条第５

号に規定するマンション管理士と、区分所有管理士（社団法

人高層住宅管理業協会認定の資格者）の業務に関する次の記

述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ マンション管理士は、専門的知識をもって、管理組合（適

正化法第２条第３号に規定する管理組合。以下同じ。）の運

営その他マンション（適正化法第２条第１号に規定するマン

ション。以下同じ。）の管理に関し、管理組合の管理者等

（適正化法第２条第４号に規定する管理者等。以下同じ。）

又はマンションの区分所有者等（適正化法第２条第２号に規

定する区分所有者等。以下同じ。）の相談に応じ、助言・指

導その他の援助を行うことを業務（他の法律でその業務を行

うことが制限されているものを含む。）とする。 

２ 区分所有管理士は、専門的知識及び豊富な経験をもって、

マンションを含む区分所有建物の管理運営の企画・設計、大

規模修繕工事及び復旧・建替え等の監理に関し、区分所有建

物の開発者、管理者等及び区分所有者等の相談に応じ、助言

等を行うことを業務（他の法律でその業務を行うことが制限

されているものを除く。）とする。 

３ 区分所有管理士及びマンション管理士とも、マンションの

管理に関し専門的な知見を有するものであるが、一定の実務

経験年数を有していなければマンションの管理者等及び区分

所有者等の相談に応じ、助言・指導その他の援助を行うこと

ができない。 

４ 区分所有管理士は自らが就業しているマンション管理業者

の利益を代弁し、マンション管理士は助言・指導を依頼され

たマンションの管理者等及び区分所有者等の利益を代弁する

ので、両者が緊密な協力関係を形成することは困難である。 

 

【問 ２】 区分所有管理士の職業倫理に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。 

１ 区分所有管理士は、区分所有管理士に対する社会的信用を

傷つけるような社会通念上不適切と思われる行為をしてはな

らない。 

２ 区分所有管理士は、公的称号を付与されているかのような、

若しくは自らが公的資格者であるかのように誤認されるよう

な表示、宣伝、又は団体活動を行ってはならない。 

３ 区分所有管理士は、業務を行うにあたっては、自己が就業

しているマンション管理業者の利益を優先的に考えて、当該

企業に管理事務を委託している管理組合に対し管理事務を実

施するよう努めなければならない。 

４ 区分所有管理士は、業務上知り得た秘密を正当な理由なく

他に漏らしてはならない。 

 

【問 ３】 共同住宅に係る防犯上の留意事項（平成13年３月国

土交通省通達。以下本問で「留意事項」という。）及び「防

犯に配慮した共同住宅に係る設計指針」（平成13年３月国土

交通省通達。以下本問で「指針」という。）に関する次の記

述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 留意事項及び指針とも、新築される共同住宅及び改修され

る既存の共同住宅を対象としている。 

２ 留意事項及び指針とも、防犯性の向上に係る企画・計画上

の配慮事項等を具体化するにあたって参考となる手法等を示

したものであるが、事業者、所有者又は管理者等がこの指針

に従わない場合は、何らかの規制が課せられる。 

３ 留意事項及び指針とも、社会状況の変化や技術の進展等を

踏まえ必要に応じて見直すものとされている。 

４ 既存の共同住宅に係る留意事項の適用にあたっては、建築

関係法令等との関係、建築計画上の制約、管理体制の整備状

況、居住者の要望等を検討した上で、対応が極めて困難な項

目については除外するものとされている。 

 

【問 ４】 マンション管理業者（適正化法第２条第８号に規定

するマンション管理業者）の管理委託契約における業務履行

に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ マンション管理業者が清掃業務を元請し、清掃業者が下請

として清掃業務を引き受け、管理会社の指揮監督に服する場

合でも、元請から独立した別個の事業者である以上、下請の

過失により損害が発生しても元請は責任を負わない。 

２ マンション管理業者の責任には、不法行為責任と、善良な

る管理者の注意義務を尽くさないことによる債務不履行責任

がある。 

３ 善良なる管理者の注意義務とは、委任を受けた人の職業、

地位、能力等において、一般的に要求される平均人としての

注意義務をいう。 

４ 善良なる管理者の注意義務は、自己財産に対すると同じ注

意義務より重いが、無過失責任より軽い。 

 

【問 ５】 危険負担に関する次の記述のうち、民法（明治29年

法律第89号）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 危険負担の問題とは、双務契約の各債務が履行される前に、

一方の債務が債務者の責に帰すことのできない事由により履

行不能となって消滅した場合、他方の債務が存続するのか、

消滅するのか、という問題である。 

２ 危険負担における責に帰すことのできない事由とは、天災

地変等の不可抗力のみを指すものではない。 

３ マンション管理業者の責に帰すことのできない事由によっ

て、管理組合又は区分所有者等に損害が発生したときは、マ

ンション管理業者は、その損害賠償責任を負わない。 

４ マンション管理業者及び管理組合の責に帰すべき事由がな

いにもかかわらず、マンション管理業者が業務を執行するこ

とができなくなってしまったときでも、管理業者は管理委託

契約書の約定に従ったマンション管理委託費を請求できる。 

 

【問 ６】 委任に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 委任契約は、無償であることが原則で、特約がない限り報

酬を請求することができない。 

２ 委任契約は、原則として他人に任せることができ、必ずし

も自ら委任事務を処理する必要はない。 

３ 受任者は、委任者の請求があるときは、いつでも委任事務

処理の状況を報告する義務がある。 

４ 委任事務を処理するのに必要な費用については、委任者は、

受任者の請求があれば、前払いをする義務がある。 

 

【問 ７】 建物の賃貸借契約に関する次の記述のうち、民法及

び借地借家法（平成３年法律第90号）の規定によれば、正し

いものはどれか。 

１ 賃貸人は、原則として賃貸借契約の目的物の修繕義務を負

わない。 

２ 賃借人が、賃貸借契約の目的物について、改良のために費

用を支出した場合には、賃借人は、賃貸人に賃貸借契約の目

的物の価値の増加した分を直ちに請求できる。 

３ 賃借人は、原則として賃貸人の承諾がなくとも、第三者に

賃借権を譲渡したり、転貸することができる。 

４ 賃借人の賃貸人に対する賃料の支払義務について、その支

払時期は、民法の原則では後払いである。 

 

【問 ８】 建物の賃貸借契約の終了に関する次の記述のうち、

民法及び借地借家法の規定によれば、誤っているものはどれ

か。 

１ 賃貸借契約の期間に定めがない場合、賃貸人は、賃借人に

対し、いつでも解約申し入れをすることができる。 

２ 賃貸借契約の期間に定めがない場合、賃貸人の賃借人に対

する解約申し入れは、正当事由があると認められる場合でな

ければすることができない。 

３ 賃貸借契約について、期間の定めがある場合、賃貸人が賃

借人に対し、期間満了と同時に明け渡しを求めるには、期間

満了前１年から６カ月前までの間に更新拒絶の通知をしなけ

ればならない。 
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４ 賃貸借契約について、期間の定めがある場合、書面をもっ

て、更新拒絶の意思表示があれば、期間満了時に賃貸借契約

は終了する。 

 

【問 ９】 建物賃貸借契約における正当事由に関する次の記述

のうち、借地借家法に定められていないものはどれか。 

１ 建物の賃貸人及び賃借人が建物の使用を必要とする事情 

２ 建物の賃貸借に関する従前の経過 

３ 建物の利用状況及び建物の現況 

４ 土地の有効利用及び再開発の必要性 

 

【問 10】 借地権に関する次の記述のうち、借地借家法の規定

によれば、正しいものはどれか。 

１ 普通借地権は、存続期間を定めたとしても、期間満了に際

して、借地権設定者に更新を拒絶する正当の事由が不要であ

る。 

２ 一般定期借地権は、借地契約において、存続期間を50年以

上とする借地権を設定する場合において、契約の更新、建物

の築造による存続期間の延長がなく、建物の買取請求をしな

い旨の特約ができる。 

３ 建物譲渡特約付借地権は、専ら事業用に供する建物の所有

を目的とし、かつ存続期間を10年以上20年以下として借地権

を設定する場合、普通借地権の存続期間、契約の更新、再建

築、建物買取請求権等に関する規定の適用を排除することが

できる借地権をいう。当該借地権は、約定した存続期間の満

了によって消滅する。 

４ 事業用借地権は、借地権を設定する場合において、借地権

を消滅するために、その設定後30年以上を経過した日に、借

地上の建物を借地権設定者に相当の時価で譲渡する旨を定め

るものをいう。 

 

【問 11】 建物賃貸借契約の期間に関する次の記述のうち、借

地借家法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 建物の賃貸借契約は、10年以上の期間を定めても、10年に

短縮される。 

２ 建物の賃貸借契約の期間を２年未満と定めた場合は、期間

の定めのない契約とみなされる。 

３ 建物賃貸借には、普通建物賃貸借と定期建物賃貸借等があ

る。 

４ 期限付き賃貸借契約における特約は、必ずしも書面にしな

くとも効力を生ずる。 

 

【問 12】 管理組合の訴訟手続に関する次の記述のうち、民事

訴訟法（平成８年法律第109号）及び建物の区分所有等に関す

る法律（昭和37年法律第69号。以下「区分所有法」とい

う。）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 管理組合法人又は権利能力なき社団とされる管理組合は、

民事訴訟上の当事者能力があるので、管理組合法人又は管理

組合自体が原告になり被告になることができる。 

２ 管理者はその職務権限に属する事項について、規約又は集

会の決議により訴訟追行権が与えられている時は、管理者は

裁判の原告又は被告となることができる。 

３ 規約により訴訟追行権を与えられている管理者が自己を被

告とする訴えが提起されたときは、その旨を区分所有者に通

知しなければならないが、原告となって訴えを提起するとき

は、その必要はない。 

４ 管理者が原告又は被告となった裁判の判決の効力は、区分

所有者全員に及ぶもので、管理者が敗訴した場合において、

区分所有者が再度訴えを起こすことはできない。 

 

【問 13】 都市計画法（昭和43年法律第100号）及び建築基準

法（昭和25年法律第201号）の一部改正法（平成12年法律第73

号）に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 都市機能が集積する既成市街地のうち、特に土地の高度利

用が期待される区域について高度利用を促進するため、一定

の要件を満たす区域について「特例容積率適用区域」を定め

ることができることとなったが、その対象となるのは商業地

域と近隣商業地域である。 

２ 用途地域の指定のない地域において、特定の用途の建築物

等の立地を抑制する「特定用途制限地域」が創設された。 

３ 隣地側に壁面線の指定又は地区計画で壁面の位置制限があ

る建築物について、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上

支障がないと認めて許可したものは、法定の建ぺい率制限が

緩和されることとなった。 

４ 道路、河川、下水道等の都市施設の立体的な範囲の都市計

画決定制度が創設された。 

 

【問 14】 中古マンションの売買についての媒介契約に関する

次の記述のうち、宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）

の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法第２条第３号に規定

する宅地建物取引業者）が、媒介契約を締結したマンション

の売買価額について意見を述べる場合は、たとえ依頼者の要

求がなくても、その根拠を明示しなければならない。 

２ 宅地建物取引業者と依頼者との間の専任媒介契約が、有効

期間の満了により終了する場合に、１回に限り、自動的に更

新される旨の特約をしても、その特約は無効である。 

３ 宅地建物取引業者が、媒介契約を締結したときに依頼者に

交付すべき書面に記名押印をしなければならないのは、宅地

建物取引業者であり、宅地建物取引主任者ではない。 

４ 媒介契約は、宅地建物取引業者が法定の事項を記載した書

面を依頼者に交付して、はじめて成立し、その効力を生ずる。 

 

【問 15】 宅地建物取引業者が自ら売主となって行う工事完了

前のマンションの販売に関する次の記述のうち、宅地建物取

引業法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 売主である宅地建物取引業者が、宅地建物取引業者でない

者に売却する場合に受領する手付金を売買代金の30％と定め

て、売主がこれを受領したときは、売買代金の20％を超える

部分が無効である。 

２ 買主が宅地建物取引業者でない場合において、その売買契

約が物件の現地に近い喫茶店で締結された場合、その契約締

結の日から８日間を経過したときは、買主はもはや契約を解

除することはできない。 

３ 買主が宅地建物取引業者である場合においても、売主は受

領する手付金等の額が、代金の額の５％を超え、または1,000

万円を超えるときは、手付金等の保全措置を講じなければな

らない。 

４ 買主が宅地建物取引業者でない場合において、損害賠償額

の予定として、代金の額の25％と特約した場合、その損害賠

償額の予定はすべて無効とされ、何ら取り決めなかったこと

になる。 

 

【問 16】 宅地建物取引業者が売主として、宅地建物取引業者

でない者に対してマンションを販売した場合の瑕疵担保責任

に関する次の記述のうち、民法及び宅地建物取引業法の規定

によれば、正しいものはどれか。 

１ そのマンションの瑕疵について、「買主は損害賠償の請求

はできないが、瑕疵の修補請求をすることはできる」旨の特

約は有効である。 

２ そのマンションの瑕疵について、売主が瑕疵担保責任を負

う期間を、物件の引渡しの日から６ヵ月間と定めた場合でも、

売主は引渡しの日から２年間責任を負うことになる。 

３ そのマンションの瑕疵について、売買契約締結前に買主に

対して売主が具体的に説明し、買主がそれを契約締結時に知

っていた場合、売主はその瑕疵について担保責任を負わない。 

４ そのマンションが、建物完成後すでに10年を経過している

場合には、売主は瑕疵担保責任を負うべき期間について自由

に決定することができる。 

 

【問 17】 都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものは

どれか。 

１ 防火地域又は準防火地域は、用途地域の一種である。 

２ 高層住居誘導地区とは、住居と住居以外の用途とを適正に
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配分し、利便性の高い高層住宅の建設を誘導するため定める

地区で、すべての用途地域において定めることができる。 

３ マンションを建設するために、土地の区画形質を変更しよ

うとする者は、開発許可の申請にあたり、あらかじめ開発行

為に関係がある公共施設の管理者の同意を得、かつ、その開

発行為又は開発工事に関する工事により設置される公共施設

を管理することとなる者等と協議しなければならない。 

４ 開発許可の申請を受けた都道府県知事は、申請受理の翌日

から６週間以内に許可または不許可の処分をしなければなら

ない。 

 

【問 18】 建築物の各種の制限に関する次の記述のうち、建築

基準法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 第１種又は第２種低層住居専用地域内においては、原則と

して、建築物の高さは10ｍ又は12ｍのうち当該地域に関する

都市計画において定められた建築物の高さの限度を超えては

ならず、また建築物の各部分の高さは、各部分から隣地境界

線との関係による、いわゆる隣地斜線制限の適用を受ける。 

２ 地方公共団体は、マンション等の特殊建築物その他一定の

建築物について、建築物と道路の関係について条例で必要な

制限を附加することができる。 

３ マンション等の共同住宅が、原則として建築できない用途

地域は、第１種低層住居専用地域と工業専用地域である。 

４ 建築物の前面道路の幅員が12ｍ未満のときには、容積率及

び建ぺい率について特別の制限を受ける。 

 

【問 19】 建築基準法における用語の定義に関する次の記述の

うち、正しいものはどれか。 

１ 建築主とは、建築物に関する工事の請負契約の注文者又は

請負契約によらないで自らその工事をする者をいう。 

２ 大規模の修繕とは、建築物の主要構造部の一種以上につい

て行う３分の２以上の修繕をいう。 

３ 特定行政庁とは、建築主事を置く市町村の区域については

その市町村の長をいい、その他の市町村の区域については、

国土交通大臣をいう。 

４ 耐火構造と防火構造とは、表現が異なるだけで、その意義

は同じである。 

 

【問 20】 都市再開発法（昭和44年法律第38号）に関する次の

記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 市街地再開発事業には、事業のための土地等の確保の手法

により、第一種市街地再開発事業と第二種市街地再開発事業

とがある。 

２ 従前の土地建物の権利を、再開発後の建物の一部とそれに

伴う土地の権利に置き換える、いわゆる権利変換システムに

より施行する事業のことを、第二種市街地再開発事業という。 

３ 第一種市街地再開発事業の施行区域内の宅地について、所

有権又は借地権を有する者が市街地再開発組合を設立するに

は、５人以上が必要である。 

４ 第一種市街地再開発事業を、個人が１人で施行することも

できる。 

 

【問 21】 管理組合法人（区分所有法第47条から第56条に規定

する管理組合法人）に関する次の記述のうち、区分所有法の

規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 管理組合法人が第三者と取引して債務を負ったときは、法

人がその債務の弁済責任を負うので、各区分所有者がその弁

済の責任を負うことはない。 

２ 管理組合法人には法人の業務執行及び代表の機関として理

事が置かれるので、これとは別に管理者を置く必要はない。 

３ 管理組合法人と理事との利益が相反する場合は、必ず監事

が管理組合法人を代表する。 

４ 管理組合法人の理事が第三者に損害を与えた場合でも、管

理組合法人がその損害賠償責任を負うことはない。 

 

【問 22】 管理組合（区分所有法第３条に規定する区分所有者

の団体）に関する記述のうち、区分所有法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ １棟の区分所有建物の中に一部の区分所有者のみの共用に

供されることが明らかな共用部分（一部共用部分）がある場

合でも、それを管理する一部管理組合が常に成立存在すると

は限らない。 

２ 団地管理組合が棟の共用部分を全面的に管理する場合でも、

棟の管理組合は成立存在する。 

３ 団地の場合には、団地管理組合と棟の管理組合、一部管理

組合の３種類の管理組合が成立存在することがある。 

４ 規約で別段の定めをしている場合を除いて、棟の管理組合

は団地管理組合の意思決定に反することはできず、一部管理

組合は棟の管理組合の意思決定に反することはできない。 

 

【問 23】 管理組合の運営に関する次の記述のうち、中高層共

同住宅標準管理規約・単棟型（平成９年住宅宅地審議会答

申）の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 組合員Ａの代理人として出席していた息子のＢを理事に選

任した。 

２ 総会の議案書とともに議決権行使のための委任状の書式は

配布したが、議決権行使書面の書式は配布しなかった。 

３ 議題が鉄部塗装工事実施に関するものだったので、議案の

要領は通知しなかった。 

４ 組合員Ｃの妻Ｄが総会に出席したので、委任状の提出を求

めた。 

 

【問 24】 マンションが滅失又は損傷した場合に関する次の記

述のうち、区分所有法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 大規模な火災・震災等で政令で定めるものによりマンショ

ンが全部滅失した場合には、土地の共有関係が残るだけなの

で、マンションを再建するには、土地共有者全員の同意が必

要である。 

２ マンションが損傷した場合には、補修の決議をすることが

できるから、建替え決議をすることはできない。 

３ マンションが一部滅失した場合には、復旧決議をすること

ができるが、建替えの決議をすることができる場合もある。 

４ 復旧決議に賛成しなかった者は賛成した者に対し、建物と

敷地に関する権利を買取るべきことを請求でき、同様に建替

え決議に賛成しなかった者は賛成した者等に対し、区分所有

権及び敷地利用権を買取るべきことを請求できる。 

 

【問 25】 規約の変更に関する次の記述のうち、一部の区分所

有者の権利に特別の影響を及ぼすべき場合に該当するものは

どれか。 

１ 犬を飼育している組合員がいる場合において、管理規約で

ペット飼育禁止の定めをするとき。 

２ 住宅と７階建て相当の立体駐車場の専有部分があるマンシ

ョンで、専有部分の床面積割合によるという管理費の負担割

合の定めを、立体駐車場については、専有部分の床面積の1.3

倍の負担割合に改めるとき。 

３ 特定の区分所有者の無償の駐車場専用使用権を管理規約で

消滅させる定めをするとき。 

４ バルコニーに物置を設置している組合員がいる場合におい

て、管理規約でバルコニーでの物置設置禁止の定めをすると

き。 

 

【問 26】 マンションの建替えに関する次の記述のうち、区分

所有法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 老朽、損傷、一部の滅失その他の事由により、建物の価額

その他の事情に照らし、建物がその効用を維持し、又は回復

するのに過分の費用を要するに至ったときは、集会において、

区分所有者及び議決権の各５分の４以上の多数で、建物を取

り壊し、かつ、当該建物の敷地若しくはその一部の土地又は

その敷地の全部若しくは一部を含む土地に新たな建物を建築

する旨の決議（以下本問において「建替え決議」という。）

をすることができる。 

２ 建替え決議においては、「新たに建築する建物（以下本問

で「再建建物」という。）の設計の概要」、「建物の取壊し
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及び再建建物の建築並びに維持管理に要する費用の概算額」、

「建物の取壊し及び再建建物の建築並びに維持管理に要する

費用の分担に関する事項」、「再建建物の区分所有権の帰属

に関する事項」を定めなければならない。 

３ 建替え決議があったときは、集会を招集した者は、建替え

決議があった日から２月以内に、建替え決議に賛成しなかっ

た区分所有者（その承継人を含む。）に対し、建替え決議の

内容により建替えに参加するか否かを回答すべき旨を書面で

催告しなければならない。 

４ 建替え決議に賛成しなかった区分所有者（その承継人を含

む。）は、集会を招集した者から、催告を受けた日から２月

以内に回答しなければ、建替えに参加しない旨を回答したも

のとみなされる。 

 

【問 27】 管理者（区分所有法第25条に規定する管理者）が独

自の裁量で行った次の行為のうち、区分所有法に違反するも

のはどれか。 

１ 懸案事項を審議するため、臨時総会を招集した。 

２ マンションの玄関入口のガラスドアが欠損したので業者に

連絡し、取りかえてもらった。 

３ 外壁が落下し通行人が負傷したので、保険契約に基づく保

険金の請求と受領を行った。 

４ マンション内の機械式駐車場につき損害保険契約を締結し

た。 

 

【問 28】 義務違反者に対する措置についての次の記述のうち、

区分所有法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ バルコニーをサンルームに改造した区分所有者に対し、共

同の利益に反する行為であるとして、サンルームの撤去等を

求める訴訟を提起するには、集会において区分所有者及び議

決権の各４分の３以上の特別多数決議が必要である。 

２ 用途が住宅と限定されている専有部分を、託児所として使

用している区分所有者に対し、共同の利益に反する行為であ

るとして、託児所としての使用停止を求める訴訟を提起する

場合、当該区分所有者に弁明の機会を与えなくてもよい。 

３ 用途が店舗と限定されている専有部分を、特定の宗教団体

の事務所として使用している賃借人に対し、他の区分所有者

の共同生活の維持を図ることが困難であるとして、相当の期

間賃借人による専有部分の使用禁止を求める訴訟を提起する

場合、集会において区分所有者及び議決権の各４分の３以上

の特別多数決議が必要である。 

４ 専有部分を暴力団事務所として使用している区分所有者に

対し、他の方法によっては他の区分所有者の共同生活の維持

を図ることが困難であるとして、区分所有権等の競売を請求

する訴訟を提起する場合には、管理者を原告としなければな

らない。 

 

【問 29】 マンションの事故が原因の損害賠償責任に関する次

の記述のうち、民法及び区分所有法の規定によれば、誤って

いるものはどれか。 

１ 外壁が落下して通行人が負傷した場合、区分所有者全員が

損害賠償責任を負う。 

２ 排水管につまる物を流した者がいたために本管から水漏れ

した場合、区分所有者全員が損害賠償責任を負う。 

３ 水道蛇口と給水管を結ぶ配管部分のパッキンが故障したた

め水漏れした場合、その枝管部分を所有する区分所有者が損

害賠償責任を負う。 

４ 排水管の枝管部分が老朽化により水漏れした場合でも、そ

の枝管部分を所有する区分所有者が責任を負うとは限らない。 

 

【問 30】 管理組合の会計に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 

１ 管理組合の会計では、管理組合の各組合員に対して、意思

決定に役立つ情報を提供する必要性があることから、財務会

計による手法がとられている。 

２ 管理組合の会計は、会社等の営利を目的とする企業会計で

はなく、財産の管理保全のために、最小限の費用で最大効果

を得ることを目的としている。 

３ 管理組合の会計では、日常的な管理（管理費勘定）や将来

的に発生する大規模修繕（積立金勘定）などのように、目的

別に会計処理を行う必要がある。 

４ 管理組合の会計は非営利法人会計のうち公益法人会計に近

いものと考えられるが、実態としては一般的な商業簿記によ

る独自の会計手法を採っている。 

 

【問 31】 管理組合の予算手続きに関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

１ 次期予算案の作成にあたっては、当年度の収支状況を確認

し、その結果を参考に作成する。 

２ 次期予算案の支出項目を検討するにあたっては、設備点検

業者や清掃業者から提出される業務報告書や組合員の意見、

長期修繕計画等の情報を参考に作成する。 

３ 次期予算案は会計年度開始以前に確定する必要があるため、

臨時総会で収支報告及び予算について承認された後、執行さ

れるのが一般的である。 

４ 次期予算案の作成にあたっては、次期会計年度の支出総額

と現行の収入予算を比較し、必要に応じて支出額の削減や管

理費等の値上げを検討する。 

 

【問 32】 企業会計における文書等の法定保存期間に関する次

の記述のうち、商法及び税法等の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

１ 商業帳簿及び営業に関する重要書類（貸借対照表、損益計

算書等）の法定保存期間は７年である。 

２ 取引に関する帳簿（仕訳帳、現金出納帳等）の法定保存期

間は５年である。 

３ 預貯金の預入れに際して作成された取引証憑書類（領収書、

預金通帳等）の法定保存期間は５年である。 

４ 監査役の監査報告書（本店備え置き分）の法定保存期間は

５年である。 

 

【問 33】 区分所有者の管理費等の滞納の防止策に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ 管理規約等で管理費等の使途目的を明確にしておくととも

に、管理組合の広報誌や総会の場などを通し、区分所有者に

対する啓蒙活動を行うことも滞納の防止策の一つとされてい

る。 

２ 滞納者の確認及び滞納者への督促対応を迅速に行うため、

管理規約に管理費等の徴収時期、支払方法等に関する規定を

設けておくことも滞納の防止策の一つとされている。 

３ 遅延損害金の請求も滞納の防止策の一つとされているが、

中高層分譲共同住宅標準管理規約では、管理費等を支払期日

までに納付しない区分所有者に対して、その未払金額に年

14.6％の遅延損害金を加算して請求することとしている。 

４ 管理規約や駐車場使用契約書等で、「一定限度以上滞納し

た場合は駐車場使用契約を解除することができる。」旨の規

定を設けることも滞納の防止策の一つとされている。 

 

【問 34】 マンションの共用部分に係る損害保険の付保に関す

る次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

１ 区分所有法では、共用部分等について損害保険契約をする

ことは、共用部分などの管理に関する事項とみなす、との規

定をおいている。 

２ 区分所有者のマンションの建物についての損害保険の付保

方法として、各区分所有者が専有部分とともに共用部分につ

いても、自己の持分に相応する金額を含めて付保する方法が

一般的である。 

３ 専有部分と共用部分の境界部分についての基準として、保

険金による原状復帰を目的とする場合、共用部分の範囲が広

くなる壁芯基準が望ましいとしている。 

４ 保険事故が発生した場合、管理組合が法人である場合に限

って、損害保険金の支払請求や受領することができる。 

 

【問 35】 マンション修繕費用積立保険に関する次の記述のう
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ち、最も不適切なものはどれか。 

１ マンション修繕費用積立保険は、管理組合の毎月の修繕積

立金を保険料として積み立てることにより、マンションの共

用部分の火災等による損害が補償されるのと同時に、満期時

に支払われる満期返戻金と配当金を修繕費用に充てることが

できるのが特徴である。 

２ 現行税法上、管理組合が法人化されている、いないにかか

わらず、保険満期時に支払われる満期返戻金や契約配当金に

は税金がかかる。 

３ マンション修繕費用積立保険の保険料は、積立保険料部分

と危険保険料部分に分けられ、経理処理としては、積立保険

料部分は資産勘定に、また危険保険料部分は保険期間によっ

て、費用として、又は前払保険料として資産勘定に計上する。 

４ 保険満期時に支払われる満期返戻金は、保険期間ごとにタ

イプがあり、契約金額や修繕資金の積立目標額などによって

選ぶことができる。また、契約配当金は保険料払込方法、保

険金額によって異なる。 

 

【問 36】 マンションに係る諸税に関する次の記述のうち、税

法の規定によれば、最も不適切なものはどれか。なお、特例

等は考慮しないものとする。 

１ マンションを購入した場合、マンションの取得について不

動産取得税が課せられ、マンションの所有権の保存登記又は

移転登記について登録免許税が課せられる。 

２ マンションを所有している場合、土地や家屋などの固定資

産の所有に対して、固定資産税が課せられる。なお、市街化

区域にマンションを所有している場合は固定資産税と都市計

画税を納めることとなる。 

３ 個人が相続又は遺贈によりマンションを所得した場合には、

その個人に対して贈与税が課せられる。 

４ 個人がマンションを所有していて、これを他人に賃貸して

家賃収入を得た場合には、その家賃から生ずる所得に対して

所得税が課せられる。なお、貸主が法人の場合は、所得税に

代わって法人税が課せられる。 

 

【問 37】 建築用語の定義に関する次の記述のうち、建築基準

法等の規 定によれば、正しいものはどれか。 

１ 主要構造部とは、建物自体の重量と積載物の重量を支持し

て、地震力・風圧力などの外力に安全に耐えることがその役

割となる。建築基準法第２条第５号で、各階の床・柱・は

り・壁・基礎等を主要構造部と定めている。 

２ 上下２階建ての鉄骨プレハブ駐車場で駐車区画まで車が自

走して出入りすることができる駐車場は建築基準法で建築物

に該当し、２段式の立体構造機械式駐車場で屋根がない場合

は工作物に該当する。 

３ 分譲共同住宅の耐震改修をしようとするとき、共同住宅は

建築物の耐震改修の促進に関する法律の特定建築物に該当し

ないため同法の適用を受けられない。したがって建築基準法

の既存不適格建築物の制限緩和を受けることができない。 

４ 建築基準法では不特定多数の人が利用する建築物を「特殊

建築物」といい、防・耐火、避難及び消火関係、内装制限な

どの規制が強化されている。分譲共同住宅はすべて特殊建築

物に該当するが、賃貸共同住宅は特殊建築物に該当しない。 

 

【問 38】 セメントに関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。 

１ ポルトランドセメントの主原料は、通常、石灰石・粘土・

珪石などで、それらを約1500℃で焼成し、石膏を混ぜて粉砕

してセメントができあがる。通常、ポルトランドセメントは

一般のコンクリート工事用として最も多量に使用されている。 

２ 高炉セメントは、ポルトランドセメントに高炉水砕粉末を

混合して作る。このセメントは下水や海水などに対する耐蝕

性に優れ、耐熱性が大きく、水密性が高い特性がある。しか

し、初期強度は普通ポルトランドセメントにやや劣る。 

３ シリカセメントは、シリカ質の混和材料であるポゾランを

混合して作られ、水密性が増し、石灰分の溶出が比較的少な

いので、高耐久性で化学抵抗性が大きくなる。しかし、ポル

トランドセメントに比べひび割れの発生が現れやすく、長期

強度も劣る。 

４ フライアッシュセメントは、石炭の排煙からでるフライア

ッシュ等を混合したもので、水和熱が低いのでマスコンクリ

ートの打設に適し、乾燥収縮が比較的少なく、また化学抵抗

性がよく、長期強度も普通ポルトランドセメントに劣らない。 

 

【問 39】 防水に関する次の記述のうち、最も不適切なものは

どれか。 

１ 建物の外壁目地シーリングは、防水と美観の維持の役割が

ある。したがって、部材によく接着し、地震や温度収縮膨張

などによる目地の動きによく追随し、耐侯性がよいことが必

要とされる。 

２ 露出アスファルト屋上防水は、飛来してきた草木の種が根

付いて防水層を貫通し雨漏れの原因になることがあるので、

草木の根付け防止のために土砂が溜らないよう清掃管理をす

る必要がある。 

３ 屋上シート防水は、合成ゴム系と合成樹脂系があり、防水

層の重量が軽い利点があり、また屋上歩行や軽い運動程度に

適した防水である。しかし野鳥がくちばしで突いて防水層を

損傷する、いわゆる鳥害を受けることがある。 

４ 屋上塗膜防水は、ゴム系又はアクリル樹脂系の材料を、ロ

ーラーばけ、こて、へらなどで塗布、または吹付け器で吹き

付けて仕上げる工法で、下地との接着がよく、防水層の重量

が軽い特性があるが、施工時に厚みの確認がしにくいのが問

題点となる。 

 

【問 40】 建物診断に関する次の記述のうち、最も適切なもの

はどれか。 

１ コンクリートの中性化の診断方法は、測定部位に直径15㎜

程度の孔をあけ表面を清掃し、フェノールフタレイン１％の

アルコール溶液を噴霧した後、変色しない部分を中性化、赤

く変色した部分を未中性化部分と判定し、コンクリート表面

からの深さを測定する。 

２ コンクリート強度の診断は、破壊試験と非破壊試験による

方法がある。原則として、試験結果が正確で、居住中の室内

でも比較的簡単にできるコンクリートコアの採取による破壊

試験が行われる。 

３ 塗装・吹き付け仕上部の診断は、目視診断に頼ることなく、

必ず現場で専門技術者による赤外線温度計、衝撃弾性波測定

器、建研式接着力試験器等の非破壊試験機を使って診断を行

わなければならない。 

４ 給水配管の劣化診断は、漏水、給排水量の減少、赤水など

目視できる現象が発生してから診断を行い、１次診断として

使用状況等、２次診断として目視、３次診断として非破壊試

験による診断等があり、生活に支障を及ぼすので原則として

破壊試験は行わない。 

 

【問 41】 マンションの大規模修繕計画に関する次の記述のう

ち、最も不適切なものはどれか。  

１ マンション管理業者に求められる大規模修繕対応能力は、

長期修繕計画案の作成、資金計画案の立案、建物等の劣化状

況を把握し修繕計画・資金計画の補正をするための調査診断

の実施、法律的事項に関する助言などがある。 

２ 長期修繕計画案は、作成者の経験や統計値に基づいて修繕

周期や費用を算出したもので、新しい材料や工法の開発によ

る耐久性の向上、物価変動、不可測な実施時期の繰り上げ等

は見込んでいない。したがって定期（３年程度）に見直す必

要がある。 

３ 長期修繕計画は、いつごろ、どのような修繕を行うか、そ

の概算費用額について区分所有者に周知させ、必要修繕予定

費を積み立てる計算基礎であり、数量は図面及び一部実測に

よる概算なので、工事実施の見積りは改めて詳細な積算をす

る必要がある。 

４ 管理組合会計は予算主義で、予算額と決算額の差が少ない

ほどよいとされるので、長期修繕計画案では設定した最長修

繕年次について、積立金額と修繕予定金額が一致するような
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計画がよいものとされる。 

 

【問 42】 建築構造等に関する次の記述のうち、最も不適切な

ものはどれか。  

１ 建物の耐震診断は、専門家に依頼しなければならず、多額

の費用と時間を要する。そこで予め、日本建築学会が提案す

る簡略な耐震診断を実施し、「診断をおすすめします。」

「診断が必要です。」の結果がでた場合、本格的な診断を受

けるとよい。 

２ ピロティの耐震補強の主な方法は、耐震壁の増設、そで壁

の増設、アーチ式補強、柱の鉄板巻き補強等がある。実際に

補強する場合は状況に応じて、これらの方法を組み合わせて

補強するのが一般的である。 

３ マンションにおける騒音苦情で最も多いのは、上の階から

伝わる生活騒音で、歩行音、飛び跳ねる音、扉や戸の開閉音

等、建物の躯体中を伝播する固体伝播音である。特に上の階

で床仕上げをフローリングにリフォームした場合に発生する

ことがある。 

４ 共同住宅の界壁・床の遮音性能は建築基準法で規定され、

遮音性能は界壁ではＤ値で、床についてはＬ値で表す。共に

数値が小さい方が性能がよいことを示し、建築学会では各々

45以下を推奨値としている。 

 

【問 43】 マンション管理業の事業又は業務の特性に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

１ マンション管理業はマンションストックの集積と地域の密

度によって経営が成り立つが、新築のマンションを継続的に

受託できる者とそうでない者との間に事業環境の相違が顕著

になっている。 

２ マンション管理業は労働集約型の産業といわれており、他

産業に比して総資本比率は高いが従業員一人あたりの付加価

値額は低い。 

３ マンション管理業を営む者のほとんどは、マンション管理

業に係る売上高が総売上高の過半を占めており、専業率が高

くなっている。他の業種を兼営しているのは極めて少ない。  

４ マンション管理業者が受託する業務の範囲や内容は、その

ほとんどが標準管理委託契約書（昭和57年住宅宅地審議会答

申）に依拠しているため、マンション管理業者間の顕著な格

差があまりみられない。 

 

【問 44】 標準管理委託契約書第17条ではマンション管理業者

の免責事項を規定しているが、次の事項のうち、同条に規定

されていないものはどれか。 

１ 天災地変等不可抗力による損害 

２ 管理組合又は組合員の不法行為による損害 

３ 火災、盗難等の事故の発生による損害 

４ マンション管理業者が善良なる管理者の注意をもって委託

業務を行ったにもかかわらず生じた諸設備の損害 

 

【問 45】 マンション管理業者は管理事務を善良なる管理者の

注意をもって行わなければならないが、次の業務処理のうち

注意義務を果たしたといえるものはどれか。 

１ 外壁の一部が膨れ、落下する可能性が高かったので、管理

組合及び組合員に危険発生を通知するとともに、落下予想場

所にロープをめぐらせ、かつ、初期対応としての補修等に関

する意見を管理組合に提出した。 

２ 管理組合の理事会において、管理費等を滞納している組合

員に対しては管理規約の定めにより遅延損害金を加算して請

求することが決定され、かつ、マンション管理業者もこれを

行うことを承諾したが、実際は遅延損害金を加算せずに請求

したため、滞納者から当該請求額が支払われてきた。 

３ マンション管理業者は、管理委託契約において毎月の管理

組合の諸費用の支払いを行うこととされていたが、２月の一

般会計（管理費会計）科目の支払いに際して当該会計に属す

る管理組合の預金が不足していたため、理事会に諮らずにそ

の一部を特別会計（修繕積立金会計）の預金から取り崩して

支払った。 

４ マンション管理業者は、管理委託契約において、管理組合

に代わり、組合員の所有する専有部分及び敷地利用権の売却

の依頼を受けた宅地建物取引業者から、当該組合員の負担に

係る管理費等の額（滞納額含む。）の明示を求められたとき

はこれに応じることとされていたが、管理費等の額が管理組

合の総会で改定されていたにもかかわらず従前の額を宅地建

物取引業者に明示したため、当該宅地建物取引業者は購入予

定者に従前の額を重要事項として説明した。 

 

【問 46】 マンョン管理業者に対する国土交通大臣による業務

停止命令に関する次の記述のうち、適正化法の規定によれば、

誤っているものはどれか。 

１ 国土交通大臣は、マンション管理業者が法人である場合に

おいて、その役員のうちに業務の停止をしようとするとき以

前５年以内にマンション管理業に関し不正又は著しく不当な

行為をした者があるときは、１年以内の期間を定めて、その

業務の全部又は一部の停止を命じることができる。 

２ 国土交通大臣は、マンション管理業者が自己の名義をもっ

て他人にマンション管理業を営ませたときは、１年以内の期

間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命じることが

できる。 

３ 国土交通大臣は、マンション管理業者が、正当な理由なく、

その業務に関し知り得た秘密を漏らした場合は、１年以内の

期間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命じること

ができる。 

４ 国土交通大臣は、マンション管理業者が、適正化法第72条

に規定する重要事項説明を行わなかった場合は、１年以内の

期間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命じること

ができる。 

 

【問 47】 次の事項のうち、適正化法第73条に規定する契約成

立時に交付すべき書面に記載すべき事項とされていないもの

はどれか。 

１ 管理事務（適正化法第２条第６号に規定する管理事務。以

下同じ。）の内容及び実施方法（適正化法第76条の規定によ

り管理する財産の管理の方法を含む。） 

２ 修繕積立金等金銭の返還債務を負うこととなったときに第

三者がその返還債務を保証することを内容とする契約に関す

る事項 

３ 適正化法第77条に規定する管理事務の報告に関する事項 

４ 管理事務として行う管理事務に要する費用の収納に関する

事項  

 

【問 48】 マンション管理業者の業務に関する次の記述のうち、

適正化法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ マンション管理業者は、管理事務の受託の如何を問わず、

そのすべての事務所ごとに、成年者である専任の管理業務主

任者（適正化法第２条第９号に規定する管理業務主任者。以

下同じ。）を設置しなければならない。 

２ マンション管理業者は、管理組合との間で管理受託契約を

締結したときは、当該管理組合の管理者等に対し、遅滞なく、

適正化法第73条に規定する事項を記載した書面を交付しなけ

ればならず、当該書面を作成するときは、管理業務主任者を

して、記名押印をさせなければならない。 

３ マンション管理業者は、管理組合の管理者等に対し、定期

に、管理業務主任者をして、書面をもって、管理事務に関す

る報告を行わせなければならず、当該書面を作成するときは、

管理業務主任者をして、記名押印をさせなければならない。 

４ マンション管理業者は、管理組合と管理受託契約を締結し

ようとするときは、管理者等に対し、管理業務主任者をして、

重要事項（管理受託契約の内容及び履行に関する事項で国土

交通省令で定めるもの）を記載した書面をもって説明させる

とともに、区分所有者等に当該書面を交付しなければならず、

当該書面を作成するときは、管理業務主任者をして、記名押

印をさせなければならない。 

 

【問 49】 マンション管理業者の登録等に関する次の記述のう



平成13年度試験 

82 

 

ち、適正化法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ マンション管理業者の登録の有効期間と、適正化法第59条

に規定する管理業務主任者試験合格者等の登録の有効期間は、

いずれも５年間である。 

２ マンション管理業者がその事務所ごとに設置しなければな

らない成年者である専任の管理業務主任者の数は、管理事務

の委託を受けた管理組合30につき１名以上（１未満の場合は

切上げ。）である。 

３ 自己（法人又は個人）が専有部分を有しているマンション

の管理組合のみから管理事務を受託しているときは、マンシ

ョン管理業の登録を要しない。 

４ マンション管理業者の登録要件である財産的基礎とは、基

準資産額が300万円以上であることをいう。 

 

【問 50】 マンション管理業者の財産の分別管理に関する次の

記述のうち、適正化法の規定によれば、誤っているものはど

れか。 

１ マンション管理業者は、受託有価証券（適正化法施行規則

第87条第２項に規定する受託有価証券）を管理する場合にあ

っては、受託有価証券の預り証を保管してはならない。 

２ マンション管理業者が管理者等であるときは、当該管理者

等を名義人とする口座において預貯金として管理することが

でき、かつ、当該預貯金口座に係る預貯金通帳及び印鑑を同

時に管理することができる。 

３ マンション管理業者は、修繕積立金等金銭を管理する場合

において、 当該修繕積立金等金銭を管理するための管理組

合等を名義人とする預貯金通帳と当該預貯金通帳に係る管理

組合等の印鑑を同時に管理することはできない。 

４ マンション管理業者は、管理者等が選任されるまでの比較

的短い期間であっても、修繕積立金等金銭を管理するための

管理組合等を名義人とする預貯金通帳と当該預貯金通帳に係

る管理組合等の印鑑を同時に管理することはできない。 

 

解   答 

問１＝２ 問２＝３ 問３＝２ 問４＝１ 問５＝４ 問６＝２ 

問７＝４ 問８＝４ 問９＝４ 問10＝２ 問11＝３ 問12＝３ 

問13＝１ 問14＝４ 問15＝１ 問16＝３ 問17＝３ 問18＝２ 

問19＝１ 問20＝２ 問21＝２ 問22＝４ 問23＝１ 問24＝３ 

問25＝３ 問26＝４ 問27＝４ 問28＝２ 問29＝２ 問30＝１ 

問31＝３ 問32＝４ 問33＝３ 問34＝１ 問35＝２ 問36＝３ 

問37＝２ 問38＝３ 問39＝３ 問40＝１ 問41＝４ 問42＝４ 

問43＝３ 問44＝２ 問45＝１ 問46＝１ 問47＝２ 問48＝４ 

問49＝１ 問50＝４ 

 

平成13年度 
記述式試験問題 

 

※７問のうち４問を選択して解答。 

 

【問 １】 宅地建物取引業者は、自らが売主となってマンショ

ンを売却するときは、購入者に対して、契約が成立するまで

の間に、宅地建物取引主任者をして、宅地建物取引業法第35

条及び同法施行規則第16条の２に規定する重要事項を記載し

た書面を交付し説明をさせなければならないが、次の文章の

中の①から⑩に該当する用語を記述し、同法施行規則第16条

の２の第一号から第九号の規定を完成させなさい。 

第一 当該建物を所有するための一棟の建物の（①）に関する

権利の種類及び内容 

第二 区分所有法第２条第４項に規定する（②）に関する規約

の定め（その案を含む。次号において同じ。）があるときは、

その内容 

第三 区分所有法第２条第３項に規定する（③）の（④）その

他の利用の制限に関する規約の定めがあるときは、その内容 

第四 当該一棟の建物又はその（①）の一部を特定の者にのみ

（⑤）を許す旨の規約（これに類するものを含む。次号及び

第六号において同じ。）の定め（その案を含む。次号におい

て同じ。）があるときは、その内容 

第五 当該一棟の建物の（⑥）な維持修繕のための費用、通常

の（⑦）その他の当該建物の所有者が負担しなければならな

い費用を特定の者にのみ（⑧）する旨の規約の定めがあると

きは、その内容 

第六 当該一棟の建物の（⑥）な維持修繕のための費用の

（⑨）を行う旨の規約の定めがあるときは、その内容及び既

に積み立てられている額 

第七 当該建物の所有者が負担しなければならない通常の

（⑦）の額 

第八 当該一棟の建物及びその（①）の管理が委託されている

ときは、その委託を受けている者の氏名（法人にあっては、

その商号又は名称）及び住所（法人にあっては、その主たる

事務所の所在地） 

第九 当該一棟の建物の維持修繕の（⑩）が記録されていると

きは、その内容 

 

【解答欄】 

① 敷地 ⑥ 計画的 

② 共用部分 ⑦ 管理費用 

③ 専有部分 ⑧ 減免 

④ 用途 ⑨ 積立て 

⑤ 使用 ⑩ 実施状況 

 

【問 ２】 次の文章は、規約で別段の定めをすることが認めら

れている区分所有法の規定であるが、次の文章の中の①から

⑩に該当する用語を記述し、区分所有法の規定を完成させな

さい。 

１ 法第４条（共用部分） 

 法第１条に規定する建物の部分及び（①）は、規約により

共用部分とすることができる。この場合には、その旨の

（②）をしなければ、これをもって第三者に対抗することが

できない。 

２ 法第14条（共用部分の持分の割合） 

 各共有者の持分は、規約で別段の定めをしている場合を除

いて、その有する（③）の床面積の割合による。 

３ 法第17条（共用部分の変更） 

 共用部分の変更（改良を目的とし、かつ、著しく多額の費

用を要しないものを除く。）は、区分所有者及び議決権の各

４分の３以上の多数による集会の決議で決する。ただし、こ

の区分所有者の定数は、規約でその（④）まで減ずることが

できる。 

４ 法第22条（分離処分の禁止） 

 敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合

には、区分所有者は、その有する専有部分とその専有部分に

係る（⑤）とを分離して処分することができない。ただし、

規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。  

５ 法第25条（選任及び解任） 

 区分所有者は、規約に別段の定めがない限り集会の決議に

よって、（⑥）を選任し、又は解任することができる。 

６ 法第27条（管理所有） 

 （⑥）は、規約に別段の定めがあるときは、共用部分を

（⑦）することができる。 

７ 法第34条（集会の招集） 

 区分所有者の（⑧）以上で議決権の（⑧）以上を有するも

のは、（⑥）に対し、会議の目的たる事項を示して、集会の

招集を請求することができる。ただしこの定数は、規約で減

ずることができる。 

８ 法第35条（招集の通知） 

 集会の招集の通知は、規約で別段の定めをしている場合を

除いて、会日より少なくとも（⑨）前に、会議の目的たる事

項を示して、各区分所有者に発しなければならない。 

９ 法第49条（理事） 

 管理組合法人の理事の任期は、２年とする。ただし、規約

で（⑩）年以内において別段の期間を定めたときは、その期
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間とする。 

 

【解答欄】 

① 附属の建物 ⑥ 管理者 

② 登記 ⑦ 所有又は管理所有 

③ 専有部分 ⑧ ５分の１ 

④ 過半数 ⑨ １週間又は７日 

⑤ 敷地利用権 ⑩ ３ 

 

【問 ３】 次は、第154回国会（会期：平成14年１月21日から

６月19日）に上程されている「マンションの建替えの円滑化

等に関する法律案」の概要に関する記述である。次の語群か

ら①から⑩に該当する適切な語句を選択し、文章を完成させ

なさい。 

１ 国土交通大臣は、マンションの建替えの円滑化等に関する

（①）を定め、これを公表しなければならないものとするこ

と。 

２ 建替え合意者（マンションの区分所有権等を有する者であ

って区分所有法第62条の建替え決議により建替えを行う旨の

合意をした者）は、（②）人以上共同して、定款及び事業計

画を定め、（③）の認可を受けて（④）を設立することがで

きるものとすることとし、この場合、申請者は建替え合意者

の（⑤）以上の同意を得なければならないものとすること。 

３ （④）は、設立の認可の公告の日から（⑥）月以内に、建

替えに参加しない区分所有者に対し、（⑦）及び（⑧）を時

価で売り渡すべきことを請求することができるものとするこ

と。 

４ （⑨）は、保安上危険又は衛生上有害な状況にあるマンシ

ョンの区分所有者に対し、当該マンションの建替えを行うべ

きことを（⑩）することができるものとすること。 
 
〈語 群〉 

１  ２  ３  ５  ６  10  過半数  ４分の３

５分の４  マンション建替え組合  市町村長 

事業計画  勧告  是正 管理組合法人  特定行政庁 

都道府県知事  管理規約  指導  賃借権 

再建管理組合  国土交通大臣  基本方針  助言 

敷地利用権 区分所有権  敷地権  登録  許可 

 

【解答欄】 

① 基本方針 ⑥ ２ 

② ５ ⑦ 区分所有権 又は 敷地利用

権 

③ 都道府県知事 ⑧ 敷地利用権 又は 区分所有

権 

④ マンション建替え組合 ⑨ 市町村長 

⑤ ４分の３ ⑩ 勧告 

 

【問 ４】 マンション管理業者は、マンションの管理組合の管

理者等及び区分所有者等に対し、管理受託契約が成立するま

でに、管理業務主任者をして、一定の重要事項を記載した書

面を交付して説明をさせなければならないが、次の各号の中

の①から⑩に該当する用語を記述し、適正化法施行規則第84

条各号の規定を完成させなさい。 

第 １ 号 マンション管理業者の商号又は名称、住所、（①）

及び登録年月日 

第 ２ 号 管理事務の対象となるマンションの（②）に関する

事項 

第 ３ 号 管理事務の対象となるマンションの部分に関する事

項 

第 ４ 号 管理事務の内容及び実施方法（法第76条の規定によ

り管理する（③）の管理の方法を含む。） 

第 ５ 号 管理事務に要する費用並びにその支払の（④）及び

方法 

第 ６ 号 管理事務の一部の（⑤）に関する事項 

第 ７ 号 （⑥）契約に関する事項 

第 ８ 号 （⑦）に関する事項 

第 ９ 号 契約（⑧）に関する事項 

第 10 号 契約の（⑨）に関する事項 

第 11 号 契約の（⑩）に関する事項 

 

【解答欄】 

① 登録番号 ⑥ 保証 

② 所在地 ⑦ 免責 

③ 財産 ⑧ 期間 

④ 時期 ⑨ 更新 

⑤ 再委託 ⑩ 解除 

 

【問 ５】 次の文章は本年４月から解禁されるペイオフの仕組

み等について記述したものである。次の文章の中の①から⑩

に該当する用語を下記の語群から選び、文章を完成させなさ

い。 

 ペイオフ（狭義）とは、預金者保護を目的として創設され

た（①）の一つで、金融機関が破綻した場合、（②）が預金

者一人あたり元本の１千万円とその利息を払い戻す制度のこ

とをいいます。根拠法は（③）です。 

 2002年４月から2003年３月までは、（④）、普通預金、別

段預金の元本及び利息は全額保護されます。決済性預金以外

の対象預金等は合計で元本１千万円までとその利息が保護の

範囲となります。2003年４月１日以降は、決済性預金を含む

対象預金等の合計で元本１千万円までとその利息が保護の範

囲となります。 

 ペイオフの対象となる金融機関は（⑤）に本店のある金融

機関で、銀行法に規定する銀行、長期信用銀行法に規定する

長期信用銀行、信用金庫、信用組合、労働金庫、信金中央金

庫、全国信用協同組合連合会、労働金庫連合会と定められて

います。 

 なお、証券会社、生命保険会社、損害保険会社は（①）の

対象となっていません。証券会社が破綻したときは（⑥）が

補償し、生命保険会社や損害保険会社が破綻したときは

（⑦）が補償することになっています。また、（⑧）につい

ては、預入された貯金の払戻し及び利子の支払いが、国によ

って保証されています。 

 区分所有法第３条に規定する区分所有者の団体（管理組

合）は、「団体に（⑨）等が存在し、かつ、団体としての組

織を備え、多数決の原則が行われ、構成員の変更に関わらず

団体が存続し、その組織において代表の方法、総会の運営、

財産の管理団体としての主要な点が確定していること」から、

（⑩）なき社団・財団として取り扱われます。 

 

〈語 群〉 

権利能力  郵便貯金  外貨預金  多数決  集会  

規約  委任  定期預金  財務省  預金保険制度  

外国為替管理法  日本国内  金融庁  住宅金融公庫法

金銭信託  預金者共済制度  出資法  政令指定都市 

当座預金  預金保険機構  損害保険制度  預金保険法

県庁所在地  契約  農水産業協同組合貯金保険機構  

投資者保護基金  保険契約者保護機構  

 
【解答欄】 

① 預金保険制度 ⑥ 投資者保護基金 

② 預金保険機構 ⑦ 保険契約者保護機構 

③ 預金保険法 ⑧ 郵便貯金 

④ 当座預金 ⑨ 規約 

⑤ 日本国内 ⑩ 権利能力 

 

【問 ６】 法務省は、平成13年12月に「既存の分譲マンション

のＩＴ化工事に関する区分所有法の考え方」をホームページ

で開示した。次の記述はそのうちの「共用部分の変更とそれ

に必要な手続き」の抜粋だが、次の文章の中の①から⑤に該
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当する適切な語句を記入しなさい。 

 区分所有建物の共用部分を（①）する場合には、区分所有

者及び議決権の各（②）以上の多数による集会の決議を経る

必要がある。これに対して、（①）に当たらない共用部分の

管理に関する事項は、集会における区分所有者及び議決権の

各（③）の決議で決することになる。 

 ここでいう共用部分は、原則として、区分所有者全員が共

同で所有するものであり、廊下、階段、機械室、管理人室等

のパブリックスペースと、支柱、屋根、外壁等の基本的構造

部分とを含んでいる。また、共用部分の（①）とは、「共用

部分の（④）又は（⑤）を著しく変えること」を意味してい

る。したがって、共用部分への加工を施す場合であっても、

（④）又は（⑤）のいずれかを著しく変えるものでない限り、

集会における区分所有者及び議決権の各（③）の決議で決す

ることができ、区分所有者及び議決権の各（②）以上の多数

による集会の決議を経る必要はない。 

 

【解答欄】 

① 変更 

② ４分の３ 

③ 過半数 

④ 形状 又は 効用 

⑤ 効用 又は 形状 

 

【問 ７】 管理組合（区分所有法第３条に規定する区分所有者

の団体）及び管理組合法人（区分所有法47条に規定する管理

組合法人）と税法の関係に関する次の記述の中で、誤ってい

る箇所を抽出して各欄に記載しなさい。 

１ 管理組合は、法人税法上、公益法人等とみなされる。 

２ 管理組合法人は、法人税法上、人格のない社団等とみなさ

れる。 

３ 管理組合法人は、収益事業所得及び非収益事業所得に対し、

法人税が課税される。 

４ 管理組合及び管理組合法人は、消費税法に規定する事業者

に該当しないので、消費税を納税する義務がない。 

５ 管理組合及び管理組合法人は、所得税法上、預貯金利子に

係る所得税は非課税とされている。 

 

【解答欄】 

１ 誤っている箇所： 

 公益法人等とみなされる 又は 公益法人等 

 

２ 誤っている箇所： 

 人格のない社団等とみなされる 又は 人格のない社

団等 

 

３ 誤っている箇所： 

 及び非収益事業所得 又は 非収益事業所得 

 

４ 誤っている箇所： 

 消費税法に規定する事業者に該当しないので、消費税

を納税する義務がない 又は 事業者に該当しない・消

費税を納税する義務がない 

５ 誤っている箇所： 

 預貯金利子に係る所得税は非課税とされている 

 

 


